
                                                                                                                             

平成25年 第４回定例会

会 議 録
（平成 25 年６月７日～６月 21 日）

枕 崎 市 議 会

写
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平 成 ２５ 年

枕崎市議会第４回定例会会期及び会期日程

１ 会  期  １５日間（６月７日～６月２１日）

２ 会期日程  

月  日（曜） 区  分 時  間 内     容

６月 ７日（金） 本会議 前 9：30 １

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

開  会

開  議

会議録署名議員の指名

会期について

諸般の報告

議案上程(日程第4号－第10号)

提案理由の説明、質疑

予算特別委員会の設置及び委員の

選任

議案委員会付託

議案上程（日程第11号）

提案理由の説明

質疑、討論、表決

農業委員会等に関する法律第12条

第２号の規定に基づく農業委員会

の所掌に属する事項につき学識経

験を有する者の推薦について

報告（日程第13号）

散  会

６月 ８日（土） 休 会

６月 ９日（日） 休 会

６月１０日（月） 本会議

委員会

前 9：28

後  4：34

１

２

３

１

再  開

一般質問（５名）

散  会

議会運営委員会

６月１１日（火） 本会議

委員会

前 9：28

後 1：６

１

２

３

１

再  開

一般質問（２名）

散  会

産業厚生委員会

６月１２日（水） 休 会 委員会 前 9：25 １ 総務文教委員会
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６月１３日（木） 休 会 委員会 前 9：27 １ 予算特別委員会

６月１４日（金） 休 会

６月１５日（土） 休 会

６月１６日（日） 休 会

６月１７日（月） 休 会

６月１８日（火） 休 会 委員会 前 9：21 １ 議会運営委員会

６月１９日（水） 休 会

６月２０日（木） 本会議

委員会

前 9：28

後  1：３

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

１

再  開

会期について

議案上程（日程第2号－第5号）

委員長報告

質疑、討論、表決

議案上程（日程第6号－第7号）

委員長報告

質疑、討論、表決

議案上程（日程第8号－第10号）

委員長報告

質疑、討論、表決

議案上程（日程第11号）

提案理由の説明

質疑、討論、表決

議案上程（日程第12号－第17号）

提案理由の説明、質疑

議案委員会付託

散  会

総務文教委員会

６月２１日（金） 本会議 後 1：58 １

２

３

４

５

６

７

８

９

再  開

議案上程（日程第1号－第6号）

委員長報告

質疑、討論、表決

議案上程（日程第7号－第8号）

表決

継続調査申し出について

議員派遣について

枕崎市土地開発公社等の経営状
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10

況を説明する書類に係る質疑

閉  会



本 会 議 第 １ 日

（平成25年６月７日）
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平成２５年枕崎市議会第４回定例会

議事日程（第１号）

平成２５年６月７日 午前９時３０分開議

日程

番号

議案

番号
件              名

付 託

委員会

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１１３

１１４

１１５

１１６

１１７

１１８

請１

１１９

報２

会議録署名議員の指名

会期について

諸般の報告

平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第２号）

平成25年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定について

枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

枕崎駅舎の設置及び管理に関する条例の制定について

枕崎駅周辺整備基金条例の制定について

少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１

復元を図るための、2014年度政府予算に係る意見書の提出を求める請

願

人権擁護委員候補者の推薦について

農業委員会等に関する法律第12条第２号の規定に基づく農業委員会の

所掌に属する事項につき学識経験を有する者の推薦について

繰越明許費繰越計算書について

予 特

〃

総 文

〃

産 厚

〃

総 文

○ 本日付議された事件は議事日程（第１号）のとおり
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１ 本日の出席議員次のとおり

１番 立 石 幸 徳 議員    ２番 俵積田 義 信 議員

３番 豊 留 榮 子 議員    ４番 今 門   求 議員

５番 清 水 和 弘 議員    ６番 新屋敷 幸 隆 議員

７番 禰 占 通 男 議員    ８番 城 森 史 明 議員

９番 沢 口 光 広 議員    10番 畠 野 宏 之 議員

11番 吉 松 幸 夫 議員 12番 沖 園   強 議員

13番 中 原 重 信 議員    14番 吉 嶺 周 作 議員

15番 牧   信 利 議員    16番 茅 野   勲 議員

１ 本日の書記次のとおり

東中川   徹 事務局長        下 山 健 一 書記

山 口 美津哉 書記          平 田 寿 一 書記

宮 崎 元 気 書記

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり

神 園   征 市長           久木田   敏 副市長

永 留 秀 一 総務課長         神 園 信 二 企画調整課長

下 山 忠 志 水産商工課長       岩 廣 和 憲 市民生活課長

本 田 親 行 財政課長         佐 藤 祐 司 福祉課長

俵積田 清 文 建設課長         真 茅   学 農政課長

白 澤 芳 輝 健康課長         山 口 英 雄 税務課長

迫 野   豪 水道課長         俵積田 寿 博 下水道課長

園 田 勝 美 市立病院副管理者兼事務長 瀬戸口   修 農委事務局長兼農業振興係長

福 元   新 財政課参事兼企画調整課参事  原 田 博 明 水産商工課参事

南 田 敏 朗 市民生活課参事      神 山 芳 文 市立病院事務次長

山 口 英 夫 教育長          三 島 洋 台 教委総務課長

木之下 浩 一 学校教育課長       上 園 信 一 生涯学習課長

末 永 俊 英 文化課長         久 保   等 保健体育課長兼給食センター所長

田野尻 武 志 監査委員         橋之口   寛 監査委員事務局長

児 玉 義 孝 選管事務局長       篭 原   均 会計管理者兼会計課長

中 村 責 郎 消防長         厚 石 賢太郎 警防課長兼消防署長

中 原 浩 二 消防総務課長兼消防団係長 山 口   太 総務課行政係長

石 場 博 和 総務課行政係主任     寺 前 秀 紀 総務課行政係主事
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午前９時30分 開会

○立石幸徳議長 平成25年第４回定例会が本日招集されましたが、出席議員16人で定足数に達

し、議会は成立いたしました。

よって、開会いたします。

本日の議事日程は、あらかじめ配付いたしてありますので、御了承願います。

これから議事日程に従い会議を開きます。

日程第１号会議録署名議員の指名でありますが、本定例会の会議録署名議員として、６番新屋

敷幸隆議員、10番畠野宏之議員を指名いたします。

次に、日程第２号会期についてを議題といたします。

お諮りいたします。

本定例会の会期は、本日から６月20日までの14日間にしてはと思いますが、御異議ありませ

んか。

［「なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

この際、お諮りいたします。

休会日は、お手元の会期日程に記載のとおり定めてはと思いますが、御異議ありませんか。

［「なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

なお、会期中の日程は、お手元の会期日程によりますので、御了承願います。

次に、日程第３号諸般の報告をいたします。

監査委員から平成25年２月執行の随時監査の結果並びに３月、４月及び５月執行の例月現金

出納検査結果報告書を受理し、事務局に保管してありますので、御閲覧願います。

また、平成25年第１回定例会以後の議長会等の報告につきましては、お手元に配付いたして

ありますので、御承知おき願います。

次に、枕崎市議会報調査特別委員会から、正・副委員長の辞任及び新たな互選結果について報

告を受けております。５月22日付で委員長の豊留榮子委員、副委員長の清水和弘委員から辞任

願がそれぞれ提出され、委員会において許可後、新たに委員長として沢口光広委員を、副委員長

に吉嶺周作委員を互選されたとのことであります。

以上で報告を終わります。

次に、日程第４号から第10号までの７件を一括議題といたします。

市長提出にかかわる案件について、市長に提案理由の説明を求めます。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 提案理由の説明を申し上げます。

今議会に提案しようとする案件は、予算関係２件、条例４件、人事案件１件、報告事項１件の

計８件であります。

このうち、人事案件及び報告事項を除く６件について説明を申し上げます。

まず、議案第113号平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第２号）について申し上げます。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億5,236万6,000円を追加し、予算総額を98億5,460万円

にしようとするものです。

地方債の補正は、畑地帯総合整備事業、消防署庁舎耐震補強事業、救助工作車整備事業に係る

追加及び地方道路等整備事業に係る変更によるものです。

補正予算の主なものとしましては、一般職人件費、資源リサイクル畜産環境整備事業負担金、
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農業基盤整備促進事業、枕崎駅周辺整備事業、救助工作車整備事業などをお願いしてあります。

その他、主な内容につきましては、別途説明資料を添付してありますので、省略させていただ

きます。

次に、議案第114号平成25年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について申し

上げます。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ29万6,000円を追加し、予算総額を42億8,738万7,000円に

しようとするものです。

補正の内容は、特定健康診査等事業費の増額であります。

以上の財源として、国民健康保険税、国庫支出金及び県支出金の増と、療養給付費等交付金及

び諸収入の減で措置いたしました。

次に、議案第115号枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。

これは、地方税法の一部改正により、個人の市民税に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期

限の延長及び市税に係る延滞金等の利率の引き下げ等が講じられたことに伴い、条文の整備をし

ようとするものです。

次の議案第116号枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につきましては、国

民健康保険事業の非常に厳しい財政状況の中、今後の事業の継続的かつ安定的な運営を図るため、

保険税率の改定を行うほか、条文の整備をしようとするものです。

次に、議案第117号枕崎駅舎の設置及び管理に関する条例の制定について申し上げます。

これは、枕崎駅を利用する市民や観光客の利便性の向上を図るとともに、観光客の誘致を促進

し、観光振興及び地域経済の活性化を図り、もって市民の福祉の向上並びに市の発展に資するた

め、枕崎駅舎を設置し、本市の公の施設として管理運営するための条例を制定しようとするもの

です。

次の議案第118号枕崎駅周辺整備基金条例の制定につきましては、枕崎駅舎及び枕崎駅周辺の

整備等を図るため、枕崎駅周辺整備基金を設置しようとするものです。

以上、主な点のみ申し上げましたが、よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提

案理由の説明を終わります。

○立石幸徳議長 ただいまの提案理由に対し、質疑はありませんか。

○15番牧信利議員 補正関係についてお尋ねします。

一般会計補正について、今回、弁護士委託料が計上されていますが、何を委託するのか明らか

にしていただきたいと思います。

次には、一般会計の基金残高、幾らあるのか。並びに国保会計の基金残高について、明らかに

してください。以上であります。

それから、今回、消防の耐震関係の予算が出ていますが、今、消防署のある位置は、極めて低

い位置にあります。耐震化よりも、むしろ、いざという津波等の災害に当たっては、消防の活動

そのものができなくなるようなところにあるわけですが、耐震化より、もっと、どのような事態

が起きても対応できる消防施設をきちんと整備することが必要じゃないか。なぜ、これらの検討

がなされていないのか、明らかにしていただきたいと思います。以上であります。

○永留秀一総務課長 弁護士の委託料でありますが、塔切地区の裁判を顧問弁護士にお願いする

ときに委託契約をお願いしておりまして、そのときの契約によりまして、訴訟終了時点で謝金を

支払うということになっております。控訴審において、判決が出た後、原告、被告、双方もう上

告しないという決定で訴訟が終了いたしましたので、契約に基づく訴訟終了時の謝金ということ

で、予算をお願いしているものであります。

○本田親行財政課長 基金残高の明細等につきましては、予算委員会の中で今後の見込みという

ことで資料も提出いたしたいと思いますけれども、財政調整基金につきまして申しますと、24
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年度末の残高が９億1,765万円。現時点におきます平成25年度末の残高見込み額が６億6,900万

円となっております。

○白澤芳輝健康課長 国民健康保険特別会計の基金残高ですけども、平成24年度末で０円でご

ざいます。

○中村責郎消防長 消防署の庁舎の位置は、御質問のとおり海抜が低いわけでございますけれど

も、現在の庁舎を耐震化補強をして、延命を図っていきたいと考えております。

移転につきましては、今後、財政面、いろいろ検討をしてまいりたいと考えております。

○15番牧信利議員 今回、国保税の値上げが提起されております。今、当局の資料でも、所得

のない人たちがたくさんいるわけです。そういう人たちに、さらに重い税金の負担をさせるとい

うことが、市民の暮らしがやっていけるのかどうか。この点をどのように検討されたのか、お答

えいただきたい。

さらに、国保会計の問題の解決のためには、当然、市は福祉の増進という法で定められた市の

仕事があるわけです。その点から考えますと、国保税を上げるんじゃなくて、一般会計からの繰

り入れを行って、市民の負担をできるだけ抑える、その取り組みこそすべきであると。その点に

ついてのお考えをお聞かせください。

それから、消防問題ですが、どれぐらいの検討がなされて、耐震化強化の工事をやろうとして

いるのか。現在の位置で、消防本部でいいのか。我々素人考えで見ても、海抜の低いこの地にお

いては、とても市民の生命・財産を守るような活動拠点となれない。これらについて、どのよう

な検討をなされたのか、お尋ねをいたしておきます。以上です。

○山口英雄税務課長 今回、国保税の改定について議案を提案させていただいておりますけれど

も、国保税の税率改定の検討に際しましては、できるだけ所得の低い方たちへの負担増とつなが

らないようということに十分配慮いたしまして、低所得者層の負担増に直結する国保税の税率区

分のうち、応能・応益のうち、応益部分の改定率が高くなりますと、直接、低所得者層の負担増

というふうにつながりますので、応能・応益のうち、応益割合の負担をなるべく軽くしようとい

うことで調整を図ったところでございます。（「15番」と言う者あり）

○立石幸徳議長 答弁が消防の関係でまだ出てませんので。

○中村責郎消防長 今年度は、耐震に対する設計委託をお願いしてあります。

移転につきましては、先ほど申し上げましたとおり、候補地あるいは財政面、いろいろありま

すので、今後、検討してまいりたいと考えております。

○久木田敏副市長 先ほどの国保の値上げに関しまして、一般会計からの繰り入れをすべきでは

ないかという御質疑でございますが、これまで一般会計からの法定外の繰出金につきましては、

これまでも説明してまいっておりますけれども、国民健康保険制度の制度及び事業の趣旨等を十

分留意していく必要性があるというふうに考えております。

ただ、国保会計の実質的な財源不足が多額になっていること、また、一般会計の非常に厳しい

状況等によって、交付税措置された全額を繰り出すことができなかった年度、そういうようなこ

と等も踏まえまして、今回、県の広域化等支援基金貸付金の償還財源２億5,000万、これについ

て、向こう３カ年間におきまして、一般会計から拠出して、返済していくというような考え方に

なって、決定をしております。

そのほか、また、今度、国民健康保険の財政健全化行動計画を立てましたので、これによりま

して、単年度の、とにかく収支の均衡を図っていきながら、なお不足する、そういう取り組みに

よってもなお不足する額につきましては、一般会計からの繰り入れというものを考えていかざる

を得ないのかなというふうに考えております。

○立石幸徳議長 牧議員。

いいですか。
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ほかにありませんか。

○５番清水和弘議員 私は、国保関係について質疑いたします。

まず、ことしの施政方針演説の中にですね、市長の施政方針、国保関係についての発言がなさ

れていません。これは、この枕崎の今、財政状況とか国保関係、国保財政のことを考えれば、一

番必要なことではなかろうかと思いますけど、その施政方針演説でなされなかったその理由は何

なのか。

それからですね、本市は、これまで国保財政安定化支援事業からの金を、この市職員の退職金

に充てた経緯があると思います。これは、何回この充当した回数があるのか。また、その１回当

たりの充当金額、これについてお尋ねします。

それから３番目に、国保財政安定化支援事業からの資金を退職金に一時的に充当するというこ

とは、他会計から一般会計への繰り入れではないのか。そのような過去の経緯があるとすれば、

国保会計は特別会計で一般会計からの繰り入れをすべきでないとの議員の声もありますが、しか

し、これまでの市職員の退職金への充当経緯等も踏まえ、また県内市町村でもいろんな市町村で

一般会計から繰り入れをしている状況であります。市民の国保税の方の負担金の増額幅を縮小す

るために、一般会計からの繰り入れや、またその他どのようなことがあるのか、質問いたします。

○神園征市長 施政方針で、国民健康保険財政という言葉は使っておりません。しかし、施政方

針で触れなかったからといって、国保会計についての認識が欠けているわけではありません。

○本田親行財政課長 財政安定化支援事業にかかわる交付税措置につきまして、退職手当への充

当を行ったというような質問がございましたけれども、その内容について、ちょっともう少し詳

細に。財政事情等によりまして、財政安定化支援事業をすべて国保会計に繰り入れることができ

なかった年度はございますけれども、それが退職手当に充当されたというような云々のお尋ねだ

ったですけども、具体的に、もう１回よろしくお願いいたします。

○５番清水和弘議員 本市はですね、何年前かわからんけど、20年以上か、20年ぐらいなのか、

この退職金、市職員の退職金不足に対して、この国保財政安定化支援事業からの資金を充当して

いる経緯は、そしたらありませんか。

○本田親行財政課長 財政安定化支援事業につきましては、先ほども申しましたけども、普通交

付税で措置されますので、財政安定化支援事業を何に充当したというようなことは示すことはで

きないところでございます。

先ほども申しましたけれども、財政事情によりまして、交付税措置された満額を国保会計に繰

り出すことができなかった年度はあったということでございます。

○立石幸徳議長 清水議員、よろしいですか。

○10番畠野宏之議員 今、当局としてですよ、国保税の値上げが出るわけですよね。その負担

能力という点で、本市のいわゆる被保険者ですよね、そういう人たちの負担能力の限界点という

のをどこまで考えていますか。どういうふうにとらえていますかね。今の国保のいわゆる被保険

者のですよ、被保険者の、被保険者の負担能力というのを、どういうふうに考えているのか。

○久木田敏副市長 おっしゃるとおり、今の時代の中で、このような財政危機の状況の中にあっ

ては、市民の個人の所得、そういうものについても大変厳しいというのは、当然、こちらのほう

も思っているところでございます。

ただ、今回値上げさせていただこうとしているものにつきましては、後期高齢と介護納付金分

についてでございまして、そこの医療費部分までとなりますと、ただいまおっしゃりますとおり、

大変これは厳しいものとなっていくということでございます。この介護と後期高齢の分につきま

しては、当然、法律に定められた１人当たりの額が示されてまいりますので、この分については

どうしてもこれを改定していかなければ、お願いしていかなければ、今後の国保財政をさらに苦

しめていくということになりますので、そこの部分は十分承知しながら、今回、このような値上
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げをさせていただくと、改定をさせていただくということでございます。

○10番畠野宏之議員 国保財政は、こういう危機的状況になってきたわけですよね。その原因

というのは、赤字の原因ですよ、端的に言って、だれが悪いんですかね。その辺の当局としての、

この国保財政の今の状況な、今の状況をどのように総括しておられるんですかね。

○白澤芳輝健康課長 さきの臨時議会でも同様のお尋ねがありましたけども、現在の枕崎市の国

保会計が、やはり、直面している課題って挙げられますのは、１人当たりの医療費が、他の都市

に比べて高いというところにあり、そこのやはり疾病の中で多いのが、医療費としてかかってい

る、多いのが生活習慣病に関する疾病が多いと。その生活習慣病というのは、小さいころからの

健康づくり、食生活、運動習慣、あるいは大人になってからの喫煙、そういうようなもろもろの

生活習慣によって、日々、やはり、体によくない現象が生じて、その疾病が発症するのが50歳

以降、まあ、60歳で、一番国保会計で申しますと、前期高齢者と言われている65歳から74歳ま

での方の１人当たり医療費はすごく高くなっていくと。

そういうようなことでございますので、まず、そこの問題を、１人当たり医療費を下げること

が肝要ですから、そこをやはり、長年の、今、始まったそういう、ここ数年でですね、そういう

ような疾病が多くなったのかと、そういうことではございませんので、長年のやはり、そういう

中での健康づくり、あるいはそういう生活習慣の改善の取り組みが、余り、そういうふうにして

取り組んではきたけど、効果的に出てこなかったということで、そういうところがあろうかと思

っております。

○10番畠野宏之議員 １人当たり医療費が高いから、こういうふうになったということですよ

ね。１人当たり医療費を抑えるための努力というのかな、それを当局としてどのようなことをし

てきて、なぜそれができ得なかったのかということですよね。原因がわかってて、できなかった

わけですよね。ここまでこうなってきたということはな。

当局のその取り組みの甘さというのが一つあるだろうし、なぜでき得なかったのか。でき得な

かった以上は、次にどうやってそれを挽回、取り返していこうとするのか。そういうことが一番

肝要だろうと思うんですよ。

皆さん方は、その中で国保会計の責任を担っているわけですよ。赤字になったのは、１人当た

り医療費が高かったからです。評論家では終わらないんですよ。具体的に、やはりそれを、赤字

を解消していく努力、これは不断の努力ですよね。それが求められているわけですよ。議会の中

で、いや、１人当たり医療費が高いからということで終わってしまったらですよ、だれが責任を

とって、だれが払わないといけないのかと。

今、市民の暮らしは大変ですよ。国保税の納入月になると、金がない、金がないと言ってます

よ。全部が全部じゃありませんよ。だけど今、農家の人たちもですよ、大手の人たちは会社組織

にしていくわけですよね。残った人は国保会計ですよ、全部。みんな厳しいんですよ。その辺を

もうちょっとですね、考えていただかないと。医療費が上がったから終わるというもんじゃない

ですよ、これは。その辺をどう考えいるかですよ。今後ですよ。

○白澤芳輝健康課長 今、医療費については、そういうふうにして支出、まあ、費用面で考えま

すと、そのほかにも後期高齢者支援金とか介護納付金が、これは、だんだん納付額が多くなって

きておりますから、その部分について、被保険者の方に負担していただかないといけない税額と

の乖離が生じておりますので、その部分も赤字の要因にはなってますということと、それから、

赤字の要因としては、もろもろのそういう長年、言えば、そういう生活習慣病に関して、ずっと

長年の日々の努力が必要な部分と、あるいは、今回お願いしてありますのは、後期高齢者支援金、

介護納付金分については、全国一律に全国民の方が、介護納付金につきましては、２号被保険者

の方が、後期高齢者支援金分については、全被保険者、国民の方が一律に負担していただいても

らっているというような制度上の仕組みがございますから、そこをちゃんと確保しないと、医療
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費分に回せる税が確保できなくなるということで、今回は、そこの部分の改定をお願いしたとい

うことでございます。

日々、やはり、今回そういう前々からの反省を含めまして、私ども本年３月に健全化行動計画

を立てましたので、その行動計画に沿って、やはり、さまざまな角度から健康づくりにしても、

いろんな角度から取り組んでいかないといけないということで、今までの反省を含めて行動計画

を立てたところでございます。

○９番沢口光広議員 市民は悲鳴を上げるかと思うんです。この国保、２億7,350万円のこの赤

字をいつ、だれが、どのようなかたちで解消していくのか。もう抜本的な対策を立てて、責任を

持って、いつまでに返すのか。医療の広域化までに私は返済する必要があるのと違うんかな思う

んですけど、健康課長、ここ２年ぐらいの間にこの２億7,350万円の赤字解消をどのような方法

でしていくのか、お尋ねいたします。

○白澤芳輝健康課長 さきの臨時議会におきましては、ただいま申し上げました２億7,350万円

という補正予算をお願いした、繰上充用をお願いしたところですけども、５月31日、そのとき

も申し上げましたが、これから国保税が入ってきますと。それを予算どおり確保したいというこ

とで、出納閉鎖、５月31日をもちまして国保税も予算を若干上回る額が確保できまして、総体

的に最終的な24年度の赤字は、約２億6,500万程度になったところでございます。

その中で、２年ぐらい後までにめどをつけて赤字解消してほしいという御意見でございますけ

れども、行動計画の中でも申し上げておりますが、24年度までのこの２億6,500万円をふやさな

いようにすると。なぜかと申しますと、まず１点目が、平成27年度から予定されております全

医療費の県での財政共同安定化事業の取り組みが始まります。もう１点は、平成26年度から、

国の消費税増税に伴いまして、国保への支援分として全国で2,200億円が配分される予定です。

ですから、その2,200億円がどのように枕崎国保に影響するか、今、わかりません。示されてお

りませんのでわかりません。ですので、そういうところを見ないといけません。あと行動計画が

計画どおりに進捗するかどうか、そこも見ないといけません。

現在の２億6,500万円をそのまま、で、あともう一つ、県の広域化貸付金の返済が平成27年度

で終了いたします。ですから、そこに28年度以降については、一般会計としては余裕が出てく

るものと思っております。ですから、そういうもろもろのまだ不安定な要素が、国保会計にどの

ように影響を及ぼすかわからない要素というものがありますので、現在の時点でですね、今の時

点でいついつまでとか、そういうことは申し上げられないところでございまして、そこの27年

度を見まして、28年度以降また行動計画を立てて、その中で24年度までのそういう赤字部分に

ついて解消策も考えていきたいと、そういうふうに考えております。（「５番」と言う者あり）

○立石幸徳議長 清水議員は先ほどありましたので、繰り返しの質疑はできませんので。

○６番新屋敷幸隆議員 何て言うんですかね、乏しい一般財源の中からですね、国保に繰り出し

ているわけですけど、私は心配するのはですね、例えば、民生費はともかく、いわゆる農林水産

費、土木費、商工費、教育費、いろんなものがあるんですけど、だからまあ、その辺がますます

私は逼迫されるというかな、うまく回っていくのかなと心配しています。その辺をお尋ねしたい

と思います。

○本田親行財政課長 御指摘のように、財源については限られております。

国保の繰り出しにつきましては民生費で措置しておりますけれども、極端な一つの費目に偏る

と全体の中で調整せざるを得なくなるのは確かでございます。

○12番沖園強議員 だれが悪いの云々のというような論議もあったんですが、だれが悪いとは

言い切れない部分であろうと私は思うんですけど、この国保会計についてはですね。

先般の南日本新聞等でも報道されておりましたモデル世帯の値上げ分が４万何がしかになると

いうことだったんですけど、我々１人当たり、あるいは１世帯当たりの比較をしても始まらんと。
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そのまちの経済情勢、所得情勢というものでいろんな分析ができるでしょうから。

ですから、我々がそれを比較するのはモデル世帯であるということになっていくんですけど、

今回の改定部分でモデル世帯のその値上げされた部分が県下の保険者の中ではどういった位置づ

けになっていくのか、そこをお示しいただきたい。

○山口英雄税務課長 モデル世帯についての税額の比較でございますけれども、まず、現在の税

率でいきますと、モデル世帯、課税所得が200万円で、夫婦と子供２人の４人世帯、収入は夫の

給与収入のみ、固定資産税額が４万円と、こういう条件で比べますと、現在の税額は38万7,700

円で、県下の高いほうからしますと16位、下から３番目、４番目に位置しているところでござ

います。これが今回税率を、提案しております税率改定後におきましては、43万2,300円という

ふうになりまして、県内19市の中で、高いほうから８位という状況になると考えております。

○神園征市長 先ほど清水議員の質疑の中で、施政方針で、この健康保険財政について、国民健

康保険財政について触れてないという発言がありましたが、今もう１回その施政方針の原稿を見

直しますと、約１ページ、字数にすると400字以上にわたってふれてありますので、議員もお持

ちのはずですから、もう１回お読みいただきたいと思います。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

○７番禰占通男議員 私もこの国保の税率改定について質疑しますけど、そもそも税率改定の是

非というのは、一般市民からの意見とか、そういうのを伺った上で、この税率になったのかどう

かをお伺いしたいんですよ。

○白澤芳輝健康課長 一般市民から是非がということですけども、私ども税率改定をお願いする

場合については、国保財政が厳しいという中で、その中で被保険者の方に負担してもらう、言え

ば、国保会計原則上、やはり、歳入歳出でそこの財源不足が生じた場合については、原則は、国

保税のほうでそこの財源不足を確保するというのが原則でございますので、それにのっとってや

ると。

言えば、地方税法上も毎年、そこに必要な医療費分に対して、必要な税を確保するようになっ

ているわけですので、そういう観点から、一般市民からの是非とか、そういう部分でお声をお聞

きしてやるということはございません。

○７番禰占通男議員 それでは、審議会とか協議会とか、各項目ごとに相当ありますけど、やは

り、その委員たちの意見に沿うことも必要と思うんですが、当局としては、どのようにお考えで

しょうか。

○山口英雄税務課長 今回の税率改定に当たりましては、市のほうで改定素案を取りまとめまし

て、国保運営協議会に改定案を諮問し、５月29日だったですけども、諮問いたしまして、全会

一致で異議なしとの答申をいただいているところでございます。

○７番禰占通男議員 その協議会の市民の代表といいますか、その構成員の職種はどのような方

が参加しておられるのかをお尋ねいたします。

○白澤芳輝健康課長 条例にも載っておりますけれども、公益を代表する委員が４名、それから

被保険者を代表する方が４名、それと医師会・歯科医師会・薬剤師会の代表から４名というふう

になっております。計12名でございます。（「７番」と言う者あり）

［携帯電話が鳴る］

○立石幸徳議長 ３回以内です。

ほかにありませんか。

○８番城森史明議員 私は、一般会計の113号について質問します。

その中で、枕崎駅周辺整備事業というのがあります。その中で予算が4,240万9,000円、一般

財源から1,880万9,000円という……。

［携帯電話が鳴る］
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○８番城森史明議員 すみません、申しわけないです。

まず、内訳をお願いしたいと思います。

○本田親行財政課長 お尋ねの枕崎駅周辺整備事業の事業費につきましては、4,240万9,000円

となっているところでございます。その財源につきましては、指定寄附2,360万円を充当しまし

て、残りの1,880万9,000円が一般財源となっているところでございます。

○８番城森史明議員 その一般財源というのは、水産商工費からということですけども、その内

容というか、もっと具体的にお願いしたいのと、それと、この周辺整備の内容ですね、その辺を

ですね、ハード的にどういう設備が建つのか。それとソフト的には、どういう内容で使うのか、

その辺をお聞きしたいと思います。

○本田親行財政課長 一般財源につきましては、国庫補助金であるとか県補助金であるとか、そ

ういう特定財源以外の財源、市税でありますとか、普通交付税のようなものでありますので、一

般財源の中身をどう説明ということを求められても、特定財源以外のまあ、市税等の財源という

ことでございます。

○下山忠志水産商工課長 駅周辺整備のことにつきましては、５月10日の全員協議会でも申し

ましたが、県の魅力ある観光地づくり事業に25年度事業として提案をしてございます。その中

では、今、24年度で整備をした周辺整備の出会いの広場からのアプローチ並びに下の広場の整

備、そして、トイレの整備、なお、いろんなイベントのできる整備、施設の整備というふうなか

たちで、県のほうには提案をしてございますけれども、これがそのまま、県のほうでそのまま整

備されるというふうには、こちらのほうは要請しますけれども、今のところわからないところで

ございます。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

これをもって質疑を終結いたします。

この際、お諮りいたします。

ただいま上程中の予算関係議案については、先例により、各常任委員会から６名ずつ選出され

た委員12名で構成する予算特別委員会を設置し、これに付託して審査したいと思いますが、御

異議ありませんか。

［「異議あり」と言う者あり］

○立石幸徳議長 異議がありますので、起立により採決いたします。

各常任委員会から６名ずつ選出された委員12名で構成する予算特別委員会を設置し、予算関

係議案を付託することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、各常任委員会から６名ずつ選出された委員12名で構成する予算特別委員会を設置し、

予算関係議案を付託することに決定いたしました。

ここで、予算特別委員選出のため、10分間休憩いたします。

午前10時18分 休憩

午前10時26分 再開

○立石幸徳議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

先ほど設置されました予算特別委員会の委員の選任については、城森史明議員、吉松幸夫議員、

今門求議員、吉嶺周作議員、新屋敷幸隆議員、牧信利議員、禰占通男議員、中原重信議員、豊留

榮子議員、畠野宏之議員、茅野勲議員、沖園強議員を指名いたします。

ただいま上程中の案件のうち、予算関係議案を除く案件については、議事日程に記載のとおり、

それぞれの委員会に付託いたします。

次に、日程第11号を議題といたします。
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市長に提案理由の説明を求めます。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 ただいま上程されました議案第119号人権擁護委員候補者の推薦について、提案

理由の説明を申し上げます。

人権擁護委員朝田栄子氏の任期が平成25年９月30日をもって満了となりますが、その後任と

して久木田米子氏を人権擁護委員に推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づ

き、議会の意見を求めるものです。

よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わります。

○立石幸徳議長 お諮りいたします。

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。

［「なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書きを適用して、回

数の制限はしないことにいたします。

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。

○15番牧信利議員 基本的な問題をお尋ねしておきますが、人権擁護委員というのは、何をす

る仕事なのか教えてください。

今、さまざま人権問題が起こっていますが、それは人権擁護委員の方に相談されたらどうです

かと言ったら、余り役に立たない。一体何のためにいるのかというのがわからない。そういう人

権擁護委員の仕事ぶりをチェックするのは、どこがするのか。問題点があったときはどこで改善

できるのか、教えていただきたい。

○永留秀一総務課長 人権擁護委員は、人権擁護委員法によりまして、法務大臣が各市町村の方

に委嘱するものでありまして、市長が推薦した者の中から委嘱をするというふうになっておりま

す。

業務につきましては、自由人権思想に関する啓蒙及び宣伝に関すること、それから民間におけ

る人権擁護運動の助長に努めること、人権侵犯事件につき、その救済のため、適切な処置をとる

こと、その他人権の擁護に努めることなどが掲げられておりまして、具体的には、法務省の管轄

であります知覧の法務局と連携をとりながら、人権相談の特設人権相談を行うとか、あるいは、

市民からの人権擁護委員への相談があった場合には、法務局と連絡をとりながら対応するとか、

その他、研修会、地区部会を行ったりとか、そういった業務を行っております。

人権擁護委員につきましては、法務大臣が委嘱しますので、その業務内容、そういった指導に

つきましては、法務省のほうで行うということになっております。

○15番牧信利議員 人権擁護委員に言ったら、法務局に行ってくださいと言われ、それで終わ

りだったと。それはだれでもできることじゃないですか。相談に来られる人たちは、まさにせっ

詰まって、生きるか死ぬかという状態で相談に行かれるわけですよ。ただ事務的に法務局に行っ

てくださいと紹介することだったら、人権擁護委員はいらんわけですよ。市の相談室でもできる

ことですよ。

なぜ、人権擁護委員というのはつくるのかと。そういう今の実態を見た場合、その必要性があ

るのかどうかと。この点をお尋ねしておきます。

○永留秀一総務課長 相談内容におきまして、人権擁護委員が法的な面などで判断できないとい

う場合には、法務局のほうにつないで、そちらのほうに連絡をとっていくということは、そうい

う場合は結構あるところであります。
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人権擁護委員が必要かということでありますが、法律によって人権擁護委員法を制定しており

まして、国の政策としても人権擁護についての政策を推し進めているところでありますので、各

市町村ごとに人権擁護委員を設置するというのは、必要なことではないかなと思っております。

○15番牧信利議員 人権擁護委員になったらどんな勉強をするんですか。経験があるかどうか

わかりませんが、何も知らない人がただなって、わかりませんと、法務局に行ってくださいと言

うだけでは、相談の相手にもなりません。市民の思いにもこたえることにならないと思いますね。

人権擁護委員の活動は、だれがチェックして、指導しているのか、教えてください。

○永留秀一総務課長 先ほども御答弁申し上げましたが、法務大臣が人権擁護委員を委嘱します

ので、法務省管轄の枕崎で言えば知覧法務局が指導を行うということになっております。新人の

人権擁護委員につきましては、知覧法務局のほうで研修会を行ったりして、啓発を行っていると

いうことは聞いております。

○15番牧信利議員 学習会というのは、人権擁護委員にはあるもんですか。

○永留秀一総務課長 知覧の法務局が行う研修会とは別に、枕崎市内に６人の人権擁護委員がお

りますが、毎年その６名の人権擁護委員が集まって、研修会を行って、そこに知覧の法務局の職

員が来て、勉強会をするというようなことは聞いております。

○15番牧信利議員 実際、聞いておりますという、答弁にはなりませんよね。

一体、どんなことをしているのかと。まともな人権擁護委員としての役目が果たせるような学

習が行われているのかどうか、市はつかんでいるんですか。

○永留秀一総務課長 市としては、研修会あるいは地区部会の中身までは把握しておりません。

○15番牧信利議員 こうして議会に提案してくるわけだから、一体、その人がまともに人権擁

護委員の役目を果たすことができるかどうかというのは、つかんでないと提案もできないじゃな

いですか。それは、議会が決めることだと、私たちには関係ないという立場ですか。市のほうは

どうなんですか。

○永留秀一総務課長 ただいま把握していないと申し上げたのは、研修会の中身と地区部会の中

身がどうなっているかということについて把握してないということでありまして、毎回、人権擁

護委員に候補者としてお願いをする方については、市のほうで人格・識見、共にすぐれていると

いうことで、提案をしているところであります。

○15番牧信利議員 一応、市のほうではチェックをするんだと言うんだが、一体、どんなこと

で評価をするのか教えてください。人権擁護委員に推薦しようとする人を決めるための評価基準、

通知簿ですよ。それを教えてください。

○永留秀一総務課長 人権擁護委員を推薦するに当たっての評価基準というものは、つくってお

りませんが、その方を全体的に経歴、あるいは今までの活動している状況、そういったのを把握

しておりますので、そういったのを勘案をして、推薦をしているところであります。

○15番牧信利議員 答弁を聞けば聞くほどわからなくなりますが、今回出されている推薦者に

ついては、それらについて、チェックはきちんとなされているのかどうか。最後にお尋ねしてお

きます。

○永留秀一総務課長 先ほども申し上げましたが、今回推薦する方につきましても、人格・識見、

共にすぐれていると判断をして推薦をしております。

○９番沢口光広議員 参考までにお尋ねします。

本市に人権擁護委員６名いるということですけど、任期は何年で、報酬は有償なのか、無償な

のか、お尋ねしておきます。

○永留秀一総務課長 人権委員の任期は、３年となっております。

それから報酬につきましては、人権擁護委員としての報酬は支払わないということになってお

りますが、研修会とかそういった活動につきましては、実費を支給するということで、法務局の
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ほうからは聞いております。

○７番禰占通男議員 確認のためにお尋ねしますけど、この人権擁護委員は市民の相談を受ける

ということですよね。法的なことの解決のために。それで一応、内容の把握はしてないと、その

ことだったみたいなですけど、やはり、市民が擁護委員６人に、年間何件ぐらいの相談が寄せら

れて、それをどのように解決したのかって、事後報告でもいいからやはり、それはこれからの枕

崎をよくするためには必要ではないかと思いますが、当局の考えをお伺いしたいです。

○永留秀一総務課長 市が委嘱する相談員もいるわけですが、そういった方については、市の業

務ということで、相談件数などは把握はしているわけですけれども、人権擁護委員につきまして

は、法務省が委嘱するということで、今まで相談件数とか、そういったものについては、しっか

り把握はしてきておりませんが、市民会館で特設人権相談を行うときには、今回は何名の方が相

談に来られましたとか、そういったかたちでは、聞いておりますが、全体的には把握はしており

ませんので、今、議員が言われましたような件数の把握については、今後、努めていきたいと思

います。

○７番禰占通男議員 もう一つつけ加えるとしたら、それがどのような内容のものということも

私は必要ではなかろうかと思いますけど、今後の取り組みは、どのようになさるつもりですかね。

○永留秀一総務課長 人権の相談に伴う内容につきましては、非常にデリケートなものが多いと

思いますので、内容までについて、人権擁護委員にお伺いするというのはどうかと思いますので、

件数だけにとどめたいと思っております。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

これをもって質疑を終結いたします。

これから討論に入ります。

討論の希望のある方の挙手を求めます。

討論なしと認めます。

これから採決いたします。

ただいま上程中の案件については、無記名投票で行います。

日程第11号人権擁護委員候補者の推薦について投票を行います。

議場を閉鎖いたします。

［議場閉鎖］

○立石幸徳議長 ただいまの表決権を有する議員数は15人であります。

念のため申し上げます。

本件に同意することに賛成の方は投票用紙に「賛成」と、反対の方は「反対」と記載し、点呼

に応じ、順次、投票願います。

投票用紙を配付いたします。

［書記投票用紙配付］

○立石幸徳議長 投票用紙の配付漏れはありませんか。

配付漏れなしと認めます。

投票箱を改めます。

［書記投票箱点検］

○立石幸徳議長 異状なしと認めます。

点呼を行います。

点呼に応じ、順次、投票願います。

なお、牧信利議員は議席において、一番最後に投票することにいたしたいと思いますので、御

了承を願います。

［書記点呼・投票］
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○立石幸徳議長 投票漏れはありませんか。

投票漏れなしと認めます。

投票を終了いたします。

議場の閉鎖を解きます。

［議場開鎖］

○立石幸徳議長 これから開票を行います。

会議規則第28条第２項の規定により、開票立会人に８番城森史明議員、９番沢口光広議員、

10番畠野宏之議員を指名いたします。

ただいま指名いたしました立会人の立ち会いをお願いいたします。

［開票］

○立石幸徳議長 投票の結果を報告いたします。

投票総数15票。これは、先ほどの表決権を有する議員数に符合いたしております。

そのうち賛成14票、反対１票。

以上のとおり、賛成多数であります。

よって、議案第119号は、同意することに決定いたしました。

次に、日程第12号農業委員会等に関する法律第12条第２号の規定に基づく農業委員会の所掌

に属する事項につき学識経験を有する者の推薦についてを議題といたします。

この際、地方自治法第117条の規定により、禰占通男議員の退席を求めます。

［禰占通男議員 退席］

○立石幸徳議長 議会の推薦する農業委員会委員に欠員が生じたことに伴い、市長から推薦依頼

がありました。

お諮りいたします。

禰占通男議員を学識経験を有する農業委員会委員に推薦してはと思いますが、御異議ありませ

んか。

［「なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、禰占通男議員を学識経験を有する農業委員会委員に推薦することに決定いたしました。

禰占通男議員の着席を求めます。

［禰占通男議員 着席］

○立石幸徳議長 次に、日程第13号の繰越明許費繰越計算書について、市長に報告を求めます。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 報告事項第２号繰越明許費繰越計算書について説明を申し上げます。

これは、３月定例会において議決をいただきました平成24年度枕崎市一般会計補正予算（第

10号）第２条の繰越明許費及び平成24年度枕崎市一般会計補正予算（第11号）第２条の繰越明

許費について、繰越計算書のとおり翌年度へ繰り越しましたので、地方自治法施行令第146条第

２項の規定により報告するものです。

以上、報告を終わります。

○立石幸徳議長 本日は、これをもって散会いたします。

午前10時53分 散会



本 会 議 第 ２ 日

（平成25年６月10日）
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平成２５年枕崎市議会第４回定例会

議事日程（第２号）

平成２５年６月１０日 午前９時２８分開議

日程

番号
件              名

１   一 般 質 問   牧    信 利  議員 （20ページ～23ページ）

            沢 口  光 広 議員 （23ページ～33ページ）

            城 森  史 明  議員 （33ページ～43ページ）

            清 水  和 弘  議員 （43ページ～53ページ）

            豊 留  榮 子  議員 （53ページ～63ページ）

○ 本日付議された事件は議事日程（第２号）のとおり
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１ 本日の出席議員次のとおり

１番 立 石 幸 徳 議員    ２番 俵積田 義 信 議員

３番 豊 留 榮 子 議員    ４番 今 門   求 議員

５番 清 水 和 弘 議員    ６番 新屋敷 幸 隆 議員

７番 禰 占 通 男 議員 ８番 城 森 史 明 議員

９番 沢 口 光 広 議員    10番 畠 野 宏 之 議員

11番 吉 松 幸 夫 議員    12番 沖 園   強 議員

13番 中 原 重 信 議員    14番 吉 嶺 周 作 議員

15番 牧   信 利 議員    16番 茅 野   勲 議員

１ 本日の書記次のとおり

東中川   徹 事務局長        下 山 健 一 書記

山 口 美津哉 書記          平 田 寿 一 書記

宮 崎 元 気 書記

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり

神 園   征 市長           久木田   敏 副市長

永 留 秀 一 総務課長         神 園 信 二 企画調整課長

下 山 忠 志 水産商工課長       岩 廣 和 憲 市民生活課長

本 田 親 行 財政課長         佐 藤 祐 司 福祉課長

俵積田 清 文 建設課長         真 茅   学 農政課長

白 澤 芳 輝 健康課長         山 口 英 雄 税務課長

迫 野   豪 水道課長         俵積田 寿 博 下水道課長

園 田 勝 美 市立病院副管理者兼事務長 瀬戸口   修 農委事務局長兼農業振興係長

福 元   新 財政課参事兼企画調整課参事  原 田 博 明 水産商工課参事

南 田 敏 朗 市民生活課参事      神 山 芳 文 市立病院事務次長

山 口 英 夫 教育長          三 島 洋 台 教委総務課長

木之下 浩 一 学校教育課長       上 園 信 一 生涯学習課長

末 永 俊 英 文化課長         久 保   等 保健体育課長兼給食センター所長

田野尻 武 志 監査委員         橋之口   寛 監査委員事務局長

児 玉 義 孝 選管事務局長       篭 原   均 会計管理者兼会計課長

中 村 責 郎 消防長         厚 石 賢太郎 警防課長兼消防署長

中 原 浩 二 消防総務課長兼消防団係長 山 口   太 総務課行政係長



- 20 -

午前９時28分 開議

○立石幸徳議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付いたしてありますので、御承知おきください。

これから一般質問を行います。

質問は、１番牧信利議員、２番沢口光広議員、３番城森史明議員、４番清水和弘議員、５番豊

留榮子議員、６番禰占通男議員、７番吉嶺周作議員の順に行います。

牧信利議員。

［牧信利議員 登壇］

○15番牧信利議員 おはようございます。

いつも皆さんの配慮をいただいて、議会活動をやっております。本日もよろしくお願いいたし

ます。日本共産党の牧信利です。

桜山東町の用水路用地買収にかかわる裁判について、市長の考え方をお尋ねいたします。

宮崎高裁の判決は、鹿児島地裁に続いて、市の請求は棄却されました。市の請求は、裁判所で

は認められなかったわけであります。これに対して市は、上告をしなかったということでありま

すが、このことによって、判決は確定されたのだと思います。この判決によって桜山東町499番

の１にある水路部分は、市は、訴訟相手である    さんのものと確定をしたことになるので

はないかと思います。

市長は、この判決を受けて、この問題についてどのような対処をしていくのか。その考え方を

お尋ねをいたします。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 裁判で時効取得が認められなかった部分、これは桜山東町499番１の一部、4.37

平方メートルでありました。この部分にいわゆる内水路が1.86平方メートル通っているようで

あります。

この水路は、地域の水田になくてはならないものだと考えますので、解決策としまして、相手

方に売っていただくのが一番の解決策と思ってますので、その線に沿って相談してみたいと思っ

ております。

［傍聴席で「無理じゃ」と言う者あり］

○立石幸徳議長 傍聴席は静粛にお願いいたします。

○15番牧信利議員 ただいま市長のほうからこの土地の、売っていただきたい、相談したいと

いうことであります。それはそれで結構ですが、大体いつごろをめどに解決を図ろうと考えてお

られるのか、お尋ねします。

○真茅学農政課長 早い時期に相手の方に相談に行ってみたいと考えております。

○15番牧信利議員 その時期については、相手方と相談をしたいということですが、この裁判

問題が起きたときに、裁判を起こすよりも、相手ときちんと話をしたらどうか。そのほうが簡単

に解決するんじゃないのかということを申し上げました。しかし、市長は、この話し合いを拒否

されました。裁判の結果によって、今度は相談したいと。それはそれで結構ですが、この裁判に

よって、被告である  さん一家の受けた大変な被害について、どのように考えておられるのか。

この点について、お尋ねして終わります。

○真茅学農政課長 いろいろこの訴訟を起こす前に、相手方に御相談に行って、うまく交渉がま

とまらなかったと、そういうことで訴訟になったわけでございますけど、訴訟に係る期間中につ

いては、相手にもそういういろいろ御苦労をかけたんじゃないかと考えております。

○15番牧信利議員 話し合いをするということは、当然、市がどういう立場でするのか、こう

いうものについても、きちんとしておく必要があるのではないかと思います。

そういう  さん一家が受けた裁判による精神的、また物質的な大きな損害に対して、それら
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についての補償をする考えはあるのかどうか、お尋ねしておきます。

○真茅学農政課長 現時点で、今の件につきましては、何も検討はされてないところでございま

す。

○15番牧信利議員 それは、相手と話してみないとわからないわけですが、実際は、これまで

の市は、この問題でさまざまな対応をしてこられました。里道を換えん地としてやるんじゃない

か。また、そういうことを言いながら一方では、裁判になるとそんなことは言っていないと、全

く反対のことを裁判で言っています。

そういう市の行ってきた行為に対して、被告人は極めて大きな不信を持っていると。市の言っ

ていることは、信用できるのかどうか。ここにあるわけですね。

それでは、お尋ねしておきますが、相手と相談をしたいというわけですが、いつごろまでに解

決を目指しているのか、これをお聞かせください。

○真茅学農政課長 先ほども答弁いたしましたけれども、早急に解決したら、できたらありがた

いと考えているとこでございます。

○15番牧信利議員 この裁判が起きたときに、被告に対しては、多くの方々からもいろんな心

配の声が寄せられました。お客さんが減るんですよと。裁判やめたほうがいいんじゃないですか。

こんなことも言っている。それは、心配して言ってくれるんですが、世間の人は、市と相手と裁

判で闘うことは、被害を受けるんですよと、十分わかっているわけです。そういう中で、崩れる

ことなく一貫して頑張ってきて、その結果が今回の判決となっているわけであります。

であれば、市は、自分たちがやってきたこれまでの被告に対する対応を具体的に反省して、そ

れらにどう補っていくか。こういうものもきちっとしていくべきだと考えます。そういう点の検

討する考えはあるのかどうか、お尋ねしておきます。

○真茅学農政課長 先ほども答弁いたしましたけれども、今回の裁判の訴訟の中で、相手には大

変な御苦労はかけたと考えております。ただ、今後、相手方と相談させていただきたいと思って

おりますので、いろんなことはその経緯の中で検討されていくものと考えております。

○15番牧信利議員 先ほど市長は、この地域には必要な水路だというふうにお答えされました。

この水路を受けて、米づくりをしている状況をお聞かせください。水田面積とそれにかかわる農

家戸数、どうなっていますか。

○真茅学農政課長 今回の水路にかかわる受益農家数は145戸、受益面積が19.5ヘクタールとな

っております。

○15番牧信利議員 今、梅雨に入っていますが、今、全国的には、ことしの梅雨は、降水量が

少ないと言われています。米づくりにおいて、水の必要な時期はどういう時期か。これらについ

て、ちょっと農業の専門家である農政課長に教えていただきたいと思います。

○真茅学農政課長 基本的には、作付全般にわたって水は必要なわけでございますけれども、特

に、作付前から生育期、その期間が水は特に必要と考えております。

○15番牧信利議員 田植えのときには、もちろん水を必要ですが、稲刈りになるまでの間に、

水の必要な時期はどういう時期か。そのことは、どうなっていますか。

○真茅学農政課長 細かくは私もよくわかりませんけれども、先ほど言いましたように、作付前

から水を引きまして、そして作付、その後、ずっと生育過程がございますので、その期間が特に、

水は必要だと。あと、刈り取り前になりますと、逆に水が入っていると不都合が生じますので、

その時期は水を落とすと。そういう、詳細にはちょっとわかりませんけど、そういうことだと思

っております。

○15番牧信利議員 農家の人が必要な時期に水の確保ができることをきちんとしておくべきだ

と思うんですね。ただ、今の現状を見ますと、判決にもありますように、この    氏の所有

となっている桜山東499の１、ここにある水路は、当然、使用できなくなると考えていますが、
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この点についてどう思いますか。

○真茅学農政課長 使用できなくなるとすれば、これはもう農家の方々に大変な影響が及ぶとい

うことでございますので、先ほども言いましたように、何とか相手に売っていただけないか、相

談してみたいと思います。

○15番牧信利議員 個人の所有する土地の上に公共施設である水路が設置されている。こうい

うのは、まさに違法な状態だと思います。そういう状態を早く解決することこそが、この問題の

根本的な解決につながっていくと思います。

そういう点からいえば、現在の水路の状況は、市としては、違法状態だと認めているのかどう

か。改めてこの点をお尋ねしておきます。

○真茅学農政課長 違法状態かどうかというのは、この場では答弁は差し控えさせていただきた

いと思います。

○15番牧信利議員 個人有地に市道をつくる、勝手につくる、そんなことは違法状態じゃない

んですか。当然、地主の承諾があれば別ですが、承諾なしにそういうことをやったら、これは、

行政が不法行為をやっているということと同じではないかと思います。

こういう不法な状態を早く解消する、これが今、市がとるべき立場であると思いますが、それ

についてどう思いますか。

○真茅学農政課長 先ほども申しましたけれども、早急に問題解決が図られるよう、努力・相談

させていただきたいと思っております。

○15番牧信利議員 課長の答弁どおりだと思います。そこで、いつまでに解決しますか。お尋

ねします。

○真茅学農政課長 いつまでというのは答弁できないわけでございますけれども、早急にできた

らありがたいと思っております。

○15番牧信利議員 最後に市長にその考えをお尋ねしておきます。

早急な解決が必要だと、今お尋ねしましたが、市長自身は、この問題の解決にどう取り組んで

いくとお考えか。最後にお尋ねしておきます。

○神園征市長 この水を通すとか、あるいは囲繞地において、そこを通れないと通行できないと

いったようなところでのいわゆる通行権、これについては、特別な定め等があるようでございま

すので、弁護士ともよく相談しながら、いっときも早く解決できるようにお願いをしていきたい

と思っています。

○15番牧信利議員 特別なこととは、どういうことを言うんですか。

○神園征市長 いわゆる特別なことでして、ここに法律書を持っておりませんし、通水権とか通

行権について、私が詳しい専門家でもありませんので、ここでは答弁はいたしかねますが、弁護

士からは、そのような話を伺っております。

○15番牧信利議員 特別なことということを答弁されました。これ、はっきり言えば、事態の

解決を長引かせることになるんじゃないですか。

特別なことと、具体的にどういう事例を言うのか、具体的に挙げていただいて、答弁ください。

○神園征市長 先ほどもお答えしたように、私は法律の専門家でもありません。法律でもまたか

なり難しい、込み入ったいろんなことがあるようですので、そのことについての答弁は差し控え

たいと思います。

○15番牧信利議員 いろんな問題について、裁判でやってきたわけでしょ。それが認められな

かったわけですよ。裁判が判決が出た。今になって、またいろいろなことがありますからと言い

始めることは、はっきり言ったら、事態の解決を先送りするということになるんじゃないですか。

もう少し、きちんと解決に向けた市長の決意を明らかにしてください。

○神園征市長 何回も申し上げているとおり、相手方にお願いして、理解をいただきたいと思っ
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ています。

○15番牧信利議員 はっきりしませんね。市長が今、答弁されていることは、これまでの裁判

の中でやってきた話ですよ。それが認められなくて、判決が出たんですよ。

判決が出た今になっても、またいろいろなことがあります、複雑なことがありますと言い始め

ると、何で上告しなかったのかということになりますよ。そんなに文句があるんだったら、上告

をして、裁判をやればよかなかったですか。なぜやらなかったんですか。

○真茅学農政課長 上告しなかったのは、いろいろな総合的に判断して、しなかったとこでござ

います。

○15番牧信利議員 当局の考え方は、何とかごまかして、先送りしたいという考えしか受け取

れません。

判決が出て、この判決を守って取り組む考えがあるのかどうか、市長にお尋ねします。

○神園征市長 さきの裁判では、所有権の問題を争ったわけで、その中で時効取得も主張したわ

けでありまして、今度の水を通すとか、そういったことは、裁判の中では争われていないのでは

ないかと、こう思います。

何度も申し上げますが、相手方に御理解いただくように、お願いをしていきたいと思います。

○15番牧信利議員 お願いをしていきたいということだけわかりました。

ただ、どうしてもわからないのが、裁判を自分でやっておきながら、判決が出たら別なことを

言い出すと。こんなのは全く卑劣な行為ですよ。

総務課長にお尋ねしますが、判決に対して、国民がどういう対応をすべきかと考えますか。

○永留秀一総務課長 私も法律の専門家ではないので、よくわかりません。

○15番牧信利議員 基本的なことを聞いただけですから、あなたの個人的な見解を聞く必要は

ないんです。

裁判所に訴えて、裁判所が判断を下した場合、国民としての判決に対する対応はどうすべきな

んですか。これ、初歩的な話ですから。これ、総務課長がそんくらいのことを答えられんで、ど

うしようもないじゃないですか。裁判をして負けても構いませんよと、ほっとけばいいですよと、

こういうことですか。

○永留秀一総務課長 先ほどの答弁のとおりでございます。

○15番牧信利議員 昔、私は、助役から聞いたことがあります。議会というのは、滑った、転

んだと言っとれば終っとよと、そういう話を聞いたことがあります。今の皆さんの答弁は、まさ

にそのとおり。あっち行って転んだ、こっち行って滑ったと言っておれば、結局、議会は済むん

ですよ。しかし、そういう皆さんの態度が、市民に大きな被害を与えている。そのことは許すこ

とができないわけですよ。

市長が最初言われたように、誠意を持って、この問題解決に当たるかどうか、最後にお尋ねし

ておきます。以上です。

○神園征市長 今回は、お願いする立場ですから、当然、誠意を持ってお願いをしたいと思いま

す。

○15番牧信利議員 私は、市民に対して対応は、誠意を持って、きちんと対応していただくこ

とを最後に強く求めて、質問を終わります。以上です。

○立石幸徳議長 ここで10分間休憩いたします。

午前９時53分 休憩

午前10時１分 再開

○立石幸徳議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

次に、沢口光広議員。

[沢口光広議員 登壇]
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○９番沢口光広議員 皆さん、おはようございます。沢口光広です。

６月に入り、いよいよ梅雨本番を迎えようとしております。市内のいろんなところで、色鮮や

かなアジサイの花を見かけるきょうこのごろですが、心洗われる思いがするから不思議なもので

す。

話は変わり、私は、枕崎市の繁栄・発展のためには、広報のあり方が最重要であると思い、秘

書広報係で仕事をしていた桑原英樹さんには、常日ごろから激励の声をおかけしてきました。

そのような中、「広報まくらざき」が2013年全国広報コンクールで、見事に入賞しました。

この受賞は、秘書広報係で取材・編集を担当した桑原英樹さんはもちろんのこと、広報係関係者

の平素からの地道な取り組みが、栄誉ある受賞につながったものと思います。まことにおめでと

うございました。

今後とも、南日本新聞の有馬記者や、テレビ局の関係者と緊密な連携を図り、枕崎市のあらゆ

る行事などの取り組み状況を掲載していただき、枕崎市民に希望と活力を与えていってほしいと

思います。

それでは、私から見た枕崎の当面の諸問題４点について、通告書に基づき、質問させていただ

きます。

市長にお尋ねします。４月28日、ＪＲ最南端の始発駅・終着駅である枕崎駅舎が完成いたし

ました。枕崎駅は、本市の表玄関であり、観光面等において、起爆剤にならなければならないと

思いますが、市長は今後、どのような全体構想をもって取り組んでいかれる予定なのか、お伺い

いたします。

[神園征市長 登壇]

○神園征市長 枕崎駅に関する件につきましては、これまでも、るるお話し申し上げてきたかと

思います。

幸いに乗客や、それから駅の見物に訪れるお客さんも、以前よりは、うんと増したと思ってお

りますので、ああいう方々を枕崎市の観光、産業等の見学、そういったものに生かせるように取

り組みをしたいと思っておりまして、これも前、発表しましたけれども、以前、鹿児島交通のバ

ス置き場になっていた土地を利用しまして、鹿児島県の魅力ある観光地づくり事業、それをやっ

ていただけるということですから、そういったものと相まって、もっと魅力のある駅、あるいは

駅周辺にしたいと思いますし、そのことが、枕崎の先ほど申し上げたような観光とか産業の見学

とか、そういったものにつながっていけるように、頑張りたいと思っております。

○９番沢口光広議員 市長とは、駅舎で何回もお会いしまして、やっぱり駅舎のことを真剣に考

えてくれているんだなと、常日ごろ感じております。

私は、市議会だより６月号の編集後記にも書いたのですが、駅舎のオープンが４月28日で、

Ｓ-１グランプリ２連覇達成等が、追い風になっているのかどうか、最近、県内外から多くの観

光客が枕崎の地に訪れている光景をよく目にします。

私は、駅舎、明治蔵、火之神公園はもちろんのこと、枕崎市のホテル駐車場、お魚センター駐

車場等も毎日見に行っているのですが、県外のナンバープレートをつけた車、また、ひらがな

「わ」ナンバーのレンタカー、これが相当数、枕崎の地に来てくれているのです。

そして、枕崎鰹船人めしを取り扱っている店に行けば、10人ぐらいが行列をつくっている店

もあり、先日は昼12時ごろ、あるお店に行ったところ、もう御飯が底をついて、今、御飯を炊

いているところですと、一、二時間後に来ていただけませんかというお店もありました。

そのような意味において、本市に着実に経済効果が生まれようとしております。

私は今後、枕崎を観光面を中心として経済活性化を図っていくには、今後の取り組み方が非常

に大事だと思っております。

抽象的な質問かもしれませんが、本市の表玄関である枕崎駅を中心として、多くの観光客を枕
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崎の地に呼び寄せるためには、当面どのような点に力を入れていったらいいのか、当局にお尋ね

いたします。

○下山忠志水産商工課長 ４月28日に枕崎駅舎が完成いたしました。

今後は、この駅舎及び駅周辺施設を本市の観光拠点施設として位置づけ、風の芸術展の立体作

品が立ち並ぶアートストリートのまち歩き、船人めしやかつおラーメンを初めとした食べ歩き、

お魚センター、かつお公社、明治蔵、火之神公園等の観光スポットめぐり、山幸彦伝説や黒島流

れ、西郷隆盛の島流し帰途の寄港場所等、神話や史実を活用した観光ルートの開発、空港跡地に

建設される天文観測所の活用など、周遊性の高い観光振興策に取り組んでいきたいと考えており

ます。

あわせて、指宿市や南九州市、南さつま市などとの南薩地域の広域観光ルートの構築を図りな

がら、観光客の誘致を促進する取り組みに努めますとともに、枕崎駅から本土最北端始発・終着

駅「稚内駅」までの最南端と最北端を鉄路で結ぶ旅行企画の誘致、枕崎のかつおぶしやカツオと

稚内の昆布を使った新商品開発など、新たな展開を目指して観光や産業振興、地域経済の活性化

に努めていきたいと考えております。

○９番沢口光広議員 枕崎に多くの観光客を呼び寄せるためには、数多くの広報媒体を積極的に

活用することじゃないかと思うんです。

今の時代、情報提供、情報収集する、風光明媚、食のまちの枕崎を全国にＰＲすることが大事

だと思います。例えば先日、木村庄之助さんがテレビや新聞で枕崎駅舎や火之神岩を紹介してく

れましたが、すごい宣伝効果があったと思うのです。

今後、全国のＪＲ主要駅、緑の窓口や交通公社に、「ＪＲ最南端の始発駅・終着駅枕崎によう

こそ」のポスターをつくり、掲示していく考えはないのか、お尋ねいたします。

○下山忠志水産商工課長 情報発信につきましては、枕崎市を初め、観光協会、お魚センター等、

ホームページを立ち上げておりまして、今後その中身についても詳しく検討を図り、改訂をしな

がら情報発信をしようとしておりまして、その駅に対してのパンフレット等に新たなパンフレッ

トの取り組みについては、今のところ計画はございません。

○神園信二企画調整課長 広報媒体への働きかけでございますが、４月28日の駅舎のオープン

の前には、ＪＴＢの時刻表、それと鉄道ジャーナルという鉄道マニアの機関紙、それと旅の手帳

という古くから発行されている旅行誌がございますが、こちらの編集部まで、ちょうど東京に出

張する予定がございましたので、足を運びまして、このような駅舎が新しくできますと。市民の

力でできますということで、ＰＲをいたしまして、取り上げていただいた経過がございます。

また、こういう取り組みにつきましては、それぞれ担当におきましても、いろいろなところに

出張する機会がございますので、その機会をうまく利用をして、また努力を重ねていきたいとい

うふうに考えております。

○９番沢口光広議員 さすが、企画調整課長です。

ＪＲ期成会等を通じて、ＪＲの時刻表や日本鉄道の旅の本に枕崎駅舎や枕崎から見た薩摩富士

を無料で掲載していただけるように、十分依頼していってもらいたいと思います。

また、さつま白波は、テレビコマーシャルでは日本でもトップクラスの会社です。ＪＲ最南端

の枕崎駅舎を１秒でもいいから放映していただけないか、白波本社に相談、依頼等をしてみては

いかがと思いますが、当局の見解をお伺いいたします。

○下山忠志水産商工課長 白波さんにつきましては、一企業でもございます。私たちは、そこに

出向いてお話はしてみたいと思いますけれども、取り上げていただけるかというのは、まだわか

らないところでございます。

○９番沢口光広議員 次に、観光ルートと交通アクセスの整備・充実について、お尋ねいたしま

す。



- 26 -

私は、枕崎の観光ルートは現状では、枕崎駅、お魚センター、明治蔵、火之神公園が観光ルー

トと思っております。

しかし、こうして駅を見に行けばですね、関東・関西から、ＪＲ枕崎駅を見に来てくれている

んですが、観光客は、明治蔵や火之神公園に行くにはバスがない、タクシー代が高い、というこ

とでですね、結論はもう駅周辺を１時間ぐらいうろうろして、次のＪＲの列車の便で指宿や鹿児

島にトンボ返りしている光景を何回も見ております。

今後、お魚センター・明治蔵・火之神公園行きのバスを走らせることや、レンタサイクルの検

討はしていかないのか、当局にお尋ねいたします。

○下山忠志水産商工課長 公共交通機関を利用して来られた観光客、特にＪＲの利用者は、折り

返しの発車時間等を有効に利用できていないのが実情でございますけれども、25年度で、駅舎

西側を整備し、レンタサイクルでアートストリートや地場センター、お魚センター、明治蔵など

観光スポットを散策しながら、火之神公園までのルートを観光案内所にて案内をしていくように

考えているところでございます。

現在におきましても、観光案内所のほうではレンタサイクルの御案内をしているところでござ

います。また、駅から直接火之神公園までは、今のところタクシーかレンタサイクルしかない状

況でございます。

以前は、火之神公園と枕崎を結ぶバス路線がありましたが、その後、夏休みだけの運行の期間

を経て、現在は廃線となっているところであります。

枕崎駅から直接火之神公園へ移動するための利便性の向上は、ただいま課題となっているとこ

ろでございますので、関係機関とも話し合いを続けていきたいと思っております。

○９番沢口光広議員 すぐは無理かもしれませんけど、火之神公園行きのバス、夏休み期間中で

もいいから試験実施、難しいんでしょうけど、鹿児島交通等とも相談して、近い将来、３年後、

５年後、10年後か知りませんけど、やっぱりそういう時代が来て、初めて枕崎のこの観光ルー

トと言うんですか、活性化が図られると思いますので、一度検討していただきたいと思います。

それと、以前にも話しましたけど、知覧特攻基地、年間60万人ぐらい観光客が来てくれてる

わけなんですよね。

ところがどっこい、枕崎に来るバスは夕方５時半、６時20分しかない。これを昼間に、鹿児

島中央駅から知覧までは１時間に１本ずつ走っているんですけど、昼間帯、枕崎に２本ぐらい走

らせてくれるような、そういうのも一度、どれぐらいお金がかかるんか知りませんけど、それも

一度、鹿児島交通等に相談というんですか、一度また検討していただければなと思っております。

とにかく、知覧に来た多くの観光客をですね、せっかくだから枕崎の地まで呼び寄せる努力を、

やっぱりしていくべきだと思います。

○神園信二企画調整課長 議員のおっしゃいますとおり、知覧の特攻基地のほうには多くのお客

様がお見えでございますが、そのほとんどが、観光バスの団体のお客様ということでございまし

て、ほとんど、その交通の手段は観光バス、団体バスというかたちでございます。

このほかにも、それぞれの公共交通等を使っていらっしゃるお客様もいらっしゃるかとは思っ

ております。

議員御指摘のとおり、今、知覧から枕崎に向かってまいりますバスの時刻が、知覧を６時40

分、13時、16時20分、18時10分という時間帯の、いわゆるこれは生活路線、知覧から枕崎方面

に買い物・病院というふうな生活上の理由での交通移動というふうな状況でございます。

こちらの路線の赤字の状況でございますが、大きな赤字が出ておりまして、国のほうから約

300万円、県のほうから約300万円、それと事業者である鹿児島交通さんが150万円と。合わせま

すと750万円の年間の赤字、行政の負担としましては、県と国で600万円程度、年間この路線だ

けで出しているというふうな状況でございます。
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この路線を本数をふやしまして、さらに、もし赤字が出るというふうな状況でございますと、

本市だけのこの赤字の負担ではございませんで、南九州市のほうにも、この赤字の負担を求めな

ければならないというふうな問題等もございますので、慎重にこの辺の検討につきましては、慎

重な検討が必要ではなかろうかと。南九州市が了解するのかどうかというところも含めまして、

検討していきたいというふうに思います。

○９番沢口光広議員 今のはちょっと、私と考え方がちょっと違うですけども、時代は変わって

きているんです。枕崎に多くの観光客を呼び寄せるには、今一歩踏み込んでいく必要があるかと

思いますんで、また、前向きに検討・研究していっていただきたいと思います。

続いて、今後ＪＲ指宿枕崎線の乗車率を高めていく必要があるかと思われますが、当局はどの

ように考えておられるのかお尋ねいたします。

○神園信二企画調整課長 さきの全員協議会でも、同じような御質問をお受けしております。

ＪＲ指宿枕崎線の乗降客の増加対策としましては、従前から市内の幼稚園、小・中学校のほう

に対しまして、遠足などの学校行事に、ぜひＪＲ指宿枕崎線も使っていただきたいというふうな

お願いもしておりますが、運行便数の関係、さらには、運行時刻が学校行事等に使用するにはマ

ッチしないというふうな事情もありまして、なかなか利用が進まない状況でございます。

そこで、運行便数の増加、それと運行時刻の変更等につきましては、毎年行われておりますＪ

Ｒへの要望活動のたびごとに、具体的な時刻を示して要望も繰り返しております。

今回の駅舎及び駅舎周辺整備によりまして、本市観光の出発点・起点が確立したところでござ

いますので、これらを観光振興の起爆剤ということで、市外からの入り込み客数をふやすことに

よりまして、ＪＲ指宿枕崎線の乗降客も増加するものと期待をしているところでございます。

○９番沢口光広議員 やっぱり、この乗車率を高めていくためにはですね、小学生・中学生の一

日遠足、例えば枕崎からＪＲを使って開聞岳登山、長崎鼻、フラワーパークへの見学、また、指

宿からはＪＲを使って枕崎のほうに来ていただき、火之神公園、明治蔵、今度天文台もできるみ

たいですけど、そのような見学。それと、いで小屋、かつおぶし製造のつくる、そういう見学。

お互いがこの相互交流を図る話し合い、これを教育委員会にはですね、指宿のほうと、一度前

向きに、腹を割って話し合っていってもらいたいなと思います。

それでは、現実的な質問をいたします。

私は３月議会で、本市は南国情緒豊かな花や木が極めて少ないので、植樹をする必要があるの

ではないのかと質問しましたが、国道や県道は南薩振興局が窓口だと思いますが、本市の幹線道

路の要所要所に、ソテツやハイビスカス等を植樹するような話し合いは行ったのかどうか。また

今後、行っていくのかどうか、建設課長にお伺いいたします。

○俵積田清文建設課長 要所要所に、そういうソテツ、ハイビスカスの植栽についての依頼とい

うかたちで、県道・国道と協議をしたことはございません。

○９番沢口光広議員 私、一度、南薩振興局に行ったらですね、ああ、いいことですねと言うて

ました。だから、一度ぜひとも検討を、南薩振興局と一度話し合っていただきたいなと思います。

それから、枕崎駅が完成し、今後、観光客が数多く枕崎のまちを訪れ、散策等してくれると思

いますが、ロッカーをどうして設置しないのか。私以外にも、ほかの市議会議員でも、何回も同

じようなことを言うてるんですけど、結論はロッカーを設置してくれない。

我々、旅行に行ったら旅行かばんを持っていって、ロッカーに預けてから散策するでしょう。

どうして、枕崎はそれができないのか、当局の見解をお伺いいたします。

○下山忠志水産商工課長 観光案内につきましては、ただいまのところ、駅前の観光案内所で案

内をしておりますけれども、観光案内所を利用する観光客の皆さんの荷物の預かり業務は、現在

は無料で観光案内所の職員が対応しております。

荷物の預かりの利用は、平均して月に現在のところ約40件弱で、荷物を無料で預かりながら、
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職員がお客様と観光情報の対話をすることでお客様にも喜ばれ、それが、観光案内の目的の一つ

でもあり、お土産を買っていただいたりする場合もあるようで、今のところ、コインロッカーを

急いで設置しなければならないほど、お客様に大きな支障は来していないようでございますけれ

ども、４月28日に枕崎駅舎が完成しておりますことから、今後、状況を注視しながら、緊急性

や費用対効果、設置場所や案内所の開館時間等を考慮しながら、指定管理者である枕崎市観光協

会とも連携して検討していきたいと考えます。

○９番沢口光広議員 私は正直言ってですね、今の話を聞いて情けない。どうですか、皆さん、

消極的でしょう、あまりにも。ロッカーぐらい、設置していきましょうよ。そういう受け皿の準

備をすることが大事なんです。そうしないと、観光客なんか来ませんよ、後ろ向きな発言では。

以上です。だから、ロッカーの設置を前向きに検討していってもらいたいと思います。

それから、駅舎の維持管理にはお金、費用が生じるかと思うんですけど、駅前に有料広告看板

の設置、年間契約等は考えてはいないのか、お尋ねいたします。

○下山忠志水産商工課長 現在のところ、計画はいたしておりません。

○９番沢口光広議員 都会に行ったら、駅に有料広告看板あります。結構、お金が入ってくるか

と思いますんで、一事例を言うならば、小原病院、サザン・リージョン、光タクシー、南興タク

シー、ステーションホテル、いっぱいね、そういう看板を立てたら、年間契約したら、ある程度

駅舎の維持管理の費用も少しは生まれるかと思いますんで、また、検討していってもらいたいと

思います。

それから、以前、皆さん御存じかと思うんですけど、以前、北海道の愛国駅・幸福駅間の切符

を欲しがる鉄道ファンが北海道を訪れる、そういう光景を見たことがあるかと思うんですけど、

ＪＲ最南端の終着・始発駅である枕崎駅記念切符を発売するのも、観光客を呼び寄せる一つの作

戦だと思いますが、ＪＲ九州等に相談する考えはないのか、お尋ねいたします。

○神園信二企画調整課長 ４月28日の駅舎の落成に合わせまして、落成記念の駅舎の入場券と

いうものは期成会のほうでつくって発行をいたしました。

で、その後、継続してというところのお話ではございますが、これに関しましては、駅舎建設

期成会のほうで、今度は落成記念の記念切手を作成をしたいという計画を持っております。

枕崎駅を訪れていただいたお客様が、せっかく最南端のＪＲの始発・終着駅まで来たのに、何

か記念になるものが欲しいという声がございましたので、期成会のほうで、そのような計画をし

ているところでございます。

○９番沢口光広議員 今後とも、行政は期成会、各ホテル、タクシー会社、飲食店、お土産屋、

商工会議所等と観光面全般について緊密な連携を図っていき、相乗効果が生まれていくことを期

待しております。

続いて、教育関係について質問いたします。

教育は、人が人として社会生活をしている上において、極めて大事な問題だと思います。今春、

大隅半島で高校の統廃合が行われました。

そのような中、５月30日付南日本新聞で、山川高校は７月に行う中学生進学希望調査の結果

次第では、早ければ来年度から、募集停止を検討しているということが報道されました。

このことについて、当局は把握されておられるかお尋ねいたします。

○木之下浩一学校教育課長 御指摘の件につきましては、承知しております。

○９番沢口光広議員 昨年も同じような質問したんですけど、一つの高校が廃校になるというこ

とは、そのまちの経済面だけでなく社会全体が活力なり、衰退していくものと思われます。廃校

になってから、ああしとけばよかったな、こうしとけばよかったなと言っても、後の祭りです。

私たちは、やっぱり枕崎の将来の子供たちのことを考えて、通学等に支障を来さないように、

今のうちから高校存続に最善を尽くしておく必要があるかと思います。
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続いて、ことしの枕崎高校の入学者は、定員120名のところを103名しか入学しておらず、昨

年に引き続き、定員割れ、入学率86％になったことについて、当局は把握しておられるかをお

尋ねいたします。

○木之下浩一学校教育課長 定員割れの状況であることは、承知しております。

○９番沢口光広議員 枕崎高校は、入学率86％であったものの、少子化の今日、加世田高校、

川辺高校、頴娃高校、薩南工業、いずれも定員割れを起こしているんです。枕崎は、入学率

86％だったけど、まだ被害を最小限に食いとめたと言えます。

本市中学校から何名の生徒が枕崎高校に進学しているかを、当局にお尋ねいたします。

○木之下浩一学校教育課長 現在、枕崎高校には、本市４中学校から１年生53人、２年生44人、

３年生49人の合計146人が在学しております。

平成24年度末の進学状況でありますが、枕崎中学校から21人、桜山中学校から12人、別府中

学校から４人、立神中学校からは16人の合計53人であります。

○９番沢口光広議員 本市４中学校から加世田高校、川辺高校に通学している生徒が、何名であ

ったのかをお尋ねいたします。

○木之下浩一学校教育課長 平成24年度の各学年の通学状況でありますが、加世田高校につき

ましては、１年生28名、２年生39名、３年生45名の計112名であります。

川辺高校につきましては、１年生22名、２年生14名、３年生17名の計53名であります。

○９番沢口光広議員 南九州市及び南さつま市から、何名の生徒が枕崎高校に進学しているかを

お尋ねいたします。

○木之下浩一学校教育課長 南九州市の生徒は、１年生26人、２年生39人、３年生28人の合計

93人であります。

南さつま市の生徒は１年生22人、２年生13人、３年生21人の合計56人であります。

○９番沢口光広議員 今、質問していきましたけど、簡単に言うたら去年よりは大分ましになっ

たんですけど、いまだに枕崎高校の生徒、半数よりやや多めに、南九州と南さつま市のほうから

来てるんです。枕崎高校の生徒、簡単に言うたら地元の子より、まだまだ南九州、南さつま市か

ら来てる生徒が多いということを知っといていただきたいなと。

それと、枕崎から、その加世田高校、川辺高校に行ってるのが165名おるんです。ということ

で、まだまだこちらから向こうのほうに知的財産が流れてるということを、市長は知っておいて

いただきたいなと思います。

それとですね、参考としまして、鹿児島水産高校にも私は行って、教頭先生と会ってきました。

教頭先生がですね、鹿児島水産高校には、枕崎から102名の生徒が現在、在学してくれておる

と。

水産高校は専門的特殊な学校であり、県全体から、ほかの市町村から入学してくれているが、

やはり、水産のまち枕崎市から102名の生徒が入学していることに、非常に感謝しておりますと

いう教頭先生のお話でした。

そして、水産高校では現在、育てる漁業、チョウザメ、ヒラメ、クエ等の養殖漁業に力を入れ

ておりますと。また、市議会議員、市役所の関係者の皆様、視察・見学に来ていただければ、大

歓迎するとのお話だったので、報告しておきます。

続いて、今春、枕崎高校から大学等に合格したのは、何名であるかを把握しておられるか、お

尋ねいたします。

○木之下浩一学校教育課長 今春の大学進学状況につきましては、国立大学３人、私立大学21

人、公立短期大学２人、私立短期大学等８人の合計34人であります。

○９番沢口光広議員 昨年はですね、国立大学１名、私立大学８名しか行ってなかったんです。

私もびっくりしました。
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校長先生、教頭先生の頑張りがあってですね、ことしは国立大学３名、県立短大２名、それか

ら私立大学が、ええと……、何名かな。私立大学が29名、専門学校に64名が進学したというこ

とです。そして、高校にあってもですね、今後、就職のほうも、一流企業、一流デパート等に就

職できるように頑張ると。そして、大学受験を受けたい方には、センター試験、個々の大学受験

等に向けて、補習授業等を強化していくということでした。魅力ある高校づくりに頑張っていき

ますので、よろしくお願いしますという回答でした。

続いて、本市の現在の小学生の生徒数は217名であるが、現在の生徒数は165名なんですけど、

数年後、どのような現象が生じると予測されているのか、教育委員会にお尋ねいたします。

○木之下浩一学校教育課長 平成25年度の６年生の児童数は217名であり、現在の５年生、４年

生、３年生、２年生、１年生は、それぞれ、166名、186名、179名、162名、165名と、少しずつ

減少する傾向にあります。

また、平成26年度から平成30年度までの新入学予定児童数は、それぞれ142名、173名、151名、

154名、126名と、減少傾向にあり、総体的に小学校の児童数は減少することになります。

○９番沢口光広議員 私が何を言いたいかと言えばですね、数年後には生徒数が極めて少なくな

り、県内高校等の統廃合は必ず行われ、私立高校にあっては、倒産する高校や廃校に追いやられ

る高校が生じることが予測されるのです。

だから、我が枕崎市は、枕崎高校が統廃合されないように、今のうちから危機感を持って対策

を立てておく必要があるかなと言いたいのです。

最後に、教育委員会はもちろんのこと、我々はあらゆる会議・会合等を通じて、原則として、

地元の子供たちは地元の高校に進学させるように努めるべきではないかと思うんですが、当局の

見解をお伺いいたします。

○木之下浩一学校教育課長 教育委員会では、市の管理職研修会、進路指導主任等研修会等の機

会を活用し、地元高校のことについて、理解を深めるように努めております。

また、県立高校は、市教育委員会の所管する学校ではないため、強制的に進学を勧めることは

できない状況にありますが、各中学校においては、地元高校の入学説明会の実施や、体験入学へ

の参加を通して、地元高校に興味・関心を持たせる取り組みをしております。

○９番沢口光広議員 確かに、この進路、高校でもそうですし、大学でもそうですけど、進路を

決めるのは学問の自由ではないですけど、受験生本人や、その家族等が決めるものかもしれませ

ん。ただし、今私がお話ししてきたように、教育委員会、枕崎高校の学校関係者、市長及びここ

におる我々は、地元高校の実情と今後枕崎を背負っていく子供たちの将来のことを考えて、統廃

合等の危機意識を持ち、今のうちから最善の対策を立てて取り組んでいく必要があるかというこ

とを、この場をかりて提言しておきます。

続いて、商圏復活について質問いたします。

鹿児島県が実施した2012年度消費者購買動向調査では、枕崎商圏は、県が最小規模と定める

購買人口２万人以上を下回り、本市は、県内の商圏地域から除外されました。

いろいろな要因等が考えられますが、今後、この商圏復活に向けて、どのような取り組みを行

っていくべきか、当局にお尋ねいたします。

○下山忠志水産商工課長 消費者購買動向調査は、県内全域における消費者の購買動向を把握し、

消費者志向に沿った商業振興施策や中小企業及び地域商店街の育成・助言等を目的として、鹿児

島県が３年ごとに実施するもので、調査の方法は、鹿児島市が4,500世帯、その他の市町村にお

いては、合併前の市町村ごとに全世帯数の５％を抽出して、アンケート調査を行うものでござい

ます。

購買人口の積算は、商圏核市町村の行政人口に地元購買率を乗じた数値と、商圏内市町村の行

政人口に商圏核市町村への流入率を乗じた数値の合計でありまして、枕崎は、平成21年度調査
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では２万0,709人で、地区型商圏に設定されていましたが、今回の調査では１万8,229人となり、

商圏を外れました。

要因は、地元購買人口が2,098人減少したことが大きいですが、その積算基礎となる行政人口

が923人減少したこと、地元購買率が６ポイント減少したことでありまして、また、流出の増加

は、鹿児島市への流出と通販や訪問移動販売の割合が増加したことが要因となっております。

商品別では、食料品、日用雑貨品、実用衣料品など、最寄品の地元購買率は、大きな格差はあ

りませんが、高級衣料品や文化品、贈答用品など買回り品の地元購買率において10ポイント減

少し、その多くは鹿児島市に流出したこと、通販や訪問移動販売へと購買形式が移行してきてい

ると分析されます。

鹿児島市で買い物をする理由としては、ドライブ、遊びのついでや買い物が目的及び飲食のつ

いでとなっております。

今後は、地元購買率と流入率を高めることが課題となりますが、顧客が、商品が豊富であるこ

と、値段が安いこと、駐車場があることなどを重視しており、魅力ある商店街づくりを進める必

要があります。

そのためには、枕崎商工会議所と連携しながら、空き地空き店舗対策事業やチャレンジショッ

プ支援事業で魅力ある店舗を支援するとともに、地元購買率を高める必要があります。また、流

入率を高めるためには、枕崎市通り会連合会と協力しながら、２年連続でＳｈｏｗ-１グランプ

リとなった枕崎鰹船人めしに代表されるように、目玉商品を開発するとともに、イベントにおい

て活用するなど、購買人口の増加対策を図っていくことが必要であると考えています。

○９番沢口光広議員 枕崎の駅前商店街、枕崎には11の商店街があるということですけど、シ

ャッター商店街になった理由、これやっぱり、経営者の自助努力の欠如、品物の種類が少ない、

値段が高い、それと市民一人一人が、枕崎市内で買い物や食事をしようとする努力の欠如が、シ

ャッター商店街に拍車をかけていると思うんです。

私は以前から気にしていたんですが、枕崎市民が安易に、きょうは鹿児島のダイエー、イオン、

川辺のＡ－Ｚ、指宿のユニクロ等に買い物に行ったとか、きょうは加世田、鹿児島、知覧、指宿

等に食事に行ったという話をね、よく聞くんですよ。これらの結果が、結論は商圏から除外、削

除になった一番最大の原因だと思います。だから、今後どうしていったらいいか言うたら、一つ

の事例を挙げるならば、たばこ、ガソリン給油、自動販売機のジュースなど、極力地元枕崎で買

いましょうという、機運を盛り上げる必要があるかと思います。

それを市民に周知徹底を図ることも、行政の重要な責務の一つであると思います。

私個人は、枕崎商圏が商圏地域から除外されたことについて、枕崎経済に非常な危機感を持っ

ております。個人的には、枕崎市経済再生活性化特別委員会を、すぐにでも設置する必要がある

と思われますが、当局の見解をお尋ねいたします。

○下山忠志水産商工課長 商店街のシャッター通りとか、そういうものにつきましては現在、市

のほうで空き地空き店舗の支援事業、あるいはチャレンジショップ事業をとり行っておりまして、

それと同時に先ほど委員がおっしゃられたように、指宿ですとか、川辺、そういうところに流出

していって、食べ物のついでとか、遊びのついでに買ってくるということを御指摘してございま

すとおり、枕崎にとりましても先ほどから申し上げているように、目玉商品を開発をして、イベ

ントをして人を寄せて、その中で購買率を上げていくと、流入率を上げていくと、というふうな

かたちのことを考えているところでございます。

○９番沢口光広議員 指宿市は、９年ぐらい前に、今回の枕崎と同じように、商圏から除外され

たという経緯があります。

しかし、行政や商工会議所等が一致団結して地域経済の活性化に努め、にぎわいを取り戻し、

商圏復活を果たしたということです。
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私は先日、枕崎市内の建設業関係者と話をしたのですが、建設業界は今、冬の時代が続いてお

り、従業員等に払う金も底をつき、仕事も少なくなり、大変であり、どうにかならないかと嘆い

ておられました。

また、かつおぶし製造業関係者も、カツオは少なくなり、カツオは値が上がる一方で、このま

まの状態が続けば、倒産しかねないという話も聞いております。

本市は、農業・漁業・畜産等の地場産業、６次産業で成り立っているまちでありますが、ＴＰ

Ｐ参加等で、今後、いろんな難しい問題が生じるかと思います。

行政、水産商工課・農政課・建設課・税務課・企画調整課は、商工会議所、各業界の経営者等

と一堂に集まり、いろんなことを話し合い、国や県に陳情・要望を行うなど、支援体制や優遇措

置等を検討していく必要もあるかと思いますので、前向きに検討していっていただけませんでし

ょうか。

それでは最後、ふるさと枕崎会の会員募集の協力依頼について、質問いたします。

東京、大阪、名古屋等には、本市出身者が数多く居住しており、それぞれにふるさと枕崎会が

存在しております。都会と枕崎を結ぶ、心のよりどころともなっております。

私も大阪におったんですけど、近畿枕崎会を例に挙げるならば、昭和60年ごろは、会員3,000

名ぐらいがおり、総会参加者は、当時500名から600名ぐらいが総会に出席して、相当盛り上が

ったものです。

しかし、平成８年ごろ、個人情報保護条例等が制定され、人権意識は極めて高まったことなど

が原因で、本市出身者の氏名、住所等の把握が極めて困難となり、現在の近畿の場合、総会参加

者は、市長も御存じかと思うんですけど、100名ぐらいに減少しております。このままの状態が

数年続けば、ふるさと枕崎会は壊滅状態に陥ることが予想されます。正直言って、現在の60歳

以下の都会に住んでいる人の住所や氏名が、わからないのが現状なのです。

行政も各地のふるさと枕崎会と連絡を図り、存続維持のため、会員増加に寄与すべきではない

かと思われますが、当局の見解をお尋ねいたします。

○永留秀一総務課長 ふるさと枕崎会の会員の増加の協力の件ですが、議員からもありましたよ

うに、個人情報保護法が制定されてから、同窓会名簿を提供するなどというのは、非常に問題に

なっておりまして、そういった面の協力も、なかなかできないところであります。

現在、行政においてはホームページにおきまして、ふるさと枕崎会の紹介を行いまして、関東、

それから、東海、近畿、それぞれの会長さんの連絡先を記載をしまして、会員を募集するページ

を掲載するというかたちで協力を行っております。

○９番沢口光広議員 この枕崎でよく、40歳会、50歳会、55歳会、60歳会等の同総会が開催さ

れております。

私は、幹事ですか、幹事に、悪いけど、高校同窓会の名簿をいただけないかと相談するんです

けど、幹事にあっては個人情報がネックとなっている関係でですね、その一覧表を渡すわけには

いかないということで、断られている状況なんですよ。

そこで、私なりに考えてみたんですけど、個人情報に抵触せず、本市出身者の住所、氏名を知

る、ふるさと枕崎会会員をふやす方法はですね、１年に二、三回でいいから、広報まくらざきと

公民館だよりを有効活用していただきたいんです。

例えば、東京、大阪、名古屋に、皆さん方の子供や兄弟等が住んでおるんであれば、ふるさと

枕崎会があるんですよと。あれやったら、加入していただけないかと。そういうことを広報まく

らざき、公民館だよりで広報をしていただければ、ありがたいかなと思います。

それともう１点ですね、前副市長が東京鹿児島県人会の次長、枕崎市出身の県庁におられる大

工園さん、この方が関西鹿児島県人会の次長をされてるわけなんですけど、幸いにも、この二人

が枕崎出身者、枕崎と関係があるということで、県庁のほうにも言うてですね、一度この新聞、
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というのは指宿でも出水でも川内でも、どこでも、この会員が高齢化して減少してきてるんです。

そのような中、個人情報がネックになっており、会員が極めて少なくなってきているというこ

とで、先ほど言うたお二人を通じてですね、県のほうも南日本新聞なり、テレビなり、やっぱり

県庁のほうも、やっぱり真剣に考えていく時代じゃないかなと思っております。

それでは最後に、ふるさと納税制度が導入されてから５年が経過しました。

先日、新聞報道で、ふるさと納税件数が多い自治体５市町村が公表されましたが、本市の過去

５年のふるさと納税件数と金額の推移はどのようになっているのかをお尋ねいたします。

○神園信二企画調整課長 御答弁を申し上げます前に、先ほど、前副市長が関東県人会の次長と

いうことでしたけれども、県の東京事務所長ということ……、事務次長ですね、すみません、事

務所の次長。で、大阪のほうの枕崎出身の方も大阪事務所の次長ということでございます。

それでは、お尋ねのふるさと応援寄附の件数と金額につきまして、年度ごとに申し上げたいと

思います。

平成20年度、本市に直接寄せられました寄附が32件、276万5,000円。それと、かごしま応援

寄附を通じて本市に寄せられました寄附が12件、66万8,400円、合計44件で343万3,400円。

平成21年度でございます。本市に直接寄せられました寄附が15件、279万8,053円、かごしま

応援寄附を通じて本市に寄せられました寄附10件、53万0,400円、合計25件、332万8,453円。

平成22年度であります。本市に直接寄せられました寄附が11件、147万円、かごしま応援寄附

を通じて本市に寄せられました寄附が10件、19万6,200円、合計21件の166万6,200円。

23年度であります。本市に直接寄せられました寄附が10件、153万円、かごしま応援寄附を通

じて本市に寄せられました件数が９件、20万5,200円、合計の19件、173万5,200円。

24年度です。本市に寄せられました寄附が134件、676万4,000円、かごしま応援寄附を通じて

本市に寄せられました件数が11件、30万2,100円、合計の145件、706万6,100円となっておりま

す。

なお、平成24年度分が急増しましたのは、駅舎建設に係る寄附分の増加が要因でございます。

以上でございます。

○９番沢口光広議員 東京、大阪、名古屋、ふるさと枕崎会の会員がふえれば、こうして寄附で

すか、ふるさと納税いっぱいしてくれますんで、会員をふやすように協力依頼をお願いして、私

の質問を終わります。以上です。

○立石幸徳議長 ここで、午後１時10分まで休憩いたします。

午前11時１分 休憩

午後１時８分 再開

○立石幸徳議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

牧議員は、本日、午後から欠席であります。

次に、城森史明議員。

［城森史明議員 登壇］

○８番城森史明議員 皆様、こんにちは。昼食後で眠たい時間帯だと思いますが、通告いたしま

した内容に従って、一般質問を行いたいと思います。

私が市議会議員になり、２年が経過しました。３年目を迎えますが、一般質問は今回で９回目

になります。最初に、最も重要な項目を質問するわけですが、９回の中で５回は財政問題でした。

一般会計と同様、国保財政においても、県下19市の中で非常に悪い財政状況となっています。

被保険者数の近い12市の中で、平成22年、23年度、２年連続で赤字なのは、枕崎市と指宿市だ

けです。

先日、議員有志で１人当たりの医療費が県下で最も少ない志布志市へ行政調査へ行ってきまし
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た。市長をリーダーとして、市職員全員が健康問題に対し一丸となって一生懸命取り組んでいる

様子がよくわかりました。本田市長は、みずからも長野県の川上村に視察に行き、そして、市民

へ事あるごとに、真っ先に特定健康診断受診率等の問題など、健康づくりについて話していると

のことです。

国保の問題は、非常に難しい問題であり、市全体が一丸とならないと解決できない問題だと私

は思います。このような苦しい国保財政において、どのようにリーダーシップを発揮し、赤字を

改善していくのか。まず、神園市長にお伺いいたします。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 本市の国保財政の状況は、１人当たり医療費や後期高齢者支援金、介護納付金は

ふえ続ける一方で、厳しい経済・雇用情勢を背景に、保険税収入の確保は一段と厳しさを増し、

結果として、平成22年度から３年連続の赤字決算となり、さきの臨時議会において、繰上充用

の措置をお願いしたところです。

このような深刻な国保財政の現状を踏まえ、本市の国民健康保険を将来にわたり、安定的で持

続可能な医療保険制度として維持していくために、国民健康保険財政健全化行動計画を策定し、

その目標達成に向けて、さまざまな対策に取り組むものであります。

行動計画においては、早期に国保財政の単年度収支の均衡を図り、安定的な財政基盤を確立す

ることを基本方針とし、財政健全化の取り組みとして、一つ、国民健康保険税の適正な賦課と収

納率の向上、二つ、医療費適正化の推進、これをもうちょっと具体的に言いますと、特定健診、

あるいは特定保健指導の実施率の向上、三つ、保健事業の推進を大きな柱として、具体的な取り

組みを行い、その目標効果額を３年間で４億7,200万円としているところですが、それでもなお、

不足する額については、一般会計からの法定外繰り入れで措置していきたいと考えています。

先ほど医療費適正化の推進のところで、特定健診、特定保健指導については言及しましたが、

もう一つ、後発医薬品の使用促進なども含まれております。

○８番城森史明議員 市長会等で国への要望としてですね、国保における国庫負担の増額等の要

望等が取り上げられていますが、市長は具体的にその辺の、要は、国庫負担の増額というところ

をですね、どのような、具体的にはどのようなところを増額してほしいということで考えておら

れますか。

○神園征市長 市長会では、統一した意見を全会一致で決定して、国庫負担の増についてはお願

いしておりますので、枕崎だけが特別にどうこうということはありません。

○８番城森史明議員 市長としてはどう考えられますか、その辺。

○神園征市長 今、答弁したとおりです。

○８番城森史明議員 次にですね、平成20年度及び平成23年における被保険者１人当たりの収

入支出を比較するとですね、本市の赤字の原因がどこにあるのかというのがわかってきています。

最大の原因はですね、支出の多いことであり、特に平成20年度は12市の中でも２番目、平成23

年度には12市の中でも最も多い。その支出の中で、67％のところを医療保険給付費が占めてい

ますので、この保険給付費についても12市中、22年度は４番目、平成23年度は３番目になるわ

けですね。そういうことで、この辺の対策をいかにやっていくかということで、その辺が一番大

きな問題かと思います。

そういう意味で、保健事業等提案されておられますが、その中で、やっぱり、枕崎市の保険給

付費の中身を知ることが一番大事じゃないかと思います。そういう意味で疾病分類ごとの23年

度における経費比率は、どのようになっているでしょうか。

○白澤芳輝健康課長 最後の言葉が若干、聞き取りにくかったんですけども、質問通告書でお尋

ねの疾病分類ごとの費用及び比率ということでよろしいんでしょうか。

○８番城森史明議員 ちょっと時間がないので、費用はいいですので、比率だけお願いいたしま
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す。

○白澤芳輝健康課長 平成23年度の疾病分類ごとの比率のみ、これにつきましては、データと

いたしまして平成23年５月の単独だけの診療分でございますので、そういうことで答弁いたし

ます。

平成23年５月診療分における疾病分類のうち新生物が13.9％、精神及び行動の障害が18.5％、

循環器系の疾患が17.0％、消化器系の疾患が9.5％、筋骨格系及び結合組織の疾患で9.7％、そ

の他の疾病で31.2％となっています。

○８番城森史明議員 ５月だけの診療実績ということですけど、これは１カ月間の実績というこ

とですか。

○白澤芳輝健康課長 このデータにつきましては、県の国保連合会に委託して、国保連合会にレ

セプトが集中いたしますので、そこで、国保連合会にあるデータで行っております。

現在、国保連合会とのデータのやりとりにつきましては、10月から国保連合会と全国的なデ

ータベース化が進み、10月以降については、すべての月においてのそういうデータが把握でき

るようになりますけども、現在の時点では、国保連合会が出しています５月分あるいは10月、

その今では年２回だけの診療月の部分となっておりますので、今申し上げたのは23年５月の一

月分でございます。

○８番城森史明議員 一月だけじゃ全体的な約30億近い医療費がですね、これに該当するのか

ということになると思うんですけど、その辺はどうなんですか。

○白澤芳輝健康課長 ただいま申し上げましたが、レセプトにつきましては、鹿児島県の国保団

体連合会のほうに委託して、レセプト、診療報酬等の支払いを行っているわけでございまして、

本市については、そこの毎月ごとのこういう疾病分類ごとの部分についても、本年10月からデ

ータベース化ができますので、本年10月以降については、こういう疾病分類ごとの詳しい分析

ができるようになるということでございます。

○８番城森史明議員 これからしますと、一番多いのが精神・行動ということになります。そう

いうことで、枕崎の場合は、これ見ればですね、脳卒中の1.6倍というのがひとり歩きというか

ですね、分析してみるとやはり、循環器系は17％ですし、そこも２番目に多いわけですが、そ

ういう意味で、やはり、この精神・行動含めて、この数値を見ながらですね、対応策をやはり考

えていかなきゃならんのじゃないかと思います。

次にですね、本市のですね、このデータで構いませんけども、やはり、校区ごとにですね、こ

の病気の種類がどのような経費がかかっているのかっていうのも、非常に枕崎市の保険医療費を

考えたときには、大事なことじゃないかと思います。というのは、やっぱり校区ごとによって、

生活状態、産業状態が枕崎は異なるんで、その辺がどうなっているのか。その特徴はどうなって

いるのか。それと、この前、特定健診の受診率のデータを見ますと、校区ごとに偏りがあります。

そういう意味で、その辺の関連性はないのか。その辺を質問いたします。

○白澤芳輝健康課長 疾病分類のデータにつきましては、先ほど申し上げましたとおり、現在、

国保連合会から提供されるデータは年２回分の二月分しかございません。ですから、その二月分

で校区ごとの特徴を把握するというのは、大変危険なというか、ある月、そういう特に、心臓疾

患系の手術等が入りますと、その１件当たりだけでも多額な費用になりますから、その部分だけ

がもし、そのデータが出る23年５月とか、そこだけにありますと、そこだけが極端に率が高く

なるというようなことで、そこをもってその校区ごとの特徴というのは、分析しにくいというふ

うに考えております。

また、ある面で先ほど精神疾患の面が出ましたけども、本市にある病院でですね、病院の近く

にアパートを持っておりまして、そこに市外の方が入居されて、それで国保を取得して、その関

係で精神関係の医療費が多くなると。で、そこの校区の医療費が極端に多くなってしまうという
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こともございます。そういうことから、そこの５月だけ、あるいはそこだけをもって判断するの

はなかなか難しいというふうに考えます。

また、特定健診の受診率との関係で言いますと、平成23年度の特定健診受診率、金山校区

29.3％、桜山校区38.2％、立神校区30.3％、枕崎校区27.1％、別府校区28.5％、全体で29.8％

となっているところですけれども、これが極端に20％、30％の開きがあればですね、特徴、そ

ういう費用との関係も出てくるかと思いますけども、なかなか今のところでそういう費用額との

相関がどうなってるかということについては、データも少なくて有意な関連性というのは認めら

れないところです。

しかしながら、厚生労働省が全国の前期高齢者を対象とした調査結果によりますと、特定健診

の受診率が高い市町村国保ほど、前期高齢者１人当たりの診療費は低いという結果は出ていると

ころでございます。

○８番城森史明議員 校区ごとにすることが有意性がないということですけども、そういうデー

タはですよ、要は、何年も積み重ねてデータをとって、それで初めてわかることであって、しな

ければですね、データをとらなかったら、いつまでもわからないと思いますよ。だから、これは

やはり、そういうデータを、それは何が出るかわからないと思います。だけど、それをすること

によって、何かが見つかるかもしれないわけですよ。ですから、まず、保険医療が高いのであっ

たら、市内のですね、そういう病気の状況をしっかり把握するということが、まず大事になって

くると思います。

次に移ります。

今度、値上げの議案が上がってますけども、平成23年における１人当たりの保険税額はです

ね、県下で、19市の中で３番目に高いんですよ。高い上に、さらにこの２年前の値上げをして、

さらに２年後に実施するということは、国保被保険者のですね、大きな負担になるんじゃないか

と思うんですけど、その辺はどうでしょうか。

○山口英雄税務課長 県が発行いたします国民健康保険事業状況によりますと、平成23年度に

おけます本市の国保税の１人当たり調定額は８万4,473円で、今、議員が言われるとおり、県下

19市中３番目に高くなっていると、こういった状況でございます。

ただ、平成23年度の各市の国保税全体の税率を比較してみました場合、本市は所得割が13位、

資産割が11位、均等割が６位、平等割が11位というふうに、他の18市と比較して、決して高い

税率とはなっていないところでございまして、そのような中で、１人当たり調定額が第３位と高

くなっていることにつきましては、被保険者１人当たりの所得が課税対象所得で見ますと19市

中第２位となっておりますので、この被保険者１人当たりの所得が高いということが１人当たり

調定額を押し上げている大きな要因であるというふうに思っているところでございます。

○８番城森史明議員 要は、19市の中で３番目に多いということも事実ですから、その辺を含

めてですね、税率・税額の条件を決めていただきたいと思います。

次にですね、２年前に増税をしたんですけども、１年目は8,700万という増収になっていて、

２年後たつと、22年度に比べて5,600万の増収になって、約36％減少しているわけですね。です

から、この辺の理由は何なんでしょうか。

○山口英雄税務課長 国保税の収納額につきましての御質問ですけれども、平成24年度におけ

る国保税の収納額につきましては、最終的に現年分、滞納繰越分合計で実績といたしまして、約

６億0,434万円となりまして、平成23年度に比較しまして、2,325万円程度の減収というふうに

なっております。

そのうち現年度分について見ますと、国保税の本賦課時点で比較した場合、平成24年度は、

国保全体の被保険者数及び世帯数の減少、それから１人当たりの課税所得も減少しておりますの

で、これに伴いまして、調定額自体が2,800万円程度は減少しておりますので、それに伴う減収
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分が約2,670万円。それから、現年度分の収納率につきましては、23年度に比べて0.2ポイント

程度低下しておりますので、これに伴う減収分が約150万円程度、現年度分で計2,820万円程度

の減収というふうになっているところです。

一方、滞納繰越分につきましては、調定額が増加しておりますので、この調定額の増に伴いま

して、255万円程度増収、それから収納率が23年度に比べまして2.6ポイント向上しております

ので、これに伴いまして、増収分が約240万円程度、滞納繰越分合計では約490万円程度が増収

となっているところでございます。

○８番城森史明議員 今回、増税額が3,400万ということですけども、そうすると、このように

減少しますと、１年目は3,400万は見込めると思いますけども、２年後、３年後はどういう見込

みをしているんでしょうか。

○山口英雄税務課長 今議会に提案してございます国保税の税率改定につきましては、さきにお

示しいたしました平成25年度から27年度までの３年間の国保財政健全化行動計画の考え方に基

づきまして、税率の設定等をしたところでございます。

なお、被保険者につきましては、25年度から27年度までの間、年々減少していくというふう

に見込んでおりますけれども、そのうち、25年度分につきましては、税率につきましては、こ

の計画期間の３年間の平均値をもとに、その上で今回の補正予算等につきましては、25年度に

本市が予想しております被保険者数、世帯数、そういったものを見込んで予算計上しているとこ

ろでございます。

○８番城森史明議員 要は、聞きたいのは、3,400万の増収するわけですけども、これが前回の

値上げでは、２年後で36％減少したわけですよね。そういう減少額が、今回の値上げに関して

も起こらないかということです。

○山口英雄税務課長 先ほども答弁いたしましたけれども、今回の税率改定に当たりましては、

３年間におけます後期高齢者支援金分、それから介護納付金分の財源不足見込み額を３年トータ

ルで賄うと、３年合計で１億0,200万だったかと思いますけれども、その所要額を３年間で収入

増を図ると、こういった計画になっております。

○８番城森史明議員 次にですけど、税を値上げすることによって、払えない人たちが多くなる

ということが言われるんですけども、税の軽減額がありますよね。それは当然、国から県から支

援金等で、その代替として市に入ると、収入として入ると思うんですけども、その軽減額と国、

県、市からの支援金・納付金との関係は、どういう関係になっているでしょうか。具体的に23

年度は。

○白澤芳輝健康課長 まず、保険基盤安定繰入金のうちの保険税軽減分の繰り入れ額についてで

すけども、この算定につきましては、各年度の10月20日までに軽減世帯であることが明らかに

なった世帯に係る保険税軽減総額とされております。この方たちが４月１日賦課期日現在にいた

と仮定して、この繰入金に対しまして、都道府県は市町村の繰入金の４分の３に相当する額を負

担するとされているところでして、お尋ねの実際の税の軽減額については、被保険者それぞれ移

動がございます。４月に加入された方が社会保険に10月で脱退されるとか、あるいは逆のケー

スもその月々によって異動が多数ございますので、実際の軽減額は、そういう月割り増減額が発

生いたしますから、把握が困難でございます。そういうところを御理解いただきたいと思います。

繰入額につきましては、平成22年度で8,943万9,710円、平成23年度で9,523万6,260円、平成

24年度で9,362万1,580円となっているところです。

また、もう一つの保険者支援分の繰入額につきましては、１人当たりの平均保険税収納額に、

保険料軽減世帯に属する一般被保険者数を乗じた額に７割軽減世帯では12％を、５割軽減世帯

では６％の割合で算定された額を繰り入れるとされております。この繰入金に対しまして、国が

２分の１、県が４分の１を負担することとなっているところです。
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繰入額につきましては、平成22年度で1,989万3,768円、平成23年度で1,764万3,760円、平成

24年度で2,069万2,509円となっております。

○８番城森史明議員 要は、ちょっと聞きたいのは、単純に考えて、軽減額が5,000万としたら、

それだけの、5,000万の支援金、補助金が得られているかということを聞いているわけですので、

その辺をどうなのか。

○白澤芳輝健康課長 保険税軽減分につきましては、軽減額相当額は確保されていると考えてお

ります。

また、支援分につきましては、これは純然にこの保険者の支援ですから、軽減額というよりも、

そういう低所得者が多いところに多く配分しますよということで、先ほどの軽減分で全体の軽減

された額は確保して、それに上乗せして支援分で入ってくると。そういうところは、純然に国保

会計にとっては、国保会計の安定支援のために役立っているというふうに考えております。

○８番城森史明議員 国保税を知ること同様ですね、他の保険もやはり、十分知る必要があると

思うんですね。やはり、相関関係というか、客観的に見た場合。

ほかに健保組合と協会けんぽ、共済組合があるわけですけども、保険税額をですね、同一条件

で比較すると、どのような額になっているんでしょうか。標準世帯の所得200万世帯と夫婦２人、

子供２人の世帯でお願いしたいと思います。

○山口英雄税務課長 夫婦２人と子供２人、夫婦は40歳以上の４人世帯で、収入は夫の給与収

入のみで課税所得200万円、固定資産税額は年４万円ということで、モデルケースとして試算し

てみますと、まず、本市におきます国保税につきましては、改定前が年額38万7,700円、今回提

案してあります改定が実施されたとした場合には、年額43万2,300円となります。

次に、協会けんぽでございますけれども、協会けんぽにつきましては、各都道府県ごとに保険

料率が設定されますが、鹿児島県の協会けんぽの場合で申しますと、協会けんぽは、本人と事業

主と折半いたしますが、本人負担額のみで申しますと、年額20万5,000円程度となります。

それから、共済組合の場合も事業所の負担がございますが、基本的に折半というか、そんな感

じになってますけれども、共済組合の場合の本人の自己負担額ですね、本人負担額は23万1,000

円程度になるようでございます。

なお、国保の場合につきましては、高齢者など比較的所得の低い方たちを被保険者としており

まして、課税方式も応能割のほかに応益割といったことで課税するのに対しまして、協会けんぽ

や共済組合等の場合には、被保険者が所得の高い働き盛りの現役世代を対象としておりまして、

課税方式も所得に対してのみ課税するというふうになっておりますので、制度そのものが大きく

異なっておりますことから、一概には比較はできないのではないかというふうに考えております。

なお、健保組合についてもお尋ねでございますが、健保組合につきましては、主に大企業ある

いはグループ企業が設立するものでございまして、本年４月１日現在では、全国に1,400程度存

在するというふうには承知しておりますが、その保険料率につきましては、それぞれの組合の事

情によりまして任意に設定するものでありまして、私どものほうでその保険料率を把握すること

は困難でございますので、御了承のほどをお願いいたします。

○８番城森史明議員 これ見ますと、本当に国保の税が高いというのがよくわかると思います。

国保は子供に対しても課税するわけですよね、平等割で。だから、その辺の非常に矛盾、何で子

供に課税するのかという矛盾も非常にあると思うんですけども、市長、この辺は、どのようにお

考えですか。

○神園征市長 現在もずっとそういうかたちでやっておりますし、特段矛盾するとか、何とかは

思っておりません。

○８番城森史明議員 そういうことで、この辺も考慮してですね、なるべくやっぱり、被保険者

に負担をかけないようなかたちでやっていかなきゃいけないと思います。
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次にですね、この前、ですから、志布志市へ有志で行政調査に行ってきたわけです。その中で、

一番感じたのは、要は、保健事業が非常にたくさんの保健事業をやっているなということを感じ

ました。その中で、特定健診受診率向上対策自治会報償金制度というのがあるんですね。これは、

要は、どういう内容かといいますと、受診率に対して、報奨金が自治会に振り込まれるわけです。

例えば、70から100％の人たちがどういうかたちで報奨金をもらっているかというと、ある計算

式があって、その受診率に対して、多く振り込まれるとなっております。

そういう意味でですね、やはり、さっきありましたように、受診率の向上したところは、保険

医療費が少ないということなんで、この辺は財政的に幾らかかってるかといったら370万ほどで

した。そういうことで、この制度は、非常に効果があるんじゃないかと思うんですけど、その辺

はどうなんでしょうか。

○白澤芳輝健康課長 志布志市にお尋ねしましたら、そういう制度を設けて、受診率の向上には

なったということで、お伺いいたしております。

本市でどうか、そういうことですけども、371万程度の新たな財政支出が生じるということで、

現在３年連続して赤字である本市の国民健康保険特別会計でそういう助成制度を創設するという

ことは、難しいかなというふうに考えております。

そういうことでありますけども、受診率の高い公民館や、前年度と比較して格段に受診率が向

上した公民館を表彰する制度とか、そういう部分については、また、これらの公民館を市民の皆

様にお知らせする取り組みというのは、やっていかないといけないかなというふうに考えており

ます。

○８番城森史明議員 ことしから特定健診の受診料というのが、無料になったわけですね。です

から、今回、一つの進歩、進歩というか、そういう体制でやっていくわけですから、次に、やは

りこの自治会報奨制度というのも考えてもらってですね、その辺の受診率のアップに頑張ってい

ただきたいと思います。

そして、高齢者元気度アップ・ポイント事業というのをことしから始められるということなん

ですけども、私は予算委員会でも言ったんですけど、グラウンドゴルフにしてはどうかというこ

とで言ったんですけど、実際、志布志市もやっておられます。年に１回、グラウンドゴルフの市

の大会にのみですね、市が主催する大会のみにポイントはやるということになっているそうです。

ですから、確かにグラウンドゴルフは、今、高齢者では一番、最も人気のある、人気というか、

参加者のスポーツですから、やはり、このポイント・アップ事業を広める意味においてもですね、

やはり、そういうふうにグラウンドゴルフにも１回だけでいいですから、ポイントが渡るように

してほしいと思うんですけど、その辺についての考えはどうでしょうか。

○佐藤祐司福祉課長 高齢者元気度アップ・ポイント事業は、福祉課の所管事業でありますので、

私のほうから答弁させていただきます。

事業の内容につきましては、さきの議会でも答弁しておりますので、現在の状況を申し上げま

すと、４月からは、健康課が実施いたします筋トレ教室や料理教室、各種健診の受診などを対象

として事業を始めております。これまでに筋トレ教室などの参加者を中心に300人以上の登録を

いただいているところでございます。

対象事業の拡充につきましては、４月に庁内の各課に市が関係する高齢者が集う公的な活動を

対象事業として募集して、このほど、高齢者交通安全教室や高齢者学級、コミュニティスポーツ

フェスタのグラウンドゴルフ大会やラージボール卓球大会など、３課の８事業を新たに対象事業

として選定したところでございます。５月30日以降に実施するものにつきまして、対象とする

ことにしております。このことにつきましては、６月のお知らせ版で市民にお知らせする予定と

しております。

お尋ねのグラウンドゴルフ大会につきましては、ただいま申しましたとおり、コミュニティス
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ポーツフェスタで開催する大会を対象として選定しております。そして、市民運動会で開催する

予定のグラウンドゴルフ競技につきましても、市民運動会運営委員会で実施が決定しましたら、

対象とするよう協議が整ったところでございます。

○８番城森史明議員 前向きに考えていただいて、ありがとうございます。

次にですね、それとウオーキングコースの件なんですけども、これは、市がボランティアでで

すね、市民にその健康づくりの会をつくってですね、その中で出たアイデアらしいんですけども、

実際、24のウオーキングコースを策定し、さらにですね、その健康体操もしてですね、志布志

市は光ファイバーで、各家庭が非常にすべて末端で市のあれを傍受できるようになっているんで

すよ。カメラもつけられるわけです。その中で、光ファイバーの中で、ネット中で、健康体操を

放送してやっているということでした。

そういう意味で、枕崎もですね、ウオーキングコースをやっぱり、景観のいいところ、史跡の

あるところ、青空美術館のあるところ等、いろいろコースがあるわけですから、その辺を設定す

れば、なお意欲が出るんじゃないかと思います。例えば、今のところ、桜山の人は桜山の地域の

周りをしているわけですけども、桜山の人が別府をウオーキングするというケースも出てくると

思うんでですね、その辺はウオーキングコースの設定という件では、どうなんでしょうか。

○白澤芳輝健康課長 私どものＰＲ不足だと思うんですけども、本市においても、数年前にです

ね、企画調整課のほうで食と健康体験マップということで六つのウオーキングコース、別府、桜

山、立神、金山、田布川、それから、そういう合わせて六つのウオーキングコースを設定いたし

ております。そこには、史跡やそういう景観のいいところとか、そういうところでですね、設定

はしてございまして、また、新たにそういう24とまではいかないでしょうけども、アートスト

リートをめぐるウオーキングコースとか、そういうことができないか、また、課内の中でも検討

していきたいというふうに考えます。

○８番城森史明議員 このほかにも健康マイレージ制度とか、健康づくり推進大会における講演

とか、全市民を対象とした健康づくり推進作文・標語・図面・ポスター募集等の事業とかですね、

かなりやってますので、その辺も受け入れながらお願いをしたいと思います。

最後に今度の値上げにおいてですね、やはり、市民に対する説明というのは、やはり絶対必要

じゃないかと思います。例えば、日置市なんかでも、国保税を値上げしたときにはですね、やは

り、自治会を回って、全自治に説明をした上で、値上げをしたということを聞いております。志

布志市においても、介護保険を上げるときにですね、市職員で400の自治会を回ったということ

も聞いています。

そういうことで、残念ながら、前回の場合はですね、そういう説明会が開かれなかったわけで

すよね。そういう意味で、自治会に対する説明が行われずに、確か市報だけだったと思うんです

ね。ですから、その辺を、市長の、市長と語る会も最近は行われていないみたいなんでですね、

その辺を含めて、その説明会については、どう考えておられますか。市長、これはお願いします。

○神園征市長 前回、説明がなかったと言いますが、説明会はやっております。

最近、どうもその辺の事実と違うことを平気で言う場合が多いので、確認してから言ってもら

いたいと思います。今回もその説明会は行う予定であります。

○８番城森史明議員 私が言っているのは、自治会に対する説明なんで、全自治会をやったかと

いうことですよね。それは、自治会までもいかんけど、例えば、宝寿庵区とか、桜馬場区とかで

すね、最低それぐらいの説明は確か行われなかったと思いますが、その辺はどうですか。

○久木田敏副市長 ちょっと、記憶が不確かでありますので、その点については、また調べては

みますけれども、仰せのとおり、今回のこの件につきましては、住民説明会を市長みずから出向

いて、ただいま城森議員がおっしゃったように、市政のことも含めましてですね、中心はこの国

保税の値上げに関することが中心になりますけれども、十分説明会をしてまいりたいというふう
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に計画を今、立てているところでございます。

○８番城森史明議員 はい、わかりました。

次に、質問を移りたいと思います。

ふるさと納税についてですけども、一応、先月の新聞において、ふるさと納税の実情が掲載さ

れました。その中でですね、納税額は沢口議員の質問の中で出ましたので、その中で、やはり、

19市の中で大半の地区が特産品とか、その辺をですね、税額に応じてですよ、当然それは、

５％以内とか、３％以内とかあると思うんですけども、そういうことで、その辺のところがどの

ようなかたちで枕崎は、残念ながらお礼状のみということになっております。そういうことで、

どのようなかたちでそれが決まったのか、質問したいと思います。

○神園信二企画調整課長 お尋ねのふるさと寄附の制度発足のときに、条例制定を含め、お礼の

内容について庁内で検討を行っております。この検討が行われましたのは、制度の始まる20年

８月という時期でございますが、この検討におきましては、寄附のお礼として特産品を送るのか、

送らないのかというところまで議論を行っております。

ただ当時、このふるさと納税制度の制度設計、それと研究に当たっておりました総務省のふる

さと納税研究会という研究会がございますが、これが平成19年10月にまとめました報告書に

「寄附を集めるため、地方団体が寄附者に対して特産品の贈与を約束したり、高額所得者で過去

に居住していた者などに対して個別・直接的な勧誘活動を行うなど、ふるさと納税制度を濫用す

るおそれへの懸念もある。過度な濫用を防止するため、一定の制度的措置を講ずる必要があると

の意見もあった。しかしながら、このような事態は、基本的には各地方団体の良識によって自制

されるべきものであり、懸念があるからといって直ちに法令上の規制の規定が必要ということに

はならないと考える。ただ、各地方団体の良識ある行動を強く期待するものである」という報告

書がまとめられてございます。

本市におきましては、ふるさと納税制度自体が税制の根幹にもかかわる問題を含む制度である

ということ等も考慮し、お礼状の送付にとどめるということを20年８月の庁内会議で決定をし

ているところであります。

○８番城森史明議員 そういう決定ですけども、19市中11市が特産品を送っていて、５市が広

報紙ですね、広報紙、その他。３市がお礼状のみということですけども、そういう意味からした

ら、時代の流れ的には、もうそういうのは変更する必要があるんじゃないでしょうか。

○神園信二企画調整課長 先ほどの答弁でも申し上げましたけれども、この制度は、税の公平負

担という税制の原理・原則にも大きな影響を与えるものでございまして、先ほど紹介しましたよ

うに、制度設計に携わった総務省ふるさと納税研究会の報告書でも特産品の贈呈等については、

各地方団体の強い自制を求められておるところであります。

また、今年度の総務省のふるさと応援寄附に関する調査には、近年、華美・過大となる傾向の

特産品等の送付状況について、各団体の状況とその考え方を調査する項目も新設されておりまし

て、総務省においても、現下の華美・過大となる傾向の特産品の送付状況については、問題意識

を持っているものと考えております。

ふるさと寄附も発足から５年を経過しまして、年ごとに特産品などのお礼の品を寄附者に送る

市町村がふえておりますけれども、制度発足時にふるさと納税研究会が、各地方団体の自制を強

く求めるという意見がついたこと、また、制度の根幹にかかわる税の公平負担の問題等にかんが

みて、特産品の送付は行わないとする20年８月の方針を維持したいと考えております。

なお、本市としては、ふるさと応援寄附をくださった方の御意向をしっかりと酌み取り、その

御意向を最大限に生かして、寄附者が指定した用途に充当をして、しっかりとした事業を行うこ

とが第一であるというふうに考えておりまして、ふるさと応援基金から取り崩しを行いまして、

事業実施の財源に充当した場合は、寄附金がどのような使われ方をしたのか、寄附をいただいた



- 42 -

方々には逐一御報告しております。さらに、本市においては、お礼状のほか、お中元・お歳暮の

時期には、県が取りまとめましたふるさと出身者に送付しております鹿児島県特産品の紹介チラ

シを送付しておりますが、このチラシを利用して特産品の購入いただくと、市場価格より割安で

購入いただけることになっているようでございます。

私どももふるさと応援寄附をしていただいた方々のふるさとを応援したいという気持ちは大変

にありがたいと考えておりまして、これにこたえるには、ふるさと枕崎の近況を逐次、御報告す

ることが一番の御恩返しであると。それと、寄附をいただいた方と、本市をつなぐ一番の方法と

考えておりますので、今後、広報紙をお届けすることを検討したいというふうに考えております。

○８番城森史明議員 ふるさと納税がやはり、特殊っていうかですね、普通の税とは、当然、横

一列に並べるものではないと思います、実際。それはやっぱり、その本人の気持ちが当然それは、

大阪府とかそこにすべきものをこっちにわざわざするわけですから、そういう意味では、やはり

ほかの税と横一列に並べるべきじゃないだろうし、やはり、別な面からすれば、観光大使という

面も非常にあるわけですよね。当然、特産品が送られてきたら、それをまた近所にＰＲして、そ

れも微々たる力ですけども、そういうのも考えたときにはですね、やはり、できるだけ予算の範

囲内で、その気持ちにこたえるというか、そういう面も含めて、やっぱり、そのつながりも含め

てですね、やってもらいたいと思います。

○神園信二企画調整課長 今、議員がおっしゃいましたとおり、確かに、地元の産品を送ってＰ

Ｒするということには、確かに効果はあるのかもしれませんけれども、先ほど議員もおっしゃい

ましたとおり、大都市に住んで、大都市に納めるべき市民税を半分なり、幾らかなり、ふるさと

のほうにいただくというふうなかたちになりますと、大都市に住んでふるさと納税を行わなかっ

た方々から結局、例えば、半分ふるさとのほうに納税をしていただくとなると、ふるさと納税を

した方は、半分の市民税の負担でそのお住まいの自治体の行政サービスを受けると。それに特産

品の送付を約束していただくという条件つきの納税というふうなこともあるではないかというふ

うな御意見もいろいろネット上で、総務省あたりにも寄せられている模様ではございます。

その辺のところを踏まえて、やはり、税の公平負担というところから、特産品を今、競って、

争って、華美・過大にしていくという傾向については、総務省も危機感を持っていらっしゃるの

ではないかというふうな伺いが見通せるというようなことでございます。

○８番城森史明議員 時間もないので、次の質問に移りたいと思います。

次は、農業問題ですけども、耕作放棄地の解消のため、現在の仕組みと内容はどのようになっ

ているのか、ちょっと質問いたします。

○瀬戸口修農委事務局長 お尋ねの耕作放棄地の解消問題につきましては、なかなか解消が進ま

ない状況にあるわけでございますが、県全体におきましては、平成26年度末までに、農用地区

域内の耕作放棄地の面積が4,400ヘクタールほどございますが、そのうちの1,400ヘクタールを

まず26年度末までに解消しようというふうにしております。

その中でも、枕崎市におきましては、農用地区域内の耕作放棄地が約88ヘクタールございま

す。そのうちの28ヘクタールを解消目標として取り組んでいるところでございます。

今後、農地として守るべき耕作放棄地を明確にするために、山林・原野化した再生利用が困難

な放棄地がございますが、それにつきましては、農業委員が中心になりまして、非農地の判断を

いたしまして、非農地が判断された耕作放棄地につきましては、非農地通知書を送付いたしまし

て、農地の基本台帳から外す作業に取り組んでいきます。

また、農地として活用すべき耕作放棄地につきましては、農業委員の協力を得ながら、担い手

への情報提供並びにあっせん等を積極的に行いまして、耕作放棄地対策協議会とも連携しながら、

耕作放棄地の解消に取り組んでまいりたいと思います。

○８番城森史明議員 耕作放棄地解消のための何か補助金制度があるんでしょうか。
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○真茅学農政課長 耕作放棄地の解消を支援する事業として、耕作放棄地再生利用緊急対策事業

があります。これは、農業委員会で毎年実施している耕作放棄地全体調査結果で認定された農振

農用地内の耕作放棄地を農地の借り手が再生作業と土づくりを実施した場合に、定額支援として

10アール当たり５万円、また、重機作業等を伴う場合は、事業費の２分の１以内を補助するも

のです。また、２年目も土づくりが必要な場合は、10アール当たり２万5,000円の補助がありま

す。このほかにも、営農や販売など、耕作放棄地の再生利用に関するいろいろな支援が受けられ

ます。

この事業は、平成21年度から始まり、今年度が最終年度となりますが、来年以降、事業が継

続されるか、現時点では不明なところでございます。

○８番城森史明議員 時間もきましたので、質問を終了します。

○立石幸徳議長 ここで10分間休憩いたします。

午後２時９分 休憩

午後２時17分 再開

○立石幸徳議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

次に、清水和弘議員。

［清水和弘議員 登壇］

○５番清水和弘議員 皆さん、こんにちは。

この台風３号が近づいて、本格的に梅雨到来というようなことで、もう肌がけさからじめじめ

してるんですね。心もそうです。そういうことで、この生活環境には注意しながら、皆さん、頑

張ってまいりましょうよ。

さて、本市の前広報担当者桑原君が、南日本新聞に全国広報コンクール地方部門に入選された

記事がありました。枕崎市職員として初めての快挙で、活動を称賛された記事であります。広報

の方は、一人で取材から編集までと、本当に忙しく働いておるようなことで、また、そのような

中、地域活動にも一生懸命自主的に参加しております。本市の職員の中にもたったの一握りであ

るとは思います。このようなすばらしい職員がいたということについて、私は本当にうれしい思

いであります。私は、市民のために本当に一生懸命働く職員が報われるような社会になってほし

いものと思って、活動していきます。

ところで、日置市長は、地方債残高による日置市市民１人当たりの借金は、62万8,000円。こ

の借金は皆さん、多いでしょうか、少ないでしょうか。日置市長は、さらに一段上の行政改革が

必要と述べておられます。

本市の場合は、市長は３月の私の一般質問に対する答弁で、改革をたくさんしたから、実施し

たから、改革をしなければならない数・数字は、少なくなるのが普通だと述べておられます。と

ころがどうでしょう。５月24日の臨時議会で、国民健康保険特別会計補正予算において、２億

7,350万円を繰上充用、すなわち、前借りして補正予算を可決し、３年連続で繰上充用しました。

このようなことは、鹿児島県内で３年連続して繰上充用した市の例はないはずです。

また、25年度一般会計補正では、約10億2,800万円の市債が計上されており、本市市債残高は、

ますますふえていくのではないかと心配しているところであります。本市の場合、多面にわたり

財政が逼迫している状況だと考えます。

これまで市長の答弁では、市職員は一生懸命働いていると擁護していますが、２期目の神園市

政３年間を振り返ったとき、市民の生活は楽になったでしょうか。多くの市民が苦しいと悲鳴を

上げているような状況です。

市長は、今年度の施政方針では、職員のさらなる意識改革を図りながら、具体的な取り組みを

進めると述べていますが、今年度、神園市長が市職員の意識改革を図った具体的内容とその結果、

また、今後の行政改革に対するさらなる取り組みについてお尋ねいたします。
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［神園征市長 登壇］

○神園征市長 本市職員の広報係の取り組みを褒めていただいたのは大変ありがたい。初めてじ

ゃないかと私は思っているんですが、ただ、一握りというのが、私には納得できないわけであり

まして、幾握りも頑張ってる職員はおりますので、御承知おきいただきたいと思います。

ところで、ただいまの御発言の中で、ちょっと、事実誤認がありますので、指摘しておきたい

と思います。

先ほど、県内で３年連続して繰上充用した市の例はないとの発言がありましたが、平成元年以

降、県内の都市国保で３年連続繰上充用している市が２市あります。そのうち１市は、平成８年

度から17年連続で、もう１市は、平成18年度から７年連続で繰上充用しております。ちなみに、

先に申したのは鹿児島市であり、後に申したのは奄美市であります。（46ページに訂正発言あ

り）

それから、日置市長は、地方債残高による市民１人当たりの借金は、62万8,000円との発言も

ありましたが、これが多いか少ないか、枕崎市よりは多いわけでありまして、平成23年度末に

おける市民１人当たりの一般会計地方債残高のことであるとしましたら、日置市の額は、62万

2,000円で、これに対する本市の残高は、日置市に比べ13万7,000円少ない48万5,000円で、19

市の中で、少ないほうから７番目となっております。

御質問についてですが、意識改革でどういう例があるかという質問ですが、きょうとあしたと

急にぱたっと変わるもんでもありませんから、徐々に徐々に変わっていくものでありまして、こ

れにつきましては、私は、本当に職員のモラルというのは、少しずつ少しずつ高まってきている

と思います。朝早く出てきて、みずから掃除をする職員等もふえております。これは、当然とい

えば当然ですけれども、少しずつ少しずつ変わってきております。１期目のときから、行財政改

革は私の主な課題だと思っておりまして、それは２期目も引き続いて実行していかなければなら

ないと、こう思っております。

○５番清水和弘議員 今、市長が言われた３年連続繰上充用した市はないと言ったのは、当局か

らの、最近の臨時議会だったですかね、そこで健康課長だったか、当局のほうが述べられたこと

であります。それでですね、次の質問にまいります。もう市長もその辺は、ちゃんとあれ確認し

てくださいよ。

それで、本市はですね、４月１日からわたり廃止が実施されました。わたり廃止前、わたり廃

止後の一般会計、特別会計、企業会計、各級別職員数はどのようになったのか。また、人件費削

減額はどのように変化したのか。そして、５年間の定年者数や新規雇用者数は予測できるはずで

す。わたり廃止による今後５年間で本市財政への影響額はどれぐらいになるのか、お尋ねいたし

ます。（「健康課長」と言う者あり）

○立石幸徳議長 まず、聞かれたことに答弁して、後で説明してください。

○永留秀一総務課長 わたり是正に伴う級別職員数について申し上げます。

職員の中で、行政職給料表の適用を受ける職員がわたり是正で見直しがされておりますので、

行政職給料表の適用を受ける職員の一般会計、それから企業会計、一部事務組合の職員を３級か

ら５級までの数を申し上げたいと思います。

まず、わたり是正前の平成25年１月１日現在の職員数を申し上げます。３級の職員、一般会

計５人、下水道０、病院１、水道０、一部組合１、合計で７名であります。４級の職員、一般会

計115人、下水道３人、病院０人、水道８人、一部事務組合28人、４級の合計で154人でありま

す。５級職員、一般会計72人、下水道４人、病院１人、水道５人、一部事務組合12人、５級職

員合計で94人であります。

次に、わたりを是正後の平成25年４月１日現在の３級から５級までの各会計ごとの職員数を

申し上げます。３級職員、一般会計114人、下水道３人、病院１人、水道６人、一部事務組合２
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人、３級合計で126人であります。４級職員、一般会計62人、下水道３人、病院１人、水道７人、

一部事務組合５人、４級職員合計で78人であります。５級職員、一般36人、下水道１人、病院

０、水道０、一部組合１人、５級合計で38人であります。

なお、消防職員につきましては、１月１日現在は一部事務組合に入っておりますが、４月１日

現在は一般会計に入っておりますので、御承知おき願います。

それから、わたり是正に伴う効果額でありますが、平成25年度の効果額につきましては、給

料、それから期末・勤勉手当の効果額を合計しまして、約1,148万3,000円となっております。

それから、今後の効果額につきましてでありますけれども、この効果額を算出するには、それ

ぞれの職員がどの級に在級をするかによって、給料それから期末・勤勉手当の支給額が変わって

きますので、職員の級の格付がわかっていない平成26年度以降の効果額の試算はできないとこ

ろでありますので、御理解をお願いしたいと思います。

○立石幸徳議長 ここで健康課長から発言を求められていますので、これを許可したいと思いま

す。

○白澤芳輝健康課長 さきの臨時会におきまして、繰上充用に関する質問に関しましては、前の

副市長が県の職員のときに離島において３年連続して繰上充用している団体があるから、そこで

指導したことはありますよということで、そういうことを発言した記憶はございますけれども、

繰上充用した市の例がないとか、そこまでですね、言ったというか、そういうことではなくて、

そういう３年連続繰上充用したそういう団体の例があるということを申し上げたわけでございま

す。

○５番清水和弘議員 それではですね、わたり廃止に伴い、５級職から４級職に降格した職員の

中には、４級職の最高額給料額、号数でいいますと４級の93号俸で、金額は38万8,300円に、退

職前に達する職員が発生すると考えますが、４級職の最高額に達した職員のその後の処遇はどの

ように考えているのか、お尋ねいたします。

○永留秀一総務課長 その級の最高号給に達した職員は、それ以降の昇給はありません。過去に

は、最高号給に達した場合、18カ月たったら１号昇給をし、さらに、24カ月たったら１号昇給

するという制度がありましたが、平成18年の給与構造改革によって、この制度はなくなってお

ります。現在は、最高号給に達した場合は、それ以上昇給することはありません。

○５番清水和弘議員 その後、給料は上がらないというふうに理解しますが、期末手当や退職金

額の増額もこれはないと理解してよろしいんですね。

○永留秀一総務課長 期末・勤勉手当、それから退職手当の基礎額は、給料月額になっておりま

すので、それがふえるということもありません。

○５番清水和弘議員 本市は今、フィリピンを含め、外国人の方が多数おられます。本市の現在

の人口はといいますと、大体、２万3,000人程度と思います。外国人が350名程度だったと考え

ます。10年後の外国人を含まない本市人口は、２万人程度になるんじゃなかろうかと考えます。

そこで、本市職員を定年になった方を再任用するよりも、若者の定住を促進するためにも、再

任用制度の定着化を見直し、若い職員を採用すべきと考えますが、当局にお尋ねします。

また、本市の23年度までの決算を見ると、消防職員を除いた職員の人件費が本市予算に占め

る割合は、これまで20.5％から８％が続いている状態で、他市に比べて大きいと考えます。一

般会計に占める適正な人件費の割合は、どのくらいが適正と思われるのか、お尋ねいたします。

○永留秀一総務課長 職員数の削減につきましては、本市の定員適正化計画を平成17年に定め

ておりまして、平成17年度の全職員数が385人であったのが、平成25年度には321人と８年間で

64人の人員削減がなされてきております。今後につきましても、組織機構の簡素合理化、民間

委託等推進、事務事業の整理合理化などによって、人員削減に取り組んでいきたいというふうに

考えております。
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それから、再任用制度についてでありますが、以前は公務員は65歳まで定年延長するという

ことが言われておりましたが、この定年延長の方針が見直されまして、年金が支給される年齢の

引き上げに対しまして、再任用の制度で対応するという国の方針となっております。本市におい

ても、国の方針に沿って、再任用を行っていかなければなりませんが、職員の新規採用について

も考慮しながら、対応をしていきたいと考えております。

○神園征市長 ただいまの質問とは関係ないですけど、冒頭の私の答弁の中でですね、３年連続

繰上充用した市を鹿児島市と奄美市を申し上げましたが、奄美市のほうが十何年連続で繰上充用

したところでありまして、３年連続繰上充用したのが、平成８年から17年連続が奄美市、そし

て、７年連続が鹿児島市の誤りでしたので、お詫びして訂正を申し上げます。

○５番清水和弘議員 先ほどの私の質問なんですけどね、一般会計に占める適正な人件費の割合

は、何％ぐらいが適正かという質問に総務課長、答えてないんですけど。

○永留秀一総務課長 職員数の構成、例えば、枕崎市においては、市立病院があったり、下水道

があったり、いろいろな市によって、行政需要があります。一概に、一般会計に占める割合が

何％が適当かというのは、非常に難しいというふうに考えておりますけれども、先ほど申し上げ

ましたが、職員数を地道に削減するということで、人件費総額の削減に努めていきたいというふ

うに考えております。

○５番清水和弘議員 ことしの予算書を見たらですね、消防職員が入ってきたわけなんですけど、

人件費が一般会計に示す割合は24％、約24％ぐらいとなっとったと思います。できるだけこの

私はですね、今、本市も若者の定住化をうたっているわけなんですから、できるだけこの若い人

たちの雇用を促進するという意味でも、若い人たちの雇用をできるだけ検討するよう、お願いし

ときます。

次に、循環型社会の構築を目指す３Ｒ、リデュース・リユース・リサイクルのイニシアチブに

ついて、本市はどのように取り組んできたのか。また、今後、市民への呼びかけはどのようにす

る考えか、お尋ねいたします。

○南田敏朗市民生活課参事 今、御質問のありました３Ｒ運動につきましては、今、御指摘のと

おり、廃棄物の発生抑制ということでリデュース、再使用ということでリユース、再生利用とい

うことでリサイクルという運動を示しておりまして、本市では買い物時のマイバック運動やごみ

分別の徹底による一般ごみの削減、資源ごみ回収等の増大に取り組んできているところでござい

ます。

３Ｒ運動の市民への周知につきましては、資源ごみ回収への協力のお願いとともに、昨年、平

成24年の９月20日号のお知らせ版等で折り込みで行ったところでございまして、今後ともマイ

バック運動やごみ分別の徹底による一般ごみの削減、資源ごみの回収増大を推進しながら循環型

社会の形成に取り組んでまいりたいと考えているところでございます。

○５番清水和弘議員 今、参事のほうからお答えがありましたけど、この近隣の３市のですね、

リサイクル率ランキング、これを見ますとね、南さつま市は15.6％で県内19位、南九州市は

15.5％で20位、本市はごみ総排出量は１万0,646トンで、ごみリサイクル率は11.2％、県内42

地域によるランキングは32位となっています。これは2008年度の県内リサイクルランキング率

による資料であります。

このような状況をかんがみて、本市の家庭や商店並びに工場から排出されるごみの軽量化等に

ついて質問していきます。

可燃ごみの軽量化や減量化により、内鍋清掃センターの焼却炉に使う燃料消費の削減、施設の

長寿命化、また、施設設備の節減などは図れると思うが、ごみ軽量化に対する本市の取り組みは、

どのようになっているのか、お尋ねいたします。

○南田敏朗市民生活課参事 まず、全体のごみの減量に続きまして、可燃ごみの水切り等につい
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てお願いをしているところでございまして、まず、そういうことにつきましては、収集ごみの分

別表、それからホームページ等で分別の仕方を広報するなどお願いをしているところでございま

すが、そのごみの減量につきましては、今後とも機会があるごとに商店、企業、民間問わず、お

願いをしていきたいと考えているとこでございます。

○５番清水和弘議員 今、参事からホームページ等を使ってお願いと、また、その都度お願いす

るということでありますが、これは、私は先ほど言いましたけど、燃料消費、コスト削減に当た

るわけなんですよね、この内鍋清掃センターに対する。これは、この枕崎分の出費を削減するこ

とにつながりますから、もっと真剣にですね、考えて、市民の場に出かけて行って、市職員がで

すよ、その担当職員でも、だれでもいいですよ。市民のところに出かけて行って、いろんな説明

をする、減量化にはこういうことがあるんだというアドバイスをすべきだと考えております。こ

れは要望にかえておきます。

それとですね、内鍋清掃センターに持ち込まれるごみの売却金及びその量の集計について、過

去５年の推移と燃料消費はどのようになったのか、お尋ねします。また、枕崎市分の資源ごみ

11種類について、その量と売却集計の中にペットボトルも含まれた集計代金及び量になってい

るのか、お尋ねいたします。これは、課長にお願いします。

○岩廣和憲市民生活課長 内鍋清掃センターに持ち込まれた過去５年間の枕崎市分の資源ごみの

量につきまして、平成19年が1,274トン、平成20年が1,180トン、平成21年度が1,172トン、平

成22年度が1,120トン、平成23年度が1,088トンとなっております。

販売額につきましては、自治体区分がありますので、南九州市知覧町分、南さつま市分を含む

内鍋清掃センターの全体額となりますが、平成19年が3,108万、平成20年度が5,388万、平成21

年度が2,699万、平成22年度が4,112万、平成23年度が4,569……、4,569……、すみません、す

みません、ちょっと、けたをちょっと、すみません。4,569……。

［傍聴席で発言する者あり］

○岩廣和憲市民生活課長 4,569万円となっております。……はい、四千……（「すみません、

参事のほうでお願いします」と言う者あり）。

［傍聴席で笑う者あり］

○立石幸徳議長 傍聴席は御静粛にお願いします。

○南田敏朗市民生活課参事 平成23年度分は4,569万円でございます。これ、資源ごみの分でご

ざいます。ペットボトルにつきましては、今、法改正がありまして、21年度から再商品化合理

化拠出金ということで、リサイクルとして実績、これが各自治体に返ってくるようになっており

まして、それがペットボトル分として換算されているところでございます。

○５番清水和弘議員 枕崎のこの資料によりますと、ペットボトルは載ってないわけですよね。

この11種類の中にですよ。そしたら、このペットボトルの量とこの売却収益金というのは、幾

らぐらいになるんでしょうか。ペットボトル分だけでいいです。

○南田敏朗市民生活課参事 数量につきましてはですね、法改正があってからカウントが出てお

りません。

金額だけ返ってきた分がですね、ありまして、平成23年度の実績が内鍋清掃センター分が682

万3,660円となっているところでございまして、平成22年度が437万6,941円、平成21年度が361

万7,372円となっているところでございまして、いずれも数量につきましては、カウントがない

ところでございます。

○５番清水和弘議員 最近、最近といいますか、近年ですね、各家庭の古新聞等を九州宮崎と南

日本新聞が一緒に取り組んで収集しているようであります。この資源ごみの古新聞等の売却代金

は、年間300万以上になっていると思いますが、さらにこの収入を上げるために、各市民に対し、

内鍋センターや自治公民館等のごみ収集箱に持ち込むよう呼びかけなどする考えはないのか、お
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尋ねいたします。

○南田敏朗市民生活課参事 今、御指摘がありましたとおり、古新聞紙につきましても、回収量

がふえれば衛生管理組合の収入増につながっていきますので、本市の当該組合への負担金が軽減

されるということが当然あります。そうでございますので、私どもとしても、今後、資源ごみと

して出していただきますように市民の皆さんへ協力をお願いしていきますけれども、実際には、

先ほども申しました平成24年９月20日号のお知らせ版の折り込みでこれについてもお願いした

ところでございまして、今後ともまた協力のお願いをしていきたいと考えているところでござい

ます。

○５番清水和弘議員 折り込みとかですね、そういうのを入れるのもいいでしょう。しかし、も

う70、80になった人は、読めないですよ、これ。また老眼になるとですね、もう読みたくない

んですよ。要は、先ほども言いましたけど、職員が出向いて、自治公民館でもですね、出向いて、

こうですよという親切な取り組み、対応をしてほしいと思っております。

次に、この内鍋清掃センターへ持ち込まれる枕崎地区分の資源ごみの量は、この現在、坊津町、

知覧、枕崎市の３カ所で収納しとるわけですけど、この３カ所の収集状況はどのようになってい

るのか、お尋ねします。

○南田敏朗市民生活課参事 南薩衛生管理組合の平成23年度の決算書に基づいて申しますと、

資源ごみが枕崎市が先ほど課長からもありましたとおり1,088トン、南さつま市旧坊津町が140

トン、南九州市旧知覧町が429トンとなっているところでございます。

この数字を平成23年度の10月１日付の住民基本台帳数の推計数で割った世帯当たりの資源ご

みの排出量が枕崎市が98.1キログラム、南さつま市旧坊津町が77.3キログラム、南九州市旧知

覧町が77.5キログラムとなっているところでございます。以上です。

○５番清水和弘議員 このように内鍋センターに持ち込まれる資源ごみの量というのは、枕崎は

やっぱり、３地域の中で多いわけですよね。これは、内鍋清掃センターの長寿命化、そういうの

を考えた場合は、もっとごみの量を減らすように運動していただくことを要望しておきます。

それから、５月13日にですね、我々新人の有志で志布志に勉強に行きました。その中でです

ね、平成17年から23年度まで、ごみの資源化率、これはごみを資源にした割合ですね、これが

この志布志市は、市部門で全国１位になっていることを知りました。志布志市の場合は、焼却炉

はありません。そういうことで、ごみの分類も29種類になっているとのことでした。本市の場

合、何種類ぐらいこのごみの分類をしているのか。また、ごみの資源化率は、2008年度までは

私もわかったんですが、この2010年度以降、どのぐらいになっているのか、お尋ねいたします。

○南田敏朗市民生活課参事 枕崎市を含む南薩地区衛生管理組合、まあ、南さつま市坊津町と南

九州市知覧町及び枕崎市で分類している分につきましては、火災危険物類を含めた資源ごみが

12種類となっております。

枕崎市の資源化率につきましては、平成23年度で10.4％となっているところでございます。

○５番清水和弘議員 それからですね、志布志の場合、電気製品だけでも16品目に分けて収集

しているようなんです。その場合、この収集箱のサイズを縦29、横46、高さ27センチとなって

おり、この箱に入り切れないサイズのものについては、大型家電ごみとして専門店に回収しても

らっているようです。このように志布志市は、電気だけでも16品目になっているんですが、枕

崎市ももっときめ細かいごみの分類等をすることによって、ごみが削減されると思いますので、

その辺は真剣に取り組んでいただきたいと思います。

次に、ごみの資源化率の向上のために、各自治会や各地域で実施している懇談会等に志布志市

職員は出向き、年間60回程度の説明会を開いているとのことでした。本市の場合、これまで市

民と直接会って、このごみの削減などについて、また分類などについて、説明したことがあるの

か。これは、課長にお願いいたします。
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○岩廣和憲市民生活課長 枕崎市のごみ分別に関する説明会の開催についての御質問であります

が、過去２年の間では、水産加工場の外国人の研修生への説明会を除きますと、平成23年に１

回、平成24年に１回開催しております。

○５番清水和弘議員 本当に悲しい数字ですね、これ。志布志は60回ですよ。

その中でですね、このごみの１世帯当たりは、この３地域の中でも、近隣の３地域の中でも、

一番悪い。もっと努力する考えはありませんか、課長。

○岩廣和憲市民生活課長 今後、今、ごみステーションの分別が悪いところとか公民館を通じて、

説明会を開いていきたいと思っております

○５番清水和弘議員 公民館だけに任せないで、真剣にですね、取り組んでほしいもんです。こ

れは、もう要望にしておきます。

それから、生ごみ処理について質問していきます。

第20回生ごみリサイクル交流会2012の資料によりますと、茨城県取手市においては、1994年、

環境悪化に対処するために、生ごみの堆肥化活動を実施。現在、1,779世帯が参加し、会員55人

でＥＭ菌を利用した生ごみの堆肥化活動を実施しているようです。その実績は2011年で133トン

の堆肥をつくり、参加者に年１回配布しているようです。そして、最終目標としてこの取手市で

は、４万5,000世帯の方に生ごみを堆肥化することを努力するとあります。

我が枕崎では、このＥＭ菌に対する会員というのは20名程度で、一生懸命頑張ってるわけな

んですけど、もっと市職員みずからですね、この環境保全を考えた場合、参加してほしいもので

す。このようなことに対して、市職員は参加する、ごみ堆肥化に参加する意識はありませんか。

これ、市長にお願いいたします。

○神園征市長 意識があるかないか、現時点で突然聞かれましても、お答えしかねます。今後、

検討したいと思います。

○５番清水和弘議員 市長は、こういったごみ削減対策として、何か御自分でやっていますか。

○神園征市長 自分で心がけていることは、できるだけごみを出さないようにしているところで

す。

○５番清水和弘議員 これ以上追求しても、何かやってないような気がしますから、もう追求し

ません。

ところでですね、次に、この現在枕崎市ではこの生ごみの堆肥化について、このコンポジット

バケツによるごみの堆肥化を推進しているようです。しかし、多くの市民は、まだ御存じないよ

うなんですよ。このことをさらに進めるためにも、出前講座などをして、生ごみの堆肥化を実施

することが必要と思いますけど、当局にお伺いいたします。

○南田敏朗市民生活課参事 すみません、生ごみの堆肥化につきましては、今おっしゃるとおり、

これまでも衛生自治連絡協議会の御理解のもとで生ごみ処理機等に対する助成を行っているとこ

ろでございます。

それで、今後ですね、先ほど市民生活課長からありましたとおり、ごみの分別の徹底に関する

出前講座等もこの前の衛自連の総会でもお願いしたところでございますので、そういう機会をと

らえまして、こういう助成制度がありますということで、広報活動に努めてまいりたいと考えて

いるところでございます。

○５番清水和弘議員 こうしてですね、生ごみを堆肥化することによってですね、この内鍋セン

ターの焼却の延命にもつながり、また燃料消費の削減、そして施設の修理費が格段に削減される

と思っています。また、ＥＭにより堆肥化することによってですね、食の安心・安全なものは自

分の口に入り、健康にもよかろうかと考えます。そしてですね、生ごみ１キロ燃焼するのに、燃

料消費のコストは30.6円を必要とするという資料があります。このようなことを考えたら、生

ごみの堆肥化っていうのは、本当に早く進めなければならないと思ってます。
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また、生ごみを堆肥化するのにＥＭ菌を使用する場合、ＥＭ活性液を製造するため、現在、水

産商工課が無料で貸借して使用している装置では、１回の製造量が330リットルしかできません。

330リットルの活性液をつくるのに、大体、10日ほど要し、水産商工課のほうでは、これをオニ

ヒトデ駆除対策に活用しているようです。我々、このボランティア活動の方は、その合間に借り

て活性液を製造し、足りない活性液については、会員がそれぞれ活性液をつくり、現在、七つの

小・中学校のプールや河川及び湾岸に100倍液の活性液を投入している状況です。また、他市で

は、市がＥＭ菌を購入し、民間がボカシを製造、無料で市民に配布しているところもあるようで

す。

そこで、これまで長年にわたり無料貸借してきたＥＭ活性液製造装置が１台では不足している

のが現状です。そのようなことで、１台では賄い切れませんので、さらにこのＥＭ菌の活性液製

造器が必要と考えますが、１台七、八十万するそうです。しかし、これまで水産商工課といいま

すか、漁協のほうでは、無料で借りてきておるわけですね。このことについて、そのＥＭの山下

先生はもう怒りをもって、もう引き上げたいと。今現在使ってるやつをですね。そういうことも、

言葉もありますから、我が市でこの１台のＥＭ活性液製造装置を設置する考えはないのか、お尋

ねいたします。

○下山忠志水産商工課長 ＥＭ拡大培養装置は、平成23年から海の環境汚染防止と沿岸漁業を

守る対策協議会がＮＰＯ法人地球環境・共生ネットワークと１器の装置について、リース契約を

締結して、協議会の活動として、定期的にＥＭ活性液を製作して、河川放流やＥＭ団子製作用及

び枕崎の海を守る会が行うオニヒトデ捕獲後の分解処理用として活用していると把握いたしてお

ります。平成23年度には6,900リットルを製作し、3,000リットルを枕崎の海を守る会が行うオ

ニヒトデ捕獲後の分解処理用として、1,900リットルを河川放流用として、また、600リットル

を海の日環境美化活動の際に行うＥＭ団子投入のための団子製作用として利用していると把握い

たしております。そのほか、プールの閉鎖期間の投入用としても利用されております。平成24

年度も同様な活用が行われております。

このように、海の環境汚染防止と沿岸漁業を守る対策協議会のリース契約の間での活動におい

ては、有効的に活用されておりまして、現在のところ不足は感じていないというふうに把握いた

しております。

○５番清水和弘議員 水産商工課の考えは、何か本市の環境保全についての考え方というのは、

我々とかけ離れているように考えます。

そこで、市民生活課のほうでは、本市の環境保全上、必要と考えないのか、お尋ねいたします。

○南田敏朗市民生活課参事 環境保全に対する有用微生物群の活用につきましては、これまでも

いろいろ論議をされてきたかと思いますけれども、今言われるような種類のほかに、いろいろな

種類のものがございまして、それぞれについて推奨している方々・団体がおられます。

御指摘の有用微生物群につきましては、枕崎市内では、先ほど水産商工課長からもありました

とおり、海の環境汚染防止と沿岸漁業を守る対策協議会で培養器を無償で借りて、実証事業を実

施している段階でございまして、実証実験用として市民生活課から糖蜜や種菌を、現物を助成し

ているところでございます。また、市民協働のもと、本日も中学校を対象に団子の投入をやって

いるところでございますけれども、ボランティアや市民団体の皆さんの協力を得て、市内の小・

中学校で環境教育の一環として、当該有用微生物群の培養液を活用した団子づくりや河川に投入

しているところでございますので、私どもとしましては、この海の環境汚染防止と沿岸漁業を守

る対策協議会が実施している実証事業の成果を見きわめてまいりたいというふうに考えていると

ころでございます。

○５番清水和弘議員 次にですね、神園川河口流域の魚油による汚染改善の進捗状況についてお

尋ねいたします。
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これまでも何回か質問してきてるんですけど、河口流域の恵比須海岸のほうですね、こっちの

漁師たちによると、これまでに比べて何ら改善してないと。私は大体、５時に行ったら漁師の人

たちが１カ所に集まっておるんですよ。５時に来て話を聞いてくれということで行きましたら、

大変なおしかりを受けました。これまで、この神園川の汚水や魚油による汚染源は、１カ所のか

つおぶし製造業者であるとの課長の報告もありました。

そこでですね、枕崎市には川をきれいにする条例または環境を守る条例がありますが、この条

例は、いつ作成され、なぜ作成する必要があったのか。そして、その目的はどのようになってい

るのか、お尋ねいたします。

○南田敏朗市民生活課参事 一つ御指摘というか、させていただきたいんですが、神園川の汚水

や魚油による汚染源は、今、１カ所のかつおぶし製造業であるというふうに言われましたけれど

も、私どもの認識としては、この流域の事業者等が複数あるというふうに考えております。

それと、その条例につきましてでございますけれども、条例につきましては、枕崎市の河川を

きれいにする条例の制定というのは、平成11年３月30日に公布しておりまして、同年の７月１

日から施行されているところでございます。

制定の必要性・目的につきましては、この条例の第１条におきまして、市と市民及び事業者が

一体となって河川の環境の浄化及び環境の保全に関する活動を推進し、本市の美しく豊かな河川

を保全することとなっております。

また、枕崎市民の環境を守る条例につきましては、制定が昭和54年３月31日で、施行日は同

年６月１日というふうになっているところでございまして、一部公布の日からというところがご

ざいます。

当条例の制定の必要性及び目的につきましては、同条例の１条に規定されているところでござ

いまして、市民が健康で文化的な生活を確保するために必要な良好な環境を保持するため、枕崎

市、事業者及び市民の環境保全に関する責務を明らかにし、自然環境の保全、公害の防止その他

必要な事項を定めることにより、市民の良好な環境を確保することとなっているところでござい

ます。

○５番清水和弘議員 いろいろ言われましたけど、真剣に取り組んでください。

それから、もうちょっと飛ばしてですね、通告をちょっと飛ばします。

３番目の23年度決算報告資料によりますと、馬追川、神園川、ここのＢＯＤ、ＳＳ、大腸菌

数は目標値をすごく著しく超過していると思います。この計測した数値は、４回の平均による数

値なのか。また、この数値を市民生活課としては、納得した数値と考えていますか、お尋ねしま

す。これは課長、お願いします。

○岩廣和憲市民生活課長 ただいまの質問は、広報まくらざきの平成24年11月号で公表しまし

た平成23年度の水質検査の内容に関する質問であると思いますので、お答えします。

広報まくらざき11月号では、平成23年度の市内河川及び地先海域の水質検査結果として平均

値を掲載している旨を記述して一覧表を掲示してあります。河川４回、海域４回の平均値になっ

ております。

河川につきましては、ＢＯＤとＤＯについて公表し、水質目標を達成してない箇所については、

表の中で色を塗ってあらわしてあります。

ＢＯＤ及びＤＯの目標値は、場所によってそれぞれ異なっておりますが、それの類型でＡから

Ｅまでの基準値がありまして、それによって表示されております。ちなみに、神園川河口は類型

Ｅとなっております。

ＢＯＤの目標値が10ミリリットルパーリットル以下、ＤＯが２ミリグラムパーリットル以上

となっておりますが、ＢＯＤの目標値が基準に達していなかったため、升には色塗りにされてい

ると思います。
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また、ＳＳと大腸菌群につきましての御質問ですが、公表しておりませんが、神園川河口でＳ

Ｓが20.0、大腸菌数が242万5,000個パーミリリットルとなっております。いずれも目標数値を

定めておりませんので、目標値を超えているということにはなっておりません。

水質検査を満足できるかという御質問ですが、私どもは、検査結果を公表することで、市民の

皆様の河川や海に対する環境保全の意識の高揚を図りながら、現状の改善に取り組んでいきたい

と考えておりまして、市民の皆様と協力しながらすべての河川と海域が目標値以内になることを

目標としているところであります。

○５番清水和弘議員 ことしのですね、予算書に水質検査の費用を計上しておりますか。また、

その１回当たりの検査費用は幾らぐらいになるのか。これ、もう時間がありませんから、私の質

問だけ言いますから、後で答えてください。

それでですね、今、かつおぶし加工場にですね、この検査っていうのは、この50トン以上の

排水量がある加工場のみの検査だと私は思うんですけど、これは、50トン以下の加工場の排水

の水質検査もなされておるんでしょうか。

それからですね、この今、排水溝のところにこれも、これは下水道区域内の加工業者だけの決

まりだと思うんですけど、そこにグリストラップという油脂類の除去装置っていいますか、簡単

なタンクを二分したやつですけど、これを設置してますが、これは、下水道区域外の製造者さん

に対しては、どのような措置をとっているのか。また、そのような装置を設置している業者、ま

た、していない業者、どれぐらいになりますか。

○南田敏朗市民生活課参事 まず、平成25年度の水質検査の予算額について御質問がありまし

たので、お答えいたします。

河川の水質検査費用が約67万9,000円程度となっておりまして、延べ84カ所分でございます。

21カ所の４回分ということで、１回当たりが7,700円となっているところでございます。それか

ら、海域の水質検査費用が約21万7,000円ということで、これにつきましては、10カ所の年２回

ということで、先ほど課長のほうから海域も４回ということでございましたけれども、海域は２

回でございますので、訂正しておわびを申し上げますとともに、答弁を続けたいと思います。海

域につきましては、１回当たり8,260円を見ております。事業所の水質検査でございますが、こ

れにつきましては、延べ60カ所でございまして、このうちに水質の除害施設を持たない工場も

対象となっておりまして、これも13カ所程度を考えておりまして、処理施設を持っている工場

につきましては、22事業所の２回ずつということで、年間約60回分を見ておりまして、水質検

査費用が１回当たり5,740円ということでございます。それから、白濁等の突発時の検査につき

ましても、17万1,000円等を配慮してるところでございます。

それから、下水道区域外の件につきまして、グリストラップについて御質問がありましたけれ

ども、下水道区域外につきましては、50トン未満の工場につきましては、特に規制はございま

せんけれども、下水道区域外にある12工場のうち、６工場で水質の浄化処理施設を持っており

まして、あと２工場がグリストラップ等簡易な処理施設を設置しております。それから、４工場

は何も設置をしていないという状況でございます。以上でございます。

○立石幸徳議長 下水道課長、説明じゃないですか。（「できないんじゃないですか」と言う者

あり）（「質問に対して（聴取不能）」と言う者あり）静粛にしてください。

下水道課長。

○俵積田寿博下水道課長 ただいまの質問の区域外の設置数ということで、準備してなかったん

ですけれども、下水道区域につきましては、接続する際に油分が下水道管に放流・流入しないよ

うに、接続時点で水産加工場につきましては、グリストラップの設置をお願いしているところで

ございまして、現在、接続工場が33件ございまして、その中でグリストラップの設置が27件、

それと初期の水質検査時にしました固形物除去装置のみの設置ということで、６工場というふう
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になっている状況でございます。

○立石幸徳議長 ここで10分間休憩いたします。

午後３時19分 休憩

午後３時28分 再開

○立石幸徳議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

次に、豊留榮子議員。

［豊留榮子議員 登壇］

○３番豊留榮子議員 皆さん、お疲れさまです。

本日、最後の一般質問となりました。

私は、日本共産党議員団の一員として、市民の暮らしと福祉を守る立場から質問をしてまいり

ます。まず、質問に入る前に一言。

６月の13日、日本維新の会の橋下徹大阪市長の暴言は、聞き捨てならないものでありました。

「戦争で命をかけて走っていく猛者集団をどこかで休息させてあげようと思ったら、慰安婦制

度が必要なのはだれでもわかる」などと述べたことに対して、国の内外から批判の声が上がりま

した。自治体の首長という公人でありながら、人権意識のかけらもない、このような発言をする

ことは許されることではありません。女性を戦争の道具と見る発言を容認するわけにはいかない

と、鹿児島県内の女性議員が共同で橋下市長に対して、以下のような抗議文を送りました。

大阪市長橋下徹様、「従軍慰安婦」「風俗利用」発言に対する抗議文。

私どもは、鹿児島県議会と県内各市町村議会で活動している女性議員です。

５月13日、日本維新の会共同代表である大阪市長の橋下徹氏は、市役所での記者会見におい

て、旧日本軍の従軍慰安婦について、「慰安婦制度が必要なのはだれだってわかる」と語り、沖

縄で米軍司令官に「もっと風俗業を活用してほしい」と発言した趣旨を明らかにしました。

さらに、戦時下で「銃弾が飛び交う中で、精神的に高ぶっている集団に休息を与えようとすれ

ば、従軍慰安婦が必要」、そして沖縄では「海兵隊の性的エネルギーをコントロールするために、

もっと風俗業の活用を」「そうしないと人間社会は回らない」との持論を展開しています。

国連は、1949年の人身売買及び他人の売春からの搾取を規制する条例で、売買春、性的搾取

を人としての尊厳及び価値に反するものとして排除しています。また、女性の尊厳や男女平等は、

国連の女性差別撤廃条例や日本国憲法のもとでも基本的権利として明確に位置づけられていると

ころです。

今回の橋下氏の発言は、女性を性のはけ口、道具として見ており、すべての女性・男性の人権

をないがしろにするとともに、基地があるがゆえに性犯罪被害に苦しみ続けてきた沖縄の人々を

傷つけるものであり、言語道断です。

公党の代表、また自治体のリーダーとしての発言は極めて重いものがあり、このような発言に

対し、私たち女性議員は断固抗議し、発言の撤回と謝罪を強く求めるものです。2013年５月22

日、県内27名の女性議員が名前を連ねました。冒頭に６月13日と言いましたが、５月13日の誤

りです。

さて、本題に入りますが、最初に、国民健康保険について質問します。

国保の特別会計は、23年度に保険税を引き上げ、国保基金の２億5,028万円を取り崩すなどの

措置を行ったにもかかわらず、赤字決算となった理由、これはどういうことなのか、まず、お尋

ねいたします。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 本市の国保財政の状況は、平成22年度から３年連続の赤字決算となり、さきの

臨時議会において、繰上充用の措置をお願いしたところです。

この要因としましては、１人当たり医療費や後期高齢者支援金、介護納付金はふえ続ける一方
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で、厳しい経済・雇用情勢を背景に、保険税収入の確保は一段と厳しさを増していることから、

歳出に見合う歳入の確保ができてないところにあると考えています。

○３番豊留榮子議員 このように、値上げをしたばかりで今度の補正でも繰上充用をしたりとか

いったことで、本当に苦しい国保会計というのはよくわかるんですけれども、この国保の加入者

の方がですね、80％の人がこの所得の200万以下の方たちだと言われております。

この値上げをするとしたら、この方たちへの値上げによる影響がどのようになっていくのか、

その辺のところをお答えください。

○山口英雄税務課長 国保税の税額につきましては、年齢や所得、資産の保有状況、それから家

族構成等によって異なってまいりますので、一概には言えないところもございますけれども、

40歳以上の夫婦と子供２人の４人家族で、夫の給与収入のみ、固定資産税が年４万円と、こう

いう条件で所得別に見ますと、今回の税率改定を行ったとした場合、所得が33万円の世帯では

引き上げ額が2,500円、率にしますと4.14％。所得が50万円の世帯では、引き上げ額が7,000円、

率にしまして6.36％。所得が100万円の世帯では、引き上げ額が１万6,500円、率にしまして

10.02％。所得150万円の世帯では、引き上げ額が２万7,700円、率で10.41％。所得200万円の

世帯では、引き上げ額が３万8,400円、率で10.92％となります。

なお、先ほど城森議員の一般質問の中でお示しいたしましたモデル世帯ということで、お示し

いたしましたが、あのモデル世帯につきましては、課税所得が200万円ということで答弁申し上

げましたので、このモデル世帯について所得に直しますと、233万円の所得ということになりま

すので、この場合が４万4,600円、引き上げ額が４万4,600円、11.50％と、こういうことになる

と見込んでおります。

○３番豊留榮子議員 この国保税に関しては、もう多くの皆さんが、今でさえこの払うのがきつ

いという声があっちこっちから聞こえるんですね。これ以上、上げてもらったんじゃ、とても払

っていけないという声があっちこっちからするんですけど、例えばその、国保の基金は取り崩し

てなかったのか、なかったんですよね、確か。あと、一般会計の基金の積み立て、これ、双方ど

のくらいあるのかお示しください。

○白澤芳輝健康課長 国保の基金につきましては、24年度末で基金はゼロとなっております。

○３番豊留榮子議員 一般会計のほうの基金、わかりますか。

○本田親行財政課長 国保会計に繰り出すための基金というのが特別にあるわけではございませ

んけれども、財政調整基金の積立残高といたしまして、23年度末現在８億8,395万、24年度末９

億1,765万円。また、平成25年度の現段階におきます残高見込みにつきましては、６億6,900万

となっているとこでございます。

また、この資料につきましては、予算特別委員会のほうで提出する予定としておりますので、

御了承いただきたいと思います。

○３番豊留榮子議員 でしたね、24年度で国保の基金はもう使い果たして、なかったんですよ

ね。これは、このまま200万の課税所得の方で、モデル世帯で子供２人がいて夫婦で年間４万

4,600円の値上げになる。これは、とても大きな額ですよね。これはとても皆さん納得できない

って言われると思うんですけれども、これは、国民保険そのものが皆保険制度ということで、や

はりこの国民の最後のとりでとなる、この国保を守る国の責任を求めていく、これも必要かと思

うんですね。これはもう常に市長も言われていることなんですが、この国庫負担の引き上げを国

に強く要望してほしいと思うところなんですが、具体的に何か考えていらっしゃいますか。

○白澤芳輝健康課長 国民健康保険につきましては、被保険者の急速な高齢化や、また医療費が

高額となるそういう高齢者、また、無職者を含む保険税負担能力の低い低所得者が多く加入する

という構造的な問題を抱えているというのは皆様御承知のとおりでございまして、多くの自治体

で極めて厳しい財政運営を強いられております。
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そういう中で、国保財政の安定的で持続可能な運営のために、さらなる公費導入や広域化の推

進など、国からのさまざまなかたちでの支援が必要になってくると考えております。これまでも

市長会を通じ、機会あるたびに国に対して要望してきましたが、今後とも継続して要望いたした

いと思っております。

○３番豊留榮子議員 今までもされていることと思うんですけれども、これ、今回もこのように

値上げが続いたんでは、とても市民やってらんないというふうになると思うんですね。

これぜひ、本市として独自に、国に対して要求していくべきではないかと思うんですが、この

点はどうでしょうか。

○白澤芳輝健康課長 全国市長会においては、国民健康保険制度等に関する重点提言を採択いた

しまして、国に要望活動を行っているところですけれども、毎年開催されます厚生労働省主管の

都道府県国民健康保険に関する九州地区ブロック会議において、市町村の意見・要望等の提出要

請がありますけども、その中で本市としまして、国からの財政支援の強化策について要望をして

いるところでありますので、今後ともまた、そういう要望も行っていきたいというふうに考えて

おります。

○３番豊留榮子議員 それは本当にしていってほしいと思うことです。

また、この後で出てくるんだと思うんですけれど、この一般会計からの法定外の繰り入れなん

ですけれども、これはどのようにしようと思ってらっしゃるんですか。私は、もうすぐに市民に

負担をかけるんじゃなくって、国保の基金がないのは残念ですが、その一般会計からの繰り入れ

で市民の負担をなくすという考えはないでしょうか。

○久木田敏副市長 これまでも御説明をしてまいっておりますけれども、24年度末で、実際、

２億5,000万円に対しまして一般会計のほうから、向こう３カ年の間でこれを繰り入れまして、

そして、対応するという措置をとったわけでございます。

そして、今回のこの国民健康保険財政健全化行動計画、これに基づきまして、とにかく、早期

に国保財政の単年度収支の均衡を図ると、これに着手いたしまして、先ほどの城森議員の質問に

もありましたとおり、お尋ねに対しまして市長のほうからもございましたが、国民健康保険税の

適正な賦課と収納率の向上、医療費適正化の推進、保健事業の推進、こういうものを大きな柱と

しまして具体的な取り組みを行い、そして、それでもなお不足する場合には、一般会計からの法

定外繰り入れで措置していきたいというふうに考えております。

これのめどといたしましては、とにかく先ほど言いましたように、単年度の収支の均衡を図っ

ていくことを中心と考えておりますので、その今年度末あたりのところで十分検討をしていかな

きゃならないというふうに考えております。

○３番豊留榮子議員 とにかく何とか市民に負担を強いるのではなくて、これは行政の責任とし

て、何とか対処していただきたいと思うところです。

そして、また今言われておりますけれども、この国民健康保険の広域化についてなんですけれ

ども、このことを市長の見解をお尋ねしておきたいと思います。

○神園征市長 社会保障制度の充実強化に関する決議が決定されましたが、その中で、国民健康

保険の広域化については、国保の構造的問題を解決するため、医療保険制度の一本化など、抜本

的改革を重視すること。

それまでの間、国の責任において、安定的財源を確保することにより、財政基盤の強化を図っ

た上で、都道府県を保険者とし、市町村との適切な役割分担のもと、国保制度の再編・統合等を

行うこと。その際、国庫負担割合の引き上げなど、国保財政基盤の拡充・強化を図り、国の責任

と負担において、実効ある措置を講ずることと決議されました。

私も、この決議案と同様の考え方であります。

○３番豊留榮子議員 次に、子供の医療費についてお尋ねしていきます。
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子供の医療費の無料化ですが、今、県内における乳幼児の医療費の無料化がどんどん今進んで

おります。県内43市町村のうち、就学前までが20市町村、小学校３年生までが２市町。本市は

９歳の誕生日まで無料ということで、３年生の途中で切れる子供もいます。

また、小学校卒業までが５市町村、中学校卒業までが15市町村となっているようです。これ、

８月から鹿児島市が小学校６年生まで無料になるようです。

私は３月議会では、近隣の南さつま市や南九州市などが中学校卒業まで無料にしているという

ことから、中学校卒業までを無料にすると幾ら必要になるのかを質問したところ、対象者は約

1,000人の増で、1,770万円必要になるとのことでした。

それを小学校卒業までの無料にしたら、どのようになるのか、お尋ねいたします。

○佐藤祐司福祉課長 ただいまの質問者の質問の中で、本市は小学校３年生までの誕生月までと

おっしゃいましたけど、小学校３年生終了まででございます。

そして、鹿児島市につきましては、今度８月診療分から小学校６年生まで医療費助成を拡大す

るんですが、無料化ではなくて2,000円控除、2,000円まで、2,000円を超える分が無料というか、

補助助成になるということでございます。

ただいまの質問でございますけど、小学校卒業まで無料化にしますと、対象者は約470人増で、

約770万円が必要になると推計いたしております。

○３番豊留榮子議員 すみません、本市のことを勘違いしてしまって申しわけありませんです。

３年生までですね、申しわけありません。

この病院の窓口での現物給付についてなんですけれども、子供が病気になったときにまず心配

するのは、財布の中身だという声を少なからず耳にします。病院の窓口での２割負担、そしてま

た薬局での２割負担を考えると、子供の病状を心配しながらも、お金がなければ病院への診察を

我慢するしかないとお母さんたちは言われます。大事に至らない場合はまだしも、受診を控えた

ことで病状の悪化につながることになれば、それこそ大変です。

子供の命と生活を守るために、そして、このようにお金の心配をしなくとも、子供たちが安心

して必要な医療が受けられるように、病院の窓口で無料にすべきと考えるところですが、いかが

でしょうか。

○佐藤祐司福祉課長 病院の窓口で無料にする、いわゆる現物給付方式の導入ですが、各医療機

関との契約や電算システムの改修、他の医療費助成制度との兼ね合いなど、さまざまな問題を解

決しなければならず、さらに、ペナルティーとして国民健康保険療養費等国庫負担金の減額調整

が行われることから、本市単独での導入は、現時点では困難であると考えております。

なお、毎年、県市長会を通しまして、現在、小学校就学前までを対象としている県の乳幼児医

療費助成制度の年齢拡充や、現物給付方式の県全体の制度としての導入などできないかとの要望

につきまして、19市で協議をして県への要望活動は行っているところでございます。

○３番豊留榮子議員 県はその、窓口の負担をなくすと、24時間営業しているコンビニに例え

て、いつでも駆け込むコンビニ受診がふえるなどと言っているようですけれども、子育て中のお

母さんたちに話を聞くと、初めての子育ては不安で、少しの熱でも心配ですぐ病院に走ったもの

ですが、子育てを重ねることで、この程度なら大丈夫と判断ができるようになり、病院へ行く回

数は少なくなっていると言われています。実際には病院に行かなくても、いつでも行けるという

安心感が持てることが大事だとお母さんたちは言っております。

本市が独自に現物給付を実施した場合、県にどのような影響があるものですか、お尋ねいたし

ます。

○佐藤祐司福祉課長 県への影響と申しますか、先ほど申しましたように、国民健康保険の療養

費等国庫負担金の減額調整が行われるということでございます。

これの理由につきましては、一部負担金を徴収している市町村と窓口で無料にしている市町村
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との調整を行うための減額調整であるというふうに伺っております。

○３番豊留榮子議員 すると、その現物給付を実施した場合は、自治体としては国保会計のペナ

ルティーなどが科せられるものの、県は補助金を打ち切ることで支出が減るという影響しかない

ということですよね。

以前、西之表市が自治体独自で現物給付方式の実施を県に求めたそうなんですが、これが認め

られなかったと聞きました。これ、どのようなことだったか御存じでしょうか。御存じだったら

教えてください。

○佐藤祐司福祉課長 申し上げございませんが、その点につきましては承知しておりません。

○３番豊留榮子議員 自治体が独自に財政的に検討して実施しようとするときに、補助金のカッ

トを理由に認めないということはちょっと理解、県が認めないのは理解できないんですが、現在、

その現物給付方式を取り入れていない自治体は、都道府県で１道９県、中核市では５市、九州県

都では鹿児島市と那覇市のみという実態が出ております。

市長は、この県内の市長会で要望を出していると言われておりますけれども、このままでは発

展が見られません。子供の命を守るという立場に立たれるなら、もう一歩踏み込んで考えていた

だき、県の補助事業であるとか、国の制度として実施すべきものだなどと言っているときではな

いと思います。市長の見解をお聞かせください。

○神園征市長 枕崎市として、単独でいろいろと要望する手段もあるにはありますが、市長会と

してまとまって要望する場合と比較しまして、やはり、市長会としてまとまって要望するほうが

早道ではないかと、そういうふうに考えております。

○３番豊留榮子議員 これ、どうなんでしょうか、ほとんどの市町村が現物支給してくれと要求

しているんでしょうか。

○佐藤祐司福祉課長 県市長会の要望ということですから、ほかの町村はわかりませんけれども、

19市につきましては、全会一致で要望しているということだと考えております。

○３番豊留榮子議員 それでは、お尋ねしますけれども、現在の自動償還方式の中でですね、医

療機関へのこの自己負担金の未払いとかは、本市では発生していないのでしょうか、お尋ねしま

す。

○佐藤祐司福祉課長 現在の助成方式は、病院の窓口で一たん医療費を負担していただいた後、

国保連合会から送信されたデータをもとに各被保険者口座へ振り込む自動償還方式となっており

ます。各医療機関の未収金の状況につきましては、医療機関と各診療を受けられた保護者との関

係であります。

窓口で負担していただいた後、その報告により市が助成するため、直接市の制度とは関係あり

ませんが、今回、市立病院に確認をしましたところ、子供医療費関係の未収金は発生していない

ということでした。他の医療機関につきましては、照会しておりません。

○３番豊留榮子議員 昨年の９月なんですけれども、この日本医師会が会員の診療所や病院で外

来患者を対象にした患者窓口負担についてのアンケート調査というのの結果を公表しました。

それによりますと、過去１年間に経済的な理由で受診しなかったことがあると答えたのが、１

割負担の人で6.6％、２割負担・３割負担の患者で10.2％、11.5％とそれぞれ１割を超えました。

日本医師会がこのように、窓口負担に関する調査を行ったのは初めてのことだと言います。今、

医師会も動き出しました。

市長、この少子化に歯どめをかけるためにも、また地域の活性化のためにも、今、子供の医療

費の現物給付は不可欠となっています。

また、一時払いしたものが後から戻ってくるこの償還払いは、無料であるという実感にも乏し

いものです。子育て世代を行政がしっかりと支えていく必要が今、重要視されているんじゃない

かと思います。これはぜひ市長、よろしくお願いしておきます。
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それと大事なことを、大事な質問を忘れました。一番最初に小学校卒業までの子供さんを無料

にしたらどのようになりますかということなんですが、470人、そして770万かかるということ

なんですが、市長、これに対して市長の見解を求めます。

○神園征市長 従来も答弁しておりますが、今すぐ実行に移すということはいろいろと問題があ

るのではないかと思っております。

○３番豊留榮子議員 今、私質問しておりますけど、すぐに実行しろということではありません。

やっぱし、お金のかかることですから。でも、市長選挙も来年ですよね、市長。また同じこと言

うのかと言われるかもしれませんが、市長が立候補されるなら、もう今から考えて手だてを打っ

ておかないと残り実行できません。ぜひ、この470人、770万円増になりますが、この辺のとこ

ろをよく検討していただきたいと思います。

次に、生活保護の制度について質問してまいります。

安倍内閣は、社会保障の全分野にわたる予算の削減と制度の改悪をしようと今しております。

その最初の標的になっているのが、生活保護です。

生活保護の改悪法案は、生活保護基準の引き下げに続いて、保護の申請に書類の提出を義務づ

け、扶養照会など相談者を窓口で書類不備で追い返すことができるようにするものです。生活に

困窮した生活保護の申請に来た人を門前払いにして、餓死に追い込んだとして、大きな社会問題

になった水際作戦を合法化するという異常なものです。

本市における生活保護申請の際の実態がどのようになされているのか、お尋ねいたします。

○佐藤祐司福祉課長 まず、福祉事務所に事前の相談がございますと、生活保護制度の説明を行

い、生活福祉資金の貸し付けや、障害者施策など各種の社会保障施策活用の可否の検討を行いま

す。

それらが活用できない場合に、保護の申請となり申請書が提出されると援護係のケースワーカ

ーが家庭訪問等を行い、生活に困っている状況や生活保護を受けるための要件が満たされている

かどうかを調査いたします。

調査の内容は、生活保護法にありますように、預貯金、保険、不動産などの資産調査、扶養義

務者による扶養の可否の調査、年金などの社会保障給付や、就労収入などの調査、就労の可能性

の調査などです。

そして、調査に基づき国が定めている基準をもとに計算した最低生活費と収入とを比較して、

生活保護が必要かどうかを決定し、申請した日から原則として14日以内に相手方に通知する流

れとなっております。

○３番豊留榮子議員 それでは申請に見えた方は、一応、受け付ける、どんな方も受け付けると

いうことですか。

○佐藤祐司福祉課長 24年度の申請等の状況を申し上げますと、相談のあった方は40人、その

うち申請をした方、そして、生活保護開始をした方は22人となっております。

○３番豊留榮子議員 また、この不正受給対策の今、法改悪の理由にもされていますけれども、

この本市において、その不正受給で権利を剥奪されたという例がありますでしょうか。以前にも

お聞きしたかもしれませんが。

○佐藤祐司福祉課長 ここ２年の間で申し上げますと、そういうことは生じておりません。

ただ、法78条に基づきます費用の徴収というのは行った状況がございます。

○３番豊留榮子議員 これは、生活困窮者だけの問題でありません。憲法25条の生存権という

国民の権利を侵害する政治を許すかどうかの問題でもあるかと思います。不正受給は全体の

0.9％で、99.9％は適正になされているといいます。むしろ、権利を持ちながら受けている人が

２割程度で、捕捉率が低いことのほうが問題ではないかと思います。

それで、先ほど数字が出ましたが、相談に来られた方が40人。そして、申請がなされたのが、
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申請して生活保護を受けられた方が22人ということですけれども、例えば、その保護から漏れ

た方の、その追跡調査といいますか、その後、どういう暮らしぶりをしているかとか、そういう

調査などをされたことがありますでしょうか。

○佐藤祐司福祉課長 生活保護を申請した方で、取り下げ却下となった方への追跡調査であろう

と思いますが、平成24年度は先ほど申し上げたとおり、申請された方はすべて保護開始となっ

ておりますので、取り下げ却下となった方はおりませんでした。

なお、事前相談のみ来られて状況等をお聞きした後、申請まで至らなかった方というのもいら

っしゃるわけですが、その後の追跡調査というのは、特に行っておりません。

ただ、用事等で市役所等でその後お会いした際には、担当ケースワーカーが声をかけ、その後

の状況をお聞きするなど、状況をできる限り把握するように努めております。

○３番豊留榮子議員 全国的に悲しいニュースが流れておりますけれども、この本市において、

そのようなことは決して起こることのないように、努めていきたいと思っております。

ことし５月には国連からですね、日本政府に、生活保護の申請が抑制されていることを指摘さ

れ、受給権を保障するために、手続の簡素化こそ必要だと勧告を受けていると言われています。

私はそういう前向きな対応こそ、今、必要ではないかなと思うところです。この点、どうでしょ

うか。

○佐藤祐司福祉課長 今回の法改正に伴います国からの通知等を見てみますと、今回の改正で新

たな資料の提出を求める事項はないとしておりまして、書面等の提出は、申請から保護決定まで

の間に行うというこれまでの取り扱いには、今後も変更はないとしております。

また、保護申請の意思が確認されたものに対しては、速やかに保護申請書を交付するとともに、

申請手続についての助言を行うことも従来どおりであるということです。さらに、保護の申請書

類が整っていないことをもって、申請を受け付けないということのないようにとも通知しており

ます。

これらのことにより、法律上認められた保護の申請権を侵害しないことはもとより、侵害して

いると疑われるような行為自体も厳に慎むべきであるということについては、改正後も何ら変わ

るものではないとしております。

福祉課としましては、従前も通知どおりに適正に実施してきておりますが、今後も同様に実施

してまいりたいと思います。

○３番豊留榮子議員 次に、市立病院の地域包括ケアシステムについて、お尋ねしていきます。

これは昨年、厚生労働省が介護保険制度の見直しの際に、地域包括ケアシステムの実現に向け

た取り組みを進めるとしていましたが、この地域包括ケアシステムは、保健や医療・介護・福祉

を連携したシステムであって、また、施設ケアと在宅ケアとの連携も必要であるということです。

これは、市立病院が中心になって取り組んでいく必要性とはどういうものなのか、お尋ねをい

たします。

○園田勝美市立病院副管理者 まず最初に、国の考え方について若干申し上げますけれども、国

は、医療介護の将来像につきまして、施設から地域へ、医療から介護へという方向性を示してお

りまして、医療機能の分化・強化と効率化の推進によって高齢化に伴って増大するニーズに対応

しつつ、現在の病床数より少ない病床数で、より高機能の体制・構造を目指すということを示し

ております。

これまで市立病院といたしましては、通院が困難な方、あるいは比較的軽症で入院の必要度の

低い方、また、退院後も継続的な治療が必要な方などに対しましては、訪問看護あるいは定期的

な訪問診療、急変時の往診などを行っておりまして、昨年度の実績が延べ922回ということにな

っております。

しかしながら、国のほうが在宅医療ということを中心に考えるということで方針を出しており
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ますので、これを踏まえますと、今後はやはり、在宅医療と保健・福祉などの他のサービスとの

連携・強化が重要になってくると考えております。

そこで、市立病院も保健や介護・福祉と一体化された市全体の地域包括ケアシステムの中で、

効率的なサービスを提供していくということが必要であるというふうに考えております。

○３番豊留榮子議員 この地域包括ケアシステムというのは、大分前から言われていたんですが、

ことし市長の……、ええと、何でしたっけ。市長が、初年度にこれが載ってたんですよね、地域

包括ケアシステムをやるんだという。なぜ、私なんか忘れていたんですけれども、なぜ今、やる

のかなとふと思ったもんですから。現在、その地域包括ケアシステムがどのようなかたちで進め

られているのか、お尋ねいたします。

○神山芳文市立病院事務次長 地域包括ケアシステム構築の具体的な検討を行うため、４月１日

に、枕崎市地域包括ケアシステム推進委員会を立ち上げました。

枕崎市地域包括ケアシステム推進委員会は、庁内関係課職員16名で構成され、地域包括ケア

に関する各部署の業務や情報提供、意見交換、研修会、先進事例視察、今後の市民への周知等に

ついて協議を進めています。

５月末までの活動内容は、推進委員会３回、講師を招いての研修会１回、先進事例視察研修１

回となっております。

○３番豊留榮子議員 これは、市役所の中だけで今、取り組んでいるということでしょうか。

○園田勝美市立病院副管理者 現在の委員につきましては、関係各課から任命された16名とい

うことで、市の職員のみで今は協議を進めているということでございます。

○３番豊留榮子議員 12年後の2025年には、この団塊の世代が全員75歳以上の後期高齢者にな

って、現在のような、今、病院ですとか介護施設中心では追いつかないと言われています。そし

て、特別養護老人ホームの待機者など、本市が今どのような状況にあるのか、お尋ねいたします。

○佐藤祐司福祉課長 国立の社会保障・人口問題研究所が、３月27日に公表した将来の人口推

計によりますと、枕崎市の人口は、平成22年、2010年ですが２万3,638人から平成37年、2025

年には、１万8,942人と２万人を割り、4,696人の減、率にして19.9％の減となる見込みです。

枕崎市の65歳以上の人口は、平成22年の7,522人から、平成37年には7,799人と277人の増、

率にして3.7％の増となりますが、それより以前の平成32年、2020年には8,077人と最も多くな

ります。

また、介護や医療ニーズがより高まる後期高齢者である75歳以上の人口は、平成22年の4,100

人から、平成37年には4,469人と369人の増、率にして9.0％の増となりますが、平成42年、

2030年には4,678人と最も多くなる見込みです。

全国的に見ますと、75歳以上の人口の伸びは、関東や近畿など大都市圏とその郊外で大きく

なり、特に、南関東では、市区町村の７割で75歳以上人口が平成22年に比べて５割以上ふえる

と見られておりまして、それらの地域では、特にケア体制づくりが課題となっております。

ただいま質問でありました、本市の特別養護老人ホームの待機者でございますが、現状で把握

しております数値は123人となっておりまして、前回報告の３月議会での報告の109人より14人

多くなっております。

増加の理由については、８月に施設が20床増床されること、要介護１から３の方が11人ふえ

ていることなどを総合的に分析しますと、今はまだ大丈夫なんだけれども、事前に申し込む方が

多かったのではないかと考えております。

○３番豊留榮子議員 厚生労働省が、その高齢化がピークを迎える2025年ですが、これ実現を

目指すとしていますけれども、その地域包括ケアシステムとは、おおむね30分以内に生活上の

安全・安心、健康を確保するための多様なサービスを24時間、365日を通じて利用しながら、そ

の病院等に依存せずに、住み慣れた地域で生活を継続することが十分可能になっていると言いま
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す。

現在のような特別養護老人ホームなどに長期間の待機者はいなくなるとまで言っていますが、

本当にそのようになるんでしょうか、お尋ねします。

○佐藤祐司福祉課長 先ほど申し上げましたとおり、本市におきましては、従前から高齢者人口

は高くなっているため、今後の高齢者人口の伸び率は、全国と比較して大きくなく、将来的には

減少する動向もありますので、待機者がゼロになるということはないとは思いますが、老健や特

養などの新たな施設整備より、現状から悪くならないためのみずからの健康づくりや、地域で暮

らしていけるための住み慣れた地域の体制づくりをどのように進めていくかが課題となるのでは

ないかと考えております。

○３番豊留榮子議員 例えば、そのような高度な介護・福祉サービスをですね、地域のネットワ

ークでこの保障していくという、地域包括ケアシステムですけれども、これ、公的な財源が確保

できるんでしょうか、そこをお尋ねします。

○佐藤祐司福祉課長 先ほど申し上げましたとおり、現在、地域包括ケアシステムの構築につき

ましては、行政内部で連携を深めるための勉強会を開催しておりますが、体制づくりに当たりま

しては、「自助、互助、共助、公助」の役割分担を踏まえた上で、自助を基本としながら、互助、

共助、公助を効果的に組み合わせていく必要がございます。

地域包括ケアシステムの構築が、イコール公的な財源が多額に必要であるということではなく、

地域での自助、互助の取り組みのほか、在宅で暮らしていけるように、なじみの関係がつくれる

地域密着型の小規模多機能型居宅介護や、24時間対応の定期巡回・随時対応型訪問介護看護な

どのサービス基盤整備などを組み合わせて、地域での健康づくりによって現状より悪くならない

ようにしながら、住み慣れた地域で暮らしていける体制をつくっていく必要があると考えており

ます。

○３番豊留榮子議員 まさに12年後というと、私たちの年代なんですね。この地域包括ケアシ

ステムを推進していく上でですね、各地域に居住する高齢者が、どのような支援を必要としてい

るのか。そしてまた、どの程度の生活をされているかなど的確な把握が必要かと思います。

それには、自治体が高齢者全員を対象にした日常生活圏でのニーズ調査が必要ではないかと思

うんですが、この点はいかがでしょうか。

○佐藤祐司福祉課長 平成27年度からの第６期介護保険事業計画を策定するに当たりまして、

今年度中にニーズ調査を行う予定でありまして、国からの調査内容など現時点では示されていな

いため、９月補正でお願いする予定としております。

課題の把握、ニーズの把握という面では、ケアシステムの実施主体である医療・介護サービス

関係者、行政、地域など、さまざまな主体がつながっていることが必要でございます。その一つ

の手段が地域ケア会議の開催であると考えておりまして、関係者が顔の見える関係をつくり、高

齢者個人のケアマネジメントを通じて意見交換を行い、地域の課題を吸い上げ、社会基盤の整備

につなげていくようにしなければならないと考えております。

○３番豊留榮子議員 なかなかこの新しいことに挑戦していくっていうのはなかなか難しいかと

思いますけれども、そうですか、今年度中にニーズ調査をされるということですので、よろしく

お願いします。

また、この市立病院が目指す病院の経営の方向性ですが、これがどのようなものなのか、お尋

ねいたします。

○園田勝美市立病院副管理者 市立病院の昨年の利用状況ということで申し上げますと、70歳

以上の方が入院で全体の89％、外来で59％になっておりまして、現在のところは、やはり高齢

者に対する医療が中心になっています。

しかしながら、市立病院事業の設置等に関する条例の中で、設置目的として「市民の健康保持
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に必要な医療を提供する」と規定されていますので、高齢者に対する医療だけではなく、若い世

代への医療提供についても検討していかなければならないと考えております。

その一環といたしまして、小児急患の診療につきましては、昨年の２月から開始をいたしまし

て、毎月１回の休日診療でしたけれども、本年４月からは毎月２回の診療となり、また、市内の

小児科医から要請をされました場合に限って、経過観察を必要とする15歳未満患者の一時的な

入院も受け入れておりますので、今後もさらに、これらのことを充実できるように努力をしてい

きたいと考えております。

○３番豊留榮子議員 市立病院のその子供さんの子供医療をしてくださっているということで、

親御さんたちが安心しているということを耳にします。今、例えば、その働きながら子育てをし

ている親御さんたちがですね、子供さんが病気になったときに、預けるところがあるということ

が、本当に、非常に心強いというふうに言われるんですよね。ぜひ、病児保育の実現に向けて取

り組んでほしいという声も上がっているんですけれども、病児保育に向けての取り組みがなされ

ているのかどうか、お尋ねいたします。

○園田勝美市立病院副管理者 病児保育につきましては、現在のところ、まだ具体的に進めてい

るというところではございません。

○３番豊留榮子議員 保育園なんかでも、その病児保育をしようとすると、やっぱし医者がいな

きゃいけないとか、保健師さんがいなきゃいけないとかっていう、難しいことになるんじゃない

かと思うんですね。

これは、ぜひ、できるのは市立病院だけじゃないだろうかと思うんですが、その辺の検討はな

されてないんでしょうか。

○園田勝美市立病院副管理者 病児保育につきましては、医療機関に併設された施設ということ

になっておりますので、市立病院だけではなくて民間の医療機関でもできることはできるんです

けれども、鹿児島県内でも鹿児島市に今、７カ所程度ということで、県内全域で複数カ所ありま

すけれども、なかなか採算に合わない部分もあると。

なぜかといいますと、１年中その病児保育施設を利用される方がいるとは限らないと。特に冬

場については、感染症あるいはインフルエンザ等が蔓延したときに利用されるということでござ

いますので、その辺のことも考えながら検討はしていきたいというふうに思っております。

○３番豊留榮子議員 ぜひ、取り組んでいただきたいと思います。

今、働いているお母さんたちが子供が病気になると、もう自分も仕事を休まなきゃいけないと

いうふうな、負担が出てくるわけですね。ですから、ぜひこの病児保育が実現できるといいなっ

ていうことを言っておりますので、ぜひ実現に向けて努力していただきたいと思うところです。

それとまた、この地域包括ケアシステムについても、何年も前に国から提唱されていたんです

が、なかなか取り上げる自治体がなく、県内でもこの枕崎市が初めてだということを聞きました

ので、大変なことかと思いますが、実現に向けて、これ市民にとっていいことなんですよね。市

民にとっていいことは、進めていってほしいと思いますので、よろしくお願いしておきます。

最後に、妙見センターの蒸し器のことなんですが、これ私が質問出しましたら、もう改善され

ていますという農政課長からの御返事だったんですが、すいません、答弁をもう一度お願いしま

す。

○真茅学農政課長 妙見センターに備えつけてあります蒸し器につきましては、せいろが熱と長

年の使用により、変形や破損して、その部分から蒸気が漏れ、蒸す時間が長くかかるとの利用者

からの声がありましたので、本年５月にせいろ５台１組を新品と交換したところでございます。

せいろにつきましては、２組必要なわけでございますけれども、残り１組につきましては、ま

だ使えると考えておりますが、今後、蒸気の漏れがひどいようであれば、新しいものとの交換等

を検討してまいりたいと考えております。



- 63 -

○３番豊留榮子議員 このみそづくりですとか、食の安全を初め、本市を支える活動を繰り広げ

ている多くの女性たちが利用する施設ですので、ぜひ、改善のほうを、気持ちよく使えるように

改善をしていただきたいと思うところです。

質問をこれで終わります。ありがとうございました。

○立石幸徳議長 本日は、これをもって散会いたします。

午後４時28分 散会



本 会 議 第 ３ 日

（平成25年６月11日）



- 64 -

平成２５年枕崎市議会第４回定例会

議事日程（第３号）

平成２５年６月１１日 午前９時２８分開議

日程

番号

議案

番号
件              名

付 託

委員会

１

２

３

１２０

１２１

一 般 質 問  禰 占      通 男  議員（66ページ～75ページ）

吉 嶺  周 作  議員（75ページ～81ページ）

平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）

枕崎市地域の元気臨時交付金基金条例の制定について

予 特

総 文

○ 本日付議された事件は議事日程（第３号）のとおり



- 65 -

１ 本日の出席議員次のとおり

１番 立 石 幸 徳 議員    ２番 俵積田 義 信 議員

３番 豊 留 榮 子 議員    ４番 今 門   求 議員

５番 清 水 和 弘 議員    ６番 新屋敷 幸 隆 議員

７番 禰 占 通 男 議員 ８番 城 森 史 明 議員

９番 沢 口 光 広 議員    10番 畠 野 宏 之 議員

11番 吉 松 幸 夫 議員    12番 沖 園   強 議員

13番 中 原 重 信 議員    14番 吉 嶺 周 作 議員

    16番 茅 野   勲 議員

１ 本日の欠席議員次のとおり

15番 牧   信 利 議員

１ 本日の書記次のとおり

東中川   徹 事務局長        下 山 健 一 書記

山 口 美津哉 書記          平 田 寿 一 書記

宮 崎 元 気 書記

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり

神 園   征 市長           久木田   敏 副市長

永 留 秀 一 総務課長         神 園 信 二 企画調整課長

下 山 忠 志 水産商工課長       岩 廣 和 憲 市民生活課長

本 田 親 行 財政課長         佐 藤 祐 司 福祉課長

俵積田 清 文 建設課長         真 茅   学 農政課長

白 澤 芳 輝 健康課長         山 口 英 雄 税務課長

迫 野   豪 水道課長         俵積田 寿 博 下水道課長

園 田 勝 美 市立病院副管理者兼事務長 瀬戸口   修 農委事務局長兼農業振興係長

福 元   新 財政課参事兼企画調整課参事  原 田 博 明 水産商工課参事

南 田 敏 朗 市民生活課参事      神 山 芳 文 市立病院事務次長

山 口 英 夫 教育長          三 島 洋 台 教委総務課長

木之下 浩 一 学校教育課長       上 園 信 一 生涯学習課長

末 永 俊 英 文化課長         久 保   等 保健体育課長兼給食センター所長

田野尻 武 志 監査委員         橋之口   寛 監査委員事務局長

児 玉 義 孝 選管事務局長       篭 原   均 会計管理者兼会計課長

中 村 責 郎 消防長         厚 石 賢太郎 警防課長兼消防署長

中 原 浩 二 消防総務課長兼消防団係長 山 口   太 総務課行政係長
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午前９時28分 開議

○立石幸徳議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付いたしてありますので、御承知おき願います。

昨日に引き続き、一般質問を行います。

禰占通男議員。

［禰占通男議員 登壇］

○７番禰占通男議員 おはようございます。

私、禰占の一般質問に先立ちまして、この場をちょっとおかりしまして、５月12日に行われ

ました尻無川の清掃には副市長を初め、市職員、一般の方の御参加をいただきまして、まことに

ありがとうございました。

年２回の清掃ですが、思えば平成20年に悪臭問題が本格化し、21年度の公民館総会によって

尻無川に生息する生物を守る会が提案され、その場で可決されました。毎回100名以上の参加を

いただいており、ボランティア活動もいただいております。私は、これは継続が重要と思い活動

しております。今後ともよろしくお願いいたします。

それでは、通告に従いまして質問してまいります。

国保運営を市町村から都道府県への移管はまだ決定していないが、本市においても毎年の赤字

運営が繰り返される。国保運営に妥当な対策があるのか。志布志の視察先の担当者も、決定策は

ないということでありました。

しかし、その中でも長年の取り組みによる効果は見え隠れしていると感じました。

本市でも、特定健診等実施計画、国保財政健全化行動計画も始まり、内容は、ますます充実し

てきているようでありますが、今まで委員会、議会で繰り返し述べられてきたことも数多く掲載

されてあります。その成果を上げるには、一朝一夕には片づけられないものであると思いますが、

後でも触れますが、日本一の長寿県となった長野県の取り組みなどは、50年以上の年数をかけ

た結果とのことであります。

さきの国保補正予算で、平成25年度から27年度の後期高齢者支援金分と介護納付金分は、歳

入不足が見込まれるため、税率を考えているということでありました。

今回議題となっている税率改定により、１人当たり、１世帯当たりの平均負担額はどのように

変わるのかをお伺いいたします。よろしくお願いいたします。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 御承知のとおり、本市の国民健康保険事業は、平成22年度、平成23年度に引き

続き平成24年度も赤字が見込まれるなど、非常に厳しい現状にあることから、本市国保事業を

将来にわたり安定的で持続可能な医療保険制度として堅持する観点から、本年３月に枕崎市国民

健康保険財政健全化行動計画を策定し、さまざまな対策に取り組むこととしたところです。その

一環として、今議会に国保税の税率改定に係る条例案及び補正予算案を提案いたしてあります。

これは、平成25年度から平成27年度までの３年間に新たに生じる財源不足見込み額のうち、

後期高齢者支援金分に係る単年度平均赤字見込み額1,800万円及び介護納付金分の単年度平均赤

字見込み額1,600万円の単年度総額約3,400万円、３年合計で１億0,200万円の収納増を図ろうと

するものであります。

なお、今回の改定によりまして、１人当たりの国保税調定額は、現行の９万1,923円が10万

2,093円、１万0,170円の増。パーセントにしますと11.06％の増であります。

また、１世帯当たりの国保税調定額は、現行の14万5,343円が15万9,505円、１万4,162円の

増。パーセントでいいますと9.74％増になるものと見込んでいるところです。

○７番禰占通男議員 市長が述べられたように、１世帯当たり、１人当たりの増収額、総額を…

…、増収額は、年間の増収額は幾らになるおつもりですか。
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○山口英雄税務課長 今、市長が答弁申し上げましたとおり、今回の税率改定案につきましては、

平成25年度から27年度までの３年間の新たな赤字見込み額を解消するというものでございまし

て、単年度平均でいたしますと約3,400万円程度を増収し、収納増を図ろうとするものでござい

ます。

なお、補正予算につきましては、今回の補正予算につきましては、国民健康保険税総体といた

しまして、3,935万円程度を予算計上してありますけれども、これにつきましては、保険税率の

設定は３年間の平均値でいきましたけれども、被保険者につきましては、25年度、26年度、27

年度とだんだん減ってまいりますので、平成25年度の現在見込まれている被保険者数で算出し

た額でございます。

○７番禰占通男議員 さきの臨時議会でも、25年度からの繰上充用といって、２億7,350万が繰

り入れられたわけですが、まあ簡単に平たくすると、この25年度予算が、結局は２億7,350万不

足すると私は簡単に考えるんですよ。

そこでまあ、年間の収入が3,400万。そこからすると、もう当初から25年度分は赤字運営にな

るんではなかろうかと危惧しているんですけど、そこら辺の考えはどのようになっているんです

か。

○白澤芳輝健康課長 財政健全化の行動計画の中でもお示ししてありますけれども、平成24年

度までの累積赤字分については、一応、置いときまして、25年度から27年度までの間の単年度

収支の改善を図るという、そこを早急に改善いたしますという計画でございます。

ですので、当然、24年度までの累積赤字分については、後年度についてその部分は、予算執

行上、赤字として見込まれていくということでございます。

○７番禰占通男議員 24年度分までの欠損を置いとくと言いますが、これを置いとく状態で、

この利息とか、これは考えられないんですか。

○白澤芳輝健康課長 実際には、24年度決算見込みについては、２億6,500万程度の赤字になる

見込みですけども、その部分について、これをほっといて、どこからかこれを借入れしてですね、

その額を借り入れして、その利子を払うということであれば、予算上の負担も生じてきますけど、

その赤字額は一応置いとくということでございますので、そこについて、国保会計にマイナス要

因が出てくるということはございません。

○７番禰占通男議員 やはり、その置いとくといっても、この今現在手をつけなければ、これは

将来的には市民へのツケじゃないんですかね。

○白澤芳輝健康課長 まず、なぜこの累積赤字をそのままにしておくかという、まず一つには、

平成27年度から始まります医療費の共同安定化事業、財政共同安定化事業が始まると、平成27

年度から。その影響がどう出てくるかが、今のところはっきりといたしません。

それと、平成26年度から消費税増税に伴いまして、国から国保の保険者へ2,200億円が配分さ

れます。その影響もどうなるか、今、まだ国からはっきりした政令とかそういうものも示されて

おりませんので、それが……、これはマイナス要因になりませんのでですね。プラス要因にしか

働かないです。そういうところもございます。

あと三つ目が、県の広域化の貸付金の返済が平成27年度で終了いたします。本年度当初予算

でも、一般会計からその２億5,000万円については、一般会計から法定外繰り入れをするという

ことで、それを8,300万ずつ一般会計から法定外の繰り入れを行います。

そうしますと、平成28年度以降の一般会計の状況と国保会計との考え方もまた変わってくる

かと思います。そういう意味で、そのもう一つに、財政健全化行動計画の中でいろいろな取り組

みを行いますが、その取り組みがどのような成果が出てくるか。医療費がどう変わっていくかと

いうのも、今のところ推計でしかございませんので、そういうところで、そういうのをはっきり

と見きわめられる平成27年度になって新たな行動計画を立てて、その中で当然、今、国保を県
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のほうで責任を持ってやろうという考えもありますので、そこまでにはですね、ちゃんとこうい

う累積赤字というのは解消していかないといけないと考えておりますので、そういうところを見

据えてやらないといけないと。

ただ、先ほどるる申しました諸点につきまして、今でははっきりとした数字がお示しできない

ために、一応平成24年度までの累積部分については置いといて、25から27の中の単年度収支は

均衡を保つように改善いたしますという計画でございます。

○７番禰占通男議員 今回の税率改定をするに当たりですよ、値上げに対して、この繰り入れと

税率改定を併用するということは考えられなかったんですかね。

○白澤芳輝健康課長 法定外繰り入れの考え方につきましては、昨日の一般質問の中でもお答え

いたしましたように、さまざまな、言えば取り組みを行って、なお、不足する部分については法

定外繰り入れで措置しますと、そういうふうに昨日市長も答弁いたしたところでございます。で

すので、その額、いつ繰り入れられるのかということに関しましては、今、平成25年度始まっ

たばかりでございまして、医療費の動向やそういう、いろんな行動計画の取り組みがどのように

なっていくかというのが、現在では、はっきりしません。ですので、一般会計からの法定外の金

額の確定というか、その部分につきましては、来年３月議会で、やはりお示しすべきであろうと

いうことで、現時点で額が確定できないために、今回の補正予算では計上していないというとこ

ろでございます。

○７番禰占通男議員 まあ、簡単に言えば、この課税所得のきのうからも平均というか、標準が

示されて、きょう市長からも11.6％の税率改定になるとおっしゃっていますけど、１割ちょっ

と過ぎると、確かにまあ所得のいい人はそうこたえないだろうけど、大体課税所得200万円ぐら

いの世帯が80％を超えている本市の国保財政ですよ。やはり、１けた台に私は据え置いてもら

いたかったなと感じているところです。

それで、この税率改定に当たり、国民健康保険運営協議会のこの諮問の内容といいますか、そ

れはどのようになされているんですか。

○白澤芳輝健康課長 国保運営協議会の諮問につきましては、財政健全化行動計画を達成するた

めにやむを得ないものと判断し、全会一致で了承するということで、答申を受けております。

○７番禰占通男議員 構成委員の12名の中に、この被保険者代表の４名が入っていると思うん

ですが、この方もやはりそのもう完全に賛成なされているんですかね。

○白澤芳輝健康課長 全会一致ということでございますので、そこに異論はなかったということ

でございます。

○７番禰占通男議員 それでは、まあ確認のためお伺いしますけど、この被保険者代表の課税所

得といいますか、これは平均値が200万というのが出されたんですけど、これより上なんですか、

下なんですか。

○白澤芳輝健康課長 個人情報に関することでございますので、そこはやはりしっかりと、御質

問の内容は考えていただきたいというふうに考えます。

○７番禰占通男議員 やはり、被保険者としては、そこら辺も考えるというか、知りたいという

のは、私はあると思うんですけど。

○立石幸徳議長 ただいまの禰占議員の質問、先ほど健康課長から答弁がありましたように、個

人情報の部分が極めてかかわりが大きいですので、その辺に配慮して、質問を続けていただきた

いと思います。

○７番禰占通男議員 これも昨日来より答弁されているんですが、この税率改定に当たり、この

市民への値上げに対する説明をどうするのかという、きのうからも質問・答弁がありましたが、

値上げが決まってから説明するのか、値上げ前の説明か、これはものすごく市民感情に対して影

響がものすごくあると思うんですよ。



- 69 -

当局側は、このどちらを優先的に考えておられますか。

○白澤芳輝健康課長 市民に関する税率改定の説明につきましては、市民の健康づくりのことも

あわせましてですね、本議会で議決いただいた後に開催する予定でございます。

○７番禰占通男議員 市民にお知らせするということですが、この方法としては、何が一番得策

だと思いますか。

○久木田敏副市長 市民へのこの税の改定につきましては、23年度における医療費の値上げの

その際に、皆様方の御意見をいただきました。

その時点におきましては、住民説明会そのものを個々に行ったということはございませんでし

たけれども、事前の周知、そういうものを個々に文書を届けたり、お知らせ版、広報紙等で十分

説明をした結果、担当課に先日聞きましたところ、そういう税に対する苦情とかいうようなもの

はなかったというのが、これは事実であります。

そのように徹底した周知を今回も図る上で、さらにまた住民説明会、それを市長、昨日も申し

上げましたけれども、市長以下、担当職員におきまして住民説明会をしていくと。

そういうことをやっていきたいと思いますので、十分御理解いただきたいと思います。

○７番禰占通男議員 その住民説明会だけは十分やってもらいたいと思います。

次の、２番目の質問にまいりたいと思います。

平成24年度までに、この県内の19市の中で、この法定外繰り入れをしている市は何市あるの

かをお伺いしておきたい。

○白澤芳輝健康課長 平成24年度に法定外繰り入れを行った市につきましては、枕崎市、いち

き串木野市、出水市、西之表市を除く15市でございます。

○７番禰占通男議員 それでは、この法定外繰り入れですが、全国的には大体の道府県というか、

全国的に認められているということも、ほかの市町村でお伺いしました。本市はどのような考え

でいるんでしょうか。

○久木田敏副市長 一般会計からの法定外繰り入れにつきましては、ここまで何回か御説明して

おりますけれども、法律で定められましたその内容に従いまして、今後とも国民健康保険制度及

び事業の趣旨等を十分留意する必要があろうかと思います。

ただ、前回も御答弁申し上げましたけれども、国保会計の実質的な財源不足、それが多額にな

ったこと。また、財政安定化支援事業に係る繰り出しにつきまして、一般会計の非常に厳しい財

政状況があったその時点で、交付税措置された全額を繰り出すことができなかったと、こういう

ような事情をかんがみまして、今回の国民健康保険財政健全化行動計画の策定に当たりまして、

県広域化支援基金貸付金の償還財源２億5,000万円につきまして、一般会計から繰り出しをする

ということでございます。

先ほど答弁いたしましたが、残りの２億6,500万程度の繰上充用というかたちになりましたけ

れども、これにつきましては財政行動計画に従いまして、単年度の収支の均衡図ると。とりあえ

ずそういうのを一生懸命取り組んでいった後で、またその財源不足について、法定外繰り入れを

どうするのか、そこら辺を十分見きわめていかなければならないというふうに考えております。

今、この現時点で、そういうような取り組みをしない中で、どれだけ一般会計から繰り入れを

するのかということについては不確かでございますので、そこら辺は十分検討していかなければ

ならないというふうに考えております。

○７番禰占通男議員 先ほども副市長からの答弁で、この23年度の税率引き上げには、苦情と

かそういうのは寄せられなかったとありましたが、平成23年度の保険税率引き上げによる収納

率に影響はあったのでしょうか。

○山口英雄税務課長 平成23年度には国保税のうち、医療給付費部分について税率改正を実施
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したところでございますけれども、23年度の収納率につきましては、現年度分が94.3％という

ことで、前年度に比べ0.5ポイントのマイナスというふうになりましたけれども、滞納繰越分に

つきましては、前年度に比べ、0.5ポイントの上昇というふうになりまして、国保で総体では

86.2％ということで、前年度と同率の収納率を確保できたところでございます。

今、税率改定で収納率に影響があったのかというお尋ねでございますけれども、確かに現年度

分の収納率は、低下はしておりますけれども、国保税に限らず市税全体的な傾向といたしまして、

長引く景気低迷等によりまして、収納率は年々低下傾向にありますので、まあ、この現年度分の

0.5ポイントの低下というのがその税率改定の影響によるかということについては、そういうふ

うに明確にその税率改定の影響があるとまでは言い切れないのではないかというふうに考えてお

ります。

○７番禰占通男議員 この税収率については、きょうの新聞にも収納率の高い低いによって、交

付金に影響が出ると、きょうの新聞にも出ておりました。ですから、収納率はまあ、毎年の上積

みを乗せるように頑張ってもらいたいと思います。

国保税の次の質問ですが、国保税の年度別の差し押さえがあれば、その状況、それはどのよう

になっているのか。また、国保の滞納別原因の状況はどのようになっているのかをお伺いいたし

ます。

○山口英雄税務課長 国保税の原因別の滞納状況でございますけれども、今、24年度につきま

しては集計中でございますが、集計したところによりますと、滞納件数総体では24年度が584件

ということで、前年度に比べて36件程度増加しております。そのうち原因別といたしましては、

納税意識の欠如ないし納税意識の希薄というふうに分類されるものが約50％程度でございまし

て、そのほか、倒産・破産、事業不振、あるいは失業とか、そういった経済的な要因によるもの

が３割弱といったところでございます。

差し押さえの状況についてでございますが、24年度につきましては、国保税は件数で283件、

750万程度の差し押さえを実施しているところでございます。

○７番禰占通男議員 国保税にしても300件に近いぐらいですけど、これ納税意識の欠如とか納

税困難者というのもありますけど、これ払えないんだからほっておくという、そういう心境もあ

ると思うんですよ。だからまあ、今は払えないけど、まあ払う意思はあるというか、こういう…

…、納税していなくて集金に行くと思うんですが、今、払えないけど払う意思はあるという、こ

のような方たちに対しての、この集金というのはどのようになされているんですか。

○山口英雄税務課長 納税に対しての理解はあるものの、経済的な理由とか、そういったもので

現実的に現時点での納税が困難な方々につきましては、個々に納税相談を受けまして、その方の

経済状況の回復、あるいはそういったものに応じまして、例えば分納の誓約を結んで分納をして

いただく。あるいは、現時点でなかなかその当分、経済的回復が見込めないという場合には、一

時、徴収停止といった法律的なそういう手続が認められておりますので、そういった措置をとっ

ているところでございます。

また、納税意識が欠如とか希薄とかそういったことの話も出ましたけれども、そういった方々

に対しましても、個別に納税相談を行いまして、ただ納税相談……、再三の呼び出しにもかかわ

らず応じない方とか、そういった方々もいますので、そういった方々に対しましては、地方税法

に基づきまして財産調査等を行い、換価可能な財産を発見した場合には差し押さえして、換価し

ているところでございます。

○７番禰占通男議員 次の質問ですが、後発医薬品の普及率を2017年までに５年間で60％以上

引き上げを決定しているが、これまでと計算方法が異なるといいます。今回の方法はどのような

ものですか。

○白澤芳輝健康課長 後発医薬品のシェアの新たな目標設定に当たりましては、国際的な比較が
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容易にできることも踏まえまして、後発医薬品に置きかえられる先発医薬品及び後発医薬品をベ

ースとした数量シェアとすることとされました。

古い指標がすべての医薬品の中の後発医薬品の数量が幾らあるかということでの普及率でござ

いましたけども、新たな指標につきましては、後発医薬品のある先発医薬品の数量と後発医薬品

の数量を分母といたしまして、それの後発医薬品が幾ら使われているかと、数量を分子といたし

まして計算するという方法になっております。

○７番禰占通男議員 24年度のこの枕崎の後発医薬品の使用状況、それをこの新しい計算方法

に置きかえると、どのぐらいこれポイントというか、パーセント的には上がりますか。

○白澤芳輝健康課長 平成25年３月末の国民健康保険の被保険者の後発医薬品の旧ベースで申

し上げますと、これが32.5％でございまして、新ベースになりますと48.8％というふうになり

ます。16.3ポイント上がるということになります。

○７番禰占通男議員 この国保の医療費抑制について、具体的に本市が取り組む事項はどのよう

なものがあるんですか。

○白澤芳輝健康課長 医療費適正化及び医療費抑制につきましては、従来から取り組んでいます

レセプト点検。それから、同一疾病で複数の医療機関を受診される方や、一月に何回も受診され

る方への訪問指導、それと、ジェネリック医薬品の使用促進の取り組みを強化させるとともに、

新たに医療費データ及び健診データの活用による保健指導を充実・実施いたしまして、糖尿病、

高血圧症、脂質異常症、慢性腎臓病などの発症が予想される方に早期に保健師が接触することに

より、これらの疾病の予防につなげていきたいというふうに考えております。

○７番禰占通男議員 この国保財政健全化計画書の中にもこの項目も設けられておりますけど、

ジェネリックカードの使い方、医薬品の適正化事業によるこの啓発用雑誌、市の広報紙の活用な

どもいろいろありますが、先ほども議会が始まる前に市長とちょこっと話す機会がありまして、

市長のお話も伺いましたけど、医者は病人にとっては本当に神様です。その人に自分の考えを言

うということもまたものすごく勇気がいることだと思いますから、このカードの使い方、また、

市民に対しての医薬品の単価の……、先ほど言われましたように、レセプト点検の結果などこう

いったものも、やはり、この保険税率の値上げの場合もですが、いろんな健康づくり事業、そし

てまた各種スポーツの集まりなどがあると思うんですよ。やっぱりその中で、この活用とか、そ

ういう健康に取り組むことを担当者が云々というんではなくて、そういう場で繰り返し繰り返し

私はお願いするしかないと思うんですよ。私もこのレポート書きながら、女房にちょっと保険証

を出してくれと言って、何をするのと言ったから、保険証の裏を見るのよと言ったら、保険証の

裏は臓器提供の項目しか載ってないんですよね。やはり、その裏を活用するとか、それから後期

高齢者の保険証も私、今度もらいました。それは昔の保険証と同じ、三つ折りになった大きな保

険証です。やはり、そのスペースがあるところは有効活用をして、なるべくこの医療費抑制とい

うことを念頭に置いて、私は活用するべきじゃないかと思うんですよ。

それでまあ、５月28日に財政制度審議会が諮問されておりますけど、薬価の保険適用は後発

医薬品の価格を上限とするということが答申されております。そのジェネリックとの価格の差は、

新薬との差は、この差額は、患者の自己負担とするという、こういう指針が出されておりますの

で、こうなると、今度は病院とか医局がものすごく影響があると思うんですよ。下手するとこれ、

つぶれるところがあるかもしれませんよね。やっぱりそれほど、この医療費の抑制というのは国

にとっても、また重要課題ということで取り組んでいるのではなかろうかと私は思っております。

ですから、この国保に限らず市の担当もいろいろと考えをめぐらして私は取り組んでもらいたい

と思います。

次の質問に、６番目にいきます。

保険料滞納者の、この治療費についてお伺いします。平成24年度の滞納者で、資格証明、短
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期保険証を使って治療または投薬を受けた人は何名いるのかをお伺いしたい。

○白澤芳輝健康課長 平成25年３月末の資格者証対象世帯につきましては８世帯、短期被保険

者証交付世帯は269世帯となっておりますが、そのうち、平成25年３月に診療を受けた世帯は93

世帯で、人数といたしましては122人の方が診療を受けているということでございます。

○７番禰占通男議員 この証明書、短期の保険証を使って治療を受けるということになると、毎

日の生活にも困っていると思うんですよ。この患者というか、その証明書を使って医療の治療を

受ける人がこの窓口では一たん支払う義務がありますよね、３割。その高齢者は１割となってい

ますが、この人たちの支払いというのは、どのようになっているんですかね。

○白澤芳輝健康課長 当該診療に係る一部負担金の、その患者さんの一部負担金の支払いという

ことでしょうか。どのようになっているかといっても、そこまで詳細にはつかんで把握はしてお

りません。

○７番禰占通男議員 次の、７番の質問とも関連しているんですが、７番の質問にいきますけど、

この県内の公的病院や救急を扱う総合病院では未収金の額が膨大になっているということです。

本市の医療機関の未収金というのは、こういうのは把握できているんですか。

○白澤芳輝健康課長 医療費の未収金につきましては、各医療機関に問い合わせは行いましたけ

れども、法人情報、個人情報の関係もございますので、また、問い合わせしましたら、なぜその

ようなことをするのかというようなおしかりも受けたところもございますので、そういうところ

で答弁につきましては、差し控えさせていただきたいと思います。

○７番禰占通男議員 鹿児島の市立病院では、この未収金が2011年３月末現在で１億4,700万、

これを回収するために担当職員を置いて回収に当たっているということです。そしてまた、鹿児

島県の保険医協会の103施設の63％で患者の経済的理由から治療を中断・中止している事例があ

るということです。そしてまた、４割を超える68施設も含まれているということです。

それでは伺いますが、本市の市立病院でのこの未収金というのは考えられないんですか。

○園田勝美市立病院副管理者 市立病院の未収金につきましては、決算の際に決算書の中に３月

末、年度末現在での未収金の額、さらに、監査委員によります決算審査に基づきます審査意見書

の中で、毎年度６月までに回収された額で未収金残高が幾らというのは、決算の際に御提示をし

てございます。

平成24年度につきましては、４月末現在で申し上げますけれども、合計延べ入院・外来合わ

せまして94件ほどございます。額にいたしまして、383万5,090円ということになっております

けれども、未収者の中につきましては、分割で納付を継続されている方、年金受給日あるいは生

命保険給付の日まで一時的に支払い期限の延長を申し出をされている方ということがございます。

未収金の額につきましては、先ほど申し上げたとおりですけれども、これが総収益に対しまして

24年度５億7,586万4,171円でございますので、それに占める割合が0.67％。入院・外来収益が

５億1,153万4,810円でございますので、未収金割合は0.75％を占めているということでござい

ます。

それと、最後に申し上げておきますけれども、市立病院は公的病院ではなくて、公立病院であ

るということでございます。

○７番禰占通男議員 ありがとうございました。８番の質問に移らせていただきます。

この会社勤めをしていれば、健康保険となるんでしょうけど、こういう方たちが退職、何らか

の状態によって、その資格を失っている。こういう方たちのことを私は考えているんですが、国

保に移行手続をせず、無保険者の実態はどのようになっているのかをお伺いいたします。

○白澤芳輝健康課長 離職者が再就職するまでに国保への加入手続をとらずに無保険状態が生じ

ている現実もあると考えておりますけれども、本市において、何人の方が無保険であるかという

ことは把握できないと。
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例えば、被用者保険から居住地の国保保険者に対する脱退の通知が義務づけられるということ

も考えられますけども、約1,800ぐらいの被用者保険者がありまして、全国に市町村国保約

1,720ありますので、その間でそういう多数のそういう異動を通知することは、現実的には困難

であろうかなと思います。ただ今後、マイナンバー制度の利活用等も考えられるところでござい

ます。

なお、本市においては住民税申告のときに、この人は無保険状態ではないかなと思われる方が

いらっしゃいます。社会保険料の控除額が全然ない人、言えば、社会保険料を払っていない人に

ついて、そういう部分で、無保険状態でないかなという方については、税務課のほうで保険加入

の慫慂を行っているところでございます。

○７番禰占通男議員 あと９番にいきますけど、この医療相談窓口が私はものすごく気になって

いるんですよ。まあ、先ほど来から言うように、お金が十分であれば即、専門医のとこへ行けば

いいんですけど、そういうこともなかなかできないという方も数多くいると思いますので、この

医療相談窓口は、この本市においてはどのようになっているのかをお伺いいたします。

○白澤芳輝健康課長 まず、かかりつけの医療機関において、そういう医療費の支払いとか、生

活上の問題がある場合については、医療ソーシャルワーカーを配置していらっしゃる病院が、市

内には４カ所の病院がございます。そういうところで相談を受けられる場合、あるいは最終的に

医療費の支払いが困難、どうしようもない。生活費も工面できないという場合については、もう

残されているというのは生活保護の相談なり、あるいは、福祉のほうであります家庭児童相談室

あたりで相談を受けられるというパターンが考えられるというふうに考えます。

○７番禰占通男議員 この医療相談のこともなんですが、病院によっては自分の病院のアンケー

ト用紙を置いているところもありますし、またそれで、母子・父子家庭等の医療助成金について

の支給申請書、また、重度心身障害者等医療費助成金なんかの支給申請書を受付に備えている医

療機関も私は縁があって、そこの資料をくださいと言って今でも持っているんですが、こういう

申請書ですけど、これは、この方たちは、この申請書はこの役所でもらってそれで申請するんで

すかね。

○佐藤祐司福祉課長 ただいまお尋ねの重心医療費の申請につきましては、対象者が隣の係の障

害福祉係とかに来て手帳の申請とかされますので、横の連携をとりながら、該当者には申請をし

ていただくよう呼びかけております。

○７番禰占通男議員 10番目の質問ですけど、この国保運営を都道府県に移すと、１人当たり

の平均保険料で最大で年間３万9,000円の値上げが見込まれるとなっていますけど、枕崎市のこ

の試算とかはなされているんでしょうか。

○山口英雄税務課長 厚生労働省は、去る５月10日の社会保障審議会医療保険部会におきまし

て、国保の保険者を都道府県に移行して、保険料を都道府県内の平均保険料に統一した場合、多

くの保険者で保険料が上がるということで、その中で、最大で東京都三宅村の場合、年間約３万

9,000円の引き上げが必要であると、そういう試算を示しました。

この試算につきましては、平成22年度の国保事業年報のデータをもとにしまして、介護分を

除く１人当たりの国保税の調定額について、各都道府県内の最高額、最低額及び平均額を単純に

比較した試算でございまして、同省の示した資料によりますと、仮に、国保事業の広域化に伴い

国保税を県平均額に統一した場合、鹿児島県におきましては、１人当たりの国保税調定額の最も

低い三島村が、３万3,335円の引き上げになるというふうにしております。そのデータによりま

すと、本市の場合は、4,786円の引き上げが必要との試算になっているようです。

○７番禰占通男議員 この健康づくりの方法は、また、この国保財政健全化行動計画にも述べら

れておりますけど、本市は、12番、13番にも書いてありますが、いろいろな役割の人たちがお

ります。この中で、どのように健康づくりをやっていくのかをお伺いいたします。
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○白澤芳輝健康課長 行動計画の中にも書いてございますけれども、市民の健康づくりに関しま

しては、平成23年度に市の職員によりますプロジェクトチームを立ち上げまして、新たな健康

づくり事業の実施について検討を重ねた結果、平成24年度から生活習慣病予防を目的としたダ

イエットコンテストを実施しているところでございます。

そのほかにも、ウオーキングを主体とした健康づくりの推進、各種団体と連携した運動スポー

ツ・健康づくりの推進、介護予防事業と連携した健康づくり事業、それから、栄養・食生活の改

善、健康教室、健康講座の開催などさまざまな視点での取り組みを行っていきたいというふうに

考えております。それぞれの、そういう事業の中で、保健師、保健推進員さん方にも協力をいた

だいて、保健師についてはその中で当然やっていきますし、保健推進員さんについても御協力を

いただいて、これらの事業を進めていきたいというふうに考えております。

○７番禰占通男議員 先般、日本一の長寿県となった長野県のことでありますが、保健師さん、

保健推進員さん、これは保健推進員じゃなくて、何か向こうは保健補導員というそうですけど、

この人たちが役割を担っているとあります。

それとまあ、20日ほど前視察に行った志布志市の首長も部下を伴い、２年前に川上村に視察

に行ったということです。私は、なぜ川上村なのかといろいろ調べた結果、農産品の所得は相当

な収入を得ておって、年間153億円、農家数が607だそうです。相当な売り上げをしておるよう

です。

それでまあ、なぜこの長野県の活動が始まったのかというと、起源は1944年、戦後すぐだっ

たとこの年数から見ると思うんですが、無医村で働き始めた保健師さんが、赤ん坊の健診などを

手伝う主婦の組織づくりが、これが第一歩だったそうです。ですから、調べてずっといくと須坂

市の人口が５万3,000人という中でも、この280人ぐらいの関係者が関係して活動しているよう

です。

その中で、お伺いしますけども、これは保健師さんと枕崎の推進員さんもあわせてですが、こ

の人たちの健康づくりに対する役割ということでは、ものすごく比重があると思うんですよ。で

すから、本市の役割、そしてまたこれからの展望を聞かしてもらえればいいと思いますけど、ど

うでしょうか。

○白澤芳輝健康課長 まず、保健師の役割ですけども、保健師の役割につきましては、地域に住

む人たちを対象として健康管理を行ったり、行政からの保健サービスを提供することにあると考

えております。乳幼児からお年寄り、男性も女性も地域に住む方ならすべてを対象として、病気

の予防や健康増進へ導く役割を担っていると考えているところです。

今後につきましては、やはり地区担当制等を採用いたしまして、保健師がそこの地区のことに

ついては把握していくということで考えておりまして、やはり各校区、校区ごとに１人、枕崎校

区は２人の保健師を配置いたしまして、地区担当制で住民の健康増進事業等も行っていきたいと

いうふうに考えております。

また、保健推進員さんにつきましては、地域保健活動を通じて市民の健康に関するそういう諸

問題の把握と保健知識の向上を図ることによりまして、市民の健康の保持及び増進に寄与するこ

とということにあると認識いたしております。保健師の補助的なというか、そういう地区の、や

はり保健師が目に届かないところでも保健推進員さんを通じて情報を提供してもらって、さまざ

まな場面で保健予防、あるいは疾病予防と重症化予防、さまざまな観点から保健推進員さんにも

協力をしていただかなければならない場面が今後ふえてくるというふうに考えております。

○７番禰占通男議員 途中を省いて、最後の15番の質問にさせていただきたいと思います。

昨年からダイエットコンテストも始まって、ポイント事業で豪華商品を贈呈というのも市報に

ありました。ですが、このポイント事業は日本全国、最初は何かアメリカで始まってマイルポイ

ントと出ていたみたいです。それでまあ私が思うのは、このポイントをマイレージとして、この
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地域の幼稚園・保育園、小・中学校に寄附してＰＴＡの保護者活動で使ってもらうという、これ

はできないんだろうかと思います。地域密着型で地域一丸となって健康づくりをやっていけたら、

また健診率も上がるだろうし、また納税率とか、そういうのにも影響してくると思うんですよ。

お考えを……。

○立石幸徳議長 時間ですので、また次の機会に説明をいただいてください。

ここで10分間休憩をいたします。

午前10時29分 休憩

午前10時38分 再開

○立石幸徳議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

次に、吉嶺周作議員。

［吉嶺周作議員 登壇］

○14番吉嶺周作議員 皆様、おはようございます。

本定例会の一般質問の結びを締めくくらせていただきます、吉嶺周作です。しばらくの間、お

つき合いのほどよろしくお願いいたします。

去る４月28日、枕崎駅舎も無事完成いたしまして、駅周辺が昔のような活気あふれる町並み

も少しずつですが、取り戻しつつある中、このＪＲ指宿枕崎線につきましても、開通いたしまし

て、ことしで50周年に当たります。本市においても、この50周年の節目を有効的に活用したイ

ベント活動を重点的に展開してみてはどうでしょうか。今後、駅周辺の整備事業も始まりますが、

市民に対し、根拠のある、市民のための事業にしていただきたいと心から願っております。

まず初めに、災害・防災の備えについて質問いたします。

南海トラフ巨大地震が今後30年以内に起こる確率が60％から70％と高い数値で予測されてお

りますが、本市の食糧等の備蓄は、その後、どのような取り組み、改善をなされてきたのか、お

伺いいたします。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 政府の地震調査委員会は、南海トラフにおいて、今後30年以内にマグニチュー

ド８以上の地震が起こる確立を60％から70％と予想しておりまして、マグニチュード９クラス

の巨大地震を想定した被害予想も行っております。それによりますと、高知県などでは、30メ

ートルを超える津波の高さが予想されておりますが、本市において、津波の最大予想の高さは５

メートルでありまして、地震の最大震度予想は、震度５弱となっております。

災害時の食糧等の備蓄についてでありますが、本市は、ニシムタ、コメリ、旭ガスの各企業と

の間で、災害時における物資供給、飲料水供給の協定を結んでおりまして、災害時には、優先的

に供給されることになっております。また、今年度予算で乾パンなどの非常食を約500食分購入

予定であり、今後も毎年同程度の量を購入して、備蓄に努めたいと考えております。非常食の賞

味期限は、おおむね５年でありますので、賞味期限の切れる５年目には、防災訓練の炊き出し訓

練で活用していきたいと思っております。

○14番吉嶺周作議員 コメリやニシムタと締結していてもですね、どんな大災害がくるかわか

りません。また、住民はその大災害でパニック状態となり、東日本大震災のときのように、スー

パーやＡＴＭを荒らす方まで出てくるおそれがあるため、行政としてしっかりとした安全な場所

での備蓄倉庫が必要ではないかと思うんですが、そのあたりはどうお考えでしょうか。

○永留秀一総務課長 ただいま市長が答弁いたしました非常食の備蓄につきましては、市のほう

で妙見の高台に農業共済施設が、建物が市のほうに移転するということで、そこを災害対策用の

非常食も含めた災害用の資機材、それから食料品などの保管場所にしたいというふうに考えてお

ります。

○14番吉嶺周作議員 それでは、備蓄について近隣のまちの状況を言いますと、南九州市が乾
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パンや水、南さつま市はビスケットやアルファ米といったような食糧の備蓄をしておりますが、

南さつま市の場合、食糧の数量を人口の約１％の３食分ということで、ビスケット、アルファ米

をそれぞれ1,200食ずつ備蓄しております。本市の場合、500食で14万6,000円と当初予算に計上

してありますが、この500食分の14万6,000円はどのような試算をしたのか、お伺いいたします。

○永留秀一総務課長 25年度で購入をする非常食は500食分をと考えておりまして、それを14万

6,000円の中から充てていこうと考えております。乾パンだけではなくて、例えば、子供さんな

んかが食べやすいビスコでありますとか、あるいは御飯類についてもひじき御飯とか、お湯をか

けたら食べられるような御飯類、そういったことも取りまぜて500食分、25年度は購入をしてい

きたいというふうに思っております。

今後については、先ほど市長からも答弁いたしましたが、毎年同程度ずつ備蓄をしていきまし

て、最大で2,500食、その程度は備蓄をしていきたいというふうに思っているところです。

○14番吉嶺周作議員 こういった試算の仕方は、人口や財政状況などで各自治体相違するとは

思いますが、災害はいつ、どこで、どんな事故が発生するのか予測が難しいですので、それに対

応できるような体制をとっていく必要があるのではないかと思います。

次に、花渡川を分岐点として、本市は東西に分かれますが、花渡川にかけられてある６カ所の

橋が大地震や津波で破壊された場合、救急等の緊急時の手段として、船や防災ヘリになってくる

と思われますが、防災ヘリが離着陸できるような場所は何カ所あり、どこを指定しているのでし

ょうか。

○永留秀一総務課長 まず、防災ヘリの使われ方というか、目的というのは、災害時の人命の救

助、そういったことが主な目的で使われますので、移動手段とか、そういったことに使われるも

のではありません。

質問にお答えしますが、防災ヘリの通常時の離着陸場所については、本市では、塩浜運動場と

なっておりますけれども、災害などの緊急時におきましては、防災ヘリの機長判断で片平山公園、

あるいは枕崎中学校の校庭など、防災ヘリが離着陸するスペースがあれば、どこでも離着陸がで

きるということになっております。

○14番吉嶺周作議員 それでは、この防災ヘリは、鹿児島県には何機備えているんでしょうか。

○永留秀一総務課長 鹿児島県には、防災ヘリは１機でございます。

○14番吉嶺周作議員 大災害となった場合、県全体が被災されるわけですから、防災ヘリが１

機では、とても追いつかない状況になると予測されますが、迅速な救助活動は余り期待できない

と思います。そこで、本市の自主防災組織率はどのような現状になっているのか、お伺いいたし

ます。

○永留秀一総務課長 鹿児島県に防災ヘリは１機でございますが、東日本大震災でも見られまし

たように、全国の都道府県がそれぞれ防災ヘリを持っておりますので、災害が起きたときには、

連携をとって、全国から防災ヘリが救助活動に来てくれるようになっているところであります。

それから自主防災組織の結成状況ですが、24年度末で76公民館のうち57の公民館が結成して

おりまして、市内の人口カバー率で言えば、83.86％となっております。

○14番吉嶺周作議員 いざ災害となった場合、自分たちのまち・地域は、自分たちでというよ

うな活動になってくると思うのですが、人命にかかわることですので、ぜひ、この自主防災組織

率が100％になれるよう、しっかりと行政のほうからも指導していっていただきたいと思います。

次に、災害時に自力で避難することが困難な高齢者や障害者等の災害弱者の名簿作成は、どの

ような現況となっているのか、お伺いいたします

○永留秀一総務課長 災害時要援護者の避難支援対策につきましては、平成19年度に枕崎市災

害時要援護者避難支援プランを策定しまして、個別の支援プラン作成に取り組んできております。

本年の５月現在で28公民館で100世帯、103名の方が登録をしております。福祉課、総務課、そ
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れから警察、消防、それぞれ対象公民館長で名簿を共有しておりまして、災害時にいち早く避難

できる体制をとっているところであります。

○14番吉嶺周作議員 政府のほうも災害対策基本法等の一部を改正する法律案を今国会に提出

しておりまして、その中には、災害弱者の名簿義務化についても盛り込まれております。国会に

おいては、５月28日、衆議院審議結果が可決され、現在、参議院で審議中との報告をされてお

ります。東日本大震災では、死亡者のうち60歳以上が６割以上を占め、被害に遭った障害者も

多かったそうです。そこで、本市には、この災害弱者に当たる方々は何名ほどいるのか、お伺い

いたします。

○永留秀一総務課長 今、議員からありましたように、災害弱者の名簿作成が災害対策基本法の

改正というかたちで今現在、国会で審議されているところでありますが、この災害時要援護者の

名簿作成について、名簿作成の対象範囲でありますとか、そういった具体的な通知が現在のとこ

ろ、国から来ていないところであります。

通常、災害時要援護者につきましては、高齢者あるいは障害者などが対象となりますので、参

考となる人数を申し上げたいと思います。高齢者のうち、本市で介護認定を受けている要介護３

から５の方が455人いらっしゃいます。それから、身障者のうち１級と２級の方が679人であり

まして、この方々を合計すると1,134人となるところであります。

○14番吉嶺周作議員 24年度の本市の統計では、80歳以上の方が2,577名おりまして、災害弱者

の予備群とも言えるのではないでしょうか。

そのほかに、近隣のさつま市では申し出による災害時要援護者名簿登録の申請を実施しており、

南九州市では、災害弱者全員の名簿作成は、もう既にされており、行政や消防団の方も把握して

いるとのことです。本市も義務化になる、ならないにかかわらず、名簿作成の促進強化に努めて

いただきたいと要望しておきます。

次に、川内原発で重大事故が発生した場合、いちき串木野市の本浦地区、上名地区、計5,814

人の避難場所として本市が指定されておりますが、指定されてある16施設は、具体的にどこに

なっているのか。地区ごとの御説明をお願いいたします

○永留秀一総務課長 川内原発の質問を答弁する前に、本市の災害時要援護者の名簿作成の取り

組みにつきましては、申し出による名簿作成を取り組んでおりまして、その登録者が先ほど答弁

いたしました103名ということになっております。今後、国の法律改正によりまして、義務化に

なった場合には、その対象名簿について、関係機関と協力して、名簿作成に対応していきたいと

いうふうに考えております。

それから川内原発で重大事故があった場合のいちき串木野市からの避難の関係ですが、いちき

串木野市が原子力災害対策暫定計画を策定しまして、いちき串木野市の住民を枕崎市へ避難させ

る計画を定めておりまして、本市も受け入れを承諾しております。計画による本市の避難施設を

平成24年６月議会におきまして16施設と申し上げておりましたが、17施設でありましたので訂

正をさせていただきたいと思います。17施設の内訳につきましては、金山地区が金山小学校、

金山センター。桜山地区が桜山小学校、桜山中学校、城山センター、妙見センター。立神地区が

立神小学校、立神中学校、立神センター。枕崎地区が枕崎小学校、枕崎中学校、市民会館、健康

センター、松之尾センター。別府地区が別府小学校、別府中学校、別府センターとなっておりま

す。

○14番吉嶺周作議員 それでは、この避難場所の各施設ごとの責任者は、指定されているので

しょうか。

○永留秀一総務課長 川内原発で重大事故があった場合の避難住民の受け入れ施設は、本市が災

害があった場合の災害時の第１避難所及び第２避難所になっております。

第１避難所である地区公民館などの８カ所につきましては、本市が定めています避難所配備計
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画におきまして、各施設に２名ずつ具体的な名前を書いて職員を配備しております。責任者を定

めているということです。

第２避難所である小・中学校につきましては、第１次避難所に収容し切れないときに避難所を

開設することになっておりまして、避難所配備計画では、具体的な人員は記載しておりませんが、

職員動員配備計画で第１配備から第３配備までの職員を災害時の要員として配備しておりますの

で、災害時にはその配備職員の中から、第２避難所、小・中学校のほうに職員を配備するという

ことになっております。

○14番吉嶺周作議員 その避難場所では、具体的にどのような支援方法を行っていくんでしょ

うか。

○永留秀一総務課長 避難所の開設及び運営に当たりましては、本市の避難所管理運営マニュア

ルを作成しておりまして、マニュアルに基づいて対応することになっております。

具体的には、避難所運営会議を開きまして、支援の問題点を出し合いながら、総務班、被災者

班、情報広報班、施設管理班、食料物資班、救護班、衛生班などの各活動班ごとに避難して来ら

れた人達にきめ細かい実施を支援していくことになります。

この避難所管理運営マニュアルにつきましては、市の防災計画に、資料編に掲載してあります

ので、参照していただければと思います。

○14番吉嶺周作議員 本市の地域防災計画の中に、今言われました避難所管理運営マニュアル

を作成してありますが、実際、予行訓練を１回でも行ったことがあるのか、お伺いいたします。

○永留秀一総務課長 昨年（81ページに訂正発言あり）、津波避難訓練を初めて枕崎で行いま

して、立神地区の田中地区、田畑地区の方々を立神小学校に避難していただくという訓練を行い

ました。そのときに、体育館のほうに実際に避難所を開設するという想定で、市の避難所を担当

する職員に事前に避難所管理運営マニュアルに沿ったかたちで対応をしようということで打ち合

わせをしまして、実際に訓練で避難して来た方々に対応するという訓練を行っております。今後

も市の防災訓練で、そういったかたちで訓練をしていきたいと思っております。

○14番吉嶺周作議員 避難を余儀なくされた方々に対して、安心できるような充実した支援活

動ができるように、また、人命にもかかわる大事なことですので、事故を十分想定した訓練をや

っていきましょう。

次に、庁舎においては、災害時に備え、各課の機密書類、重要書類等のコピーを別途保管して

あるのでしょうか。

○永留秀一総務課長 巨大地震あるいは津波などの災害時の各課の機密書類、重要書類のコピー

を別途保管してあるのかということでありますが、政府が被害を想定しております南海トラフ巨

大地震の本市での最大震度予想は震度５弱となっておりまして、津波の最大予想の高さは５メー

トルとなっております。この５メートルというのは、最悪の場合というか、満潮時の潮位を含め

た津波予想の高さが５メートルということになっておりまして、南海トラフ以外の九州大地震、

あるいは県内での地震での津波予想も高さも示されておりますが、南海トラフ地震よりも低い想

定となっております。

市役所の土地の標高は9.1メートルでありますので、津波による庁舎の被害はないものと考え

ておりますけれども、重要書類などについては、各課において、耐火金庫に保管するなどの対策

をとっているところであります。

○14番吉嶺周作議員 万が一に備え、重要書類等は記憶媒体を利用して、管理者また安全な保

管場所をしっかりと決めていただきたいと要望しておきます。

次に、ごみステーションのあり方について質問いたします。

市街地のバス停留所がごみステーションになっている場所が２カ所ありましたが、１カ所は場

所を移動し改善されておりますが、残りの１カ所はそのままの状態となっております。設置場所
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の移動を早急にするべきだと思いますが、当局の御見解をお伺いいたします

○南田敏朗市民生活課参事 御指摘のごみステーションの場所につきましては、現場を見させて

いただいたところでございますけれども、ごみステーションの設置場所につきましては、これま

で公民館と協議を行いまして、決定をしてきたところでございます。

西本町側の東本町バス停というところのすぐ横に看板だけがありますごみステーションがござ

いました。これにつきましては、景観的にも好ましい状況ではございませんでしたので、対応策

につきまして、去る６月５日に西本町公民館長と協議をいたしましたところ、近日中に役員会が

開催されるということで、役員会の中で協議をしていただくということになっております。

今後、西本町公民館から私どもに説明の要求等がございましたら、私どもも出かけて説明をし

ていきたいというふうに考えております。

○14番吉嶺周作議員 いくらアートストリート事業で町並みをきれいに飾っても、まちを散策

する方や観光客が見た場合、まず、ごみステーションの場所を移動するべきだとだれもが思って

いるはずです。

それから、鉄道沿いにもごみステーションになっている場所があります。電車で来られた観光

客目線で見た場合、どう映るでしょうか。新駅舎が完成し、今後、駅周辺の整備も行っていくは

ずですが、その通り沿いにごみステーションがあっては、ローカルな町並みのよさや景観も損な

ってしまいますので、ぜひ、早急に設置場所の移動をしていただくよう、強く指摘しておきます。

次に、市内には、433カ所のごみステーションがありますが、ごみ袋の捨て方が地域によって

異なります。ネットをかぶせているところ、金物でつくったおりに入れているところ、ネットも

なく道に山積みされているところと、大きく分けて３通りありますが、市街地のほうは金物でつ

くられたおりにしているところは少ないような気がいたします。そこで、まちづくりの一環とし

て、市内全体のごみステーションの統一化を図るべきだと思いますが、当局の御見解をお伺いい

たします

○南田敏朗市民生活課参事 まず、ごみステーションの数でございますけれども、現在、25年

の４月１日現在で396カ所となっているところでございますので、よろしくお願いいたします。

それから、ごみステーションのあり方につきまして、設置の方法につきましても、公民館で対

応していただいているところでございまして、御指摘のように公民館によっては、金属製の立派

なごみステーションを設置しているところもありますし、看板のみというところもございます。

カラスや猫の対策等を考えますと、ボックスやネットを活用したステーションが望ましいとは

思いますけれども、公民館ごとにそれぞれのさまざまな事情があるというふうに承っております

ので、現在の状況になっているものと考えております。

全公民館が統一した規格のものを設置するということは、現在のところ非常に難しいと考えて

おります。しかしながら、それぞれの公民館の事情に応じた改善策について、それぞれ公民館が

協議をしたいということであれば、今後、必要に応じて公民館等と協議をしていきたいと考えて

おります。

○14番吉嶺周作議員 金物のおりを購入することやお金や予算にかかわることですので、じっ

くりと今後の課題として市や衛自連のほうで審議していただきたいと要望しておきます。

次に、ごみステーションの標識の文字が薄くなっていたり、外れてついてない場所があります

が、新設・取りかえをするべきではないでしょうか。

○南田敏朗市民生活課参事 ごみステーションの標識等につきましては、平成22年度から23年

度にかけまして、一斉点検を行いまして、なくなっているところや見えにくくなっているところ

は、補修等を行ってきたところでございます。その後、御指摘のように標識がなくなってたり薄

くなっていたりするところもございますが、このような場合は、公民館長等から連絡をいただい

て、随時対応しているところでございますので、またお気づきの点がありましたら、公民館長等
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を通じて、お知らせいただければありがたいと思います。

○14番吉嶺周作議員 その地域に長く住み続けている方は、ごみステーションの場所、日にち

は把握できていると思いますが、転入者の方々は、まず自分が住む地域の生活空間を調査する上

で、ごみステーションのチェックは入れるはずです。そのとき、標識が外れていたり、文字が薄

くなっていては、転入者は困るのではないでしょうか。標識につきましては、年に１度でもチェ

ックし、委託してある清掃社や衛自連と連携をとり、必要に応じて、取りかえを図っていただき

たいと要望しておきます。

次に、インフルエンザ対策について、今のところ季節的にインフルエンザの流行は発生してお

りませんが、世界規模の感染が予測されております中国の鳥インフルエンザ、中東ではコロナウ

イルス、ともに死に至る恐怖のウイルスと言われており、飛沫感染などが原因で我が国でも８週

間で3,200万人が感染し、そのうち最悪な事態で64万人が死亡するとの予測を厚生労働省がされ

ておりますが、本市では、インフルエンザ予防に対し、小・中学校ではどのような取り組みをし、

どういった効果が出ているのかお伺いいたします

○久保等保健体育課長 教育委員会におきましては、管理職研修会、保健主任・養護教諭等研修

会で、児童・生徒や教職員の健康状況を確実に把握するとともに、手洗い、うがいやせきエチケ

ットを励行することや、必要に応じてマスクを着用すること、また、不要な外出を控えることな

どを継続して指導してきております。

各学校においては、生活リズムの確認や教室の換気、消毒液の設置や予防接種の促進、机配置

の配慮や集団での活動を控えているところであります。さらに、児童・生徒による校内放送での

呼びかけや、保健だより等で保護者向けに情報を発信しております。

効果については、子供たちが意識して学校生活を送るようになった、集会等を控えることによ

り、拡大を防止できた、学級閉鎖があっても最小限の日数で対応できたなどの効果があったとこ

ろでございます。

○14番吉嶺周作議員 手洗い、うがいとか、そういったものは基本的なところなんですけど、

学校で体力づくりとか、教室が乾燥しないように、ぬれタオルを干すとか、そういった取り組み

はなされてないんでしょうか。

○久保等保健体育課長 今、議員が、御指摘があったとおりですね、そのような活動につきまし

ては、各学校の実態に応じて取り組んでいるところでございます。以上です。

○14番吉嶺周作議員 私の調べによりますと、Ｒ－１飲むヨーグルトがインフルエンザ予防に

すごく効果的だとわかったのですが、子供たちの健康で元気な体づくりという観点から見ても、

小・中学校の給食に供給し、実態調査をしてみてはと思うところですが、当局はどう考えている

のか、お伺いいたします。

○久保等給食センター所長 Ｒ－１飲むヨーグルトを牛乳にかえて学校給食に提供することは、

価格や栄養価及び摂取基準等を考えれば難しい状況であり、小・中学生を対象に実態を調査する

ことは、考えておりません。

○14番吉嶺周作議員 Ｒ－１飲むヨーグルトの市場価格は120円台となっておりますが、学校給

食に供給している牛乳は、幾らになっているんでしょうか。

○久保等給食センター所長 現在、小学生は200ミリリットルの牛乳を使用しておりますが、１

本当たり44.14円でございます。中学生は300ミリリットルを使用しておりますが、66.21円でご

ざいます。

○14番吉嶺周作議員 値段が倍以上違うんですけれど、このＲ－１飲むヨーグルトについて、

佐賀県有田町では、保育園や小・中学校で実態調査をしており、児童や生徒を対象に約2,000人

に半年間このＲ－１飲むヨーグルトを毎日飲み続けてもらった結果、有田町に隣接しているほか

の学校と比べ、インフルエンザの発症が10分の１以下だったと結果報告されております。この
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有田町の統計から見ても、検討する余地はなく、子供たちの健康を思えば、１学期は来月で終わ

りですので、２学期からでも実施していただき、インフルエンザが流行し始める10月から３月

に備えるべきだと思いますが、改めてこのＲ－１飲むヨーグルトの供給について、答弁をお願い

いたします

○久保等給食センター所長 今、議員が言われました実態調査につきましては、私のほうも聞い

てはおります。しかしながら、感染予防等につきましては、先ほど申し上げたとおり、各学校で

の取り組み、それをさらに推進するとともにですね、保健指導を徹底して、毎日の健康観察、規

則正しい生活習慣、それとバランスのとれた食生活を今後も学校に指導して、子供たちの健康保

持・増進に努めていきたいと考えております。以上です。

○14番吉嶺周作議員 最後になりますが、本市の国保会計が悪い状況にある中、インフルエン

ザ感染を最小限に食いとめるためには、このＲ－１飲むヨーグルトをまず給食に供給し、市民の

方々にも促進していただきたいと思うところです。

インフルエンザが一たん流行してしまうと、子供だけではなく、家族や老人にまで感染が拡大

し、そうなってくると、医療費にも多大な影響が出てきます。医療費抑制のためには、やはり、

予防が大事だということが改めてわかりましたので、ぜひ、学校給食にＲ－１ヨーグルトを供給

していただけるよう強く要望して、質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。

○立石幸徳議長 ここで、総務課長から発言を求められております。

総務課長が先ほどの答弁に誤りがあったので訂正させてくださいとのことです。

○永留秀一総務課長 先ほどの避難所運営の訓練についての質問の中で、立神小学校での防災訓

練を去年と申し上げましたが、正しくは平成23年度の訓練でありましたので、おわびして訂正

を申し上げます。

○立石幸徳議長 静粛にお願いします。

これをもって、一般質問を終結いたします。

次に、日程第２号及び第３号の２件を一括議題といたします。

市長に提案理由の説明を求めます。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 ただいま上程されました議案第120号及び議案第121号の２件について、提案理

由の説明を申し上げます。

まず、議案第120号平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）について申し上げます。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ4,824万2,000円を追加し、予算総額を99億0,284万2,000円

にしようとするものです。

地方債の補正は、地方道路等整備事業に係る変更によるものです。

補正予算の内容としましては、国の日本経済再生に向けた緊急経済対策による地域の元気臨時

交付金を活用した庁舎車庫建替事業及び地域の元気臨時交付金基金の積み立てをお願いしてあり

ます。

次の議案第121号枕崎市地域の元気臨時交付金基金条例の制定につきましては、平成25年１月

11日に閣議決定された日本経済再生に向けた緊急経済対策における公共投資の追加に伴う地方

負担額等に応じて交付される地域の元気臨時交付金について、地域経済の活性化等の推進を目的

とした活用を図るため、その一部を基金として積み立てるものです。

以上、主な点のみ申し上げましたが、よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提

案理由の説明を終わります。

○立石幸徳議長 ただいまの提案理由に対し、質疑はありませんか。

○７番禰占通男議員 この地域の元気臨時交付金ですが、今までこの使い道がはっきりしないと

いうことで、ほかの市町村でも保留になっていたと思うんですが、これはどのような経緯でこの
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ようになったのかをお伺いしたいです。

○本田親行財政課長 地域の臨時交付金の予算計上につきましては、使い道がはっきりとしない

ということではなくて、国の経済対策に伴って、その地方負担額に対して交付されるものですけ

ども、その交付対象の補助事業等がはっきりしないこと、また、額が決定されておりませんでし

た。５月の27日付で国のほうから交付限度額の提示がございましたので、今回、追加して補正

をお願いすることとしたところでございます。

○12番沖園強議員 条例関係では、４条におきまして果実運用という部分が主かと思うんです

けど、５条において市長が必要と認める事業、こうなっているんですけど、その市長が必要と認

める事業とは、大体、どういったものを指すんですか。

○本田親行財政課長 地域の元気臨時交付金の活用につきましては、充当できる経費が限られて

ございます。単独事業等、地方債を財源とする事業等に対して活用がなされるようになっており

ますので、必要とされる事業ということは、地域の活性化に資する単独事業ということでござい

ます。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

○３番豊留榮子議員 この元気交付金ですけども、基金で積み立てておくということなんですが、

もう既にずっと一般質問の中でもされてきましたけれども、国保会計ですよね。今回、値上げを

するということなんですけれども、この元気交付金を充てたら値上げをしなくて済むんじゃない

かと思うんですけど、もう車庫の建設はこれでいいかと思うんですが、その点は市長、どうでし

ょうか。

○本田親行財政課長 地域の元気臨時交付金の充当につきましては、ただいま申し上げましたと

おり、地方債を国の経済対策によりまして、本市におきましても、公営住宅の建設でありますと

か、対応を図ったところでございます。それに対しましては、地方債を発行することで財源を確

保したところでございますけれども、その地方債の縮減なども目的と国は考えております。です

から、この国の経済対策に伴う地方負担額の状況に応じて交付されました地域の元気交付金事業

の充当につきましては、また、地方債を充てて実施する事業等の活用しか想定されておりません。

したがいまして、国保の繰り出しとか、そういったものに対しては、活用できないところでござ

います。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

これをもって質疑を終結いたします。

この際、お諮りいたします。

ただいま上程中の予算関係議案については、６月７日に設置された予算特別委員会に付託して

審査したいと思いますが、御異議ありませんか。

［「なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

ただいま上程中の案件のうち、予算関係議案を除く案件については、議事日程に記載のとおり、

総務文教委員会に付託いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

午前11時26分 散会
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平成２５年枕崎市議会第４回定例会

議事日程（第４号）

平成２５年６月２０日 午前９時２８分開議

日程

番号

議案

番号
件              名

付 託

委員会

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１１５

１１６

１２１

請１

１１７

１１８

１１３

１２０

１１４

１２８

１２２

１２３

１２４

１２５

１２６

会期について

枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定について

枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

枕崎市地域の元気臨時交付金基金条例の制定について

少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１

復元を図るための、2014年度政府予算に係る意見書の提出を求める請

願

枕崎駅舎の設置及び管理に関する条例の制定について

枕崎駅周辺整備基金条例の制定について

平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第２号）

平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）

平成25年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１

復元を図るための平成26年度政府予算に係る意見書

平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第４号）

平成25年度枕崎市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）

平成25年度枕崎市立病院事業会計補正予算（第１号）

平成25年度枕崎市水道事業会計補正予算（第１号）

枕崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について

総 文

〃

〃

〃

産 厚

〃

予 特

〃

〃

総 文

〃

〃

〃

〃
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１７ １２７ 市長等の給与の特例に関する条例の制定について 総 文

○ 本日付議された事件は議事日程（第４号）のとおり
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１ 本日の出席議員次のとおり

１番 立 石 幸 徳 議員    ２番 俵積田 義 信 議員

３番 豊 留 榮 子 議員    ４番 今 門   求 議員

５番 清 水 和 弘 議員    ６番 新屋敷 幸 隆 議員

７番 禰 占 通 男 議員 ８番 城 森 史 明 議員

９番 沢 口 光 広 議員    10番 畠 野 宏 之 議員

11番 吉 松 幸 夫 議員    12番 沖 園   強 議員

13番 中 原 重 信 議員    14番 吉 嶺 周 作 議員

15番 牧   信 利 議員    16番 茅 野   勲 議員

１ 本日の書記次のとおり

東中川   徹 事務局長        下 山 健 一 書記

山 口 美津哉 書記          平 田 寿 一 書記

宮 崎 元 気 書記

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり

神 園   征 市長           久木田   敏 副市長

永 留 秀 一 総務課長         神 園 信 二 企画調整課長

下 山 忠 志 水産商工課長       岩 廣 和 憲 市民生活課長

本 田 親 行 財政課長         佐 藤 祐 司 福祉課長

俵積田 清 文 建設課長         真 茅   学 農政課長

白 澤 芳 輝 健康課長         山 口 英 雄 税務課長

迫 野   豪 水道課長         俵積田 寿 博 下水道課長

園 田 勝 美 市立病院副管理者兼事務長 瀬戸口   修 農委事務局長兼農業振興係長

福 元   新 財政課参事兼企画調整課参事  原 田 博 明 水産商工課参事

南 田 敏 朗 市民生活課参事      神 山 芳 文 市立病院事務次長

山 口 英 夫 教育長          三 島 洋 台 教委総務課長

木之下 浩 一 学校教育課長       上 園 信 一 生涯学習課長

末 永 俊 英 文化課長          久 保   等 保健体育課長兼給食センター所長

田野尻 武 志 監査委員         橋之口   寛 監査委員事務局長

児 玉 義 孝 選管事務局長       篭 原   均 会計管理者兼会計課長

中 村 責 郎 消防長               厚 石 賢太郎 警防課長兼消防署長

中 原 浩 二 消防総務課長兼消防団係長 山 口   太 総務課行政係長
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午前９時28分 開議

○立石幸徳議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、あらかじめ配付いたしておりますので、御承知おき願います。

日程第１号会期についてを議題といたします。

お諮りいたします。

本定例会の会期は、本日までと議決されておりますが、本日の議事日程に記載のとおり、６件

の新たな議案が提出されており、議事の都合により、会期を６月21日までの１日間延長したい

と思いますが、御異議ありませんか。

［「なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、会期を６月21日まで１日間延長することに決定いたしました。

次に、日程第２号から第５号までの４件を一括議題といたします。

総務文教委員長に報告を求めます。

城森史明議員。

［城森史明総務文教委員長 登壇］

○城森史明総務文教委員長 皆様、おはようございます。

ただいま議題となりました日程第２号から第５号までの４件について、総務文教委員会の審査

の経過並びに結果について、主な点のみ御報告いたします。

まず、日程第２号枕崎市税条例の一部を改正する条例の制定について申し上げます。

今回の改正は、地方税法の一部改正により、個人の市民税に係る住宅借入金等特別税額控除の

適用期限の延長及び市税に係る延滞金等の利率の引き下げ等が講じられたこと等に伴い、条文の

整備をしようとするものであります。

まず、寄附金税額控除に関し、平成25年１月から平成49年12月までの間、所得税において復

興特別所得税が課せられるため、都道府県または市町村に対する特例控除を受ける寄附金につい

て、所得税からの控除率と個人住民税からの控除の割合が変動するため、条文の整備をしようと

するものであります。

延滞金の割合等の特例については、国税における見直しに合わせて、平成26年１月１日以後

の期間において、市税に係る延滞金、還付加算金の利率の引き下げを行うもので、延滞金の割合

においては、年14.6％から特例基準割合に年7.3％を加算した割合に変更になるとのことであり

ます。

次に、個人の住民税の住宅借入金等特別税額控除については、居住要件の適用期限が４年間延

長されるとともに、平成26年４月１日から消費税の増税が予定されていることに伴い、平成26

年４月以降の居住に対する控除率が引き上げられるものであります。

このほか、納期限の延長に係る延滞金の特例、公益法人等に係る市民税の課税の特例及び東日

本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例に関する規定について、所要

の改正及び条文の整備がなされております。

委員から今回の条例改正は、本市の税収において有利なのか、不利なのかただしたところ、総

体的には、それぞれ個別に適用者がどの程度出てくるか定かではないので、現時点では把握でき

ないという説明がありました。

本件は、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、日程第３号枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について申し上げま

す。

今回の改正は、国民健康保険事業の非常に厳しい財政状況の中、今後の事業の継続的かつ安定

的な運営を図るため、保険税率の改定を行うほか、条文の整備を行うものであります。
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まず、後期高齢者支援金分等の課税額に係る税率については、所得割の税率を100分の1.8か

ら100分の2.7に、資産割の税率を100分の7.3から100分の7.4に、被保険者均等割額を6,200円

から6,400円に、世帯別平等割額を6,800円から6,900円に、特定世帯は3,400円を3,450円に、

特定継続世帯は5,100円を5,175円に引き上げるものであります。

次に、介護納付金等課税額に係る税率については、所得割の税率を100分の1.6から100分の

2.6に、資産割の税率を100分の8.6から100分の10.4に、被保険者均等割額を8,000円から１万

円に、世帯別平等割額を4,600円から5,600円に引き上げるものであります。

今回の改定により、１人当たりでは、差額１万0,170円の増、引き上げ率は11.06％、また、

１世帯当たりでは、差額１万4,162円の増、引き上げ率は9.74％になるとのことであります。

委員から、今回の税率改定は、低所得者に配慮しているとのことだが、その内容についてただ

しましたところ、国保税においては、負担能力に応じた応能割と受益に応じた応益割があり、応

益割をふやすと低所得者の負担が大きくなるので、応益割を軽くするということで検討がなされ

たとのことであります。

次に、平成24年度までの累積赤字額２億6,500万円をどのように解消するのかということに対

し、当局から赤字を解消する方法は、税率改定をするか、一般会計からの法定外繰り入れをする

しかないが、一気にやることは両者とも無理がある。今後、平成25年度から平成27年度までは、

単年度収支の均衡を図る努力をしっかり行っていく。その方法は、税率改定と一般会計からの法

定外繰り入れである。平成28年度以降の財政健全化行動計画において、今後３年間における保

険財政共同安定化事業の広域化や消費税増税等に伴う支援分による影響等を見きわめながら、赤

字を解消していくとのことであります。

次に、議会議決後の住民説明会については、説明箇所や回数等は、関係各課と調整中であり、

内容は国保税の改定部分、市民の健康づくりに関することのほか、直近の市の財政状況等を含め、

説明していきたいということであります。

委員から、今回の２けた台の改定率は市民にとって酷であり、１けた台にとどめることはでき

ないのかとただしましたところ、当局からは、単年度平均の改定所要額は3,400万円であり、今

後の被保険者数や世帯数の動向など、さまざまな要因を検討した上で、なるべく改定率を低く抑

える努力をしているが、改定所要額を満たすためには、２けた台の設定をせざるを得なかったと

の説明がありました。

最後に申し上げますが、審査の中で、特に、一般会計からの法定外繰り入れに対しては、委員

全員から強い意見・要望が述べられております。

本市の国保財政は、平成24年度で約２億6,500万円の累積赤字を抱えている中で、さらに国保

被保険者に保険税値上げで負担させるのはもう限界であり、一般会計からの法定外繰り入れを明

確にし、実施してほしいという内容であります。

以上でありますが、本件については、反対があり、賛成多数で原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、日程第４号枕崎市地域の元気臨時交付金基金条例の制定について申し上げます。

本条例は、平成25年１月11日に閣議決定された「日本経済再生に向けた緊急経済対策」にお

ける公共投資の追加に伴う地方負担額等に応じて交付される地域の元気臨時交付金について、地

域経済の活性化等の推進を図るため活用することを目的として、枕崎市地域の元気臨時交付金基

金を設置するものであります。

具体的な積立額は、3,354万2,000円で、平成25年度以降、平成26年度までに実施される地方

単独事業等の財源となるものであります。

委員から、この元気臨時交付金の対象事業はどうなっているのかただしましたところ、使途に

ついては、地方債を充てることができる地方単独事業と建設公債の対象となる国庫補助事業に限
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られ、国庫補助事業については、具体的な事業が示されているとのことであります。

委員からは、建設業界の方々と話をしても仕事がないとの声がすごい。当局はそれなりの努力

はされていると思うが、少しでも有利な交付金を勝ちとってほしいとの要望がありました。

本件は、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、日程第５号少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元を

図るための、2014年度政府予算に係る意見書の提出を求める請願について申し上げます。

本請願は、鹿児島市坂之上７丁目36番20号、堀一郎氏から今門求議員を紹介議員として提出

されたものであります。

本件は、採択すべきものと決定し、意見書については、総務文教委員の連名で本会議に提出す

ることに決定いたしました。

以上で報告を終わります。

○立石幸徳議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。

［「15番」と言う者あり］

○立石幸徳議長 牧議員は、総務文教委員会の所属委員でございますけど、特にその本来なら委

員会で意見等を開陳すべき立場にありますが、ただいまの報告に特に何かあれば質疑をしていた

だきたいと思います。

○15番牧信利議員 今の委員長報告について、お尋ねをいたします。

委員長報告では、国保税値上げは可決されたとのことですが、今の枕崎市の市民の暮らしの実

態は、どのようになっていると考えておられるのか。

当局の出した資料によりましても、多くの低所得者がいる貧困層と言われる方々32％、世帯

数で1,128世帯。それから、いわゆる所得なしと言われる人たちが32％、1,605世帯。合わせま

すと、2,600世帯にも上る方々が極めて低い生活水準に置かれています。この方々に新たな国保

税の値上げを、負担をかけることが果たして可能かどうか、どのような審議がなされたのか、お

尋ねしておきます。

次に、元気交付金についてお尋ねします。

元気交付金というのは、景気対策として、国が緊急に補正予算を組んで行ったものです。それ

は当然活用して、いかに枕崎市の活性化につなげるかと、この取り組みが当然なされていなけれ

ばなりません。そのような交付金を基金に積み立てて、いわゆるため込んでおいて本当に地域活

性化ができるのか、極めて疑問であります。元気交付金というのは、一体幾らため込む計画にな

っているのか、お尋ねします。以上です。

○８番城森史明議員 所得200万、国民健康保険被保険者の中で、所得200万円以下の80％に上

ります。非常に税を負担する能力は非常に厳しい状況となっていると思います。

そういうことで、これにもありましたけども、本当は保険税のほかの対応方法でという意見が

多く出ましたけれども、そして、低所得者に負担のない税制になっているかという、そういう質

問も出ました。そういうことで、低所得者に対しての意見が、審議がなされて、その方向性も委

員長報告で報告した内容となっています。

それと、元気交付金については、当然あの、地域の活性化に、一番の目的は地域の活性化にい

かに活用して、使うかということだと思います。そういう意味で、期間的には、26年度末まで

の事業に対して交付ができます。そういう意味で、非常に、その26年までの、市民のですね、

その創意工夫を持って枕崎が活性化するように使っていければと思います。

そして、交付金の額については発表したように、3,354万2,000円であります。以上です。

○立石幸徳議長 牧議員に申し上げます。

質疑については、委員長報告における委員会の審査の経過並びに結果についての質疑に限定さ

れますので、その旨、御承知おきいただきたいと思います。
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ほかにありませんか。

［「15番」と言う者あり］

○立石幸徳議長 牧議員、先ほど申し上げた、議長のほうで申し上げた点に留意して質疑を行っ

ていただきたいと思います。

○15番牧信利議員 委員長報告では、一般会計からの繰り入れについても審議をされたとのこ

とですが、きょういただいた資料では、市のため込み金、基金はですね、128億9,000万円（98

ページに訂正発言あり）にも上っています。これほどのため込みがあるのを、市民が暮らしてい

けるかどうかという大変な生活の中で頑張っている、こういう人たちを救うことこそが、市政の

仕事じゃないかと思っている。その点の基金の活用は、どのように論議されたのかお尋ねしとき

ます。以上です。

○８番城森史明議員 その128億のあれがちょっとわからなかったので、すみません、再度、ど

ういう基金なのか、お願いします。

○15番牧信利議員 私が答えなくちゃいけませんが、そういう立場でもないんですが、これは

25年度の見込み、予算の見込みの資料ですが、ここにありますのは、基金合計で128億……、

（98ページに訂正発言あり）

○立石幸徳議長 牧議員に申し上げます。

ただいまの数字については、12億8,900万の計数となっておりますので、その点を訂正の上、

お尋ねしていただきたいと思います。

○15番牧信利議員 議長が言われることはよくわかりますが、100億を超える（98ページに訂正

発言あり）ため込んだ金があるのに、なぜ、市民の苦しみを解決するために使わなかったのか、

その論議の過程をお尋ねします。

○８番城森史明議員 この基金に関する審議はされておりません。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

○12番沖園強議員 私は、議案第116号の国民健康保険に関してお尋ねしておきたいと思います。

ただいまの委員長報告で、法定外繰り入れを全委員が、そういった意見が出たということだっ

たんですけど、きょうも今後の見込みで出されたように、当然、今も基金の話が出たんですけど、

基金には目的がございまして、何で対応するかと。あれば財調しかないだろうなと。（「議員の

質問に対する反論はおかしいじゃないですか。質疑をすぐに終わらせてください」と言う者あり）

よろしいですか。（「そんなことをしたら、討論会になりますよ。いいんですか」と言う者あり）

○立石幸徳議長 質疑を続けてください。

○12番沖園強議員 まあ、法定外繰り入れをやるべきだという意見が強かったというような報

告だったんですけど、本日の状況から見ても財調そのものが25年度末で24年度末から２億ほど

を減って７億程度になるというようなことで、議会サイドといたしましても、今まで本市の財政

状況は極めて厳しいと。そして、将来負担比率、経常収支比率は悪いんだということで、非常に

当局に対しての批判・指摘があるわけですよね。

そうすると、全委員が法定外繰り入れをやるべきだと、私も傍聴していたんですが、当局は単

年度の収支均衡を保ちながら、年度末に収支がとれない場合は、法定外繰り入れも考えています

という答弁だったですよね。そうすると、今までも財政安定化支援事業分等につきましても、３

月末の収支均衡を、バランスを見て、各会計間のバランスを見て、財政化安定化支援事業分を繰

り入れておったと。

委員長報告では、委員の皆さんは法定外繰り入れをやれと。ただ、そういった意見はあったと

言うんですけど、どのかたちで法定外繰り入れをするのか、いつの時点でするのか、そういった

ことには言及されていなかったと。その辺はどういった視点で審議をされたのか、お伺いしてお

きたいと思います。
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○８番城森史明議員 確かに３月末で状況を見ながら法定外繰り入れするという話もあったんで

すけども、今のところ、いろんなあれでその額については、当局からは、今のところそれを明確

にあらわすことはできないという答えでした。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

これをもって、質疑を終結いたします。

これから討論に入ります。

討論の通告がありますので、これを許可いたします。

清水和弘議員。

○５番清水和弘議員 私は、議案第116号枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制

定について、反対の立場で討論いたします。

まず、今回、国保税率値上げの原因は、平成20年度の前期高齢者交付金の不足、すなわち、

平成20年度前期高齢者加入者数1,939人、平成21年度以降、前期高齢者加入者数は、2,900人前

後になっております。

そして、平成20年度加入者の見積もり者数が大幅に間違っていたのと、平成17年度からの基

金積立金がゼロであったことが、この大幅な税率改定の主な原因だと判断しています。

平成20年度の前期高齢者交付金は、５億3,190万円程度です。この原因は、担当課職員による

加入者の申告漏れが原因と述べております。平成21年度には９億6,000万円、22年度は、約12億

3,290万円が交付されていますが、この平成22年度には県から２億5,000万円借入れ、そして、

平成23年度には国保の税率を改定し、国保税を増額しています。

その後、本市は２億5,000万円を国から交付されたにもかかわらず、県への返済はせず、国保

会計の赤字の穴埋めに利用している状況です。

平成23、24年度、本市の前期高齢者交付金額を見ると、約10億円前後が交付されている状況

などを勘案すると、今回、国保税の増額の原因は、まさに平成20年度市職員の不作為により発

生したものであり、この原因と責任の所在も明確にされないまま、市民に増税を強いるような状

況になっております。

まずは、市長を初め市職員は、このような状況を市民に説明・報告し、理解していただくこと

が先決ではなかったかと判断します。本市の国保基金条例第２条第２項には、基金積立金につい

ての限度額は、前年度の保険給付に要した費用の平均月額の２カ月分に相当する額となっていま

すが、平成17年度から基金積み立ての状況はゼロが続いています。平成16年度までの基金を食

いつぶしながら、何ら対応してこなかった状況だと言わざるを得ません。

さらに、本市は、これまで国保安定化支援事業から一般会計へ約５億8,671万円を繰り入れて

いる状況であります。このような状況が続いてきたことは、市職員の間違いを的確に指摘し、適

正に対処してこなかった我々議員の責任でもあり、現在の本市の財政状況や国保会計状況を生ん

でいると考えます。

私は、２年前に国保税の改定により市民の国保税を増額し、また、今年度も国保税の増額をし

ようとすることは、平均年収が2,000万円以下（98ページに訂正発言あり）の本市市民の生活を

ますます苦しい状況に追いやることになるので、これをやめ、そして、このような状況をつくっ

た市長を初め、市職員が責任をとることが先決と考えます。

国保税増額に対しても、まじめな市民の生活苦を改善するためにも、これまで国保安定化支援

事業から一般会計へ繰り入れた経緯を踏まえ、今回、一般会計からさらに国保会計に繰り入れ、

税率改定による増額を少しでも軽くすべきと考え、皆様の賛同をいただくものであります。

以上、私の反対討論を終わります。

［傍聴席で拍手をする者あり］

○立石幸徳議長 静粛に願います。
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次に、沢口光広議員。

○９番沢口光広議員 私は、議案第116号枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制

定について、総合的に考えて賛成の立場で討論いたします。

議案第116号は、国保税のうち後期高齢者支援金分と介護納付金分の税率改定を行い、納付す

べき額を本来納付すべき対象者に負担を求めています。それは、介護保険法第153条に明記され

ているからです。

提出された資料に基づき具体的に申しますと、後期高齢者支援金分では、平成25年度以降、

３年間で約5,400万円の差し引き不足額の見通しとなっております。そして、介護納付金におい

ても、平成25年度が約1,700万円、平成26年度が約1,300万円、平成27年度が約1,900万円の差

し引き不足の見通しとなっております。

税率改定をしなければ、本来支払うべき人に負担を求めないで、支払い義務のある人以外の人

がその分を国保会計で補っているという矛盾が生じるのです。これでは、公正公平を旨とする行

政執行上、許されるものではありません。したがって、後期高齢者支援金と介護納付金のこの二

つの税率改正は、せざるを得ないと考えます。

なお、この二つについては、本市の裁量権で細工できるものではないからです。介護保険法の

趣旨・目的は厳守していく必要があると思います。

しかしながら、国保全体の本市の負担状況は大きな重税感があり、住民は悲鳴を上げ、既に限

界に達しております。今後、国民保険全体については、一般会計から繰り入れするなどして、何

とかして支援していくべきであります。

なお、平成24年度枕崎市国民健康保険特別会計決算では、さきの５月臨時会の時点で２億

7,350万円の赤字決算となる見込みであり、繰上充用で措置するということでありますが、私な

りに、本市の国保会計が悪化している現状を分析したところ、執行部のこれまでの国保財政運営

に対する危機感の欠如と、見通しの甘さと、過去国保会計にきた５億6,800万円を安易に一般会

計に繰り入れするなどして、なし崩し的にほかの方面に流用されてきたことなどが原因で、現在、

本市の国保会計基金はゼロであります。その結果、毎年度、毎年度繰上充用で措置せざるを得な

い状況になっているのです。全く情けない話です。このことは、市当局はもちろんのこと、それ

を承認してきた我々、議員たちも素直に反省してもらいたいと思うのであります。

そのような中、平成20年度に借り入れた県広域化等支援基金貸付金２億5,000万円の返還、償

還をことしから行っていかねばなりません。本市の国保財政は、今まさに待ったなしの状況であ

り、今後、見通しの誤りがあったでは絶対に許されません。

ことし３月、枕崎市国民健康保険財政健全化行動計画を策定されました。副市長を委員長とす

る市民の健康づくりと国民健康保険事業安定化対策委員会が設置されましたが、今後、枕崎市全

体で力を合わせて国民健康保険の危機を乗り切っていく危険突破対策の集会・会合等を行い、改

善を図っていく必要があります。

そのような意味において、国保財政に精通した市議会議員２名から４名をこういった委員会や

協議会等に参加させ、赤字国保財政の全面的解消を図っていくことを強く強く要望して、私の賛

成討論といたします。

○立石幸徳議長 次に、禰占通男議員。

○７番禰占通男議員 私は、議案第116号枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制

定について、原案に反対の立場で討論いたします。

国保会計については、市民の健康を守るという使命があります。税率改正及び内容の変更には、

十分な配慮がなされなければなりません。今回の改正においても、平成23年度同様、住民無視

がなされており、保険者の熱意は値上げの１点であります。

私の不満とするところは多々ありますが、その主な点を申し上げます。



- 92 -

近年、人口減少とともに被保険者も減少し、高齢者の増加、また、長引く不況という中での値

上げは被保険者の負担限度を超えると思われます。国保税は高額であり、今まで以上に負担を課

すことに賛同することはできません。

また、交付金と収納率が取りざたされている今、負担が過重になることにより、平成23年度

の94.3％より減少することも予測されます。ほかの自治体を引き合いに出すのもはばかられる

が、早々と手を打っているのがほとんどであります。過去３年間の累積赤字を何ら手を打つこと

なく、放置するという手法は、保険者の不作為と位置づけるしかないのでしょうか。

次に、法定外繰り入れは全国的に認められている事実であり、平成23年度においても3,500億

円の法定外繰り入れがなされており、永続的にとは申しませんが、ある程度の繰り入れで税負担

の軽減を図ることは考えられなかったのでしょうか。税金を取られるのは、だれでも嫌でしょう。

しかし、程度の問題で、少額であれば懐の痛みも少ない分、協力する気持ちになるでしょう。

以上申し上げましたが、市民に対して、議会において、審議を尽くした税率改定であると示せ

るものではなく、原案に反対するものであります。賢明なる議員各位の御賛同をお願いするもの

であります。

以上で終わります。

○立石幸徳議長 次に、豊留榮子議員。

○３番豊留榮子議員 議案第116号枕崎市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につ

いて、日本共産党は反対の立場から討論いたします。

そもそも国保の財政難をつくり、このようにたび重なる国保税の値上げを招いたのは、国が国

保に出す予算を削ってきたからにほかなりません。1984年の国保法の改悪で、医療費に対する

国庫負担引き下げたのを皮切りに、国保に対する国の責任を次々と後退させてきました。

そもそも50％あった国庫負担が、今では国の負担は半分になっています。国保の加入者は、

年金生活者や農林漁業者、自営業の方たちです。この長引く不況の低迷で、所得の減少傾向にあ

る中で、これ以上の負担を強いることはできません。平成23年度に国保税の値上げをしたばか

りなのに、さらに保険税の値上げは、住民の生活に多大な影響を与えることになります。これで

は、払いたくても払えない状況をますます拡大するだけです。

以前には、国保財政に入れるべき財源を一般会計に繰り入れした時期もありました。このよう

に住民を苦しめる国保税の連続値上げではなく、９億ある基金を使い、一般会計からの繰り入れ

をして、そして住民の負担を軽くすべきです。議員の皆さんの勇気ある決断が市政を大きく動か

し、市民の命と暮らしを守ることにつながっていきます。

以上で、国保税条例の改悪に反対して討論を終わります。

○立石幸徳議長 これをもって、討論を終結いたします。

これから順次採決いたします。

まず、日程第２号は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。

［「異議なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、議案第115号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第３号について起立により採決いたします。

日程第３号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第116号は、原案のとおり可決されました。

お諮りいたします。

次に、日程第４号及び第５号の２件は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。
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［「異議あり」と言う者あり］

○立石幸徳議長 異議がありますので、順次、起立により採決いたします。

まず、日程第４号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第121号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第５号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立全員であります。

よって、請願第１号は、採択と決定いたしました。

次に、日程第６号及び第７号の２件を一括議題といたします。

産業厚生委員長に報告を求めます。

禰占通男議員。

［禰占通男産業厚生委員長 登壇］

○７番禰占通男議員 ただいま議題となりました、日程第６号及び日程第７号の２件について、

産業厚生委員会の審査の経過並びに結果について報告いたします。

この２件については、駅舎の設置並びに駅舎及び周辺の整備に関するもので、互いに関連があ

りますので、一括して審議いたしました。

まず、日程第６号について申し上げます。

枕崎駅舎の設置及び管理に関する条例の制定につきましては、枕崎駅を利用する市民や観光客

の誘致を促進し、観光振興及び地域経済の活性化を図り、もって市民の福祉の向上並びに市の発

展に資するため、枕崎駅舎を設置し、本市の公の施設として管理運営するための条例を制定しよ

うとするもので、名称や位置を定めるほか、公序良俗に反し、管理上支障があると認識される場

合の利用の制限等を設けるものであります。

また、日程第７号、枕崎駅周辺整備基金条例の制定については、枕崎駅舎及び枕崎駅周辺の整

備を図るため、枕崎駅周辺整備基金を設置しようとするもので、枕崎駅舎建設期成会から採納を

受ける寄附金並びにふるさと応援寄附において、駅舎建設及び駅周辺の施設整備並びに管理に関

する事業として指定を受けた寄附金を積み立てるものであります。

平成25年度においては、魅力ある観光地づくり事業で、県の単独事業で整備がなされるとい

うことであります。整備するに当たり、県との協議で、対応土地の全体を利用して観光施設とし

て整備するということであります。

これに対して、委員からは、当初の構想から相当変わってきて、指宿枕崎線の山川以南の存続

も危ぶまれ、その責任の所在が問われました。

それに対し、当局からは、期成会等で沿線自治体、ＪＲとの協議を密にし、ハード面・ソフト

面の整備に並行しながら取り組んでいくということ、また、ＪＲ指宿枕崎線の輸送強化協議会、

南薩地域の総合開発期成会、薩摩半島南部広域観光実行委員会等においても、これまで、意見交

換や要望活動等を行ってきているとのことであり、駅舎は、観光客の誘致促進等のほか、市民の

憩いの場として活用する目的もあるとのことであります。

また、ふるさと応援基金について、使途の指定がない基金の取り扱いについてただしましたと

ころ、用途の指定がされていない基金は、ふるさと応援基金に積み立てられたままであるとのこ

とであります。

委員からは、枕崎単独で観光事業が展開できるかという指摘や枕崎駅舎が南さつま市、南九州

市へ足を運んでもらうための拠点づくりにもなると思うので、将来への発展につながるよう、い

ろいろなものを利用し、進めてもらいたいという要望がありました。
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以上でありますが、この２件については、全会一致で、原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

以上で、報告を終わります。

○立石幸徳議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。

質疑なしと認めます。

ただいま上程中の案件については、討論の通告もありませんので、直ちに採決いたします。

お諮りいたします。

日程第６号及び第７号の２件は、委員長報告のとおり決することに御異議ありませんか。

［「異議なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、議案第117号及び第118号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第８号から第10号までの３件を一括議題といたします。

予算特別委員長に報告を求めます。

豊留榮子議員。

［豊留榮子予算特別委員長 登壇］

○豊留榮子予算特別委員長 予算特別委員長報告、平成25年６月20日。

ただいま議題となりました、日程第８号から第10号までの３件について、予算特別委員会の

審査の経過並びに結果について報告いたします。

委員会は、委員長に豊留榮子、副委員長に吉松幸夫委員を互選いたしました。

審査の過程における当局説明及び各委員から出された意見・要望については、お手元に配付し

てありますので、御参照願います。

委員長報告では、主な点のみ申し上げます。

まず、日程第８号、平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第２号）について申し上げます。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億5,236万6,000円を追加し、予算総額を98億5,460万円

にしようとするもので、当初予算額に対し1.7％の伸びとなります。

地方債の補正は、畑地帯総合整備事業、消防署庁舎耐震補強事業、救助工作車整備事業に係る

追加及び地方道路等整備事業に係る変更によるものです。

補正予算の主なものは、一般職人件費、資源リサイクル畜産環境整備事業負担金、農業基盤整

備促進事業、枕崎駅周辺整備事業などであり、補正財源については、市債、諸収入、国庫支出金、

寄附金、県支出金、繰入金、分担金及び負担金の増、繰越金の減で措置したとのことであります。

コミュニティ助成事業のデジタル無線簡易型の整備については、消防団員の消火活動等の作業

を安全・確実に行い、情報通信及び災害派遣の円滑化を図ることを目的に整備するもので、事業

費72万7,000円で、携帯型11式、車載型１式の計12式の整備を予定しており、そのうち70万円が、

助成事業費として交付される予定であるということであります。

救助工作車の整備事業については、車両・設備は、一部、クレーンつきで最新のものに刷新し、

既存の器具等で使用可能なものについては、予備器具として活用していきたいと考えているとい

うことであります。

消防署庁舎の耐震補強事業については、平成24年度に耐震診断を行い、大部分の構造につい

ては、耐震性があるという判断を受けているが、一部分、壁を補修して耐震に備えるということ

で、今年度は、耐震設計をお願いしているということであります。

また、消防署庁舎耐震補強工事に関し、現在の庁舎の位置は、海抜約５メートル程度でありま

すが、南海トラフの津波については、最大５メートル程度と予想されていることから、現在、行

っているデジタル無線の整備の実施設計の中で、重要な機器類は２階に移設するなど、津波等の

災害に備えたいということであります。
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これらの消防関係各事業に対し、委員からは、デジタルトランシーバーの配備については、災

害時は、多くの団員が何班かに分かれて活動を行うので、早急に、くまなく配備されたいとの要

望や、津波の高さを５メートルと予想した場合、第２波は10メートルを超すとも考えられるの

で、消防署庁舎の耐震補強工事に当たっては、その辺を考慮して、取り組んでもらいたいという

意見・要望が述べられました。

次に、資源リサイクル畜産環境整備事業については、今回、整備する２事業者は、１カ所はロ

ータリー攪拌式の堆肥舎、もう１カ所はドリル式の攪拌式の既存の堆肥舎を持っており、今回、

縦型の発酵施設を整備し、１次発酵で使用し、既存施設については、２次発酵に使用していくと

いうことであり、処理的にも余裕が出て、悪臭の発生という面における効果が期待できるという

ことであります。

この堆肥舎の整備に係る経費については、今回の予算の2,944万8,000円が農家の負担分とい

うことであり、補助率は72.5％になっているということであります。

次に、枕崎駅周辺整備基金に関し、ふるさと応援基金は、平成24年度末残高は499万円で、そ

のうち100万円を取り崩し、駅周辺整備基金のほうに積み立てるということでありますが、駅周

辺整備基金とふるさと応援基金との間で競合性が出てくるのではないかとただしましたところ、

ふるさと応援寄附条例については、さまざまな用途を条例の中に定め、いただいた寄附をふるさ

と応援基金として預かり、駅舎及び駅周辺整備を図るための財源を基金として積み立てる駅周辺

整備基金へ支出するという流れになるので、競合とかという考えには当たらないという当局の考

えが示されました。

また、ふるさと応援寄附条例において、基金の処分については、第１条の目的のため、第２条

各号に定める事業の実施に要する費用に充てる場合に限り、一般会計歳入歳出予算に計上して、

その全部または一部を処分することができることとし、その場合、第10条において、寄附者の

意向への配慮をすることが定められている。

これは、基金の積み立て、管理、処分、その他の基金の運用に当たっては、寄附者の意向が反

映されるよう十分配慮しなければならないということであり、その他のまちづくり事業に関する

事業と用途の指定のなかったものについては、それぞれの場面で、それぞれの事業の目的等々を

検討した上で、一般会計歳入歳出予算に計上して活用していくということであります。

以上でありますが、本件は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、日程第９号、平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）について申し上げます。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ4,824万2,000円を追加し、予算総額を99億0,284万2,000円

にしようとするもので、当初予算額に対し、2.2％の伸びとなります。

地方債の補正は、地方道路等整備事業に係る変更によるものです。

補正予算の内容は、平成25年１月11日に閣議決定された「日本経済再生に向けた緊急経済対

策」における公共投資の追加に伴う地方負担額等に応じて交付される「地域の元気臨時交付金」

の交付限度額が提示されたことに伴い、庁舎車庫の建てかえ及び地域の元気臨時交付金基金への

積み立てを行うものであり、補正財源については、国庫支出金の増、市債の減で措置したとのこ

とであります。

地域の元気臨時交付金の充当事業としては、建設地方債対象、地方債を充てられる地方単独事

業、また、建設公債の対象となる国庫補助事業の地方負担分に充てることができることとされて

おり、交付金の使途については、緊急経済対策に呼応することでふえた地方債の縮減を図ること、

当初予算で要望のあったもので、財源的にできなかった今回の庁舎車庫の建てかえ事業、また、

今後見込まれる事業等への充当など、財政の健全化と地域の活性化等のバランスを図りながら、

活用していくということであります。

これに対し委員から、この元気臨時交付金は、一般財源分で支出を予定していた他の事業、福
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祉サービス充実など、ハード以外の要求実現の財源としても活用できるのではないか。また、さ

まざまな分野で多くの事業に活用することも可能ではないのか。今後、本当に市民のために必要

なものを選定し、市民のために十分活用していただきたいという要望が出されました。

以上でありますが、本件については反対があり、採決の結果、賛成多数で原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

次に、日程第10号、平成25年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について申

し上げます。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ29万6,000円を追加し、予算総額を42億8,738万7,000円に

しようとするもので、当初予算額より6.8％の伸びとなります。

歳出については、特定健康診査等事業費29万6,000円を増額しようとするものです。

歳入については、国民健康保険税の税率改定に伴う後期高齢者支援金分現年課税分及び介護納

付金分現年課税分の増収見込み分を計上してあります。

また、特定健康診査等事業費の増額による国庫負担金及び県負担金の増、並びに退職被保険者

等国民健康保険税の後期高齢者支援金分現年課税分の増に伴う療養給付費等交付金の減額を行っ

ております。これらの増減により、歳入欠陥補填収入は、3,587万4,000円減額となっておりま

す。

委員から、今回の税率改定について、２年前の改定の時点で当局として想定し得ていたのかど

うかただしたところ、平成23年度に医療給付費分の税率改定を行ったが、被保険者が減少する

中で、医療費動向がどうなるかということは、その当時は医療給付費部分の値上げ相当額で賄え

るだろうということでお願いしたものであるが、それも医療費動向によってどう変わるかという

のはわからないので、何年後にその改定が必要になるかといった論議はなかったということであ

ります。

また11％の値上げについて、介護と後期高齢者の分ですと言っても市民にはわかりません。

値上げは困るということです。負担能力という点で、景気の状況、経済情勢について当局はどの

ように判断しているのかただしましたところ、近年、全国的には景気は底を打って回復基調にあ

るとは言われているが、本市を取り巻く情勢は、そういったことがまだ実感として感じられる状

況にはなく、なかなか所得も目に見えて伸びるような状況にはないため、被保険者の納税環境と

しては、依然として厳しいと考えているということであります。

次に、本市以外で一般会計から繰り入れをしている状況の中で、現時点では本市が行っていな

い事実について、市民は不平不満を言うでしょう。その辺をどう考えているのかただしましたと

ころ、法定外繰り入れについては、当初予算でも県の広域化等貸付金の返還については、３年で

２億5,000万円、法定外繰り入れをするということで、既に予算措置しており、保険税の軽減対

策としての法定外繰り入れについては、本年度、医療給付費分が１億1,200万円ほど不足が見込

まれているので、平成25年度の国保の大体の歳入歳出の状況がわかるときに、法定外繰り入れ

で措置しなければならないというふうに考えているということであります。

今の国保の現状を考え、そして、保険者の２年越しの値上げは大変だろう、過去には国保のお

金を一般会計に使っていたこともある。それを今回は国保に返すということも一つの政策ではな

いかとただしましたところ、保険基盤安定の繰り入れに対して、国保財政のほうに繰り入れがで

きなかった年があり、トータルで５億を超すお金が入ってこなかったというのは事実であり、平

成５年から平成10年の間にかけて、４億6,500万円ほど一般会計から繰り入れられなかった額が

あるが、一方で基金があったときに、逆に税率の引き下げを行うべきとの議会での議論があるな

ど、その当時当時の首長の判断によって、どうするかというのは左右されているので、現時点に

おいては、今の状態をどうにかしなければならないということで、健全化行動計画を立て、まず

は、後期高齢者支援金分と介護納付金分については、全国一律で負担してもらう部分であるので、
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そこは改定をお願いしたい。ただし、医療給付費分については、被保険者の経済状況を考えて、

そこまで今回引き上げて改定してしまうと、とても負担能力に限界があるということで、医療給

付費分については、国保会計と一般会計の本年度の歳入歳出の状況がおおむねわかる３月議会で

対応していきたいという考えであるとのことであります。

その他、本件に対する委員からの意見・要望として、議決後において住民説明会を実施すると

いうことであるが、こういう住民にとっても、保険者にとっても、一番神経質、ナイーブな問題

については、議決後ではなく、前もって周知期間を置くためにも、早目に住民の意向を聞き、そ

れを政策の中に生かしていくということが本来の姿だと思う。議決後に、議会で承認いただきま

したというやり方ではなく、政策を打ち出す前に納税者と胸襟を開いて現状を切実に訴えてお願

いをする。そして、そこで出た住民からの意見を政策の中に取り入れていくべきであると考える

ので、今後の取り組みに生かしてほしいといった要望。また、今回の税率改定については、税率

に問題があると思う。１けた台の改定率は考えられなかったのか。一気に上げるのではなく、段

階的に引き上げるというのも一つの方法だと思うといった意見のほか、法定外繰り入れは、被保

険者の負担を軽減するということでも必要だと思う。できれば繰り入れと税率改定を調整するこ

とが、得策ではなかったのかといった意見が述べられました。

以上でありますが、本件については反対があり、採決の結果、賛成多数で原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

以上で報告を終わります。

○立石幸徳議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。

質疑なしと認めます。

これから討論に入ります。

討論の通告がありますので、これを許可いたします。

豊留榮子議員。

○３番豊留榮子議員 私は、委員長で報告をいたしましたが、議案第113号、議案第120号、議

案第114号について、日本共産党は反対の立場から討論いたします。

市民の皆さんから口をついて出る言葉が、「年金は毎年減らされてくるのに、国保税の値上げ

なんてこれ以上払えない。１年間税金の支払いに追われている。病院へ行くのも我慢している」

など、怒りをぶつけてきます。市民が置かれているこのような状況が市長にはおわかりでしょう

か。

年金生活者や農林漁業、自営業者などが加入する国保は、もともと適切な国庫負担なしでは成

り立たない医療保険です。ところが、歴代の自民党政権も民主党政権も国庫負担を削減し続けて

きました。その結果が国保の財政難、そして保険税の値上げ、滞納者の増という悪循環をつくり

出してきました。

さらに、政府厚生労働省は、国保の財政難を滞納者を締め上げることで乗り切ろうとして、資

格証明書の導入、さらには保険証取り上げの義務化、差し押さえの強化などを行ってきました。

しかし、負担が重過ぎて払えないという根本問題を放置したまま取り立てを強行したところで、

収納率が抜本的に改善するはずがありません。結局は、低所得者を医療から排除し、生活困窮者

の苦難に追い打ちをかけただけでした。

これらの悪政によって、国保は住民の医療保障という本来の役割を大きく後退させ、逆に重い

負担や過酷な滞納制度で住民の生活と健康、命まで脅かすことになってきています。

本市は、国保加入者の80％が所得200万円以下で、年金生活者が多数だと言われます。弱者に

負担を押しつけるのではなく、一般会計からの繰り入れで赤字を解消すべきだと共産党は主張し

続けてきましたが、一部には、サラリーマンの人たちが負担した税金を自営業者が加入する保険

に投入するのはおかしいなどと言う人もおります。でも、税金を支払っているのはサラリーマン
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だけではありません。自営業者も年金生活者も、中小企業も大企業もみんなで負担した税金を、

住民の生存権保障に使うのは当然のことです。

以上の点から、３件の議案に反対して討論を終わります。

○立石幸徳議長 討論を終結いたします。

これから順次、起立により採決いたします。

まず、日程第８号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第113号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第９号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第120号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第10号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第114号は、原案のとおり可決されました。

ここで10分間休憩いたします。

午前10時36分 休憩

午前10時44分 再開

○立石幸徳議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

ここで、牧議員、清水議員より発言の訂正を求められております。

これを許可いたします。

まず、牧議員。

○15番牧信利議員 先ほどの国保条例の報告に対する質疑の中において、基金残高について、

私が128億と申しましたが、これは、12億の間違いでありましたので、訂正させていただきます。

以上であります。おわびいたします。

○立石幸徳議長 次に、清水議員。

○５番清水和弘議員 私は、議案第116号への反対討論の中で、平均年収が200万円のところ、

2,000万円と言いましたので、これをおわびして訂正いたします。

○立石幸徳議長 ただいまの５番議員、15番議員の発言の訂正については、申し出のとおり許

可することに御異議ありませんか。

御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

次に、日程第11号を議題といたします。

提出者に提案理由の説明を求めます。

城森史明議員。

［城森史明議員 登壇］

○８番城森史明議員 意見書を読み上げることで、提案理由にかえさせていただきます。

少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元を図るための平成

26年度政府予算に係る意見書。

35人以下学級について、小学校１年生、２年生と続いてきた35人以下学級の拡充が予算措置

されていない。

日本は、ＯＥＣＤ諸国に比べて、１学級当たりの児童・生徒数や教員１人当たりの児童・生徒
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数が多くなっている。一人一人の子供に丁寧な対応を行うためには、一クラスの学級規模を引き

下げる必要がある。

文部科学省が実施した「今後の学級編制及び教職員定数の在り方に関する国民からの意見募集」

では、約６割が「小中高校の望ましい学級規模」として、26人から30人を挙げている。このよ

うに、保護者も30人以下学級を望んでいることは明らかである。

鹿児島県においては、２学年の子供が一つの教室で学ぶ複式学級も多く、単式学級で学ぶ子供

たちと比較したとき、教育の機会均等が保障されているとは言えない。子供の教育の機会均等と

学びの保障の観点から、複式学級の解消は、極めて重要な課題である。

社会状況等の変化により、学校は、一人一人の子供に対するきめ細かな対応が必要となってい

る。また、新しい学習指導要領が本格的に始まり、授業時数や指導内容が増加している。日本語

指導などを必要とする子供たちや障害のある子供たちへの対応等も課題となっている。いじめ、

不登校等、生徒指導の課題も深刻化している。こうしたことの解決に向けて、計画的な定数改善

が必要である。

子供たちが全国どこに住んでいても、機会均等に一定水準の教育を受けられることが憲法上の

要請である。しかし、教育予算について、ＧＤＰに占める教育費の割合は、ＯＥＣＤ加盟国の中

では日本は最下位となっている。また、三位一体改革により、義務教育費国庫負担制度の負担割

合は２分の１から３分の１に引き下げられ、自治体財政を圧迫するとともに、非正規雇用者の増

大などに見られるように、教育条件格差も生じている。

将来を担い、社会の基盤づくりにつながる子供たちへの教育は極めて重要である。子供や若者

の学びを切れ目なく支援し、人材育成・創出から雇用・就業の拡大につなげる必要がある。こう

した観点から、平成26年度政府予算編成において、下記事項が実現されるよう、強く要請する。

１、離島・山間部の多い鹿児島県において、教育の機会均等を保障するため、国の定数基準を

改めて、複式学級の解消に向けて適切な措置を講ずること。２、少人数学級を推進すること。具

体的学級規模は、ＯＥＣＤ諸国並みの豊かな教育環境を整備するため、30人以下学級とする。

３、教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の負担割合を２分の

１に復元すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。平成25年６月20日、鹿児島県枕崎

市議会。

以上で終わります。

○立石幸徳議長 お諮りいたします。

ただいま上程中の案件については、会議規則第36条第３項の規定を適用し、委員会付託を省

略し、本会議において審議してはと思いますが、御異議ありませんか。

御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

これから質疑を行いますが、質疑については、会議規則第53条のただし書きを適用して、回

数の制限はしないことにいたします。

ただいま上程中の案件に対し、質疑はありませんか。

質疑なしと認めます。

これから討論に入ります。

討論の希望のある方の挙手を求めます。

討論なしと認めます。

これより採決いたします。

お諮りいたします。

日程第11号は、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。
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［「異議なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、議案第128号は、原案のとおり可決されました。

なお、ただいま可決されました意見書の取り扱いについては、議長に御一任願いたいと思いま

すが、御異議ありませんか。

御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

次に、日程第12号から第17号までの６件を一括議題といたします。

市長に提案理由の説明を求めます。

［神園征市長 登壇］

○神園征市長 ただいま上程されました議案第122号から議案第127号までの６件について、提

案理由の説明を申し上げます。

議案第126号枕崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定につきましては、国

家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、地方公共団体においても、国に準じて必要な措置を講ず

ることが国から要請されていることを考慮し、現在実施している職員の給料月額の減額措置につ

いて、平成25年７月から平成26年３月までの間、新たにその対象となる職員の範囲の拡大及び

減額割合の引き上げ等の措置を講じようとするものです。

議案第127号市長等の給与の特例に関する条例の制定につきましては、本市職員の平成25年７

月から平成26年３月までの間の給料月額の減額等の措置を考慮し、市長、副市長、教育長及び

病院事業管理者の給料月額について、同様の措置を講じようとするものです。

なお、給与改定等に伴う補正予算として、議案第122号平成25年度枕崎市一般会計補正予算

（第４号）、議案第123号平成25年度枕崎市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）、議案

第124号平成25年度枕崎市立病院事業会計補正予算（第１号）、議案第125号平成25年度枕崎市

水道事業会計補正予算（第１号）の４件をあわせてお願いしてあります。

人件費に係る４会計の補正額は、合計で7,032万4,000円の減額となります。

詳細につきましては、給与費明細書に記載してありますので、省略させていただきます。

以上、主な点のみ申し上げましたが、よろしく御審議くださるようお願い申し上げまして、提

案理由の説明を終わります。

○立石幸徳議長 ただいまの提案理由に対し、質疑はありませんか。

○15番牧信利議員 まずは、市職員についての給与カットがさらに行われるわけですが、この

対象者、職員数は何名で、削減額総額は幾らか。

それからこれは、年金、ボーナス等への影響はどのようになるのか、お尋ねをいたします。以

上です。

○永留秀一総務課長 一般職員の対象者数でありますが、全会計及び一部事務組合含めて325名

となっております。

それから、平成25年度における今回の特例減額を行った後の影響額としましては、１年間分

で給料及び共済費含んで１億2,579万3,000円となっております。

それから、年金、期末・勤勉手当に反映されるのかということですが、今回の削減につきまし

ては、期末・勤勉手当には反映させないということで、条例の提案をしております。

年金につきましては、年金の計算がどうなるかわかりませんが、臨時的な減額措置であります

ので、影響はないのではないかと思っております。

○15番牧信利議員 多額の賃金がカットされるわけですが、このことによって地域経済にどん

な影響が出ると考えておられるのか、お尋ねします。

○永留秀一総務課長 地域経済への具体的な影響については、私どももはっきりとは申し上げら
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れませんが、新聞等の報道でも、今回の国家公務員の削減を受けて、県内の自治体の削減があれ

ば影響があるのではないかということは、言われております。

○15番牧信利議員 安倍内閣は、デフレ克服だということで盛んに言っているんですが、デフ

レの克服に何が必要かというと国民の所得をふやすこと。そして、消費の６割を占める個人消費

を活発にすることだと思うんです。こんなことやってたら、デフレを克服どころか、ますます不

況が深刻にならざるを得ないわけです。

地域経済にとってもこれは大きな打撃になると思うんですが、市長自身は、こういうカットで

地域経済が発展すると考えておられるのか、この点をお尋ねしておきます。以上です。

○神園征市長 今回のことによって、地域経済が発展活性化するとは思われません。

○立石幸徳議長 次に、今門議員。

○４番今門求議員 交付税措置が削減をされたということに端を発しておるわけですが、その中

で、別な目的の事業をやるために、交付税を、給与分を削減せよという国の方針だったと思うん

ですが、そういったことの中で、どのようにして職員組合とは合意がなされたのか、なされなか

ったのか、お伺いします。

○久木田敏副市長 今回のこの削減につきまして、組合と数回、事務レベルあるいは全体の協議

を行ってまいりましたが、最終的に組合とは、提案は理解するというようなことで、理解をいた

だいたところです。

組合としましても、これまで平成16年から削減をしてきまして、９億数千万円の削減をして、

御協力いただいてきているところですが、さらにまた今回のこのカットにおいては、かなりやは

り抵抗はあったわけですけれども、国の方針、それから県全体の統一したこういうような削減の

方向であるというようなことを理解いただいたということでございます。

○４番今門求議員 このようなことが行われますと、地方では、先ほどの質問にもありましたよ

うに、６割を占める消費者の消費、大部分ですが、そういうところに影響が出てくるんだろうと

思うんです。特に、枕崎なんかにおいては、極端に、もう少しのことで影響が出て、大都市と違

いまして、消費税が上がってもこたえてくる。こういう状況について、市長はどのようにお考え

か、お聞かせください。

○神園征市長 今回のこのカットについては、私自身、釈然としておりません。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

○10番畠野宏之議員 県内各市のですね、一覧表もいただいているんですが、その中で、これ

は国からの要請なわけですよね。復興財源をつくると。これを見て、私は不思議に思ったことが

一つありました。ほとんどが各市町村ですよ、押しなべてラスを100、99.9なんですよね。こう

いう組合との交渉をやる中でですよ、ベースになるのは何になるんですかね、交渉のベース、考

え方のベース。

○永留秀一総務課長 今回の特例減額につきましては、国家公務員の減額を受けて、国が閣議決

定をして、地方公務員も減額をしてほしいという要請がありました。

それを受けまして、全国の都道府県の総務部長会議がありまして、そこで、具体的な取り組み

についての要請の説明があったということですが、鹿児島県の説明によりますと、国からの要請

は、国よりラスパイレス指数が高い分、平成24年度のラスパイレス指数が目安となるわけです

が、国が減額をした後のラスパイレス指数が100を超えている部分を100以下に引き下げてほし

いと。そういう要請であったということであります。

それで、各市のラスパイレス指数がそれぞれまちまちなもんですから、減額率も各市異なって

きているということで、各市の取り組みがそれぞれの市のラスパイレス指数を100以下に下げる

ということの取り組みがされております。

鹿児島県におきましては、伊藤知事もそういった考え方で県内足並みをそろえて取り組んでほ
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しいという発言もありまして、鹿児島県の減額状況を各市それに足並みをそろえて、減額に取り

組んだということが基本となっております。

○10番畠野宏之議員 今、説明があったとおりですね、一番基本になるのは、とにかく100を切

るということですよね。だから、押しなべて99.9というのが多いですよね。ということですよ

ね。これからわかるとおり、地方公務員の世界は、国家公務員よりも給与が高かったということ

なんですよね。ですよね。国に比べてのラスですからね。そういう理解でよろしいんですね。

それともう１点はですね、特別職の件について、西之表だけが極端に下げてますね。この理由

は、当局としては、どのように把握しているんですかね。

○永留秀一総務課長 全国の総務部長会議のときでの特別職の削減の考え方については、各市そ

れぞれの考え方で取り組んでほしいということで、具体的な数字は挙げていないということであ

ります。

西之表につきましてはどういう考えなのか、我々が申し上げられませんが、従来の削減の額に、

今回、考慮をしてプラスしたのではないかと予想はされますが、はっきりしたところは、申し上

げられないところであります。

それから、ラスパイレス指数についてでありますが、本市は９年以上独自に減額をしておりま

して、減額をしているというような状況があって、その減額分までプラスして今回の追加分の特

例減額を行ったということで、それが、資料にありますが、約8.33％の削減、７月からの削減

率になるということであります。ずっと減額をしておりますので、国よりラスが高かったという

ことは、ここ９年以上はないところであります。

○久木田敏副市長 ただいま総務課長の答弁に補足いたしますけれども、ラスパイレス指数のと

ころを見ていただきたいと思いますが、これまでは参考値として96.3％、あったと。ほかの都

市も見ていただければと思いますが、県下の中でも、鹿児島市を除いてすべてが100を切ってお

ります。

ところが、今回、7.8％国家公務員が削減をしたというようなことで、一時的にラスが上回っ

たというようなことになっておりまして、これについて国のほうがそれを100以下に引き下げな

さいというようなことでありますので、決してこれまで県下ほとんど全体が国よりも高かったと

いうようなことではありませんので、そこは御承知おきいただきたいと思います。

○10番畠野宏之議員 この特別職のこれを一覧表を見てですね、枕崎は15％、12％ですね。西

之表だけが異様に高いんですよね、削減率が。西之表も枕崎も財政的には非常に厳しいという、

私は認識は一緒だろうと思うんですよね。鹿児島県下でも有数の小規模自治体ですからね、西之

表市は。そして、それと変わらないのが垂水市、その上は枕崎市しかないんですよ。その中でや

はり財政が厳しければ、トップみずからがこうやってまず隗より始めよなんですよね。

枕崎の市長は、４年前の選挙のとき、それまでは前任者は22％の削減率でした。市長が当選

したときには、10％になりました。そういう、これは事実ですからね。そういうことがありま

した。今回は15％と12％。ほかの自治体に比べれば西之表だけが突出してますから、横並びで、

そんなにと思いますよ。

しかし、今、今日的なですね、枕崎市の財政、そして市民の状況、この国保の現況、そういっ

たものを考えた場合にはですね、他市と横並びの感覚で三役がですよ、特別職がですよ、そうい

う考え方で果たしていいのかなと思ったわけでありますが、この辺については、市長はどう考え

ていますかね。

○神園征市長 平成16年に職員給与のカット始めたときに、市長報酬もカットをしたわけであ

ります。それ以前の市長は、県下においても一番低いという状況ではなかったです。

現在、本給の額からいいますと、県下においても市長以下三役、三役とは、副市長、教育長と

も一番低い額になっております。
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私は、市長が報酬をカットすれば、それですべてが解決するとは思っておりません。かねての

仕事の中で、財政再建とか何とかいったものは懸命に考えていくべきだろうし、考えております。

○立石幸徳議長 次に、清水議員。

○５番清水和弘議員 私、今回ですね、日本の公務員の給与というものについて、世界各国、ア

メリカからフランス、ドイツ、ヨーロッパ関係調べたんですよ。

その中で、日本だけがこの国の国家公務員のラスパイレスを基準にして決めとるわけですね。

アメリカなんか、州によって違いますけど、平均年収は200万ちょっとというとこもありますよ。

そういうことでですね、私はその本市の財政状況、国保会計の状況ですね、こういうのを考えた

場合、この地域の財政状況、経済状況を考えて、この公務員の給与も決定すべきと考えるんです

けど、その地域の経済状況とかそういうのは何ら考慮する考えは持ちませんか。

○永留秀一総務課長 給与改定のときにも基本的な考え方をお答えをしているんですが、地方公

務員の給与の決定については、国家公務員に準じて行うということを基本にしております。国家

公務員が人事院勧告に応じて給与改定するのに準じて給与改定をするということで行っておりま

す。

その理由としましては、人事院が全国非常に大きな規模で事業所の調査を行っているというこ

と。それから、県の人事委員会においても、人事院と協力をして県内の50人以上の規模の事業

所の調査を行っていること、それらが人事院勧告に反映されて給与の改定がされているというこ

とで、本市においても、それに準じて給与改定をするということで、地域の民間との比較が行わ

れているということで考えているところであります。

○５番清水和弘議員 私は今、総務課長に言いましたけど、その地域の民間との格差を考えてい

ると。どれぐらいの公務員と地域の民間企業との年収の格差がありますか。

○永留秀一総務課長 人事院それから県の人事委員会が調査をするときに、それぞれ民間と公務

員との比較をしておりますので、それを是正するかたちで勧告が出されております。そういった

ことを基本に改定をしているという、本市も準じて改定をしているということであります。

○５番清水和弘議員 私が今、言うたのは差額について、枕崎の市職員とですね、枕崎市の民間

企業との平均の差額は、どれくらいになるかて聞いとるんですよ。

○永留秀一総務課長 本市には人事委員会がございませんので、民間の給与の水準を調査すると

いう、そういった能力もございません。給与改定の時期に、市内の民間企業に給与の関係の調査

をしてはおりますが、それの社員の平均給与がそのまま本市の職員との差になるのかというのも、

まあ、どうかという判断もしておりますので、枕崎市内の民間との水準の把握というのは、して

いないところであります。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

○７番禰占通男議員 今、さっきから９年間の経過も踏まえてということも言いましたが、今こ

こに減額後の指数をみると、100というところが２市ありますよ。そして、後がまあ、先ほど畠

野議員からも出ておりましたが、99.9と指数が出ております。これは、100を切ればいいという、

そういう要請であったということでありますが、ほかの市の指数を参考にしたとか、そういうこ

とはなかったんですか。

○永留秀一総務課長 国からの要請、それから鹿児島県知事の発言も、給料がラスパイレス指数

で100を切るように取り組んでほしいということでありました。

鹿児島市においては、この左のほうのラスパイレス指数が109.9ということでありまして、国

の削減の要請も107.8以上のラスパイレス指数のところは、7.8下げてもらえば100以下にするま

ではないという、そういった要請であります。

鹿児島市については、組合との交渉、それら、まあ、いろいろな要素で平均が7.41％の削減

になって、ラスパイレス指数が101.6と100を超えたというふうに聞いております。
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ほかの２市が100になったというのは、具体的には聞いておりませんが、本市においては、他

市のラスパイレス指数を見て、減額率を決定したということではなくて、国からの要請、それか

ら県知事の発言を踏まえて、100未満にするということで、減額率を定めてきたところでありま

す。

○７番禰占通男議員 先ほど市長からもありましたが、甚だ今回のカットに釈然しないとありま

したけど、もうちょっと率を上げるべきだったと思ったのか、まだ、この率が大きすぎたと思い

になったのかをお聞かせ願えればと。

○神園征市長 率がどうこうじゃありませんで、先ほど総務課長も答えたように、枕崎市職員は、

平成16年からずっと連続で給与カットをしてきております。そういったことについて、私は、

いささか同情もしておりまして、そういった意味で、国からの一方的な押しつけによって、今回

こうせざるを得ないということについて釈然としないと。そして、何でこの公務員だけがこうい

うのを押しつけられるのかと。

もう一つの公務員たる特別公務員、議員もそうじゃないかと思いますが、その人たちは、国か

ら言っていることには含まれておりません。

○７番禰占通男議員 今回のこの国の指針でありますこの7.8％削減というのは、東北の震災に

復興予算に充てるということですよね、もともとが。それでまあ、その予算が幾らだったか、

12兆でしたかね、最初組まれたのが。あまりに額が多すぎて使うに使えないもんですから、国

立競技場も問題になりました。

結局、何でもかんでも使ってしまえという、そういう、まあ、あれで批判が出たわけですが、

それでまた所得税も１月１日付で何％でしたかね。もう、実施されておりますよ。だからまあ、

これはもう公務員云々じゃなくて、結局、一般の市民もそれに影響を受けていると思うんですよ。

実際、所得税に課税されるというか、それが延々と25年間かかりますよね、終わるまで。そし

たら、私なんか払い終えないうちにもういませんよ、この世の中に。そうしたことに対してのお

考えは、どのように思っておりますか。

○久木田敏副議長 ただいま、禰占議員のほうから、いろいろ国の制度の問題について、御解釈

があったわけですが、確かに今おっしゃったように、今後ずっと東北の震災に対する支援という

ようなものが続いていくし、また、今回のこういう給与減額に対しましてもその一部だろうと思

います。それが、今後いつまで続くのか、そこの点についてはわかりませんけれども、今回にお

きましては、その公務員、先ほど市長が申しましたように、公務員を中心としまして、この減額

をお願いするというような、これも手だてのうちの一つだろうと思いますので、今後どのような

かたちで続いていくのか、そこら辺については、ちょっとお答えしかねるところでございます。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

これをもって、質疑を終結いたします。

ただいま上程中の案件については、議事日程に記載のとおり、総務文教委員会に付託いたしま

す。

本日はこれをもって散会いたします。

午前11時25分 散会
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平成２５年枕崎市議会第４回定例会

議事日程（第５号）

平成２５年６月２１日 午後１時５８分開議

日程

番号

議案

番号
件              名

付 託

委員会

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２６

１２７

１２２

１２３

１２４

１２５

１２９

１３０

枕崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について

市長等の給与の特例に関する条例の制定について

平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第４号）

平成25年度枕崎市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）

平成25年度枕崎市立病院事業会計補正予算（第１号）

平成25年度枕崎市水道事業会計補正予算（第１号）

枕崎市議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について

議会基本条例制定のための検討特別委員会の設置についての決議

継続調査申し出について

議員派遣について

枕崎市土地開発公社等の経営状況を説明する書類について

総 文

〃

〃

〃

〃

〃

○ 本日付議された事件は議事日程（第５号）のとおり
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１ 本日の出席議員次のとおり

１番 立 石 幸 徳 議員    ２番 俵積田 義 信 議員

３番 豊 留 榮 子 議員    ４番 今 門   求 議員

５番 清 水 和 弘 議員    ６番 新屋敷 幸 隆 議員

７番 禰 占 通 男 議員 ８番 城 森 史 明 議員

９番 沢 口 光 広 議員    10番 畠 野 宏 之 議員

11番 吉 松 幸 夫 議員    12番 沖 園   強 議員

13番 中 原 重 信 議員    14番 吉 嶺 周 作 議員

15番 牧   信 利 議員    16番 茅 野   勲 議員

１ 本日の書記次のとおり

東中川   徹 事務局長        下 山 健 一 書記

山 口 美津哉 書記          平 田 寿 一 書記

宮 崎 元 気 書記           

１ 地方自治法第121条第１項の規定による出席者次のとおり

神 園   征 市長           久木田   敏 副市長

永 留 秀 一 総務課長         神 園 信 二 企画調整課長

下 山 忠 志 水産商工課長       岩 廣 和 憲 市民生活課長

本 田 親 行 財政課長         佐 藤 祐 司 福祉課長

俵積田 清 文 建設課長         真 茅   学 農政課長

白 澤 芳 輝 健康課長         山 口 英 雄 税務課長

迫 野   豪 水道課長         俵積田 寿 博 下水道課長

園 田 勝 美 市立病院副管理者兼事務長 福 元   新 財政課参事兼企画調整課参事

原 田 博 明 水産商工課参事      神 山 芳 文 市立病院事務次長

山 口 英 夫 教育長          三 島 洋 台 教委総務課長

木之下 浩 一 学校教育課長       上 園 信 一 生涯学習課長

末 永 俊 英 文化課長          久 保   等 保健体育課長兼給食センター所長

田野尻 武 志 監査委員         橋之口   寛 監査委員事務局長

児 玉 義 孝 選管事務局長       篭 原   均 会計管理者兼会計課長

中 村 責 朗 消防長         厚 石 賢太郎 警防課長兼消防署長

中 原 浩 二 消防総務課長兼消防団係長 山 口   太 総務課行政係長
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午後１時58分 開議

○立石幸徳議長 定刻になりましたので、本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、あらかじめ配付いたしてありますので、御承知おき願います。

日程第１号から第６号までの６件を一括議題といたします。

総務文教委員長に報告を求めます。

城森史明議員。

［城森史明総務文教委員長 登壇］

○城森史明総務文教委員長 皆様、こんにちは。

ただいま議題となりました日程第１号から第６号までの６件について、総務文教委員会の審査

の経過並びに結果について報告いたします。

この６件については、職員及び特別職の給料月額の減額措置に関するもので、互いに関連があ

りますので、一括して審査いたしました。

まず、日程第１号、枕崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定については、

国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、地方公共団体においても、国に準じて必要な措置を講

ずることが国から要請されていることを考慮し、現在実施している職員の給料月額の減額措置に

ついて、平成25年７月から平成26年３月までの間、新たに、その対象となる職員の範囲の拡大

及び減額割合の引き上げ等の措置を講じようとするものであります。

現在、附則におきまして、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの間における、職務

の級が４級から７級までの職員について、給料月額の減額を定めておりますが、今回の改正によ

りまして、職務の級１級から７級までの職員について、平成25年７月１日から平成26年３月31

日までの間、それぞれの級において減額を行うもので、具体的には、１級が4.5％、２級が５％、

３級が６％または８％ということで、この３級については、ことし４月のわたり見直しにより、

４級から３級に切りかわった職員は８％、以前から３級に在級していた職員は６％とし、４級及

び５級が９％、６級及び７級が10％の減額割合となっております。

また、枕崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正において、一般職の特定任期付

職員の給料についても、同期間、10％の減額を行うもので、この特定任期付職員については、

市立病院総看護師長が２号給に位置づけられているということであります。

次に、日程第２号の市長等の給与の特例に関する条例の制定については、本市職員の給料月額

の減額等の措置を考慮し、市長、副市長、教育長及び病院事業管理者の給料月額についても、同

期間中、同様の措置を講じようとするもので、市長が15％、副市長、教育長及び病院事業管理

者が12％の減額割合となっております。

また、今回の給与の特例減額に伴い、日程第３号、平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第

４号）、日程第４号、平成25年度枕崎市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）、日程第

５号、平成25年度枕崎市立病院事業会計補正予算（第１号）及び日程第６号、平成25年度枕崎

市水道事業会計補正予算（第１号）の４件の補正予算が提出されております。

これらの補正予算につきましては、一般会計5,879万1,000円、下水道会計184万6,000円、市

立病院会計584万5,000円、水道事業会計384万2,000円の減額で、合計で7,032万4,000円の減額

となっております。

給与の特例減額に伴う平成25年７月から平成26年３月までの影響額については、一般職の全

職員１人当たりの影響額は、約26万4,000円となり、特別職については、市長が101万3,850円、

副市長が63万7,200円、教育長及び病院事業管理者が60万2,640円になるということであります。

なお、一般職の中で影響額が一番多いものは、40万0,500円になるということであります。

委員から、今回の特例減額に係る国からの要請の概略についてただしましたところ、全国総務

部長会議において、基本的な考え方が示されており、一般職員については、給料のラスパイレス
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指数が国より上回っている部分については、100に引き下げること。また、7.8％引き下げても

ラスパイレス指数が100を上回る団体については、それ以上の減額は求めないという具体的な取

り組みの目安が示されているとのことであります。

手当については、期末・勤勉手当は国に準じて9.77％削減を基本とし、管理職手当は、一律

10％の減額を基本とするという目安が示されているとのことでありますが、手当については、

10％以上削減を行っている団体については、削減の必要はないということで、本市においては、

既に60％の削減を行っているため、今回、管理職手当の削減は行っていないとのことでありま

す。

また、特別職の減額内容については、各団体において判断するということで、目安の数字は示

されていないとのことであります。

この要請を受けて、給与についてはラスパイレス指数が100を切るよう、また、期末・勤勉手

当については減額しないということで、県全体で足並みをそろえて、国の要請に応じるという県

から示された方針に沿って改正を行うものであるということであります。

また、今回の給与減額は臨時的な措置であり、退職手当に影響はないとのことであります。

給与削減による財源については、当初予算において特別会計への繰り出しや、市税、交付税等

が減になったことに伴い、多額の財源不足が生じ、財政調整基金を繰り入れていることから、繰

入額を減ずる予算措置がなされているとのことであります。

次に、これまで平成16年から自主カットを行ってきている中で、今回の減額措置については、

職員団体との協議の中でも、いろいろな意見があったが、最終的には、その理解が得られたとい

うことであります。

なお、平成16年からの減額については、今回の減額を含め、人件費全体で、10億8,437万

8,000円の影響額になっているとのことであります。

委員からは、今回の減額措置の趣旨として、一層の地域経済の活性化という政府の方針がある

が、給与カットは、本市の活性化には逆行するものである。平成16年から続く給与の減額は、

職員の働く意欲を削り、市民サービスの低下、地域の沈滞化につながるものであるという意見が

ありました。

以上でありますが、本件については反対があり、採決の結果、賛成多数で原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

以上で報告を終わります。

○立石幸徳議長 ただいまの報告に対し、質疑はありませんか。

質疑なしと認めます。

これから討論に入ります。

討論の希望のある方の挙手を求めます。

［希望者挙手］

○立石幸徳議長 暫時休憩いたします。

午後２時８分 休憩

午後２時９分 再開

○立石幸徳議長 再開いたします。

今門求議員。

○４番今門求議員 私は、ただいま提案をされました、日程第１号から６号までについて、反対

の立場で討論いたします。

8,504億円の地方交付税削減の道具にされた地方公務員の給与削減については、これまでの公

務員給与の決定方式や地方公務員法を無視しているという点で反対であります。

次に、地方公務員の給与を削減した財源を緊急課題の事業へ充てるやり方は、地方交付税法の
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本旨を逸脱しているということで反対であります。

次に、今回の地方公務員の給与削減は、民間の賃金水準にも影響し、地域経済の冷え込みを招

き、デフレ脱却を目指す政府自身の経済政策にも矛盾しているもので、到底認めることはできな

いということで討論を終わります。

○立石幸徳議長 次に、牧信利議員。

○15番牧信利議員 私は、日本共産党を代表しまして、市職員の給与削減に関連する補正予算

を含めて、反対の立場から討論を行います。

まず１番目は、公務員の給与は人事院勧告制度によって決められてきています。

今回の削減は、この長年続いてきた労働者の基本的権利を奪う、人事院勧告制度を踏みにじる

ものであり、到底許されないものであります。

自民党安倍内閣は、災害の財源づくりとか、活性化などと言っていますが、職員の給与を削減

することによって災害対策を行うなどというのはもってのほかであります。

江戸幕府の時代でさえ、当時の幕府はみずからの責任において、大火や災害の復旧に当たって

きているのですが、今の自民党政府というのは、まさに江戸時代にも劣るようなことをやろうと

している。しかも、働く労働者の金を使ってそれをやる。とんでもないことであります。

地方交付税というのは、国と地方との共有する財源であります。この財源を使って、言うこと

きかないと地方交付税を削るという脅しであります。とんでもないことであります。こういうも

のに対しては、市長や地方自治体がもっと厳しく対応していくべきであると思います。

二つ目は、活性化に役に立つのか。今、反対討論者も言われたように、公務員給与は民間労働

者の賃金引き下げの根拠に使われています。結局は、労働者の賃下げにつながっていくわけであ

り、活性化どころか、ますます不況を深刻にするものであります。

今、政府が取り組んでいる活性化策を本当に実行するのであれば、雇用をふやして労働者の賃

金を確保して、消費を拡大する。この取り組みこそが必要であります。こういうものには全く目

を向けずに、一番身近にある公務員労働者に犠牲を押しつけるもので、到底許されないものであ

ります。

今回の活性化策というのは、枕崎で一体どうするのか。多くの職員の賃金カットをして、それ

でやろうとしていることは、補正予算にも出ていません。当局の答弁では、駅の整備だと言う。

駅の整備という大きな問題をこういうこそくな手段でやるというのは、とんでもないことであり

ます。当然、市のきちんとした計画と方針に基づいてやるべきであります。

労働者の賃金をカットして、駅を整備してどれほどの活性化が生まれるのか、何らの説明もあ

りません。私は、こういう点を考えますと、今回の職員給与カットは、まさに活性化でなくて、

不況を一層拡大・深刻なものにすると、ほかならないと考えております。

以上の点を指摘して、討論を終わります。

○立石幸徳議長 これをもって、討論を終結いたします。

これより順次、起立により採決いたします。

まず、日程第１号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第126号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第２号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第127号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第３号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。
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［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第122号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第４号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第123号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第５号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第124号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第６号は、委員長報告のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

［賛成者起立］

○立石幸徳議長 起立多数であります。

よって、議案第125号は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第７号及び第８号の２件を一括議題といたします。

お諮りいたします。

ただいま上程中の２件については、議長を除く全議員が提出者でありますので、会議規則第

36条第３項の規定を適用して、委員会付託を省略し、本会議において審議するとともに、提案

理由、質疑及び討論は省略いたしたいと思いますが、御異議ありませんか。

御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

これより採決いたします。

お諮りいたします。

日程第７号及び第８号の２件は、原案のとおり可決することに御異議ありませんか。

［「異議なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、議案第129号及び第130号の２件は、原案のとおり可決されました。

次に、日程第９号を議題といたします。

お諮りいたします。

総務文教、産業厚生の各常任委員長から、お手元に配付のとおり、所管事務の継続調査の申し

出がありましたが、それぞれ申し出のとおり決定することに御異議ありませんか。

［「異議なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、それぞれ申し出のとおり決定いたしました。

次に、日程第10号を議題といたします。

お諮りいたします。

会議規則第125条の規定を適用して、お手元に配付のとおり、議員を派遣したいと思いますが

御異議ありませんか。

［「異議なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

お諮りいたします。

ただいま議決されました議員派遣について、変更を要するものについては、その措置を議長に
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一任されたいと思いますが、御異議ありませんか。

［「異議なし」と言う者あり］

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

次に、日程第11号について、地方自治法第243条の３第２項の規定に基づき、市長から提出さ

れました、枕崎市土地開発公社、公益財団法人南薩地域地場産業振興センター、一般財団法人枕

崎市水産センター、株式会社枕崎お魚センター及び南薩エアポート株式会社の経営状況を説明す

る書類を受理し、あらかじめ配付いたしてありますので、御了承願います。

これから質疑を行いますが、回数は３回とし、簡潔に願います。

枕崎市土地開発公社ほか４件のそれぞれの経営状況も説明する書類について、質疑はありませ

んか。

○10番畠野宏之議員 お魚センターの件でお尋ねしておきますが、今回、黒字が出ております

が、昨年のとき固定資産税を減免するということで、この減免がいわゆる赤黒調整の中で出てき

たわけですね。今回は黒字。その中でも、そして、今この決算書を見たところ、それが記載をさ

れていない。その理由。そして、このお魚センターについては、枕崎市が損失補償をしてますね。

今後の、その短期借入金と長期借入金の今後の推移というのかな、予算書、決算書等々ではなか

なか判読しにくい部分でありますので、その説明。

それと、市役所の職員が参事ということで、お魚センターのほうに、どういうかたちになるの

かな、監督というかたちなんでしょうかね、参事が出向したみたいなかたちになっていますね。

類似団体等において、いわゆる三セクのこういった部分に対する市の職員の派遣なり、出向なり、

そういった事例が、類似団体等であるのかどうなのか。これは、地方公務員法、どのような位置

づけがされているのか。

そして、一番の最大の関心事なんですが、このお魚センターの中・長期的な見通し、これを当

局として、どのように判断されておるのか、以上、お尋ねします。

○原田博明水産商工課参事 お答えいたします。市の固定資産税の減免、市税の減免につきまし

て、23年度、24年度につきましては、単年度の損益では黒字になっております。

しかしながら、貸借対照表及び利益剰余金を見ていただければわかると思いますけれども、当

期末残高で6,250万2,387円の累積赤字となっております。資本金5,000万円を差し引いても、

1,250万2,387円の債務超過であり、依然として厳しい経営状況が続いております。このため、

今年度も引き続き市税の減免をお願いしたというところでございます。

それから、借入金の説明でございますが、今、借入金は長期の借入金１本でございます。平成

22年11月12日付で経営安定資金として、１億9,000万円を利率2.225％で融資を受けました。昨

年の平成24年７月10日付で、当資金の元利均等償還に係る金利負担軽減の要望をいたしまして、

平成24年７月18日に鹿児島銀行のほうから金利の引き下げの回答をいただきまして、平成24年

９月18日から、返済分から利率が1.85％になったところでございます。

これによりまして、平成24年４月15日から８月15日までの利率につきましては、毎月利息の

みの35万2,291円を支払っております。

平成24年９月18日から利率の変更がございましたので、毎月の利息は29万2,916円となりまし

て、以降は、毎月の利息に元金の償還が発生いたしますので、毎月元金74万1,957円の返済を加

えて、償還が始まったというところになっております。今後の返済につきましては、毎月約103

万円の償還というかたちで、元利均等返済でございますので、利息が減少していって償還額は変

わらないというかたちで、毎月103万4,000円の返済というかたちになっていきます。

当センターの今後の長期的展開といたしましては、平成22年に計画いたしました、経営改善

計画に基づきまして、年次ごとに売り上げの増とそれから、売り上げ原価並びに経費の削減に努
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めまして、今年度並みの利益を出していって、返済をしていきたいというふうに考えております。

○永留秀一総務課長 水産商工課参事のお魚センターの業務担当についてのことでありますが、

水産商工課参事につきまして、お魚センターの業務担当を命ずるという辞令を出しております。

これにつきましては、この発令については、お魚センターへの派遣や業務に専ら従事することを

命じたものではなく、市の責務として、第三セクターの指導・監督を行うため、お魚センターの

業務の指導・監督を行うことを目的としたものでありまして、一般職の派遣の法律でありますと

か、条例に違反するものではないというふうに判断をしております。

○立石幸徳議長 類似団体の件は、どのように確認していますか、説明してください。

○永留秀一総務課長 お魚センターのほかの市内の第三セクターもあるわけですが、例えば、地

場産業振興センターにつきましても、業務担当を命ずるという辞令を水産商工課の職員に出して

いる例がございます。（「類似団体というのは、枕崎市以外の市町村」と言う者あり）本市以外

の市町村について、どういった形態で職員を業務に担わせているかについては、把握をしており

ません。

○10番畠野宏之議員 まず、その固定資産の減免について、今、当局の説明を聞いてて思った

のがですよ、赤字であれば、経営が厳しいから減免ができるんだというふうに聞こえたんですよ

ね。市内の、市内のそういった、民間の、民間の料理屋さん、食堂、そういったところも今、経

営的には大変厳しいと思いますよ。そういうところが赤字になったら、固定資産税は減免してく

れるんですか。そして、赤字であれば減免ができるという、法的根拠をお示しいただきたい。

そして、市の職員が云々という話を今、総務課長のほうからありましたが、今、第三セクター、

こういったものを見る目は非常に厳しくなってきているんですよね、全国的にも。第三セクター

と本体と一括で経理処理もしなさいというようなときになってきているわけですよ、時代的にな。

そして、今回は黒字で、大変御苦労なさったと思いますし、職員の働きぶりを見れば、土日も

なく、朝も早くから仕事をしていますよ。その給料は、どこで払っているのかということなんで

すよね。枕崎市で払っているわけですよ、一般会計の中でな。残業をすれば、それも一般会計の

中で払っているわけですよ。

そして、今回、国保税の値上げが資産割の部分までありましたよ。一方では庶民には、有無を

言わせず、経営が厳しいからということで値上げをする。公の部分にはそういうのをしない。減

免をしてあげると。これで市の行政が、あり方としてですよ、姿としていいのかどうなのか。こ

んなこと市民がみんなわかったらですよ、それこそ一揆が起きますよ。パニックになりますよ。

特に、料飲店なんかは、食堂関係等々がですね、これはもう、ふんまんやる方ない話になってき

ますよ。ちゃんとお答えください。

○久木田敏副市長 これまでも、委員会の中でも、本会議の中でもたびたびこの質疑はお受けし

ております。その中で、お魚センターのこの減免につきましては、まずは市が半分以上を出資し

ているという公共的な第三セクターであります。その事業の目的等についても、非常に公共性が

高いと。

言うまでもございませんけれども、お魚センターは全国への水産物消費拡大及び魚食普及啓発

の情報発信の拠点施設、交流人口増大に資する本市観光の基幹施設、水産業、水産加工業の活性

化並びに本市経済の活性化に大きな役割を果たしていると。これはもう、今日まで何回も、御説

明しているとおりでございます。

そういうようなことから、先ほど参事が説明いたしましたように、まだ、債務超過を1,250万

ほどしてるというような状況でありますれば、もしこれが破綻するとなると、先ほど言いました

枕崎の活性化のために非常に大きな損害を与えるというようなことから、このような措置をして

いるということであります。

ただいま、民間の一般の企業との話が出ましたが、それは、これには当たらないというふうに
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考えております。

○永留秀一総務課長 水産商工課参事がお魚センターの担当業務で行っている内容につきまして

は、お魚センターから寄せられた業務・経営に関する相談に対する指導・監督でありまして、時

に参事がお魚センターに出向いて、現場に立ち会って指導・監督を行う場合もございますが、こ

ういう場合におきましても時間外手当とか、そういったのが発生するということはありません。

○10番畠野宏之議員 あの今、副市長がですね、いわゆる公共性が高いと、それはだれしもが

わかっていることですよ。公共性があるがゆえに、あるからといって、減免というのはどの部分

でできるのかということですよ。これは、市長の裁量権ということでしょう。市長は、お魚セン

ターの社長なんですよ。社長の会社を便宜を図るというのが、公がやろうとしているわけですよ、

今、してるわけですよ、現実にな。だからそういうのが、法的にどうなのかということを尋ねて

いるわけですよ。皆さん方が、いや、法的に何ら問題がないと言えばそれで結構ですよ。だけど

市民サイドから見たらですね、これは到底理解でき得ないことなんですよ。理解でき得ないこと

なんですよ。答弁としては立派ですよ。合っていると思いますよ。だけど、答弁というのはそう

いう答弁じゃなくして、本当に市民のこと、枕崎のことを思って答弁していただきたい。その根

拠を教えてください。

○久木田敏副市長 今、畠野議員がおっしゃったように、当然、先ほどから説明いたしますよう

に、枕崎のために、もし、ここが破綻すればどうなるのかというようなことを考えて、お魚セン

ターのその経営方針に基づいて減免の可否をどうするのかということを決定しているわけであり

ます。おっしゃるように、市長は、市の市長であって、しかもお魚センターの社長でありますけ

れども、そこはそれぞれ立場が違いますので、名前が一緒でも、それは別の問題であろうと思い

ます。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

○７番禰占通男議員 まず、今、先ほど来、答弁されています、このお魚センターの減免措置の

中で、減免するということは、交付税に影響がありますよね。その本市に対する交付税の影響は

どのようになっているのかということと、またお魚センターの部で、昨年まではこの広告宣伝費

というのがなくて、この計算内訳でですね。そうすると、24年度分は27万円が計上されている、

この内容でですね。

それと、エアポートの問題で、このエアポートが、今までと業務が変わったということで、こ

の変更に当たっての株主総会の様子というか、説明はどのようになされて、その株主からの意見

はどのようなことが出されたのか。

それとまた、この後のメガソーラーの管理、その天文施設等の管理等、いろいろ業務も引き継

いでいる部分もあるし、また新規に始まった分もありますから、これを従来の株主が引き継いで

いるのか、一般の株主もですね。その内容を……、そしてまあ、住民説明会も設けるということ

で、メガソーラー設置に対して、それをいつどこでどのような内容になるのか。

そしてまた、この株主の新しい業務になった場合の脱退というのはあったのか。また、その脱

退した場合の株主の株価の返戻金はどうなったのか。

それとですね、収支予算でメガソーラーから、1,780万程度の収入があるわけですが、これは

メガソーラーが関係なかった時点でも、当期純利益として108万ほど利益が出ております。

そいでまあ、この1,700万ぐらい入った時点での当期利益を144万2,000円と計上しております。

そのわけですよね、利益が今まではほとんどなかったのが、それでも何とかカツカツして100万

程度だった。それでまあ1,700万利益があっても、今度は140万ぐらいしか利益がないというそ

の理由ですね。

それと、地場センターについては、今年度は21万1,000円ほどマイナスになっております。こ

れをまた、従来前の黒字経営というか、そういうのに持っていくのには、今後のこの収支の改善
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ですね、改善策は、どのようになされているのかをお願いいたします。

○本田親行財政課長 お魚センターに対する減免が交付税に与える影響についてでございますけ

れども、お魚センターに対する減免につきましては、低工法等、法律に定める減収補てんの対象

となっているものではございませんので、課税されたものとして75％が基準財政収入額に算入

されて、交付税を算定することとされております。

○原田博明水産商工課参事 平成24年度の広報宣伝費でございますが、これは、平成24年度か

ら取り組んでおります県の雇用対策事業の人材育成事業の中で行っている広告でございまして、

新聞広告とか、それからダイレクトメールの印刷、また、パンフレットのですね、広告等に使っ

ております。

○下山忠志水産商工課長 平成24年度の地場産業振興センターの決算につきましては、確かに

マイナス22万程度の減になっております。これは、入館者減少に伴う売店収入の減少が大きな

影響であると分析されるところでございます。

こうしたことから、センター内の施設利用の増加に伴う入館者の増加を図るために、施設利用

増を検討する必要があることから、定期的に漁協でありますとか水産高校と連携して、魚のさば

き方教室など会館の利用を促進することにより、売店の収入増につなげていきたいと思っており

ます。

また、九州管内の４地場産業センターと連携をとりながら、九州管内のツアー客などの掘り起

こしを行っていきたいと思っております。

○神園信二企画調整課長 エアポートにつきましての通年の決算状況のお尋ねではなくて、臨時

株主総会のお尋ねのようでございます。臨時株主総会……、（「今年になってから、何か３月に

何とか……、説明もする、そして、またあとでこのメガソーラーの部分は後でするという、２回

あったんじゃないですか」と言う者あり）

○立石幸徳議長 企画調整課長。

○神園信二企画調整課長 臨時株主総会の様子につきましては、ただいまこの議題となっており

ます経営状況を説明する書類の関係での説明とは異なってまいりますので、説明は省かせていた

だきまして、一番最後の、今後の1,780万円見込まれるけれども、なぜ1,780万円単純に上がっ

てこないのかというお話でございますが、質問をいただきました議員、単年度で100万程度利益

を出している年もあるが、なぜ、単純に上がらないのかというふうなお話でございますが、それ

ぞれの年度で、減価償却等、貸借対照表等の関係もございまして、過去の損益計算を見ますと赤

字になっている年もございます。単純に、その1,780万ふえたので、1,780万が上がってくると

いうふうな計算ではなかろうというふうに考えております。

○７番禰占通男議員 お魚センターもだと思いますけれども、今、地場センターも集客というこ

とが出ましたが、地場センターにしては資料センターもありますよ。あの活用が私は必要だと思

うんですよ。それで、なるべくまあ小・中学生も必要だけど、お金を持った裕福な年配の方もお

りますから、そういう人の出入りを活発にしてもらえれば、私は本当に眠っている資料だと思い

ます。その活用もまたお願いしていきたいんですが、それでまあ今、エアポートもありましたが、

なぜこの利益が上がらないかというと、この給料手当ですよね、これが、損益計算書を上げると

880万ぐらいのが1,300万にふえていると。この、こういった内容は、どのような経過でしょう

か。それと今、集客。お客の集め方もまた今後どのように活発化させるのか。

○下山忠志水産商工課長 先ほどから説明しますように、議員もまたおっしゃいますように、料

理研修室や歴史資料室の活用の検討を今後詰めていくというふうなかたちで考えております。

○神園信二企画調整課長 エアポート株式会社の人件費の上昇につきましては、１名採用の増を、

職員の増をしております。

これにつきましては、今後設置されます天文台の職員を、主に担当をしていく業務を担う職員
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ということで増加しております。ごらんをいただきますと、市のほうからの飛行場の管理委託料、

これにつきまして、枕崎市のほうから1,360万程度毎年入っておりましたのが、次期の収支予算

では437万円程度というふうに減少している部分もございます。その他にメガソーラー社からの

委託というので1,780万、来期は新たに収入が出てくるというふうなかたちになっております。

あと、給料手当につきましては、今期の計算から給料手当のほうがおおよそ500万程度ふえて

いるというような状況でございます。

○７番禰占通男議員 その天文観測所ですかね、それは昼間を主にするんですか、夜を主にする

んですか。また、その観測の手法といいますか、私もあんまりそこら辺は行ったこともないし、

望遠鏡ぐらいはのぞいたことはありますけど、そこら辺の内容がわかればまたお教えいただきた

い。

○神園信二企画調整課長 この天文台施設につきましては、メガソーラーを実施します会社のほ

うから寄贈の御意向を受けまして、南薩エアポートのほうで受け入れを決定されたということで

ございます。

観測の時間につきましては、昼間の観測も夜の観測もできるということで、それぞれまあ、中

心は夜の観測、少し今までの営業時間から時間が延びるのかなというふうな感じですけれども、

お昼も御希望があれば対応ができると、太陽観測等も対応できるというふうな施設で考えられて

いるようでございます。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

○５番清水和弘議員 私は、エアポートに関して、今、課長のほうから昼間も夜も天文観測する

と言われましたけど、新聞にですね、南十字星が見えるというＰＲが載っていました。

この南十字星というのは、枕崎からはまず見えません。一番上の部分だけ、一灯だけだったら

見えますよこれ。フィリピンのバシー海峡まで下がったときに初めて見えるんですよ。あの広報

は、まず間違いです。指摘しておきます。

それからですね、期末商品の棚卸高、これが76万6,358円。これ、出とるんですけど、マイナ

スなんですけど、これを説明願います。

それから、土地開発公社のことについて、質疑いたします。

５ページなんですけど、公用地売却収益が2,401万となっているんですけど、この面積また場

所、原価は、事業費はどのようになっているのか。それから２番目に、附帯等事業収益が95万

4,000円となってますけど、これはどこからの部分なのか、どこへ支払うのか。それから、公有

地取得事業442万5,000円、これは、どこの部分なのか。この支出の分で７ページになっていま

す。それからまた５ページに戻って、販売費及び一般管理費が65万2,212円について詳細に説明

願います。

それと、この１ページ目なんですけど、当期損失した牟田河地区及び田中地区の部分をなぜ計

上しなければならないのか。これは、県から指摘されたからなのか、それとも、評価損であると

いうことを県から指摘されたからなのか。以上お尋ねいたします。

○神園信二企画調整課長 まず、その南十字星が見える見えないという南日本新聞での広報だっ

たということでございますが、これにつきましては、南日本新聞社の取材をもとに南日本新聞に

掲載された記事でございますので、私どものほうからお答えすることはございません。

それと、損益計算書のほうで、期末の棚卸高△76万6,358円というところでございますが、こ

こにつきましては、買い掛けの航空券のチケット分ということで伺っておりますが、細かい内容

までは、伺っておりません。

○福元新財政課参事 まず、2,401万程度の公有地取得につきましては、議会のほうにも報告し

てますけど、臨空工業団地を24年から28年度まで、５カ年計画で買い戻すための１年目の予算

でございまして、面積は、たしか１万一千六百、七百平米、すいませんちょっとお待ちください。
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１万1,674平米のうち、1,300平米に当たる分でございます。

それから附帯工事の95万4,000円につきましては、市のほうへ駐車場として貸し付けている千

代田町保有地のことでございます。それから７ページの442万5,000円につきましては、キャッ

シュフローでの計算上のことで出てきた数字でございます。それから、５ページの65万2,212円

につきましても、販売費及び一般管理費ですけど、事務費ということで思っていただきたいと思

います。それから、牟田河地区と田中地区のことにつきましては、これにつきましては、決算書

の12ページに、一番上のほうに牟田河地区と田中地区を４月１日現在で、期首残高で約270万程

度計上していたところでございますが、ここの場所について、まず、説明させていただきたいと

思います。

ここにつきましては、岩戸町の海岸堤防沿いの行きどまりの周辺で、以前は田んぼでありまし

た。それから、田中地区につきましては、花渡川河口の右岸のところで、主に公有水面のところ

であり、両地区とも水産加工団地として造成計画があったところでございます。それで、牟田河

地区につきましては昭和56年度に、田中地区については昭和57年度に測量設計委託業務等を実

施したところなんですが、両地区とも造成費用が多額になるなどの理由で頓挫し、両地区ともに

測量試験費及び諸経費が資産として残っており、現状としては、公社用地を有していないところ

でございました。それで、今後の当該地区の造成計画がなく、設計も30年以上であるため、現

在の設計指針とは当時と比較して厳しく、また、変更になっているため、成果品として活用はで

きず、財産価値のないものと考えられていたところでございます。

このため、県市町村課と協議を行いまして、県としては、公社として財産価値がないと判断し

た場合、手続として、その財産を市が買い取ることの権利の放棄を理事会が承認し、その財産を

特定土地と位置づけ、評価損による特別損失を計上すればよいとの指導により、平成24年度期

末残高において、牟田河地区及び田中地区の評価額合計を270万程度評価ゼロにしたところでご

ざいます。

それで今回、24年度の経常利益は、５ページの損益計算書に書いてるんですけど、42万5,000

円程度ありましたが、特別損失が270万程度あったもんですから、24年度の決算としましては、

約230万円の当期純損失となったところでございます。

○５番清水和弘議員 今、企画調整課長は、南日本新聞が勝手に報道したというみたいな答弁で

すけど、これは枕崎市のこれからの問題になるんじゃないんですか。見えないものをＰＲしてい

いんですか。枕崎の損失につながらないですか。その辺も考えて答弁はしっかり、私はその辺は

南日本新聞に抗議すべきだと思うけど、その辺はどうするのか。

それからですね、もう１点。今、販売費及び一般管理費の65万2,212円について、事務費とし

て思っていただいてほしいみたいなことを言いました。これでは市民は納得しませんよ、これ。

もっと詳細に、詳しく説明をお願いします。

○福元新財政課参事 24年度は、片平山の裁判があったもんですから、裁判の旅費、あるいは

油代、コピー代等になっております。よろしいでしょうか。

○神園信二企画調整課長 議員御指摘の新聞記事をちょっと手元に持ち合わせておりませんので、

はっきりした記憶がないんですけれども、記憶の中では、たしか南十字星の一部が見える地域は

なかなかないというふうなコメントではなかったかなというふうに思っておりまして、南十字星

が全部見えるという表記ではなかったような気はいたします。

ただ、議員のほうから、そのようなうその記事を載してはならんというふうな御指摘がござい

ましたので、そういう御意見がございましたというところにつきましては、南日本新聞のほうに

はお伝えはしようと思います。

○５番清水和弘議員 この今、一般管理費の部分ですけど、この裁判費用みたいなことを先ほど

言いましたけど、これ以外にまだ利用している部分があるんじゃないでしょうか。
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○福元新財政課参事 詳細につきましては、決算書の11ページのほうに掲載してまして、詳細

に申し上げます。

旅費が宮崎まで２回、３万7,880円。役務費、これは、銀行へ振込手数料のことですが1,680

円、それから県への総会あるいは総会手数料なんかがあるんですけど、それが１万1,000円。そ

れから公租公課費、税金なんですが25万8,000円、それから裁判が終結しましたので、その謝金

としまして、顧問弁護士へ33万5,852円の支払いとなっております。

○立石幸徳議長 次に、城森史明議員。

○８番城森史明議員 私は、お魚センターの件について、質問をしたいと思います。

ここ３年間比べるとですね、平成22年が100万の赤字で、それから順調に利益をふやしている。

23年ふやしていることで、頑張っている姿が非常に浮かぶわけですけども、その中でですね、

来年度の予算を見たときにですね、先ほども売り上げをふやして、経費を節約するということが

あったんですけれども、24年度実績に対して売り上げがマイナスになっているわけですよね。

そして、その結果として経常利益も24年度実績に対して、低くなっているわけですね。これが、

どうしてこういう予算がなされたのか、質問をしたいと思います。

それと先ほど、その長期借入金の返済がありましたけれども、この財源はどうするのか。この

２点だけ質問したいと思います。

○原田博明水産商工課参事 25年度の売り上げにつきまして、24年度の実績と比べますとマイ

ナスになってはおりますが、いろいろな自然減少等の予測が難しいということから、23年度と

24年度のですね、実績の平均で一応計上しております。

また、テナントにおいてですね、チャレンジショップが24年度は２店舗実施していたんです

が、１店舗が撤退したため、１店舗のテナント料が計上されていないということで、売り上げの

減になっております。

それから、長期借入金の返済についてでございますが、これにつきましては、お魚センターの

売り上げで支払っていくと、利益で支払っていくということになります。

○８番城森史明議員 せっかく盛り上がっているっていうか、勢いがついてですね、こうやって

マイナスだった利益がプラスになって、それがまたふえてやっているわけですから、その勢いと、

その間ですね、まあ培った自信とかノウハウとか、あると思いますよね。

そしてやっぱり、私なんかも民間でしたけど、やはり去年実績に対して目標というのは、それ

がかなうかどうかはわかりませんよね、ある程度の計算をして、それ、プラスの目標を立てて、

それに頑張るというかたちだったわけですね。

そして、今度の安倍内閣が言っているように、景気も良くなるっちゅうのは、気持ちが大事と

いうことを言っておられますよね。そういう気持ちでやらないと、景気もよくならないと。

そういう意味でですね、ちょっとそういう意味からしたら消極的な弱気な予算なのかなという

感じがするわけです。ですから、やっぱりこの辺のところはどうなんですかね。

やはり、今でもっと昨年実績に対してやっぱり５％なり10％なり、それを上げないとやはり

その売り上げから年間1,300万ほどのですね、借入金も払っていくわけですから、その辺はどう

考えるんですか。

○原田博明水産商工課参事 今、委員から指摘がありましたように、目標は高く掲げたいとは思

うんですが、あくまでも予算というかたちで、計上したということでございます。目標はやはり、

これ以上の売り上げを上げていきたいということで、社員一同頑張っていくということを一応、

指導しているところでございます。

また、今の来客数でございますけども、なかなか景気の見通しがたっていないという状況で、

年々来客者数もなかなか伸びていないという状況もございまして、安易に大きな目標というか、

予算を立てるというのもなかなか難しい問題だというふうに考えております。
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○８番城森史明議員 確かにその難しい面はわかるんですけども、やはりそういう意味で、従業

員もやる気を出させるにはどうしたらいいのかというのは、やっぱりある程度の目標を持たして

ですね、やらなきゃいけないと思うんですよね。要はムード的に従業員を含めた全体がそうなら

ないとなかなかふえないし、そういう意味で、その辺はよろしくお願いしたいと思います。

そして、最後にですけど、25年度のですね、何らかの目玉対策じゃないけど、どういう対策

で売り上げをふやすというのはあるんですか。

○原田博明水産商工課参事 今、本センターにおきまして人気商品になっております「わら焼き

たたき体験」、この企画がですね、今、好評を得ておりまして、平成23年度から実施しており

ますが、年々、希望者もふえております。売り上げについても上がっております。

こういったお魚センターでしかできないようなメニューをですね、今後、また多数考えていき

たいというふうに考えております。また、社員のほうもそういった企画をいろいろと考えて、今、

鋭意頑張っているところでございます。

○９番沢口光広議員 お魚センターのことでお尋ねいたします。

先日、私も毎日のごとくお魚センターに見に行っているんですけど、大阪、神戸のほうから中

学生、あの団体旅行ですか、枕崎のほう、先日、お魚センターのほうにも体験漁業ですかね、あ

のカツオの一本釣りやったり、他府県ナンバーがよく来てるんですけど、先ほど、まあ話変わる

んですけど、10番議員があの減免措置、もうここ３年この季節になったら、減免措置、減免措

置という言葉が出るんですけど、この市長の裁量権でいけるかと思うんですけど、堂々と議会に

ですね、今回こういった、ことし減免措置するよと、事前にこの承諾を得る方法も私一つの方法

かなと思うんですけど、市長の裁量権が、でも十分通用するかなと思うんですけど、そこら辺を

ちょっと当局の今後の見解をですね、お尋ねしたいなと。いつ、いつまで、いつ借金が幾らにな

るまでやるとか、そういう方針というか、もしあればお尋ねしたいです。

○久木田敏副市長 そのお魚センターの減免について、皆様のほうに減免をするよというその報

告、考え方については、ちょっと、いつの時点でそういうふうにするのか、非常に難しいことで

はあろうかと思います。

まあ、お魚センターに係ります市税の減免につきましては、毎年度減免申請というのがまいり

ますので、それを受けまして、その可否を提出された決算書あるいは関係書類を十分精査しなが

ら決定していきますので、その時点で判断をしていくというかたちになろうかと思います。

○11番吉松幸夫議員 お魚センターと地場センターにつきまして、３点ほどお聞きしたいと思

います。

お魚センターも地場センターもですね、社員の方々、また、テナントに入っている方々、一生

懸命毎日非常にありがたいと思っております。

そこでですね、まずあのお魚センターに関してなんですが、貸借対照表でもありますけれども、

流動資産に対して、流動負債というのがありますが、この両者の関係といいますか、どういうも

のなのか。今現在どういうかたちになっているのか。そして、それが今後どういう判断となるの

かというのがまず１点。

それとですね、お魚センターと地場センターに関してですが、どうしても商売やっている以上、

原価というものがついて回るんですが、この両センターのですね、５カ年前からの原価率がどう

いった状況にあるのか。

それとお魚センターの２階のレストランですね、ここの営業時間をもう一度お教え願います。

○下山忠志水産商工課長 お魚センターと地場センターにつきましては経営形態が異なりまして、

お魚センターは、レストランを含んで各物産を販売しております。

地場産業振興センターにつきましては、ほとんど物産販売、それと入館料の収入というふうな

ところと、それから物産展並びに物産館での販売というふうなかたちになっておりますので、商
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品化されたものを販売するということですので、お魚センターとの原価率については若干違うと

ころがあると思います。過去５カ年の原価率については、今のところ手元にちょっと持ち合わせ

ておりませんので、申しわけございません。

○原田博明水産商工課参事 質問のありました貸借対照表の資産の部と負債の部の流動資産と流

動負債の件でございますが、流動資産につきましては、そこに記載されているとおり、現金並び

に売掛金等になります。俗に言う資産の分になります。

また、負債につきましては、買掛金、レストランの買掛金等とテナントの預かり敷金というこ

とで計上しておりまして、一般的に流動資産から流動負債を差し引いた差額が正味運転資金とい

うかたちで使っていくという仕組みになります。

それから、５年間の原価率ということでございますが、今、お魚センターにつきましても５年

間の資料はございませんが、平成24年度の原価率でよければ、一応報告いたしますが、全体の

原価率でいきますと、本年度は47.4％の原価率でございます。また、昨年度ですね、23年度に

つきましては49.7％の原価率でございます。一応、手元にあるのは、今、２カ年の資料しかご

ざいません。

それから最後に、レストランの営業時間ということでございますけれども、レストランは、昼

の部は11時から15時までが営業時間でございます。夜の分につきましては、夜の宴会の予約の

みで営業しております。

○11番吉松幸夫議員 原価率に関しましては、大分昨年よりもことしは少しずつよくなってる

というふうに見て取れます。今後もまたさらに努力していただきたいと思います。

レストランの営業時間なんですが、なぜこれを私は今、質問したかといいますと、昨年、一昨

年と皆さんも御存じのとおり、Ｓｈｏｗ－１グランプリで鰹船人めしが１位を取りました。それ

を宣伝しているにもかかわらずですね、３時以降に、それを提供する場所が枕崎市の中にないと。

民間の食堂であれば、夜の営業もするので、これは中休みがあっても当然かと思いますけれども、

お魚センター自体が６時ぐらいに閉店ですよね。そこまで通して営業して枕崎のものを提供する

というふうなことをやってみてはどうかと考えますが、いかがでしょうか。

○原田博明水産商工課参事 議員のおっしゃる気持ちも十分理解しているつもりでございまして、

できればですね、開館時間をレストランもあけて、そういったお客様の対応をしていけば、大変

いいことだというふうには感じておりますが、やはり、来るお客様もその３時以降のお客様とい

うのは、それほど多くはありません。で、その３時以降にレストランのほうをあけておくという

ことになりますと、板場の職員さん、それからフロントの職員さん、これらの方々を待機させて

おかないといけないということになります。

そうなりますと、かなり経費的に厳しい経費、営業になっていくというふうに考えております。

その辺をクリアできないと通してあけていくということはなかなか難しいことと考えておりま

す。

○下山忠志水産商工課長 ３時以降のお魚センターの営業についてでございますが、以前、そう

いう話もございまして、喫茶店として何カ月か、１年足らずぐらいやったというふうなことを聞

いております。

そうしたところ、光熱水費でありますとか人件費でありますとか、そういうものに見合うだけ

の入館者はほとんどないというふうな状況から、今、３時までと。ただ３時以降、例えば５時ま

でなりますとか、そういうふうな予約の場合は、あけているというふうな状況でございます。

○11番吉松幸夫議員 まあ、さまざまな難しい状況があろうかと思いますけれども、営業する

というのに制約があるというのは重々わかってますが、常にやはり何かあったときにはですね、

そういうことも常に含んでおいて、さらなる検討といいますか、営業に頑張っていただきたいと

思います。（「関連９番」と言う者あり）



- 120 -

○立石幸徳議長 沢口議員は、先ほど質疑をいたしましたので。

ほかにありませんか。

○12番沖園強議員 お魚センターについてなんですけど、ただいまも流動資産と流動負債の正

味運転資金の質疑が出たんですけど、流動比率から見ると、24年度決算状況から見ると297.7％

というような状況にあるわけですよね。現金・預金を多く持って、正味運転資金があれば安心し

て短期間の運営はできるんでしょうけど、その比率がどこが一番妥当なのかと。まあ大体普通の

一般経営からいけば200％以上が望ましいと言われているんですけど、あまり現金を抱え込むと、

その分、資金の運用面で効率が悪いと言われているんですけど、今後その辺はどう対処していく

のかですね。

それともう１点、地場産業センターなんですけど、販路事業会計部門から一般会計への繰り出

しですよね、これ、何かその定義みたいなのはどうなっているんですかね。24年度、若干その

辺がへこんでいるものですから、わかればお示しいただきたいと思います。

○下山忠志水産商工課長 地場産業振興センターの一般会計への繰り入れでございますが、一般

会計のものにつきましては、ほとんど管理というふうな状況がございまして、収支のバランスが

とれない状況でございます。ですから、以前から、最初始まったときから、販路対策事業の収入

の中から繰り入れをしているというふうな状況であります。

○原田博明水産商工課参事 ただいま質問がありました現金・預金の関係でございますが、今後、

借入金の元利返済も始まりますし、この元利金返済に充てていかないといけないということにも

なります。現金がふえていくということは大変いいことでございますので、もし、順調にふえて

いくようであれば、やはり、平成５年に建てられたあのセンターでございますので、かなり内部

的には老朽化もしてますし、今後、修繕・更新していかないといけない施設も多々ございますの

で、その辺の修繕等に一応充てていきたいというふうに考えております。

○12番沖園強議員 平成22年度に10カ年事業計画を策定して、我々議会にもお示ししていただ

いて、その中で大体計画以上に頑張っているのが営業経費の削減ですよね。非常に頑張っている

と思います。

私、先ほど原価率のお示しがあったんですけど、恐らくその原価率はテナント料とか、それも

含まれているから四十何％になったと思うんですよ。売上高と仕入高の純粋な原価率となれば

60％を上っているんですけど、非常に努力されていると。私、高く評価しているんですけど、

一時は六十四、五％以上あったのが、今、60.6ぐらいになっているんですよね。そこはどうい

った努力をされたのか、それをお示ししていただければありがたいです。

それから、先ほどの質疑の中で、いつ市民に公表するのかと。租税公課の減免の部分、これ、

予算書でもうしているんですよね。してますよ、議会にはもうお示ししているんです。減免して

いると。そういった資料の見方を我々もしないといけないのかなと思っているんですけど。

あともう１点、地場産業の一般会計への繰り出しなんですけど、販路事業部門の状況等でこう

いったことになっているんでしょうけど、23年度は366万2,000円だったんですよね。24年度は

115万7,000円というような状況ですから、一般会計は当然、販路事業やら食堂事業の部分から

繰り入れをしないとやりくりはできないわけですよね。その、なぜその差額が出るのかというこ

とです。一般会計への繰り入れを、何に基づいてこういう差額が出ているのかということです。

○下山忠志水産商工課長 まず、御指摘のお魚センターの原価率の件でございますけれども、今、

レストランで使っております食材でありますとか、魚でありますとか、いろんな食材があります

が、そういうのを見積もりをとったり、あるいはその仕入れ先を変えたりというふうなかたちを

取って、原価率を落としているというふうなかたちで認識をしているところでございます。

それから、地場産業振興センターの繰入金でございますけれども、予算に対しまして、ある程

度見合うかたちで繰り入れをしておりまして、随時、昨年の繰入金は、販路対策から366万
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2,000円、食堂会計が132万円、ことしは、販路対策から115万、食堂会計から132万ということ

ですが、ほかの部門で、退職金の給与引当預金取崩収入等が、本年度は、昨年とすると200万程

度落ちておりますことから、その分の差額を販路のほうから繰り入れたというふうなところでご

ざいます。

○立石幸徳議長 ほかにありませんか。

これをもって質疑を終結いたします。

この際お諮りいたします。

本定例会で議決された案件について、その字句等の整理を要するものについては、その整理を

議長に委任されたいと思いますが御異議ありませんか。

[「異議なし」と言う者あり]

○立石幸徳議長 御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。

これをもって、本定例会の議事のすべてが終了いたしましたので、平成25年第４回定例会を

閉会いたします。

午後３時28分 閉会



○ 一般質問の要旨

○ 予算特別委員会における当局説明及

び各委員から出された意見・要望
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平成25年 第４回定例会一般質問及び要旨

質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

①牧 信利

②沢口 光広

裁判問題につ

いて

駅舎完成後の

全体構想等に

ついて

教育関係につ

いて

１ 桜山東町499番１の水路問題は、市の時効取得が

認められなかった。市長は、この判決を受けてどの

ように対応する考えか

２ この水路は、地域の水田になくてはならないもの

である。早急な解決を図るべきと考えるが、市長の

見解はどうか

１ ４月28日、ＪＲ最南端の始発駅・終着駅である枕

崎駅舎が完成した。枕崎駅は、本市の表玄関であ

り、観光面等において起爆剤にならなければならな

いが、市長は今後、どのような全体構想を持って取

り組んでいく予定でいるのか

１ 今春、大隅半島で高校の統廃合が行われた。その

ような中、５月30日付の南日本新聞で、山川高校は

７月に行う中学生進学希望調査の結果次第では、早

ければ来年度からの募集停止を検討しているという

ことが報道されたが、このことについての当局の見

解は

２ ことしの枕崎高校の入学者は、定員120名のとこ

ろに103名しか入学しておらず、昨年に引き続き定

員割れ（入学率86％）になったことについての当局

の見解は

３ 本市４中学校（枕崎中、立神中、桜山中、別府

中）から何名の生徒が枕崎高校（１年生から３年生

まで）に進学しているのか

４ 本市４中学校から加世田高校及び川辺高校に通学

している生徒が何名いるのか

市 長

副市長

課 長

市 長

副市長

課 長

市 長

副市長

教育長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

「商圏」復活

について

「ふるさと枕

崎会」の会員

募集の協力依

頼について

５ 南九州市及び南さつま市から何名の生徒が枕崎高

校に進学しているのか

６ 今春、枕崎高校から大学等に合格したのは何名で

あるのか

７ 本市の現在の小学６年生の児童数と小学５年生以

下の児童数を比較した場合、数年後、どのような

現象が生じると予測されるか

８ 教育委員会はもちろんのこと、我々はあらゆる会

議・会合等を通じて、原則として地元の子供たち

は地元の高校に進学させるように努めるべきでは

ないのか

１ 鹿児島県が実施した2012年度消費者購買動向調査

で枕崎商圏は、県が最少規模と定める購買人口２

万人以上を下回り、本市は県内の「商圏地域」か

ら削除された。いろいろな要因等が考えられる

が、今後、商圏復活に向けて、どのように取り組

んでいくのか

１ 東京、大阪、名古屋等には、本市出身者が数多く

居住しており、それぞれに「ふるさと枕崎会」が

存在しており、都会と枕崎を結ぶ心のよりどころ

であり、昭和60年頃は総会参加者は500名から600

名であった。

  しかし、平成８年ごろ個人情報保護条例等が制定

され、人権意識が高まったことなどが要因で、本

市出身者の氏名、住所等の把握が極めて困難とな

り、このままの状態が数年続けば、ふるさと枕崎

会は壊滅状態に陥ることが予想される。

  行政側も各地のふるさと枕崎会と連携を図り、存

続維持のため、会員増加に寄与すべきではないの

か

市 長

副市長

課 長

市 長

副市長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

③城森 史明 国民健康保険

特別会計の財

政健全化につ

いて

２ ふるさと納税制度が導入されてから５年が経過し

た。先日、新聞報道でふるさと納税件数が多い自

治体（５市町村）が公表されたが、本市の過去５

年のふるさと納税件数と金額の推移は、どのよう

になっているのか

１ 県下19市の中で、本市を含め、被保険者数の近い

12市の財政状況を比較した。

  ①枕崎市 ②いちき串木野市 ③阿久根市 ④伊

佐市 ⑤指宿市 ⑥南さつま市 ⑦西之表市 ⑧垂

水市 ⑨南九州市 ⑩日置市 ⑪曽於市 ⑫志布志

市

  この中で、赤字を出しているのは、本市と指宿市

である。このような苦しい状況下で、神園市長は、

どのようにリーダーシップを発揮し、赤字を改善し

ていくのか

２ 平成22年度及び平成23年度における被保険者１人

当たりの収入、支出を比較すると、本市の赤字の原

因が明らかになってくる。最大の原因は支出の多い

ことであり、平成22年度は２番目、平成23年度は12

市の中で最も多い。その中で、支出の67％を占める

保険給付費は、12市中、平成22年度は４番目に、平

成23年度は３番目に多い。

（1）平成23年度の保険給付費において、疾病分類ご

との費用および比率はどうなっているのか（新生

物、精神及び行動の障害、循環器系の疾患、消化

器系の疾患、筋骨格系及び結合組織の疾患、その

他）

（2）本市の校区ごとの、疾病分類ごとの費用におけ

る特徴はどのようになっているのか。また、校区

ごとの特定健診受診率は、どうなっているのか。

受診率と費用額との相関はあるのか

３ 平成23年度における１人当たりの保険税額は、県

下19市の中で３番目に高い。しかも、２年前に保険

市 長

副市長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

税の値上げを実施しており、ことし実施するなら保

険税の値上げは市民に大きな負担を強いることにな

る。

（1）前回の値上げにより、平成22年度に比べ、税収

は平成23年度は8,700万円、平成24年度は5,600万

円増加した。平成24年度が平成23年度より3,100

万円減少した具体的な理由及び理由ごとの減少額

は

（2）実際の税の軽減額と国や県や市の軽減分・支援

分は、それぞれ過去３年間でどのようになってい

るのか

（3）国保税を知ることと同様、他の保険も知ること

が重要と考える。健保組合や協会けんぽや共済組

合の保険料を同一条件で比較すると、どのように

なっているのか（条件：世帯人員（夫婦２人＋子

供２人）、課税所得額：200万円、固定資産税

額：４万円）

４ 県下で保険給付費が最も少ない志布志市へ行政調

査に行ってきた。志布志市は、国保行財政に対し真

摯に一生懸命取り組む姿勢が感じられ、学ぶべき点

が多くあった。

（1）志布志市は、特定健診受診率70％を目標とし、

平成24年度は53％を達成した。その中で施策とし

て、「特定健診受診率向上対策自治会報奨金制

度」を実施し、成果を上げている。経費は、数百

万円しかかからない。効果的で自治会も潤うの

で、本市も取り組むべきではないのか

  ① 特定健診未申込者に対し、市の職員が戸別訪

問し、受診勧奨をしている。本市は、やってい

るのか

  ② 人間ドック検査において、胃の内視鏡検査は

あるが、腸はない。１年ごとに交互の検査はで
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

ふるさと納税

について

きないものか

（2）高齢者元気度アップ・ポイント事業において、

グラウンドゴルフも入っている。本市は、入れる

考えはないのか。入れないのは、どのような問題

点があるからか

（3）市のプロジェクトチームだけでなく、市民のボ

ランティアによるプロジェクトチームを立ち上

げ、その中から24のウオーキングコースやオリジ

ナル健康体操ができたとのことである。本市の状

況は、どうなっているのか

（4）平成24年度に介護保険料値上げを実施したが、

その際、市内の400の自治会に市職員が出向き、

説明会を開いたとのことである。枕崎市の平成23

年度の国保税値上げの際には、残念ながら説明会

は開かれなかった。今回の国保税の値上げについ

て、説明会を自治会に行うのか

１ 過去３年間の本市へのふるさと納税額と件数は幾

らか

２ 先日、新聞にふるさと納税の記事が載り、県下19

市の中で４位とのことであり、市外のふるさと出身

者の枕崎を想う気持ちに心からの感謝の念を感じ

た。お礼においては、他の市はふるさとの特産品等

のお礼をしているが、本市はお礼状のみとのことで

あり、本当に恥ずかしい気持ちになった。お礼の内

容については、どのように話し合い、どのように決

定するのか

３ 最低市報１年分でも送るべきではないのか。市外

のふるさと枕崎出身の方々は、ある一面、観光大使

であり、納税額に応じて地元の特産品を贈るべきで

市 長

副市長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

④清水 和弘

耕作放棄地の

解消と農地集

約について

本市職員給与

問題について

環境保全全般

について

はないのか。わずかであるが、地元の売り上げにも

つながるし、地道ではあるが、市外での枕崎特産品

のＰＲにも効果があると思うが、いかがか

１ 安倍政権は、農家所得倍増という大きな目標を掲

げ、新しい施策を打ち出し、農業の強化に力を入れ

ている。

（1）現状と今後の耕作放棄地の解消のための、仕組

みと内容はどのようになっているのか

１ 市長の行政改革へ取り組む姿勢について

（1）わたり廃止後の職員人件費の推移について、平

成25年度市職員の人件費削減額及び今後５年間で

のわたり廃止に伴う財政効果額は幾らか

（2）４級で最高号給に達した職員のその後の処遇は

どのようになるのか

２ 本市の外国人を含まない人口は、現在２万3,000

人程度と考える。10年後の本市人口は、２万人程度

になると考えるが、人口減少に応じて本市一般会計

の人件費率を改善する考えはないのか

１ 循環型社会構築を目指す３Ｒイニシアティブにつ

いて、これまでの市民への呼びかけはどうなってい

たのか。また、今後の呼びかけについての考えは

２ 家庭、商店、工場等から発生するごみ軽量化への

取り組みはどのようになっているのか

３ 内鍋清掃センターに持ち込まれる資源ごみの量及

び販売収入金額の過去５年間の推移は、どのように

市 長

副市長

課 長

市 長

課 長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

⑤豊留 榮子 国民健康保険

について

なっているのか

４ 本市、南さつま市、南九州市の住民から出る資源

ごみの１世帯当たりの量はどのようになっているの

か（内鍋清掃センターに持ち込まれる分について）

５ ごみの資源化率について、これまでより詳細に分

別する考えはないのか

６ 生ごみの堆肥化について、本市は今後、取り組む

考えはないのか

７ ＥＭ培養液による浄化活動について、今後、活動

を拡大するためには、さらに１台の培養器が必要と

考えるが、当局の考えは

８ 神園川河口流域汚染や魚油等による汚染の改善状

況は

１ 平成25年度から平成27年度の３年間の「国保財政

健全化行動計画」でも示されているが、国保特別会

計は平成23年度に国民健康保険税を引き上げ、国保

基金の２億5,028万円を取り崩すなどの措置を行っ

たにもかかわらず、赤字決算となった。その理由は

何か

２ 国保加入者の80％が所得200万円以下の方たちだ

が、この方たちへの値上げによる影響は

３ 国民皆保険制度の最後のとりでとなる国保を守る

国の責任を明らかにし、国庫負担の引き上げを求め

るべきではないか

市 長

副市長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

子供の医療費

無料化につい

て

生活保護につ

いて

市立病院の地

４ 国に対して、本市として独自に要求すべきではな

いか

５ 一般会計から法定外繰り入れをすべきと考える

が、いかがか

６ 国民健康保険の広域化について、市長の見解を

１ 現在、小学校３年生まで子供の医療費が無料とな

っているが、これを小学校卒業まで無料にした場

合、新たに必要なお金は幾らか

２ 子育て世帯の負担を軽減し、子供たちが安心して

必要な医療が受けられるように、病院の窓口で無料

にすべきと考えるが、いかがか

３ 自動償還方式の中で、医療機関への自己負担金の

未払いは発生していないのか

１ 生活保護の大改悪が行われているが、生活保護基

準の引き下げに続き、役所が生活保護を申請する際

の書類提出を義務づけ、「扶養照会」の強化など、

「憲法25条が保障する生存権」を無視したものとな

っている。

  本市における申請の際の実態は、どのようなもの

か

２ 生活保護の申請が受けられなかった方の追跡調査

などをしているのか

１ 「地域包括ケアシステム」とは、保健・医療・介

市 長

副市長

課 長

市 長

副市長

課 長

市 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

⑥禰占 通男

域包括ケアシ

ステムについ

て

妙見センター

について

国民健康保険

について

護・福祉を連携したケアシステムであり、また、施

設ケアと在宅ケアとの連携も必要であるということ

だが、市立病院が取り組む意義とは何か

２ 現在、どのようなかたちで進められているのか

３ 12年後の2025年には、団塊の世代が全員75歳以

上の後期高齢者になり、現在のような病院や介護施

設中心では追いつかないと言われているが、本市の

状況はいかがか

４ 市立病院が目指す病院経営の方向性はどのような

ものか

１ 妙見センター設立当初から活躍している蒸し器の

傷みが激しく、蒸す時間が長くかかり、大変不便を

感じている。新しいものにかえることはできないの

か

１ 国保の税率改定について、今回の改定で１人当た

り、１世帯当たりの平均負担額は、どのように変わ

るのか

２ 平成24年度までに、県内19市の中で法定外繰り入

れをしている市は何市あるのか

３ 平成23年度の保険税率引き上げにより、収納率に

影響はあったのか

４ 後発医薬品の普及率を2017年まで５年間で、60％

以上引き上げを決定しているが、これまでと計算方

法が異なるというが、今回の方法はどのようなもの

副市長

課 長

市 長

副市長

課 長

市 長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

か

５ 国保の医療費抑制について、具体的に本市が取り

組む事項は、どのようなものか

６ 保険料滞納者の治療費について、平成24年度の滞

納者で資格証明、短期保険証を使って治療、また、

投薬を受けた人は何人いるのか

７ 県内の公的病院や救急を扱う総合病院では、未収

金の額も膨大になっているようだが、本市の医療機

関の把握はできているのか

８ 国保に移行手続せず、無保険の実態はどのように

なっているのか

９ 「医療相談窓口」は、どのようになっているのか

10 国保運営を都道府県に移すと、１人当たりの平均

保険料は最大で年間３万9,000円の値上げになると

いわれるが、枕崎市の試算はなされているのか

11 「健康づくり」の方法は、どのようになされるの

か

12 本市における市の保健師の役割は、どのようなも

のか

13 昨年、ダイエットコンテストが始まってポイント

事業はふえたが、健康マイレージとしての取り組み

はできないのか
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

⑦吉嶺 周作 災害・防災の

備えについて

ごみステーシ

ョンのあり方

について

１ 南海トラフ巨大地震が今後30年以内に起こる確率

が60％から70％と高い数値で予測されているが、本

市の食糧等の備蓄は、どのような取り組みをなされ

ているのか

２ 花渡川を分岐点として、本市は東西に分けられる

が、花渡川にかけてある６カ所の橋が破壊された場

合、救急等の緊急時の手段として、船や防災ヘリの

活用も考えられると思われるが、防災ヘリが離着陸

できる場所は何カ所あり、どこを指定してあるのか

３ 災害時に自力で避難することが困難な高齢者や障

害者等の「災害弱者」の名簿作成は、どうなって

いるのか

４ 川内原発で重大事故が発生した場合、いちき串木

野市の本浦地区及び上名地区の計5,814人の避難場

所として本市が指定されているが、指定されてあ

る16施設は、具体的にどこになっているのか

５ この避難場所の各施設ごとの責任者は、指定され

ているのか

６ その避難場所では、どのような支援方法をしてい

くのか

７ 庁舎においては、災害時に備え、各課の機密書

類、重要書類等のコピーを別途保管してあるのか

１ バス停留所がごみ捨て場（ごみステーション）に

なっている場所があり、常識的に考えてもあり得

ないと思うが、設置場所の移動をすべきではない

のか

市 長

課 長

市 長

課 長
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質 問 者 質問の主題 質  問  の  要  旨 答 弁 者

インフルエン

ザ対策につい

て

２ ごみ袋の捨て方が地域によって異なるが（ネット

を覆う、金物でつくったおり等）最善策を考慮

し、統一したらどうか

３ ごみステーションの標識の文字が薄くなっていた

り、外れてついていない場所があるが、新設、取

りかえをするべきではないのか

１ インフルエンザ予防に対して、小・中学校ではど

のような取り組みをして、どういった効果が出て

いるのか

２ Ｒ－１飲むヨーグルトがインフルエンザ予防に効

果的だとされているが、小・中学校の給食に供給

し、実態調査をしてみたらどうか

市 長

教育長

課 長
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平成25年第４回定例会予算特別委員会における

当局説明及び各委員から出された意見・要望

◎議案第113号平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第２号）

○当局説明

・ 今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億5,236万6,000円を追加し、予算総額を98億5,460万

円にしようとするもので、当初予算額に対し、1.7％の伸びとなる。

・ 地方債の補正は、畑地帯総合整備事業、消防署庁舎耐震補強事業、救助工作車整備事業に係

る追加及び地方道路等整備事業に係る変更によるものである。

・ 補正予算の主なものとしては、一般職人件費、資源リサイクル畜産環境整備事業負担金、農

業基盤整備促進事業、枕崎駅周辺整備事業、救助工作車整備事業などである。

・ 補正財源については、市債5,190万円、諸収入4,089万8,000円、国庫支出金3,687万5,000

円、寄附金2,724万円、県支出金144万2,000円、繰入金100万円、分担金及び負担金70万

4,000円の増、繰越金769万3,000円の減で措置した。

・ コミュニティ助成事業のデジタル無線簡易型の整備については、消防団員の消火活動等の作

業を安全・確実に行い、情報通信及び災害派遣の円滑化を図ることを目的に整備するもので、

事業費72万7,000円で、携帯型11式、車載型１式の計12式の整備を予定しており、そのうち70

万円が、助成事業費として交付される予定である。

機能については、出力５ワットの通信距離１から1.5キロの防水型で、14時間使用可能とい

うことになっており、携帯型については、団長、副団長、分団長へ配備する予定である。

・ 昨年、整備した23台のデジタルトランシーバーについては、ポンプ車７台、軽積載車16台

の消防団車両に積載しており、相互の通信で利用している状況である。

・ 救助工作車の役割は、交通事故等の傷病者の救出、事故現場での油漏れ等の処理、夜間の火

災現場においての照明活動、工場内や農機具等による事故等の救出などである。

・ 救助工作車の資器材については、ほとんど更新し、新しい最新式の救助器具になると思うが、

設備についての変わりはない。また、今回は一部、クレーンつきになると思っている。

  車両・設備は、全部刷新し、使える器具等で載せかえがきく部分については、載せかえ、他

の使える器具については、予備器具として活用してきたいと考えている。

・ 消防庁舎の建築年度は、昭和55年度で、平成24年度に耐震診断を行い、大部分の構造につ

いては、耐震性があるという判断を受けており、一部分、壁を補修して耐震に備えるというこ

とで、今年度は、耐震設計をお願いしている。

  また、耐震工事については、一部、通信室の壁等の工事が予想されるが、消防車両等の出入

りについては、問題はないものと考えている。

・ 消防署庁舎耐震補強工事について、現在の庁舎の位置は、海抜約５メートル程度であり、先

般、国が発表した南海トラフの津波にしても、最大５メートル程度と予想されている。

現在、１階の通信室に重要な機器類があるが、５メートルの津波等を予想した場合、１階

部分が水浸しになるというようなことも考えて、現在行っているデジタル無線の整備の実施

設計の中で、重要な機器類は２階に置くようなかたちをとり、津波等の災害に備えたいと考

えている。

・ 資源リサイクル畜産環境整備事業について、今回、整備する２業者の既存施設は、１カ所は

ロータリー攪拌式の堆肥舎、もう１カ所はドリル式の攪拌式の堆肥舎を持っており、それも使

っていく計画であるが、今回の整備は、縦型の発酵施設ということで、１次発酵で使用し、既

存施設については、２次発酵施設というかたちで使っていくものと考えている。

・ 既存の堆肥舎において、これまで処理に困っていたということではないと考えているが、今
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回、縦型の発酵施設を導入することによって、処理的には余裕が出て、また、悪臭の発生とい

う面においては、軽減されるものと期待している。

・ 堆肥舎の整備に係る経費については、今回の予算の2,944万8,000円が農家の負担分という

ことであり、補助率は72.5％となっている。

・ 整備を行う２業者のうち、一つの事業所については、母豚80頭の一貫経営で、１日の堆肥

処理量として、2,150キロということで計画しており、もう１カ所については、300頭の一貫

経営で、１日の処理量を8,412キロということで計画している。

・ 堆肥の処理方法は、まず、１次発酵ということで、縦型コンポのほうに挿入し、１週間ぐら

いで、それが出てくる。そして、それを既存施設で２次発酵させ、仕上げていくという考え方

である。

  また、堆肥発酵させる場合は、一般的には処理水は出ないことから、ＢＯＤとは、直接関係

はないと考えている。

・ 堆肥舎の整備については、施設整備の基準があるが、一、二頭を飼っている場合については、

今回のような施設整備までは求められていないところであり、本市の養豚農家23戸中、整備

基準の対象となる農家は19戸で、従来の堆積型の堆肥舎やロータリー攪拌型の堆肥舎は19戸

の農家すべて整備されている。また、縦型コンポの発酵施設については、今回、整備するもの

を含めて、４戸になると考えている。

・ 枕崎市ふるさと応援寄附条例については、さまざまな用途を条例の中に定めているが、寄附

をいただいた場合、ふるさと応援基金として預かり、ふるさと応援寄附条例で指定された駅の

建設、駅周辺整備を図るための財源を基金として積み立てる枕崎駅周辺整備基金へ支出すると

いう流れになるので、既存のふるさと応援基金と枕崎駅周辺整備基金は、競合とかという考え

には当たらないと考えている。

  また、その目的は、それぞれ条例で異なるので、どちらの条例が上位とかということではな

く、対等の立場であるというふうに理解していただきたい。

・ ふるさと応援基金には、いろんな項目があり、その中の一つに駅舎の建設もある。それも含

めて、24年度末残高は499万円で、100万円を25年度中に取り崩し、枕崎駅周辺整備基金のほ

うに積み立てるということである。

・ ふるさと応援寄附条例の第２条に、事業の区分というのがあり、ふるさと応援寄附をいただ

くときに、応援寄附条例の中でいただいた寄附の使途について６項目を指定している。公園の

整備などまちなみ景観の整備に関する事業、文化・芸術・スポーツの振興に関する事業、さつ

ま黒潮きばらん海枕崎港まつりの充実など交流人口増・観光振興に関する事業、河川浄化によ

る生活環境整備など自然環境保全に関する事業、先般、条例改正により追加された、枕崎駅舎

建設及び駅周辺の施設整備並びに管理に関する事業、６番目にその他まちづくりに関する事業

ということである。

ふるさと応援寄附をいただくときには、この条例に定めたこの六つの項目を示して、寄附

を充ててほしい項目への意思表示をいただき、その意思表示どおりに使うということになる

ので、駅舎建設及び駅周辺の施設整備並びに管理に関する事業に使ってくださいというもの

は、一たん、ふるさと応援基金のほうにまとめて入り、そこから枕崎駅周辺整備基金のほう

に移して、駅舎の整備、周辺整備等、管理まで使われることとなる。ほかの芸術文化やさつ

ま黒潮きばらん海は、それぞれの事業に充当されていく。

・ ふるさと応援基金に積むものについては、ふるさと納税で寄附されたものということで指定

があり、当然、基金に積む。その他のものというところがある点については、必要な事項に特

定しないで使われるわけであり、それを一挙に、駅舎の建設基金のほうに、最初から積むとい

うようなことは目的外であるので、そういうことはしないということである。
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・ 枕崎市ふるさと応援寄附条例において、基金の処分については、第１条の目的のため、第２

条各号に定める事業の実施に要する費用に充てる場合に限り、一般会計歳入歳出予算に計上し

て、その全部または一部を処分することができるとし、その場合、第10条の寄附者の意向へ

の配慮をしなさいということが条例で定められている。市長は、基金の積み立て、管理、処分、

その他の基金の運用に当たっては、寄附者の意向が反映されるよう十分配慮しなければならな

いということであり、その他のまちづくり事業に関する事業と用途の指定のなかったものにつ

いては、それぞれの場面で、それぞれの事業の目的等々を検討した上で、一般会計歳入歳出予

算に計上して処分されるものというふうに考えている。

○委員からの意見・要望

・ デジタルトランシーバーの配備について、災害時は、団員の多くが何班かにか分かれて行く

ので、早急に、くまなく配備ができるように要望する。

・ 救助工作車で更新する資器材について、東日本大震災みたいに大きな災害がない限りは、同

じ種類のものがあっても、使わないと思う。更新の際は、考慮されたい。

・ 津波の高さを５メートルと予想した場合、第２波は10メートルを越すと考えられるので、

消防署庁舎の耐震補強工事に当たっては、その辺を考慮して、取り組んでもらいたい。

◎議案第120号平成25年度枕崎市一般会計補正予算（第３号）

○当局説明

・ 今回の補正は、歳入歳出それぞれ4,824万2,000円を追加し、予算総額を99億0,284万2,000

円にしようとするもので、当初予算額に対し、2.2％の伸びとなる。

・ 地方債の補正は、地方道路等整備事業に係る変更によるものである。

・ 補正予算の内容としては、平成25年１月11日に閣議決定された「日本経済再生に向けた緊

急経済対策」における公共投資の追加に伴う地方負担額等に応じて交付される地域の元気臨時

交付金の交付限度額が提示されたことに伴い、庁舎車庫の建てかえ及び地域の元気臨時交付金

基金への積み立てを行うものである。

・ 補正財源については、国庫支出金9,324万2,000円の増、市債4,500万円の減で措置した。

・ 地域の元気臨時交付金の充当事業としては、地方債を充てられる地方単独事業、また、建設

公債の対象となる国庫補助事業の地方負担分に充てることができることとされている。

・ 具体化した事業として、市役所裏の車庫の建てかえをお願いしているところであり、今後の

財政需要に応じて、平成26年度までの事業に活用を行うために、基金に積み立てる部分もあ

る。

・ 庁舎の車庫建てかえについては、限られた財源の中で優先順位を定めて、予算の要求・編成

をしているわけであり、その中で今回の元気臨時交付金を充てて建設更新を行うことになった

ものである。

  また、庁舎の中庭に立体的な構造の車庫を設置することについては、建築費もかなり高額に

なると予想されるで、今回は、現在の車庫の更新ということでお願いしているところである。

・ 地域の元気臨時交付金については、国の緊急経済対策が大規模であって、地方の財政負担を

カバーするために交付されるものである。

平成24年度の３月補正で、市営住宅の建てかえなど２億円を超える国の経済対策に乗っか

ったわけであるが、その財源として１億円を超す地方債がふえたところである。その分につ

いては、後で、平均では８割、本市は８割を超えているが、８割の額を交付金として交付す

るので、経済対策に国とともに乗っかって、至急、緊急経済対策を打ってくださいというこ

とで創設された交付金であり、その決定を受けたということで、今回補正をお願いしたとこ
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ろである。

・ 交付金の使途については、すべてを使うということではなくて、緊急経済対策に呼応するこ

とでふえた地方債の縮減を図ること、当初予算で要望のあったもので、財源的にできなかった

今回の庁舎車庫の建てかえ事業、また、今後見込まれる事業等への充当を考えているところで

ある。

また、財政の健全化と地域の活性化等のバランスを図りながら、半分程度は借金の返済に、

半分程度は地域の活性化にというような考え方で予算をお願いしているところである。

・ 俵積田住宅の建設の地方負担額は、地域の元気臨時交付金の対象になったところであるが、

国と地方の財政負担のあり方として補助率が50％であり、この事業に交付金を充ててしまう

と50％を超えて80％、90％の補助率となることから、それが認められないので、ふえた部分

は別な事業に充ててくれという趣旨である。地域活性化に行った事業は、俵積田住宅の建設で

あるが、算定対象になった交付金については、別な事業に充当して、地方債等の増嵩を招かな

いようにというような地方への配慮だと考えている。

・ 地域の元気臨時交付金については、今度の国の補正予算の経済対策の規模が大規模であった

こと、地方の財源確保に配慮された今回に限っての臨時的な措置であると記載されており、今

回限りの措置である。また、補助率はそれぞれの団体によって異なるところは、それぞれの団

体の財政力に応じて、７割から９割という間で補正をかけられており、本市については、本県

全体に言えることであるが、８割以上の交付率になっているということである。

・ 地域の元気臨時交付金の使途について、委員から例をたとえて挙げていただいたものが使途

に合うかどうか、それぞれ全庁的に検討させていただきたい。

また、26年度までの事業であるので、その辺も十分勘案して、どれを優先していくのか、

検討しないといけないと考えている。そのため、今回、当初予算のほうに上げていたが、どう

してもできなかった事業が計画的にでき上がっているので、申請の期間というのが短いという

こともあり、まずはそれを優先したという今回の措置である。

その他については、26年度までの事業であるので、来年度の事業に向けて基金を積み、そ

の基金の中で優先順位をつけて検討したいということである。

・ 地域経済活性化を図るための経済活性化雇用創出の臨時交付金ということで、庁舎車庫の建

てかえ更新についても、建設業界に対して雇用が生まれるわけであり、そのような意味合いで、

これも対象となっているということである。

○委員からの意見・要望

・ 地域の元気臨時交付金の使途については、さまざまな分野で多くの事業に活用することも可

能ではないのか。今後、本当に市民のために必要なものを選定し、市民のために十分活用され

たい。

◎議案第114号平成25年度枕崎市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

○当局説明

・ 今回の補正は、29万6,000円を追加し、予算総額を42億8,738万7,000円にしようとするも

ので、当初予算より6.8％の伸びとなる。

・ 歳出は、特定健康診査等事業費29万6,000円を増額しようとするものである。

・ 歳入は、国民健康保険税の税率改定に伴う後期高齢者支援金分現年課税分及び介護納付金分

現年課税分の増収見込み分を計上してある。

また、特定健康診査等事業費の増額による国庫負担金及び県負担金の増並びに退職被保険者

等国民健康保険税の後期高齢者支援金分現年課税分の増に伴う療養給付費等交付金の減額もお
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願いしてある。

・ これらの増減により、歳入欠陥補填収入が3,587万4,000円減額となった。

・ 今回税率改定をお願いしてある後期高齢者支援金分、介護納付金分については、年々、後期

高齢者支援金の対象となる被保険者数、あるいは、介護納付金分の対象となる被保険者数の増、

後期高齢者制度の中での後期高齢者の医療費の増、それと介護給付費の全国的な増、そういう

もろもろがあり、この部分についての税率改定は平成20年以降されていないので、その部分

について、納付すべき額と税で賄わなければならない額に乖離が生じてくるということは予想

はできていた。

・ 平成23年度に医療給付費分の税率改定を行ったが、その部分については、被保険者が減る

中で医療費動向がどうなるかというのは、その当時は医療給付費部分の値上げ相当額で賄える

だろうということでお願いしたが、ただ、それも医療費動向によってどう変わるかというのは

わからないので、何年後にその改定が必要になるかとかいった論議はなかったというふうに考

えている。

・ 本市の国保会計の赤字の要因として、後期高齢者支援金分と介護納付金分については、平成

25年度から平成27年度までの間に合計で１億0,200万分の乖離が生じる見込みである。既に平

成24年度においては、後期高齢者支援金分で1,380万程度、介護納付金分についても1,500万

程度の乖離が生じている。

残りの部分については、現在、単年度で約１億1,200万程度の医療給付費分が足りない。原

則として、１億1,200万程度を医療給付費分の税で賄わないといけないが、そこが今後は赤字

が生じてくる要因になってくると考えている。

・ ３年合計で１億0,200万を確保しなければならない部分については、厚生労働省から示され

る１人当たりの費用額に対象となる被保険者数をかけていくが、その平成25年度から平成27

年度までの費用額の推計については、まだ厚生労働省からも示されていない状況であり、過去

の単位費用の伸びと枕崎市の住民人口の人口ピラミッドから推計される被保険者数の伸び、あ

るいは減になるかというのを推計して、不足するであろうという額について、はじき出したと

ころである。

・ 国保税の値上げをしなかった場合、国や県からペナルティーなどはない。しかし、被保険者

の方から納税されて、本来なら医療給付費分に使わないといけない部分が、介護納付金分や後

期高齢者支援金分のほうに回ってしまっている状況である。後期高齢者支援金分及び介護納付

金分については、全国一律に厚生労働省から示された１人当たり単位費用で、最低限、被保険

者の方には負担していただきたいということでお願いしている。

・ 保険者の負担能力については、近年、全国的には、景気は底を打って回復基調にあるとは言

われているが、枕崎を取り巻く情勢は、そういったことがまだ実感として感じられる状況には

なく、なかなか所得も目に見えて伸びるような状況にはないため、納税環境としては、依然と

して厳しいと考えている。

・ 夫婦２人に子供が２人、課税所得が200万円で固定資産が４万円のモデル世帯において、本

市の国保税は、現行が年間38万7,700円で、改定案に基づく改定後が年額43万2,300円となり、

４万4,600円の増になる。

また、協会けんぽの場合は各都道府県単位で料率が決定されるが、協会けんぽの鹿児島県の

場合、事業者折半ということになっているため、本人の負担額は全体の保険料の半額となり、

同じ条件の場合、年額が20万5,000円程度となる。

共済組合の場合にも同様に掛け金と負担金とあるため、基本的に折半のようなかたちになっ

ているが、同じ条件の場合、本人負担額は年額 23 万 1,000 円程度となっている。

しかし、制度そのものが違い、また、各保険で現役世代なのか、それとも現役後の収入の低
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い世代なのかといった被保険者の構成の条件等が違うため、そのようになっていることを御理

解いただきたい。

・ 法定外繰入れについては、当初予算でも県の広域化等貸付金の返還については、３年で２億

5,000万円法定外繰入れをするということで、既に予算措置している。

保険税の軽減対策としての法定外繰入れについては、本年度、医療給付費分が１億1,200万

ほど不足が見込まれているので、平成25年度の国保の大体の歳入歳出の状況がわかるときに、

法定外繰入れで措置しないといけないというふうに考えている。

・ 後期高齢者支援金分と介護納付金分については、全国の一律の単位費用によって納めていた

だくため、国保以外の方については、既にその部分で納めてもらっている。それに対して、法

定外繰入れによって、負担してもらうというのは、二重に負担していただくということになる。

・ 医療給付費分については、構造的な問題があり、高齢者が多いため医療費は当然上がってい

く。その保険者団体によって高齢者の比率も違い、当然、小さな団体ほど医療費が高いといっ

たところがあるため、その部分については構造的な問題であるので、その部分については、一

般会計繰入れの原則を外して、今回、繰入れもやむを得ないのではないかという考え方に立っ

ている。平成24年度に財政健全化の行動計画を立て、今後、平成25年度から平成27年度の中

で財政健全化をやっていくという計画を立てているので、理解をお願いしたい。

・ 一般会計から法定外繰入れをするということは、本来は、住民サービスあるいは産業の振興

やインフラの整備など、住民サービスの向上という部分に使われなければならないものを国民

健康保険の被保険者のために使ってもらうということになる。そこは、やみくもにやるという

ことではなくて、ある程度、今の被保険者の負担感や県内の中での国保税がどういうところに

あるかということや、制度的に協会けんぽや組合健保、共済組合など所得も違う部分もあるの

で、行動計画に沿って、平成25年度から平成27年度の間は赤字をふやさないということでや

っていくので、御理解いただきたい。

・ 保険基盤安定の繰り入れに対して、国保財政のほうに繰り入れができなかった年があり、ト

ータルで５億を超すお金が入ってこなかったというのは事実である。また、平成５年から平成

10年の間にかけて、４億6,500万円ほど一般会計から繰り入れられなかった額があるが、基金

があったときに、逆に国保税率の引き下げに使ってくださいという議論が議会の中であった。

やはり、その当時当時の首長の判断によってどうするかというのは左右されているので、今

の状態をどうにかしなければならないというので、健全化行動計画を立てて、まずは、後期高

齢者支援金分と介護納付金分については、全国一律で負担してもらうので、そこは改定をお願

いしたい。ただし、医療給付費分については、被保険者の経済状況を考えて、そこまで今回引

き上げて改定してしまうと、とても負担能力のところで限界があるんじゃないかということで、

医療給付費分については、国保会計と一般会計の本年度の歳入歳出状況がおおむねわかる３月

議会で対応していきたいという考えである。

・ 平成20年度に介護納付金分の改定をした理由としては、平成17年度、18年度、19年度で

3,000万円ぐらいずつ介護納付金分が足りなくなり、総体で9,000万ぐらいだったと記憶して

いるが、その改定をお願いした。ということは、その部分が、医療給付費分が食われていると

いうことで、そこの乖離を修正するために当時、税率改定をお願いしてある。

・ 後期高齢者医療制度が創設され、納付意識の高い後期高齢者の方々が後期高齢者医療制度へ

移って被保険者数が激減し、そういう関係で言えば、総体的な国保税収というものは減ってい

る。

・ これまでは、制度改正に応じた予算計上がなされていないために、どこに本来の赤字という

か、どこで発生しているのかというのがつかめないまま議会には当初予算においても、そこの

財源不足と見込まれるところを国の特別調整交付金の中で計上してあり、予算を示す段階で、
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幾ら足りないというのが見えにくかったため、昨年からそういう御指摘もあり、今の財源不足

は幾らですと目に見えるような予算計上は行った。

・ あくまでも仮定だが、一般会計繰入れが、本来の法定どおりの繰入れがなされていたとした

ならば、その部分については基金へ積み立てができるわけなので、現在の赤字というのは若干

でも解消されたということになると考えている。

・ 後期高齢者支援金分、介護納付金分に限らず、医療給付費分についても、その年度の医療給

付費総額が幾らになるかということで、その額を見て税額で確保しなければならない部分が幾

らっていうのは、これはどの部分にしてもそれは毎年度毎年度、確認作業が、当然必要である

というふうに考えている。

・ 今回の税率改定は、今後、議決後に、市長以下で住民説明会を行い、わかりやすいかたちを

工夫しながら、制度の中身について、十分説明していきたい。

・ 介護・後期については、今、乖離があまりにも大きくなってきたので、そこの調整を今回の

議案でさせていただきたい。そこをもし改定しなければ、この部分が、また積み残されていく

ということになる。法定外繰入れをすればいいのではないかというと、そこまではやはり無理

である。

・ 住民に対しては、現在、このような国保の状況になっているという説明は、かねてからして

いかなければならないと思っている。ただ、引き上げをすることについて、議会の議決を得な

い中で先にするということは、議会の議決も得ないうちに、住民のほうに先に説明はできない。

・ 軽減世帯分は保険基盤安定化事業で交付されるが、医療分を応能益の部分で調整をした場合、

軽減額がふえてきたら保険者としてはどうなるかということについては、保険基盤安定繰入れ

で軽減世帯分については繰入れがなされ、プラス保険者支援分でまた国からもその部分につい

ては支援がなされるということであり、介護納付分について、今回大幅な上げ幅になっている

わけであるが、ふえればちゃんと補てんされる仕組みとなっているので、その部分については

影響がないというふうに考える。

・ 今回の改定は、国保税の後期高齢者支援金分と介護納付金分について、収支の均衡を図ると

いうようなことでの改定であり、検討に際しては、なるべく改定率を抑えるようにということ

で十分調整をした。後期高齢者支援金分は、向こう３年間の単年度平均が1,800万円、それか

ら、介護納付金分については、向こう３年間の単年度平均が1,600万円の赤字と、こういう改

定所要額に対し、今後減少していくであろう被保険者数とかの推計、そういった諸々の条件を

もとにして改定所要額を賄うような税率で一番低い部分を設定し、現在の提案に至ったところ

である。

・ 過去の税率改定の状況については、後期高齢者支援金分については、制度が始まったのが平

成20年度であり、今回初めて改定がなされる。

  介護納付金分については、平成20年度に乖離が生じており、税率改定をお願いした。

一般医療分については、昭和60年から昭和63年まで４年連続で税率引き上げを行っている

が、平成５年それから平成７年において、基金を取り崩して税率を引き下げてほしいというこ

とで引き下げた経緯があり、昭和63年以降、初めて平成23年に引き上げを行った経緯がある。

・ 今回、一般医療分については、税率改定を見送らせていただいたが、それだけ税収が足りな

くなるので、その分については一般会計からの法定外繰入れの措置をせざるを得ない。財政健

全化行動計画の中では、平成24年度までの赤字２億6,500万円を平成25年度から27年度の間で

これ以上ふやさないという考えでやっていきたい。

○委員からの意見・要望

・ 過去に一般会計からの法定どおりの繰入れがなされていなかった事実があり、それは、その
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時々の行政の都合でしてきたわけである。今回は、それを国保に返すこともまた一つの政策で

はないかと思う。

・ 今回議決後に住民説明会を実施するということであるが、このような住民にとっても、保険

者にとっても、一番神経質、ナイーブな問題については、議決後ではなく、前もって周知期間

を置くために、早目に住民の意向を聞き、それを政策の中に生かしていくというのが本来の姿

だと思う。議決後に、議会で承認いただきましたというやり方ではなく、政策を打ち出す前に

納税者と胸襟を開いて現状を切実に訴えてお願いし、そこで出た住民からの意見を政策の中に

取り入れいくべきである。今後の取り組みに生かしていかれたい。

・ 今回の税率改定については、税率に問題があると思う。１けた台の改定率は考えられなかっ

たのか。こんなに一気に上げるのではなく、段階的に行うというのも一つの方法である。

法定外繰入れは、被保険者の負担を軽減するということでも必要だと思うので、できれば繰

入れとこの税率改定の折衷案なりが得策ではなかろうかと思う。
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